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山内内庁議弓

この「アジアの動向」く国別シリーズ） 1968年は，月刊『アジ

アの動向』を各国別にまとめ，総、目次， 1968年の回顧，年表を

追録したものです。

アジア諸国の政治・経済・社会の動きを適確に把握する基礎

資料として，月刊『アジアの動向』とあわせて利用ください。
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マレーシア，シンガポール

- 1968年一

イギリス軍の撤退繰上げ発表 C1月16日）で明けた1968年は，そのマレー

シア・シンガポーノレ両国における軍事的・経済的意味が甚大であるだけに，

ゴム，錫価格の趨勢的低下と相侠って，一つの転換を両する年であったと言

えよう。

マレーシアでは，タイ国境共産ゲリラの活動が次第に活発化している。

シンガポーノレで、は 5年ぶりに行なわれた総選挙で，与党人民行動党が全議

席を独占し，新議会では工業化促進のための新労働法の成立を見た。

外交面ではフィリピン・マレーシア問のサパ紛争が再燃し，インドネシア

海兵隊員2名の処刑をめぐってインドネシア・シンガポール関係が一時極度

に緊迫した。またシンガポールは 6月，ソ連と国交を樹立した。

文中M ドル， Sドノレとあるのはマレーシア・ドル，シンガポーノレ・ドルのことで

jl」に 1ドノレ＝118円〉

I イギリス軍の撤退繰上げと 5ヵ国防衛会議

イギリス極東駐留軍の撤退は67年 7月の国防白書で1970年代半ばと定めら

れていたのだが， 1月16日のウィルソン演説ではこれを一気に 4～5年早め

71年末までに撤退を完了させる方針が明らかにされた。この決定に先立つて

イギリスのトムソン英連邦相がマ・シ両国の外オーストラリア，エュージー

ランドをまわり，各国政府に撤退繰上げを伝えたが，シンガポーノレのリ一首

相は強い反発を見せ，ウィノレソン首相との直談判にイギリスに飛んだ。しか

し決定を根本的に覆すことはできなかった。

1. 経済的影響

ウィルソン演説の当時，マ・シ両国の駐留英軍はそれぞれ 1万名， 3万

名， 67年の軍関係年間支出額はそれぞれ 1億2000万M ドノレ， 4億5000万Sド

ノレと言われていた。同年の両国国民総生産 GNPは約95億M ドル， 32億Sド

yレだ、から，それぞれ GNPの1.3%,14%を占めていたことになる。 シンガ
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マレーシア，シンガポール

ポールは例年大幅な貿易赤字（67年，約9億Sドル〉をこの英軍からの収入

で埋めていた。英軍関係雇用者数で見ると当時マレーシアでは 1万5000人，

シンガポーノレでは 4万人余を数えて労働力人口の0.5%,8 %に達していた。

また間接的に英軍と関係のある業種の労働者を含めると，この数字はほぼ 2

倍になるとも見られていた。

シンガポールの Goh蔵相は 3月29日，「経済的窮状を如何に打開するか」

と題するテレビ演説で， 68年～71年の 4年間に減少する英軍支出を 9億Sド

ノレと推定し， これに替って（1）軍事支出 3億Sドノレ，（2）公共投資4億Sドノレ，

(3）民間投資2億ドルの追加支出を予定していると語り，財源としては（1）外国

からの援助・借款2億 8500万Sドノレ， (2）外国における起債1億 5000万Sド

ノレ，（3）圏内民間資本の海外からの還流と外国民間資本の流入1億1500万Sド

ノレ，（4）増税及び圏内起債3億5000万Sドノレを見込んでいると述べた。

四つの財源のうち，外国からの借款については，イギリスとの会談（ 3月〉

で71年末までに5000万ポンド（ 3億6750万sj-t；レ〉を同国から受けることに

合意を見た。従って外国援助起債額はこれだけでほぼ達成できることにな

る。増税については， 69年度，新税設置（電気・水道使用税，衣服輸入税な

ど），税率引上げなどで 3500万Sドルの増収を予定しているから，これが計

画どおり実現すれば3年間でほぼ 1億Sドノレとなり，残る 2億Sドノレ余を内

債に頼ることになる。

追加支出では69年度予算演説で Goh蔵相が明らかにしたように，軍事支

出のみに重点が置かれた結果，経済開発に関係のある公共支出は完全に抑え

られた。民間投資は近年停滞傾向にあり，公共投資の抑制で工業用地造成，

道路・港湾整備などが遅れる結果，これからの急増も期待できないと思われ

る。

軍事費のみに比重がかけられたのは次のような理由によるものと見てよか

ろう。即ち Vasper, Swan Hunter （以上造船）， Hawker Siddeley Aviation, 

British Aircraft Corporation （以上航空機）などを代表とするイギリスの軍

需資本が，シンガポール政府に軍事費の肩替りを強く要求し，財政困難にあ

えぐウィルソン・イギリス政権もこれを背後から支援したため，シンガポー

ル政府は経済開発を後回しにしてでも国防費増額に踏み切らざるを得なかっ
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マレーシア，シンガポール

たと思われる。イギリスの穴埋め援助のうち大部分がイギリス各社からの警

備艇・戦闘機購入，海軍ドックの民間（SwanHunter社〉払下げ，武器・

装備の延払いによる買付け，などにあてられているのは，このことを明白に

示している。

次に予定された 9億Sドノレが果して満足なものであるか否かにも検討の余

地がある。

昨年末，まだ撤退繰上げの発表されていない段階で，経済計画局 EPUの

J.M. Pillay局長代理は，「英軍撤退によって失業する約10万人を再雇用する

ために， 75年（今ではこれを71年と読まなければならない一一筆者〉までに

25～30億Sドルが必要となる」と述べている。また先述したイギリスとの援

助会談でシンガポーノレ側の要求した金額は最終決定額5000万ポンドをはるか

に上回る 4億3500万ポンド（キ32億srノレ〕だったと言われている。現在シ

ンガポーノレの失業人口は約6万8000で労働力人口の 1割をはるかに超え，し

かも漸増傾向にある。これは基地労働者の失業の他に，毎年2万5000に達す

る新規卒業生に充分な数の雇用機会がないためで，政府は工業化の促進と観

光事業の振興とによって毎年2万余の新雇用を創り出そうとしているが，そ

れは上述の資金不足からみてもかなり難しいと言わねばならない。

海軍ドック，空軍基地など諸施設の民間移管などを調整するため 2月に設

置された基地転用局 BECDは，基地失業者に対する職業再訓練も担当する

機関であり， 600人ずつ 3ヵ月の再訓練を 4月から開始した。計画では 71年

末までに同局によって8000人を再訓練することになっているが，わずか 3ヵ

月で必要な技術を習得させるのは困難であるうえ（シンガポールの企業は50

人未満の小規模なものが多く，熟練した技能が要求されるλ 訓練後も就職

口が保障されていないのだから，この事業にも白から限界がある。

英軍支出の消滅は一面でイギリスなどからの借款の増加，軍需物資の延払

い輸入，軍事費の増大という結果をもたらし，反面で電気・水道使用税，衣

服輸入税のような大衆課税の導入を余儀なくさせたと言えよう。ここから生

まれるものは「インフレとデフレの奇妙な混在」であろうか。社会主義戦線

Barisan Sosialisはこの方策について「外国資本を優遇し， 人民の搾取を強

化するもの」と非難している。
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マレーシア，シンガポール

マレーシアはシンガポーノレほど深刻な影響は受けないが， Tan蔵相は12月

「イギリスからの撤退穴埋め援助は 1億8400万ドノレ（ニ2500万ポンド〉と定

められたが，実際のギャップはこの 3倍以上ある。政府はこの打撃にうちか

っため，農地開拓に最重点をおいて取り組んで行く」と述べている。 「農地

開拓」の主体となっているのはオイル・パーム，ゴムの植付け事業と水田造

成事業で， 69～70年の 2年間に7000戸を入植させる計画と言われる。しかし

1人あたりの入植経費が数千ドノレも必要とされていること，ゴム，オイル・

ノξ｝ムの価格が長期的にみて低落傾向にあること，などのために， 1万人を

超える基地失業者の開拓事業への吸収には相当な困難が伴うであろう。失業

率は現在でも 6.8%とかなり高い水準に達しており，英軍撤退のもつ意味は

決して小さくないと言わなくてはならない。

英軍撤退繰上げ発表後初の予算として注目された69年度予算は，ラザク副

首相が11月， 「国防費は大幅に増大しよう」と述べたにも拘らず，殆ど増え

なかった。これはあるいは来年5月に予定されている総選挙のための「選挙

予算Jかも知れない。

2. 5ヵ国防衛会議

イギリス，オーストラリア，ニユ｝ジーランド，マレーシア，シンガポー

ノレ5ヵ国の防衛会議は，もともとはラーマン首相が67年5月に提唱したもの

で，この時は各国の反対で実現しなかったのだが，撤退繰上げ，発表後急速に

具体化し， 6月10・11の両日，撤退後の安全保障を話し合うため 5ヵ国首脳

がクアラノレンプールに集まった。この会議で、マレーシアは英軍撤退後の 5ヵ

国共同防衛条約締結，残された軍事施設の 5ヵ国共同管理，を要求したが，

いずれも容れられなかった。またマレーシア，シンガポ｝ノレともオ｝ストラ

リア，ニュージーランド駐留軍（合計5000人〉の71年以降の駐留継続を強く

望んだが，両国とも態度を明らかにしなかった。 （オ｝ストラリア，ニュー

ジ｝ランドはその後も慎重に方針を練っているらしく，結局年内には何らの

1 具体案も発表されていない）イギリスの役割については「飛行場，レーダー，

通信施設，地対空防衛施設を含め，必要な地上施設を提供し，訓練のための

技術者・専門家援助を行なう。」「緊急事態に際してイギリスがこの地域に部

隊を派遣できるか否かを討議した結果， 70年に 5ヵ国の大演習を行なうこと

v
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になった」と共同声明に述べられているだけである。つまり 3国軍の役割に

ついては殆ど何も決定されなかったに等しいわけである。そしてシンガポ｝

ノレの空軍創設，マ・シ両開共同防空体制の強化，両国海軍の増強と沿岸警備

における協力，などマ・シ両国の「共同的自主防衛」の強化が強く前面に押

し出される結果となった。オーストラリア，ニュージ｝ランドの積極的介入

に期待をかけたマ・シ両国にとって，これはかなり大きな誤算であったに違

いない。

II マレーシア・シンガポール関係

分離以来3年目になる68年は，どちらかと言えば離反傾向の強い年であっ

た。

まずマレーシアの Tan蔵相は 1月の予算演説で，「非スターリング圏への

輸出によって得た外貨を，将来総て直接マレーシアの銀行に預託する」と発

表した。これは通関申告，輸出の認証，為替買取・回収をマレーシアの銀行

で行なうよう義務づけたもので，イギリス，シンガポーノレへの送金禁止を意

味していた。この措置は一旦3月 1日実施と決められたがイギリスの反対，

手続きの調整などのために遅れ，結局6月 1日から実施された。 Tan蔵相が

2月に明らかにしたところによれば， 66年にはシンガポーノレに 5億4400万M

ドノレ，イギリスに 3億8000万M ドノレ預託された。 67年もほぼこの程度であっ

たと推定されるから，もしこの切換えが政府の思惑通り完全実施されれば，

中継貿易依存度の極めて大きなシンガポーノレにとって、深刻な打撃になろうし

両国の経済的離反が益々進むことにもなろう。マレーシスの商業銀行外貨資

産を含む外貨準備が， 68年6月を境に従来の減少傾向から増加傾向に転じた

(66年末24億4200万M ドノレ， 67年末19億6500万M ドノレ， 68年6末17億7500万

M ドノレ，同 9月末18億4700万M ドノレ）のはある程度この影響とみてよい。銀

行・商社ともまだこの新体制に順応しておらず，シンガポールへの送金は直

ちに消滅し得るものではないが，徐々に減少することは否定できないであろ

う。

シンガポールの失業問題が深刻で、あることは先にも述べたが， リー首相は

2月17日「シンガポーノレ人以外の労働者6万人のうち非・半熟練労働者をシ
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マレーシア，シンガポール

ンガポール人に置き換えて行く」と発表し 3月12日にはその第 1段階として

銀行員数百名に解雇通告がなされた。 「シンガポール人以外の労働者Jの大

半は言うまでもなくマレーシア人であるから，この措置は当然マレーシア側

の反発を招いた。マレーシア政府は翌日日に「マレーシア人化問題閣僚委員

会」を設置して国内のシンガポーノレ人労働者を解雇する方針を打ち出した。

これがそのまま進行すれば，マレーシアのシンガポール人労働者6万人，シ

ンガポールのマレーシア人労働者5万人が共に解雇され，両国経済は相当な

混乱に陥ったであろうが，両国財界，労働組合などの強い反対にあ？て，

「相互追放」案は 3月末に一応撤回された。しかしマレーシアが 8月，外国

籍労働者の雇用を雇用担当官の許可制とする「雇用（制限〉法Jを制定した

ことからも明らかなように，この問題は失業問題の解決しない限り長く尾を

引くに違いない。

ロンドンで金市場が閉鎖され為替取引が停止された 3月15日に，マ・シ両

国でも外国為替取引を停止したが，その際両国通貨の等価交換にも混乱が生

じ，一部では lMドノレ＝0.85Sドノレの交換も行なわれた。これは両国法定準

備率の相違（マ 80.59%, シ 100), 金・外貨準備高の多少などによって惹

き起されたものであろうが，等価自由交換という現在の体系が崩れることは

両国経済にとって全く許容できない事態と言わねばならない。 3月18日には

自由交換性を保障する協定が締結され，危機は一応回避された。

これら一連の事件は両国経済の深いつながりから見て，その決定的断絶は

あり得ないこと，しかし協力への道は決して順調ではないことを示してい

る。

最後にマ・シ両国間の貿易は今年も減少を続けた。これはマレーシアが直

接取引への転換を徐々に進展させているためである。

m マレーシアの内政と外交

1. 武装闘争の胎動

今年は，マラヤ共産党が抗英武装闘争を開始（1948.6. 20）してから20年

目にあたっているが， 6月17日にはタイ国境の Krohで，非常事態宣言解除

(1960年〉以来最大の戦闘があり，国境警備隊16人が死亡， 17人が負傷し

v
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た。また 6月20日を中心としてクアラノレンプールなど主要都市に多数の赤旗

が掲げられる事件も起った。ゲリラと国境警備隊との衝突は Krohとタイ側

の Betongを中心とする国境地帯で最も頻繁に起り，年末には更に西の方に

も拡大している。政府側発表による各月の衝突件数，死亡者，負傷者数は次

表の通りで，タイ側での戦闘は12月の 1件を除き総て Betong地域で起って

月 件

1 

2 

6 

7 

8 

9 

10 

11* 

12 

タイ国境におけるゲリラとの交戦件数（1968年）

I 軍・警察側 ｜ゲ リ ラ 側

数l死去「負傷者｜川 口I五 目 白 者

(1) 

(3) 

1 (2) 

(1) 

1 (3) 

(1) 

(2) 

(8) 

数名

1 

71** 

5 

157** 

計／ 2c21) / 16 cs) ／則o) I〔則｜ 7 I数名 J 233 

（）内はタイ側での戦闘，タイ警備軍の死傷者。〔〕内はMalayanBulletinによる。

* 11月9日から西マレーシアで共産主義者一斉検挙が行なわれた。

料タイ国境警備隊に逮捕されたもので支持者も含む。

いる。またゲリラは殆んどが50～60人の小隊編成であった。ゲリラの総数は

一時の 500人から，政府の追立て計画などで土地を失ってゲリラの隊列に加

わる者が多く出たらしく，現在では1000人程度と言われている。またこの中

にはマレ一人もかなり含まれているらしい。政府は西マレーシア軍司令部を

設置して正規軍の一部を国境地帯に投入する一方，タイとの国境委員会では

5マイル以内の正規軍相互越境について合意に達し，従来の国境警備隊のみ

による追討方法を一段階前に進めた。また 6月にはマレーシアが国境地域

に2000戸を再入植させると発表し， 9月にはタイ政府がタイ側国境に 1万

5000戸を入植させる計画を明らかにした。これらは「ゲリラ対策」の緊急性

を物語るものである。
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内務省が11月9日発表した共産主義者に関する白書「暴力による絶対権力

への道」（動向分析資料 No.48「マレーシアにおける左翼武装闘争の現状」

参照）によれば，共産党は西マレーシア全域の労働組合，農村，学校に共産

主義者連合戦線 CUFを組織し，労働党，人民党をその中核として利用して

いるという。農村における組織で最大のものはジョホーノレ州 Pontianの珍泉

Chuan Sengパイナッフ。ノレ圏内にあり，ここでは 6月16日に共産主義容疑者

123名が逮捕され小銃・毛沢東語録などが押収された。また白書によれば，

労働党ケダ州委員会は 1月，同ペナン州委員会は 8月，人民党セランゴーノレ

州委員会は 6月，同セランゴール州委員会は 8月に，共に院内闘争の放棄，

院外大衆闘争の推進という戦術をうち出した。労働党は12月3日，正式に議

員辞職・選挙ボイコットを発表し，同月中に林建寿 LimKean Siew下院議

員（党副委員長）が辞職したほか，セランゴーノレ，ベナン，ジョホーノレの 3

州で，陳福興 TanHock Hin党副書記長など州議員5名，市会議員10名，

地方議会議員 125名が辞職した。一方人民党中央委員会は11月28日総選挙へ

の参加を決定している。これは同党内の対立と， 4月に合意に達した労働・

人民両党提携の難行を示すものであろう。

白書の刊行されたのと同じ11月9日に，警察当局は西マレーシア全域で共

産主義者の一斉検挙を行なう一方， 5月に逮捕されていた労働党の許啓針

Koh Kay Cham委員長を釈放した。この一斉検挙で11月中に 100余名の労

働党員，数名の人民党員が逮捕されたため，許委員長の転向と相侠って労働

党は手痛い打撃を受けた。これが議員総辞職の実施を早めたとも言えよう。

労働党は 3月に陳志勤 TanChee Khoonクアラノレンプーノレ支部長（下院

議員）， V. Veerappen元副委員長， 陳撲根 TanPhock Kin元書記長など

穏健派が脱党してマレーシア民政運動党 GerakanRa'ayat Malaysiaを結成

したため，組織的にはかなりの縮小を余儀なくされており，しかも11月の一

斉検挙を含む相継ぐ弾圧措置で中央委員の殆ど全員が逮捕されているから，

総選挙に参加する実質的な力はなくなっていたとも言えよう。

一方サラワクのインドネシア国境でも，第一省，第二省を中心に相当数の

戦闘が起っている。イパン族の中にもゲリラ容疑者がいたことは，原住民の

中にも少なからぬ支持者がいることを示しており，興味深い。

ー－ Vlll- -124ー



シンガポールマレーシア，

サラワクのインドネシア国境におけるゲリラ戦（1968年）

月 生
B

J
R
1

・

3

2

4

3

2

 

7 

2付

2 

1 (_:) 

l付

2付

1 （斗

1 (_::) 

5 

6 (1) 

7 

8 (2) 

8 

11 

11 

12 (3) 

計

1 

I 10 I 1 I 1 I 

付，りはそれぞれ第一省，第二省における戦闘を示す。

（注〉 (1) 6月26日からサラワク全州にわたって共産主義者掃討作戦が行なわれ

fこ。

(2) 第二省 Engkilili・Lubok地方で 8月13日から 9月3日まで， 24時間の

外出禁止令が布かれた。この間親共イパン族10人を含む多数が逮捕され

7こ。

(3) 12月8日から第三省で，インドネシアと歩調を合わせ大規模な相討作

戦が行なわれた。

14 

ところで今年に予定されていたサラワクの連邦議員，州議員選挙は9 明確

な理由の不明たまま連邦議会解散まで延期された。これは恐らく，数次の地

方議会選挙でサラワク連合党USNOがサラワク国民党SNAPとサラワク統

一人民党 SUPPの連合候補に敗れたためであろう。来年の選挙がどうなる

か，連合党が敗れることになれば，再びサラワク分離運動がもり上がるかも

しれない。

このように今年はゲリラ勢力の増大，労働党・人民党の過激化がかなり目

立ったが，これは後述するようなゴム園労働者の失業，パーム・オイル価格

の暴落による農園労働者の困窮と少なからぬ関連をもっているであろう。

2. サバ問題

サパニ北ボノレネオ領有権についてのフィリピンとの係争は，マレーシア結

成（1963年 9月16日）をめぐって表面化し，両国の国交断絶にまで発股した
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が， 1966年6月，国交を回復すると同時に， 「両国政府は63年7月31日のマ

ニラ協定（国連によるサパの民意調査，および、住民投票結果の尊重を謡って

いるが，これらの結果はいずれもマレーシア加盟を認めるものであった一一

筆者）を守り，サパに対するフィリピンの請求権問題を平和的に解決するこ

とに同意した」との共同声明を発表して，一応の解決を見ている。ところが

今年3月，マニラ湾内のコレヒドール島で、サパ侵攻を目的とする（この「目

的Jについては正式に確認されてはいない）秘密軍事訓練が行なわれている

ことが発覚し，再び両国の対立が尖鋭化した。その後6月17日から聞かれた

バンコク会談は， 1ヵ月間平行線をたどったあげく完全に決裂した。 8月6

日にはラザ、ク副首相とラモス・フィリピン外相がジャカルタで会談し， 「サ

パ問題に一時冷却期間をおく」ことで合意を見て事態は好転するかに見えた

が，フィリピン政府が 9月18日，サパをフィリピン領と規定した「サパ併合

法」を成立させたことから三度両国関係は緊迫し，国交の停止（ 9月19日入

両国大使館員の全員引掲げにまで発展した。 12月10日からバンコクで ECA-

FE閣僚会議が聞かれた際，東南ア諸国連合 ASEAN5ヵ国外相は「サパ請

求権を将来平和裡に解決することを条件に，マレーシアのサパに対する主権

を認める」との共同提案を採択したが，フィリピン政府は23日， 「マレーシ

アがサパを支配している現実は認めるが主権は認めない」との修正案を出し

てこれを拒否した。共同提案に署名したラモス・フィリピン外相は今年一杯

で辞任することになっており，解決はまだまだ長びきそうだ。

政治面ではこの他，ラーマン首相がマレーシア結成以来初めてインドネシ

アを訪問したこと（ 3月3日～ 8日〉，ラザク副首相がヨーロッパ，ソ連を訪

問し（4月30日～ 5月26日〕，経済援助の増大を訴える一方， EECへの準加

盟を申請したこと，が重要である。 EECへの接近はイギリスの経済力弱体

化から，ある意味で当然のことであろう。 EEC6ヵ国のうちではフランス

が6300万M ドノレの借款を決めているほか，西ドイツが今年初めて2500万マル

ク (1900万わけの民間借款を供与した。 EECへの準加盟は認められない

だろうが， EEC 6ヵ国との関係は今後更に強化されるに違いない。

IV シンガポールの内政と外交
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1. 新議会を与党が独占

国会は任期満了の 9月を待たずに 2月8日解散され，同17日に立候補が締

め切られたが，与党人民行動党 PAPに対抗する唯一の勢力と見られていた

社会主義戦線 BSがボイコットを決めた（ 9日〉ため， PAPの他は労働者

党2人，無所属5人が立候補したのみで， 51議席が無投票で PAPのものと

なった。残る 7議席の選挙は 4月13日に行なわれたが，いずれも PAP候補

の圧勝に終った。このうち新人議員は18人だが，余美国 SeahMui Kok全

国労働組合会議 NTUC書記長など労働運動指導者多数の抜擢が特に注目さ

れる。後述の新労働立法に対する反対運動を未然に抑える意味があったと言

えよう。

社会主義戦線は相継ぐ弾圧によって，少なくとも表面的には完全な逼塞状

態を強いられ，院外でも目立った動きを示さなかった。

2. 対インドネシア関係の緊張

1963年9月のマレ｝シア連邦結成（マラヤ，シンガポーノレ，サパ，サラワ

クの統合〉に伴って若、き起されたインドネシアとの「対決」は，シンガポー

ノレの分離とスカノレノ政権の崩壊とによって66年 6月終結したが，この間にシ

ンガポーノレに送り込まれて逮捕されたインドネシア工作員の処遇問題はその

後も末解決のまま残されていた。そして今年8月，爆破工作を行なって 3人

を死亡させた海兵隊員2名に対して死刑判決が下され， 10月17日にはスハノレ

ト大統領の助命要請を却けて死刑が執行された。インドネシアはこれに強く

反発し，各地で反シンガポーノレ・デモを続発させたのみでなく消費国との直

接貿易という原則を掲げ，一時はシ経由の中継貿易を完全に停止させるよう

な強圧措置をとった。そのため事件直前には月平均8000万S ドノレにまで同復

していた両国の貿易は再び大幅に減少した。 11月にはいって両国の緊迫がほ

ぐれると共にインドネシア政府は次第に貿易制限を緩和したが，下級未加工

ゴムの輸出を禁ずるなど，シ経由貿易の制限は依然かなりの面で続けられて

いる。この傾向は将来益々強まるに違いない。

ところで，この海兵隊員処刑についてシンガポール政府は， “スカノレノ時

代の捕虜だからスハノレト政権はさほど強硬な抗議はしないだろう”と判断し

ていたようだ。確かにこれは単に処刑に対する抗議ではなく，背後に直接貿
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易の推進を図る商社，ゴム加工業者などの思惑があったことも事実であろ

フ。

3. 共産圏との接近

昨年のルーマニア，ユーゴ，ブルガリアに続いて今年6月にはソ連と国交

を樹立した。また北ベトナムとの聞に 3月，通商条約が締結され，ゴムの輸

出，食糧品の輸入などが取り決められた。その他朝鮮民主主義人民共和国の

康良短最高人民会議副委員長がアジア各国訪問の一環として 6月末，ブルガ

リアのクパデ、インスキー副首相が11月半ば，共にシンガポールを訪れて友好

関係の強化を力説した。

政府は対共産圏貿易窓口一本化のため半官半民の国際貿易公社 Intracoを

設立し，共産圏市場の拡大に懸命になっているが， 「共産圏」の中で特に注

目されるのはソ連の動きである。ソ連は 2月に海運代理店をシンガポーノレに

設立し，マ・シ両国ゴム業界と旧来の独占的海運組織・極東海運同盟 FEFC

との運賃をめぐる対立の聞をぬって着々と配船を増している。またインド洋

に進出した艦隊が，イギリス軍撤退後のシンガポール港にはいる可能性もあ

ながち皆無ではあるまい。

V マレーシアの経済

ゴム価格は60年以降，錫価格は65年以降，共に下落を続け，今年にはいっ

ても暫くは同様な傾向が続いた。しかしゴムはアメリカを中心とする西側工

業国，ソ連，中国の需要増により， 2月7日（1949年以来の最低値だった〉

を谷底として次第にもち直し， 5月以降は67年前半の水準に戻った。それで

も年平均価格はポンド当り 52Mセントで 67年より 3Mセント低く，輸出量

12.5%増の115万トンに対して，輸出額は5.5%増の13億4000万M ドノレにとど

まった。

錫も国際錫会議 ITCの輸出制限措置（ 9月19日から12月31日まで。その

後更に 3ヵ月延長〉，アメリカ，日本， 西欧の需要上向き， などによって，

8月13・14日のピクル当り546.75Mドノレ（1964年6月以来の最低値〕を下限

に漸次回復し，年末にはほぼ67年末の水準に戻った。しかしこれもゴムと同

様年平均価格では67年〈ピクル当り604Mわけより低い565Mド／レで，輸出
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量が19.5%伸びて 8万9000トンになったにも拘らず，輸出額では12.5%の8

億4600万M ドノレにとどまった。

68年の海峡ゴム・錫価格の変動
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ところで，ゴム，錫とも今年は労働者の賊首が大きな問題になった。まず

ゴムについてみると， 3月23日，長い間争われて来た「搾液・集液労働者奨

励手当削減問題」に裁決が下り，賃金の実質的切下げと出来高給の導入＝労

働強化の方向が明確にうち出された。これ以後各地のゴム園で解雇が相継ぎ

5月までに6800余人が失職した。そのためゴム園でのストやデモが多数発生

し，全国農園労働者組合 NUPW幹部の「弱腰」を非難するデモも行なわれ

た。誠首された労働者，デモに参加した労働者は，あるいは67年7月解体さ

せられた親共組合・マラヤ農園労働者組合連合 UMEWU（これについては

前掲「マレーシアにおける左翼武装闘争の現状」参照〉加盟者だったのかも

知れないが，いずれにしてもこれはゴム産業の深刻化を物語るものであっ

た。解雇は下半期になると次第に少なくなったが，価格が崩れ生産性を高め

ることが必要になれば，再び顕在化するのではあるまいか。

他方錫鉱山では， 9月の輸出制限決定以来労働日が削減され，半失業状態

の労働者が増えている。 「輸出制限」とは両刃の剣なのだ。

その他の輸出産業では，木材業が急伸し，原木・製材を合わせると69年に
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は錫を抜いて第2の外貨獲得源となる可能性がでて来た。しかし輸出量の約

7割を占めるサパの木材は，現在の運輸網で搬出できる地帯では殆ど伐採し

尽されたから，輸出急増は次第に難しくなるであろう。

ノξーム・オイルは67年比50%の増産だったが，価格が40%も下落して戦後

の最低となったため，輸出額では 6%の伸びにとどまった。

これら主要品目の輸出増の結果，輸出総額は 9.5%増え40億7000万M ドノレ

となった。

一方輸入面では，インドネシアが対シンガポール関係の緊迫から対シ輸出

を対マ輸出に転換したためもあって，未加工ゴム・錫の輸入が増え，これが

主因となって輸入総額も 6.5%増の33億5000万M ドノレとなった。従って貿易

収支は 7億2000万M ドルの黒字で、あった。

国民総生産は，上述のようなゴム・錫価格の回復に支えられて民間・公共

両支出が共にかなり拡大したことと貿易黒字が増大したこととの結果，約5

%伸びて 102億M ドノレとなった。 1人当り国民所得は67年の 965Mドルから

980Mドノレになり， 1000Mドノレにあと一歩と近づいた。

公共投資＝開発支出の財源は園内借入れ5億2600万M ドノレ，対外借款9100

万Mドノレで，対外借款は予定の 2億Mドノレをはるかに下回った。 69年度予算

では 2億9800万M ドノレを見込んでいるが，果して実現できるであろうか。

資金面のみから見ると，今年3月1日に成立した投資奨励法などによって

どれだけの外国民間資本を集めることができるかが今後の焦点となろう。

VI シンガポールの経済

総選挙後の新議会で，従来の労働法（1955），事務員雇用法（1957），商店員

雇用法 (1957）を一本化した「雇用法」と， 「労働関係（修正）法」とが成

立した。政府によれば，前者は「新投資を吸引し生産性を高めるためのも

の」であれ後者は「労働組合運動と経営権とを明確に区分するためのも

の」である。

雇用法は（1）労働時間の延長（週39時間から44時間へ）， (2）公休日の削減（年

16日から11日へ）， (3）超勤手当の削減，（4）ボーナス交渉の限定（最高 1ヵ月

分とする）， (5）解雇の容易化（解雇通知：勤続26週末満は前日， 2年未満 1
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週間前， 5年未満2週間前， 5年以上4週間前。一一一従来は総て 1ヵ月前に

予告〉，などを定めたもので，典型的な労働強化立法と言えよう。一方労働

関係（修正）法」は労働組合の人事権（昇進，移動，任命，解雇，退職）侵

害を禁止しており，「弾圧立法」的色彩が強い。全国労働組合会議NTUC所

属議員は「雇用法Jの一部修正を要求し， 55歳停年制などの規定は削除され

たが，到底同法の本質を変えるまでには到らなかった。

政府はこの両法と昨年末成立した「経済拡大奨励（所得税免除〉法」とを

以て，シンガポールの投資環境の優秀性を大いに宣伝しているが，果して思

惑通りに行くだろうか。

68年の経済は，貿易，工業生産ともかなり伸び，国内総支出は 7.7%増の

38億5000万Sドルに達した。しかし工業における雇用の増大は，計画した 1

万2000～ 1万3000からはほど遠かったようだ。国内総支出中に占める総資本

形成の比率は15.7%で依然低く，工業化の急速な進展はまだまだ難しいと言

わねばならない。

外資の流入を見ると， 67年に政情不安を避けてシンガポールに殺到した香

港資本は，今年は著しく減少し，替ってアメリカ，日本などの資本が増大し

た。 Goh蔵相は12月の予算演説で，「今後2年間の製造業促進剤はアメリカ

資本であろう」と述べているが，石油，石油化学，機械，農業機械などを中

心とするアメリカ資本の進出は，今後かなり目立って来ると思われる。但し

これらの多くはシンガポールを「集配基地」として利用することに重点をお

いているらしく，雇用増という面では大きな期待はもてないであろう。

南ベトナムへの輸出は石油を中心に今年も大きく伸び， 4億Sドノレに迫っ

たと推定される。和平の方向に動き出したベトナム情勢からすれば， 69年の

輸出は大幅に減る可能性があるから，今後貿易収支の赤字（67年 9億6000万

Sドル， 68年推定12億Sドノレ〉は益々ふくらみ，外貨状態を悪化させるかも

知れない。

VII 日本の進出

日本は輸入石油の90%をマラッカ海峡経由に依存しており，マレーシア・

シンガポーノレの情勢に深い関わりをもっているが， 68年の進出状態は次の通
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りかなり活発であった。

1. マラッカ海峡調査

7月29日，日本船主協会，石油連盟，日本造船業界など海運関係7団体に

よって構成されるマラッカ海峡協議会が発足した。同協議会は日本政府マラ

ッカ海峡航路整備推進本部と共に， 69年初頭から 1億円を投じてマラッカ海

峡の予備調査を開始することになっている。やがて海峡改良工事などを一手

に引き受けて行なうことになれば，両国と日本との関係は更に深まろう。

2. 日本の合弁企業

68年中にマレーシア，シンガポールで、認可取得もしくは操業開始した日本

の合弁企業は判明しただけで次の20社（マ 11，シ 9）である。

社 名 主要製造品目 日本側出資社名

マレーシア

Asia Automobile Industries Sdn. Bhd. 乗用車組立て 東洋工業，住友商事

Daishowa Malaysia Wood Products 利チ用ッ）プ（ゴム樹 大昭和製紙
Sdn. Bhd. 

Far Eastern Cables Malaysia Ltd. 通信ケーブル 古河電工，日商岩井

Matsushita Electric Co. (M) Bhd. テレビ，ラジオ松下電器

Motor Investment Bhd. 来用車組立て トヨタ自動車

Sarawak Woodchip Co. Sdn. Bhd. チップ 興国人絹パノレフ。

Steel Pipe Industry of Malaysia 鋼管 川事崎製鉄，伊藤忠商

Textile Corporation of Malaya Ltd. 紡織 日紡，三井物産

Toshiba Malaysia Sdn. Bhd. テレビ，ラジオ東芝電機，三井物産

Toyo Plastic (M) Sdn. Bh<l. ？ ? 

Yamaha Malaysia Co. 二輪車組立て ヤマハ発動機

シンガポール

Dainippon Ink and Chemicals (S) Ltd. インク 大物産日本インキ， 三井

Decola (S) Ltd. 合成樹脂 住関谷友産ベ業ークライト，

Sanyo Industries (S) Co. テレビ，ラジオ 三洋電機

Singapore Nissan Motors (Pte) Ltd. 商業車組立て 日産自動車

Singapore Spinners Ltd. 紡織 日紡，三井物産

Singapore Textiles Industries Ltd. 合繊 帝国人絹，東洋棉花

Tancho Corporation Ltd. of Spore 合成樹脂樹脂 ? 
Tancho Plastic Containers (Pte) Ltd. 合成容器

Tancho Pla日ticIndustrial (Pte) Ltd. 漁網 ？ 
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英軍の撤退早まる

イギリスのウィノレソン首相は16日，一連の緊縮政策を発表し，その中で次

のように述べて極東！駐留英軍の撤退繰上げを明らかにした（注1〕。

われわれは67年7月の国防白書で発表した概東！駐留軍の撤退予定を111.め， (70年

代半ばまでに完了すると定められていた：一一編者） 71年末までに完了させること

を決定した。その結果残留する扶養家族と一部の必要な例外を除いて， 71年末まで

にヨーロッパと地中海以外に，軍事基地を維持しなくなるであろう。同じ期日まで

に，われわれはマレーシアとシンガポールからわが国軍隊を引揚げているであろう。

われわれは両国政府に，その後はこの地域で用いる特別の軍事能力を保持すること

を計画していないと通告した。しかしわれわれは，両国政府その他の連邦諸国・同

盟諸国に対し，国内およびヨーロッパ駐屯軍をわれわれが必要な情勢と観る場合海

外に配置できることを保証した。これには国連作戦への参画も含まれる。

連邦相は最近のクアラルンプール訪問の際マレーシア政府に対し，イギリス・マ

レーシア防衛条約を情勢の変化に適応するよう修正したい旨を告げ、た。連邦相はま

たその他連邦諸国政府に，イギリスが国内に維持する軍隊をもって東南アジアの安

全に引続き関心をもっていくことを保証した。

もし関係国が希望し，相互に満足できる取決めができるなら，将来マレーシア・

シンガポールの空の共同防衛体制確立と要員訓練とにおいて両国を援助しよう。わ

れわれはマ・シ両政府に撤退繰上げ哩合せのための援助について話しJ合うことを伝

えた0

67年7月の極東駐官軍撤退発表は， 1970年代半ばまでにスエズ以東の一部駐留地

からの引揚げを想定し，ほぼ同じ期日までに三軍の兵力 7万5千人，軍lrU万人を

削減することを計画したが，今回の決定の結果今から約5年そこそこのうちに，現

役兵力は70年代半ばについて前に予想した水準をかなり下回ることになろう。 （世

界週報2月6日号より抄録〉

( 1 ) Thomson連邦相の 4ヵ国訪問と各国の反応

5
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ウィノレソン首相の演説にもあるように，トムソン連邦相はこの発表の直前，

6日からは日までマレーシア，シンガポール，オーストラリア，ニュージー

ランドの 4ヵ国をまわり，各国政府首脳に撤退繰上げ計画を伝えた。これに

対して各国とも一様に反対を表明したが，シンガポーノレを除けば，イギリス

経済の状態から見てやむを得ないとする意見が強かった，ラーマン首相は会

談後， 「マレーシアはイギリスの立場を理解している」と述べている。

一方， Lee首相はトムソン連邦相との会談後「イギリスの提示した撤退期

限はシンガポーノレ独自の防衛軍を育成するのには短すぎる。私はウィルソン

首相の招待で訪英し，同首相と緊急会談する」と語って13日ロンドンに飛ん

だ。 Lee首相は訪英前マレーシア，オーストラリア，ニュージーランド 3国

首相に対し，イギリス政府に撤退繰上げの再考を促すため，高級代表団を送

るよう要請したが，各国とも「撤退決定は最早会談によっては覆せない」と

してこれを断った。オ｝ストラリアの SydneyMorning Herald 11日はこ

れについて「Lee提案は共感を得ても支持されまい」と報じている。シンガ

ポーノレがこのように最も鋭敏な反応を示したのは，いうまでもなく極東英軍

の存在が他の 3国よりもはるかに重大な意味をもっていたためであるが，そ

の点は後述するとして，ここではLee首相の言動を追ってみる。

8日：もし英国が極東駐留軍の撤退をあまり急ぐなら，イギリスとの経済関係を

五色って，ロンドンにある外貨準備を引揚げ，日本などとの経済協力を強めるかも知

れない。（BBC放送記者とのインタビュー） (ll:2) 

9日：マレーシア，オーストラリア，ニュージーランド，イギリスと NATOタ

イプの防衛条約を結成することになろうが，それには時聞が必要である。イギリス

に防衛義務はないが，防衛費分担によってシ・マ両国の安全維持に貢献するよう期

待している。軍事的安全が保障されなければ経済的安定はない。

12日：正規軍特に空海軍を完備せねばならない。そのために 1～2の飛行中隊，

戦闘機12機，地対空ミサイノレ40～50基， ミサイノレ塔載艦数隻が必要である。これら

の購入費にあてるためロンドンの準備資産を引出さねばならないかも知れない。要

員訓練も重要な問題である。既に 135名がレーダー操作訓練を受けているO

イギリスの対マ・シ投資は年7億ポンド，利子収入は8400万ポンドであるが，撤

退繰上げによってこれが危くなるだろう。

13日：ロンドンにあるポンド資産の引揚げは野蛮な愚かなことだが，準備資産が
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次第に風化されることはあろう。イギリス資本がシンガポールから逃避するならば，

シンガポールは他国の資本に頼らざるを得ない。日本は常にあらゆる空隙を埋める

準備を整えている。しかし私は日本の軍事援助を望まない。国民にとって心理的に

受け容れ難いことだ。私の欲しいのは，内外の投資家が安全性を確信し得るまでの

充分な時間であり，自分の筋力を独力で発展させるまでの充分な時間だ。私は経済

援助については話し合おうと思わない。安全保障のためには経済援助削減も甘受し

よう。イギリスの今回の措置に対して私は腹を立てていないが，国民の怒りは別問

題である。 （以上ロンドン空港での記者会見〕

英軍撤退が早まれば，軍事的真空よりも雇兵（英退将役校など〉を選ばねばなら

ないであろう。 （敵どは誰かとの質問に〉名をあげては彼を必ず敵にまわすことに

なってしまう。

現在駐シ英軍の保有している Bloodhoundミサイノレを商業ベースで、購入したい。

日本製ホーク・ミサイノレにも興味をもっている。私は最小限2音速機中隊とそれに

対応する艦隊とが欲しい。

米守備隊を入れれば必ず反乱が起きるであろう。従ってアメリカが空隙を埋める

ことは望まない。しかし武器は別である。 （以上夜の記者会見〉

17日：イギリスがレーダー，ミサイノレの訓練指導要員を残すよう希望する。 5ヵ

国（シンガポール，マレーシア，オーストラリア，ニュージーランド，イギリス〉

防衛会議については，各国とも自己の武器をもった上でなければならない。シンガ

ポーノレは71年までに優秀な地上軍をもつであろう。またわれわれはマレーシアとの

統一レーダーシステムを望んでいる。 “オーストラリアは空隙をみたすことはでき

ない”とのゴ一トン豪首相芦明は，オーストラリアのおかれた立場を王しく反映し

たものでない。

18日：オーストラリア，ニュージーランドがわれわれのために闘わねばならぬ事

態は好ましくない。

19日：撤退後レーダーシステムが供与され，指導要員が残留することになろう。 、
22日：日本は抜目のない商人である。造船所設立の際のように，今後も安全を図

るため自らは51%の出資率を確保してシ政府に40%以上の出資を要求するだろう。

そうなればわれわれはロンドンの資産を円にかえて，日本と取引きせねばならない

だろう。オーストラリア，ニュージーランドの援助についてはいささかの疑問も抱

いていない。

このようにLee首相の態度は「撤退繰上げ絶対反対＝報復も辞せず」との
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強硬なものから「撤退後の軍事経済援助継続，連邦諸国との協力の強化」と

いう方向に変って来たといえよう。

ところで， 14日のウィノレソン・ Lee会談で，ウィルソン首相は“71年3月

末までに完全撤退”との当初案を“同年12月末まで”とすることに同意した

ほか，マ・シ両国の空の防衛体制確立，操作要員訓練，戦闘機供与（現在シ

にあるものを商業ベースで売却する〉などの援助を約したという。

( 2) 軍事的影響

マ・シ両国に駐留している英軍は現在それぞれ 1万名， 3万名（家族を含

まず）といわれる。これに対して自国兵力はマレーシアが陸海空計2万名，

シンガポールが歩兵2個大隊1800名にすぎない。外国の侵略（最大の仮想敵

は中国だろうが，例えば TheObserver 14日によると，シンガポーノレの何人

かの閣僚は，同国で共産主義者が政権をとった場合，インドネシア反共・反

中国政府が“新対決政策”を展開し，シンガポールに侵攻するかも知れない

との怖れを抱いているという〉がどれほど現実性のあるものかは別として，

マレーシアではタイ国境とサラワクのインドネシア国境に無視で、きないゲリ

ラが存在し，シンガポーノレで、は先の総選挙（63年）で13人の当選者を出した

親共左翼・社会主義戦線 BSと同党の背後にある労働組合（BSの一指導者

によれば現在30組合）が相継ぐ弾圧にもかかわらず根強い潜在勢力をもって

おり，国内治安上英軍撤退後の軍事的空白は重大な意味をもつものとなろう。

しかしマ・シ両国ともアメリカの進駐は望んでいないらしく， (Lee首相の

言明は先に見たが，マレーシアのラザ、ク副首相も21日「アメリカには穴埋め

を要請しない」と述べている。）結局はオーストラリア，ニュージーランド，

イギリスを含めた 5ヵ国防衛条約と，フィリヒ。ン，タイ，インドネシアなど近

隣諸国との地域的集団安全保障条約，あるいは東南アジア諸国連合 ASEAN

の軍事色強化とによって基盤を固め，アメリカ，イギリス，日本などからの

軍事援助拡大をテコとして軍事的政治的安定を図る方向に向うものと思われ

る。イギリスのブラウン外相がトムソン連邦相の 4ヵ国訪問と時を同じくし

て，アメリカ，日本を訪問したことは極めて暗示的である。現に日本の通産

省は 1月中旬，マ・シ両国への自動小銃輸出（マ： 1000T，シ： 1万1000丁）

を認可したと言われる D
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マレーシア，シンガポール C1月〉

ところで， 5ヵ国防衛会議は昨年5月ラーマン首相が最初に提案したもの

だが，シンガポーノレはこれまであまり乗り気を示さず，撤退繰上げが明かと

なって初めて賛意を表明した。近隣諸国との軍事協力にしても，ラーマン首

相が27日「防衛条約は英連邦5ヵ国に限定せず，同様な立場にあるあらゆる

国を含めるべきである。旧くからの同盟は新たな同盟の補完をなすものとな

ろう。」 と語り，ラザク副首相も同じ日 「中立政策は大国の保障があって初

めて可能であり，長期目標とすべきものである。われわれは常にこの目標に

向って努力するが，当面 ASEAN諸国との協力が最も重要であり， ASEAN

による協力範囲を経済・文化面から次第に総ての共通関心事に拡大すべきで

ある。 5ヵ国会議は地域協力の代替をなすものでなく補完をなすものであ

る。」と述べて，地域的集団安全保障に極めて積極的な姿勢を明かにしている

が，シンガポールはややイスラヱル的自立国家を志向しているかに見える。

これらの事実からシンガポールはベトナム戦後を考慮して，できるだけ中立

的政策に接近しようとしているとも解釈できょう。

( 3) 経済的影響（ここでは比較的影響の少ないマレーシアについては資

料の関係もあって略述するにとどめる〉

シンガポールの英軍関係支出は昨年末の Goh蔵相の予算演説によると66

年に 4億5000万ドノレで、国内総支出の14%に当っている。 （昨年12月の特記参

照）また FarEastern Economic Review誌 2月22日号によると，現在直

接・間接の英軍関係サーピスは国民総生産 GNP32億ドノレの20%つまり 6億

4000万ドルにのぼっているという。これは，今年度一般予算（総額6億4700

万わけにほぼ匹敵する強大なものである。一方基地労働者は前記予算演説

によると 3万1500人（うちシ市民75%）であり，昨年12月10日の経済計画局

発表によると，軍人家族使用人を含めて 4万7000人，これに関連産業従事者

を加えると撤退によって職を失う者の数は10万人に達するという。現在失業

人口約5万2000人，失業率7～9%といわれており，予算演説では撤退完了

は70年代半ばとの前提に立って，これちの既失業者と基地解雇者との吸収の

ために，主に工業と観光事業とによって毎年1万8000の新雇用を創出すると

うたっているが，撤退が4～5年も早まった現在更に多くの新雇用が必要と

されるであろう。しかし61～65年の年平均雇用増が 1万4400だったこと（66
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マレーシア，シンガポール（ 1月〉

年末の予算演説参照），先述の 10万人を再就業させるためには総額30億ドル

を必要とすることなどから考えて，それは極めて困難なものとなろう。更に

自国兵力増強と軍備拡充とを購うための出費増もシンガポーノレ経済に重大な

影をおとしている。

最後に，政治的・経済的不安から現在マ・シ両国に投下される外国資本が

逃避するか，あるいは逃避しないまでも今後の投資が増大しないとなれば両

国経済は重大な危機に直面するであろう。 Lee首相訪英に先立って，シンガ

ポール国際商業会議所（シンガポーノレのイギリス資本を代表するもの〉がま

とめた数字によると，イギリスのマ・シ両国に対する経済的地位は次の通り

である。 （単位ポンド〕

O投資： 7億

。利子収入（年）： 1億 1000万（銀行，保険，海空運，使用料，技術供

与料などを含む。利子のみでは7500万）

0英会社の両国での取引額： 5億

0対両国貿易黒字（66年）： 8000万

O対両国輸出（66年）： 1億4000万

。両国へのポンド現金流入（年間）: 10億

Oロンドンの両国保有ポンド勘定： 3億5000万～ 4億

英国保守党や労働党右派が撤退繰上げに反対しLee首相を支持したのは，

これらのイギリス権益が危くなることを怖れたためであろう。 Lee首相も彼

等の強力な支援を期待してロンドンに乗り込んだに違いない。しかしいずれ

にしても撤退繰上げ決定は変更されなかった。したがってイギリスの政府援

助は多少増大するにしても，民間資本流入は次第に困難になるであろう。ま

た昨年大幅な増大を見た香港資本の流入も，香港の安定化とシンガポーノレの

政治的経済的不安とから今後はさほど期待できないと思われる。こういっ

た情勢の中で注目されるのは日本 （TheObserver 14日によれば日本は過去

6年間の対シ外資流入総額の25%を占めている）の動向である。石油輸入の

90%以上をマラッカ海峡経由に依存する日本が，今後この地域の安全維持に

重大な関心をもつことは極めて当然といえよう。

（注 1) ジョンソン米大統領はこの決定に先立ちウィルソンγI相に宛てて「し、まは
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マレーシア，シンガポール (1月〉

撤迭を発表するには都合の悪し、時期であるj と書き送ったと言われるが（毎日新

聞17日夕刊〉，アメリカに既に昨年12月ウィルソン首相が訪米した際，英軍を西独

から引揚げるかシンガポールから引揚げるかの選択に関与したものと思われる。

従って当然この決定はアメリカの承諾を得ていたのではなかろうか。 （シ日誌67

年12月14日参照）

（注 2) スターリング資産の引揚げ問題 The Straits Times 14日はロンドンか

らの Reuter電を次のように報じている。

Lee首相がシンガポールのスターリング資産をひきあげるかもしれないと語

ったことは，歓迎できないことではあるが，ロンドンの金融界にはいささかの

不安もひき起こしてはいない。 12月末に出版されたイングランド銀行の公式統

計によるとスターリング圏諸国がイギリスに保有しているスターリングは合計

28億ポンドであり，また非スターリング閤諸国のそれは 8億ポンドとなってい

る。

スターリング閏諸国のうち極東地域（マレーシア，シンガポール，香港，ブ

ルネイ）は 7億ポンドというもっとも多額のスターリングを保有している。そ

の他はオセアニアおよび南アフリカが 3億 5000万ポンド，インド，パキスタ

ン，セイロンが7000万ポンド，カリピヤ海諸国が 2億ポンド，東，中央，西ア

フリカが 2億ポンド，それに中東諸国が 3億7000万ポンドとなっている。なお

この統計は各国別の保有額を示していないため，これ以上のことは不明だが，

信頼できる金融筋によるとマレーシア，シンガポール両国の保有額はほぼ同額

で合計－ 4億5000万ポンド（約33億1000万マレーシア・ドル）である。スターリ

ング地域とは信用の上に築かれた排他的クラブであり，どの加盟国もいずれか

の国が脱退することを歓迎してはいなし、。どの国もが会員であることが義務と

同時に利益であると信じている。イギリスは加盟国全体に対し銀行の役割をは

たしているわけで，脱退を希望する国は自己のスターリング預金を金か米ドル

で引揚げることが出来るのである。

現在イギリスの金・ドル準備は約11億ポンド（26億4000万米ドル〉であるか

ら， もし28億ポンドというスターリング資産が引上げられる場合，支払い不能

となるであろう。しかしそのような事態が発生するとは誰も考えてはいない。

スターリングの現在の魅力のひとつは 8%という高金利にあり，高価な金への

転換は不経済である。

多Goh蔵相の予算演説

I 67年の概況と年の見通し

1967年の国民総生産は， 第1次産品の低価格と工業原料に対する需要の世界的な緩
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マレーシア，シンガポール (1月〉

慢さとの結果， 66年より緩やかな成長を示した。 1967年においては経済全体にとって

成長への刺激はおもに公共部門の支出に由来している。一方民間消費は→般的に不活

発であり， また民間投資も相対的に控え目であった。このため国内総需要の拡大は人

口増加率ほど高まらなかった。またこの 1年失業問題についてもさしたる変化はなか

った。 しかるに小売価格は輸入食料価格の高騰のため全般的に前年より高かった。

財・サービスの輸出額は商品価格の著しい値下りにも拘らず輸出量増大のため， ヂi

初の予想、ほどはさがらなかった。 また財・サービスの輸入も全般的に低かったため，

純輸出余剰は66年よりは少なかったとはいえ， いささかは存在したので、ある。また全

体の収支状況は基本的には健全であり，外貨準備もいまだ相対的に高いものとなって

いる。

輸出収益の低下および徴弱な国内民間需要に直面しながら国内経済の活況を維持し

ようとする政府の努力は財政全体に強い圧力をおよぼしている。園民の手にある金銭

は経済の需要に見合ったものである。定期・当座預金といった商業銀行での預金や銀

行貸付けはこの 1年実質的に増大Lた。

この 1年間に経験した経済活動の下降傾向は長続きしないものと思われる。現に世

界における工業の操業率や貿易が68年には， 上昇するだろうとの見込みもあるのであ

る。 また国内でも政府は民間部門が価値ある役割をはたすものと期待している。我が

国の開発は政府だけの仕事と解さるべきではない。政府は勿論必要な優遇措置や基本

的設備の提供を続けるが，民間部門もその役割をはたすべきでる。 1968年においては

民間消費と民間投資支出が成長への強い刺激を提供しそうである。政府支出，とくに

経常面のそれは増大を続けるとはいえ，財政緊縮のおりからその率ははるかに遅いも

のとなろう。かくして国内総需要はたしかに上昇が予想され，輸出収益も改善が期待

される。国民総生産も68年には 4.5%～5%の上昇が見込まれる。よりよき未来の約

束は倹約と犠牲なしには得られない。政府は断固として収支をつぐなわせる決意であ

り，また必要なものへは支出を行なうであろう。ただしわれわれは単に望ましいもの

と，絶対に必要なものとを区別するであろう。 “可能な資源、のすべてを国家繁栄の促

進に動員し， かつ倹約と犠牲を行なう”ということ。これこそ68年度予算の基調とな

るものである。

n 経済の諸指標

過去6年関連続して急速な拡大をつづけてきたマレーシア経済は67年にいたって外

部の要因のため成長が止ってしまった。最新の数字によると， 67年の GNP（市場価

格は前年比約2.5%増の95億ドル程度となっている。
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マレーシア，シンガポール（ 1月〉

また昨年の 1人当り国民所得は人口増加率が；3%であったため 945ドルとなり， 66

年の 950ドルよりも低下している。ただし地域別では低下を示したのは西マレーシア

だけであった。サラワクの GNPは66年の前年比が 8%増であったのに対し， 67年の

それは10%であり， またサパの66年の前年比が17.5%で、あったのに対し， 67年のそれ

は木材の輸出ブームで18%増となっている。

また国内総需要（国内総支出〉の延びも緩やかであったが， 人口増加率よりは若干

上廻ったようである。ただ民間部門の総資本形成はほぼ4%低下している。公共部門

消費は66年の対前年比13%増に比し67年のそれは 8.5%弱増であった。また公共部門

総資本形成はほぼ2.5%増で66年の場合と同じであった。かくして公共部門は政府支

出の延びがゆるんだにも拘らず経済拡大のダイナミックな要因であった。輸出産品価

格の低下は公共部門よりも民間部門に厳しい影響を及ぼし， そのため66年に約5%上

昇した民間総支出は67年にいたって 0.5%強の上昇しか示さなかった。

昨年はわれわれの制御のきかない要因に支配された異常な年であった。 しかし幸い

にして68年の見通しはもっと明るいものである。われわれはとくに民間部門が積極的

に財政措置に有利に対応してくるものと期待している。民間消費は今年輸出収益がも

っとあがり， また可処分所得が高まれば，より急速に拡大するだろうし，また民間投

資も恐らく 67年よりは10%上昇するものと思われる。一方公共部門の消費・投資も拡

大するだろうが，財政緊縮のおりからその率はさがるだろう。にもかかわらず国内総

需要は68年には急速に拡大しよう。

財・サービス輸出の昨年レベルからの回復は遅々たるものであろう。 ゴム価格低迷

の悪影響はいまだ続くであろうが，英軍削減の国際収支および失業問題への影響も続

くであろう。一方民間消費の回復や大規模の投資が見込まれることなどに伴い，財－

サービスの輸入は輸出の増加率よりも急速に増加する見込みである。こうして GNP

（市場価格）は 4.5～5%拡大し68年末には99億ドルを越えるだろう。 68年における

成長の主要な要素は総投資支出であり，これは 8.5%以上の増大となるだろう ρ

国内貯蓄も68年には拡大し GNPの約17%となるだろう。ただしそれは総資本支出

をまかなうほど十分ではないだろう。 したがって国の資産に過当な圧力のかかること

をさけるためには， 民間・政府長期資本の十分な流入がとくに重要となるのである。

E 失 業 問 題

67年における失業率はさしたる変化を示していなし、。最近の調査による暫定的な結

果によると，西マレーシアの失業率は67年で約6.5%であり（最初の調査の行なわれ

た1962年のそれも 6%以上であった〉，またこのうち男子のそれは5.5%であった。最
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マレーシア，シンガポール（ 1月〉

近数ヵ年間の国内経済拡大の歩調は労働市場へ非常に多くの車！？流入者を吸収するのに

十分ではあったが，失業率そのものは依然関心のまととなっている。とくに都市地区

の失業率は高水準を続けている。たとえば主要5大都市すなわちクアラノレンプーノレ

（プタリンジャヤを含む〉，ジョホール，イポー，ジョージタウン，クラン（ポートス

ウェテナムを含む〉の失業率はほぼ10%であった。一方全失業者の 5分の3が居住し

ている農村地区での率も若干上昇し 5.5%となった。そして一般的にも土地入植計画

が農業労働人口の増加においっけないため農村地区で不完全雇用が広汎に存在し，か

つそれが増大しつつあると信ぜられている。

町物 価

過去15年間安定を続けた西マレーシアの小売物価は 67年において外部要因のため悪

い影響をうけた。この 1年間家計の全支出項目の小売物価平均指数は65年を100として

109であり， 66年の103.7%に比し 5の上昇であった。この上昇は主に輸入米価の著し

い高騰が原因であり，食料品価格指数は年間約6%も上昇したのである。一方燃料・

電気代もほぼ3%上昇したが，その他の飲料，タバコ， 衣服，家賃などは相対的に安

定をたもった。全般的な米の情況は68年の聞大きくは変化しないものと思われるが，

国内の生産は良好なものであろうし，他の米輸出国でも良好な収穫が期待されている。

なおサパ，サラワクではとくに前者で、急速な成長が見られたが，小売物価にはさした

る変化はなかった。

V 諸産業の動向と輸出

ゴムの生産はこの 1年間 3.5%の増産を示し 101万 6000トンに達した。輸出の方も

ほぼ4.5%増大し約104万トンに達したものと思われる。 しかし輪出収入の方は12.5%

減少して約12億9000万ドルになった模様である。なお価格の方は66年のポンド当り66

セントから67年の55セントへ低下した。価格低落の原因は世界的な工業界の景気後退

によるもので，今後の回復も緩慢なるものであろう。

一方錫鉱業はこの 1年進歩を続け，精鉱生産は7万2000トンに達して戦後最高を記

録した。錫メタノレの総輪出は 3.5%以上拡大し7万5000トンであったが，その輸出収

入は価格が66年のピクル当り平均645ドルから 600ドルへと 7.5%も低下したため 4

%減少し 7億6000万ドルとなった。

従来わが国輸出総額の約77%をしめてきたゴム（ゴムの直接輪出とシンガポール経

由輪出の比率は Tan蔵相の27日の演説によると66年68.5:31.5,67年後半73:27一一

編者〉，錫，木材，パーム油，パール核といった5大輸出品の67年における輸出額の合計

は，66年の30億ドルに比し， 29億ドルにとどまった。一方ノξイナッフ。lレ缶詰，としよう，
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マレーシプ，シンガポール（ 1月）

ココナツ油などその他の第 1次産品輸出は67年中上昇をつづけた。かくして67年の全

商品の輸出総額はほぼ37億8000万ドルで， 66年の38億5700万ドノレより約2%低下した。

西マレーシアにおける米殻の生産は東海岸地方が破壊的洪水に遭遇したため若干減

少し，輸入の増大を余儀なくされた。一方食用鶏，卵，牛肉，羊肉，野菜などの生産

は拡大した。

製造業活動， とくに創始産業におけるそれは67年中に拡大した。西マレーシアにお

ける全製造業部門の純生産額の 5分の4を網羅する製造業調査によると， 1966年にほ

ぼ5億8000万ドルの純価値を生産した製造業はこの 1年にさらに14%の増産をなしと

げた。またマレーシア全体の製造業も前年とほぼ同様の成長をなしとげた。 67年に創

始証を与えられた工場は10で、あり，ほかに34社が原則的に創始証の申請が認められた。

これら44社の投資はほぼ74万ドルで，完全操業時には6000人が雇用される予定である。

なお67年末まで、の創始産業会社は西マレーシア 130，サラワク12，サパ11,合計153程

となっており， その総資産は4億 3000万ドルにのぼっている。政府は 1958年以来工

業化を公式に奨励し始めそのための誘致策もとってきたが， 西マレーシアの製造業は

1967年で国内総生産の11%という低い部分しかしめていないのである。

いずれにしても製造業部門の成長は十分ではない。 もし工業化がゴムや錫の価格下

落の穴うめをするものであるとすれば成長率を高めねばならない。 このため政府は今

国会に投資奨励法案の形で誘致策を提供しようとしているしだいである。

建築・建設業の活動は67年にはスローダウンした。またサービス産業および卸小売

り業はこの 1年拡大したとはいえ，一般的な所得低下や消費支出の減少のため前年よ

り緩慢なものであった。 しかしながら西マレーシアでは電気，運輸，倉庫，通信など

は一般的に拡大したようである。たとえば今年1～8月における電気の消費は10%増

大した。

VI 国際収支

1967年の総輸入は約 1.5%上昇し34億3000万ドノレになったようである。 このうち食

料，とくに米の輪入はほぼ4.5%増大し 7億8100万ドルとなった。一方ここ数年の間

平均12%の率で増大してきた機械，運輸施備の輸入は今年はじめて約2%減少し 7億

8300万ドノレとなった。 また製造業製品の輸入は過去6年間ほぽ6.5%の率で増大して

きたが今年は lo/o弱増という減少を示し， 6億1400万ドルにとどまった。かくして国

際収支面での貿易黒字は66年より9500万ドル減少し， 4億6000万ドルとなった。貿易

外収支における収入は英軍縮小Iこ伴う外国軍事支出の低下と外国からの援助供与受取

りの著しい低下とによって減少した。一方貿易外収支における支出も第一次産品の価
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格低下による投資利潤の低下と民間移転支払の低下とによって減少した。 このため67

年全体としては，貿易外収支における海外への純支払は 5億5000万ドルにとどまった。

以上により国際収支の経常勘定は 66年の 900万ドルの黒字に対し， 9000万ドルの赤字

となったので、ある。

一方民間長期資本の流入は諸種の内外’情勢のためとぼしかった。 これについては現

在資料が得られないが， おそらく再投資を含む外国民間長期資本の純流入は減少した

ようであるO しかし幸にして政府が行なった開発計画資金ぐりのための外債発行が効

を奏し，政府長期資本の純流入は66年のほぼ1000万ドルから67年の 1億2500万ドノレへ

と増大した。

VII 通貨問題

さる11月の英ポンド切下げは我が国外貨準備の国際的購買力に影響を与えた。 しか

し政府の外貨準備損失額は3800万ドノレにとどまり，逆にポンド負債額は5800万ドルの

減少をみた。外貨準備における損失にも拘らず我が国の金・外貨準備総額はいまだ経

済の必要に応ずるのに十分である。 67年11月末現在 BankNegaraは7億4700万ドノレ

の新通貨を発行しているが，この新通貨の裏付けとなる BankNegaraの金・外貨準

備は67年12月末でほぼ 10億1200万ドルとなっている。 これは法定準備の最低限80.59

%よりもはるかに多いのである。昨年の予算演説の際も，当分の間100%以上の準備率

を維持するだろうと発表したが，この政策が成功していることは現在も明らかである。

政府は昨年の11月のポンド切下げの際新通貨を切下げなかったことが正しいことだ

と確信している。 これに対する最も有力な反論は新通貨の切下げが輸出拡大に役立つ

というものであった。 しかしゴム，錫といったわが国の主要輸出品の価格は世界市場

の需給関係によって決るのであり，切下げはかえって不利になることが明白である。

さらに昨年末に切下げを行なった国々はわが国の総商品総出において僅か 10%を占

めるにすぎない。一方これらの国々とくにイギリスと香港とはわが国総輸入のほぼ4

分の 1を占めるが，このような輸入はむしろ今後安価に行なえることを意味している。

一方もしわが国の新通貨を切下げるとすれば一般的に悪い影響が起りそうである。

とくに切下げを行なわなかった国々からの食料・製造業製品の輸入がそれぞれの項目

で85%,75%を占めていればなおさらのことである。過去15年間安定してきた生計費

が悪い影響をうけるのは明白であろう。新通貨の切下げは最も愚劣な行為となるであ

ろう。 なお旧マラヤ・ドノレの自動的切下げについては，繰返し述べてきたことだがほ

かに方法がなかったのである。現在マレーシア，シンガポーノレ，プノレネイ 3地域に残

っている旧通貨はおそらく 2億0600万ドル程度で、あろう。現在これを保有している人
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人は出来るだけ早くこれを新通貨に換えることをすすめる。

財政

連邦政府の経済状態は益々困難になりつつある。 1958年以降の政府支出の増大は著

しいものであった。 これはたとえば第1に60年において 1億1400万ドルにすぎ、なかっ

た開発支出が67年で 6億8000万ドル程度になっていること，第2に教育設備拡充のた

め教育費が普通予算において58年の 1億3500万から68年には 4億 0200万ドノレに達する

見込であること， および、第3にマレーシア結成や対決に伴う国防・治安費が著しく増

大し， 60年の 1億8700万ドル（総支出の19%）から66年には 5億5600万ドノレ（総支出

の24%）となっていることーーなどで明白であるが， さらにこれらの支出をまかなっ

たことに由来する債務支払も増大しているのである。 67年度の債務は国外1億0400万

ドル，国内5億2900万ドル，計6億3400万ドノレで、あり， 年末における債務残高は国外

5億6700万ドノレ，国内29億9700万ドル， 計35億1400万ドルであった。債務支払は1960

年の普通予算では9.3%約 8000万ドルを占めていたが 68年にはこれが 13.4%の2億

5800万ドルになる見込みである。

歳入ののびも歳出ののびに歩調を合せてはいない。その主要な原因はゴム価格の低

落で， これは1960年の輸出税収入1億9600万ドルを 4分の 1程度におし下げただけで、

なく，所得税や関税にまで実質的な影響を及ぼしているのである。 もうひとつの原因

は，歳入のもっとも重要な源泉となっていた輸入税ののびが遅々としていることであ

る。 これは工業化を行なう場合当然のことである。したがってわれわれはその損失に

見合うだけ内国消費税が増大してくれることを期待しているのである。

(100万M わけ

シンガポール（ 1月）マレーシア，
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最近3年間の普通予算（当初〉 (100万M ドル）
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最後に，支出増大をまかなうべき政府資産が澗渇する時， 利子所得は必然的に減少

せざるを得ない。歳入ののびが遅いということは，税体系が変りゆく経済構造に順応

すべきこと（つまり輸入税から消費税に重点を移すこと〉，および投資支出と利子所得

増大との聞に必然的な時差のあることを意味しているのである。 しかしながら支出の

増大が歳入の増大に密接な関係をもつような時代がもはや到来しているのである。

68年の歳入は 1450万ドノレの増税により 18億 8150万ドルとなるが，増税前では 18億

6700万ドノレで、あり，これは67年の修正予算より 1%, 1700万ドノレ多いのみである。 68年

は67年の修正予算とくらべてゴム輸出税収入が230万ドル増加する予定である。われ

われは68年のゴム価格がポンドあたり 50セントを越えると期待できる理由をもっては

いるが，慎重に考慮した結果50セントをもって算定の基礎とした。輸出額は 112万ト
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マレーシア，シンガポール (1月〉

ンが予想されるので，輸出税収入は最低限5080万ドルになるであろう。一方錫の輸出

量は 6万5000トンがみこまれ， ピクル当り 580ドノレを平均価干名と予想して， 輸出税収

入は 67年より 1320万ドノレ減少し 1億0100万ドルになりそうである。なお67年の輸出推

定実績は 6万8500トン，ピクル当り 600ドノレとみられている。その他の商品輸出税に

ついては鉄鉱石が減少し，パーム油などが増加することで結局250万ドルの増加が見

込まれるだけである。圏内消費税，輸入税などは2930万ドルの増収，それに輸入品か

ら得る 2%の附加税は総額4930万ドノレに達しよう。またペナンにおける輸入税も増徴

される。

第 l次5ヵ年開発計画の支出見込み（いずれも当初〉

(100万M ドルレ〉

I 6昨 l67年 I_ 68年 I 66～70 

品｜経済部門｜ 1 I 456.2 I 1 I 
目｜社会部門｜ 1 658.8 I 160.0 I } 102.4 I 945.3 

別 ｜ 行 政 費 I J I 43. 9 I J I 

地｜ 西マレーシア 11 535.3 I 5so.o I . I 
域｜サラワク｜ 73 . 9 I 69 . 4 I 73 . 7 I 400. 2 

別｜サパ I 49 . 5 I 40 . 4 I 52 . 3 I 297 . 7 

国防・治安｜ 181.0 I 136 .3 I 145 .5 I 739.0 

予備費 I 40 . o I 40 . o I 40 . o I 

合計＿I 879.8 f 側 1 1 887 .9 -I ム550.9

所得税，開発税，錫利得税等は1000万ドノレ増加し， 合計4億6500万ドノレとなろう。

今年度の開発予算は， 財政の有効性，デフレ懸念の双方を勘案して決定した。この

予算を規制しているものは， (1）ゴム価格の急落，（2）外国援助の停滞，（3）国際金融市場

の逼迫，④行政費の増大である。 これらの点を考えると来年にも開発計画を再検討せ

ねばならないであろう。
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マレーシア

1 日 ，米在庫ゴム放出は72年8月までに終るか一一アメリカの天然ゴム局 NRBが

このほど明かにしたとよろによると， 1月1日現在アメリカの過剰天然ゴム量は

34万0299トン（注1）で，現行通り年平均7万トン（注2）を放出するとして， 72年 8JJ 

までに消滅する予定という。

（注 1) 1959年10月の在庫高 120万0681トンから既放出分73万9382トンと備部

分13万トンをヲ｜いた量。

（注 2) かつての年平均放出量は12万トンで，過剰ゴムの消滅は70年半と予測

されていたが， 67年7月1日以来の放出量は年率にして 7万トンにおちたと

し、つ。

Vブルネイの海底石油一一ブルネイ・シェノレ社の発表によると， Ampaにある

同社の海底石油産出量は27油井，日産5万9千バーレノレ。一方 Seriaの内陸石油

産出量は 375油井， 日産5万7千ノミーレルで、ある。

3 日 V人民党前中央委員， Umnoへ一一人民党の HajiOsman前中央委員（マラッ

カ）は党の過激化を理由に脱党し，同時に Umno入党を表明した。

V連合党候補者選考委員会一一来年に迫った総選挙の連合党候補を選考するl1=1J

党選挙委員会委員が次の通り決定した。

委員長； Khir（教育相〉，委員； Senu（情報・放送相）， Lim C商工相），

Khaw （地方政府・住宅相）， Manikavasagam （労相）， T. H. Tan （書記長〉，

Robert Goh （副書記長〉。

vブルネイの国防費700万ドル一一ブノレネイ政府スポークスマンが明かにした

ところによると，今年度の国防費は対英駐留軍支払いのため昨年より 200万ドル

増加し 700万ドノレになる。なおスルタン Hassanalは2日， 「隣国の情勢を考慮

し，依然5年来の非常事態宣言を解除しない」と発表している。

5 日 ，肥料輸入税引上If-Tan蔵相は 5日発行された官報の中で， 「昨年12月29

日以降，肥料輸入税を複合肥料についてはトン当り 60ドル（旧率 10ドル），窒素

肥料については50ドルに引き上げた」と発表した。

6 日 T Thomson英国連邦相来マ一一イギリスの Thomson連邦相が英軍撤退問題討

議のためマレーシアを訪れ，ラーマン首相，ラザ、ク副首相らと会談した。会談後

議題については何も発表されなかったが， Thomson連邦相は「知らせに来たの
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であって話合いにきたので、はない」と述べ，一方ラーマン首相は「マレーシアは

イギリスの立場を理解している」と語った。 C 1月の動向参照）

V労働党執行部， Lim副委員長を批判一一労働党の黄福樹 NgChoon Soo副

書記長ほか2名の書記局員は，同党の林建寿 LimKean Siew副委員長が先月党

の再編整理を図りたいと述べたことを批判して「党役員個人にはそのような権利

はなく，党規にもとるものであるJと語った。一方陳志勤セランゴール州支部財

務委員もこのH，「Lim氏が自分の意見を公表するのは自由だが，その実行には

書記局の同意を要する」と述べた。

v中学校資格試験及第率激減－Khir教育相の発表 C6 1::i）によれば， 昨年

末の中学校3年次資格試験 LCEに及第した（A級）生徒の比率は全国平均47%

(8万6千名中 4万名〉，ペラ州で46%C昨年70%）ケランタン州で 30%C昨年

65%）であった。非及第者（B, C級）の一部は職業学校（現在その設立のため

世銀に 1億ドルの資金援助を要請中〉に転ずるか，退校処分になるというが，

Khir教育相は， 12日，非及第者のうちB級上位者1900名の進級を認め，残るB

級1000名を職業学校に配転させ， C級4万名のうちから 9000名の 3年次残留を

許可した。なお，この学年は中学校入学剖験廃止後入学した初の LCE受験者で

ある。

一方労働党の陳志勤議員はこの試験について22日国会で「マレー人のみ不当に

優先して合格点を与えた」と非難した。 Khir教育相はこれに反駁して「英語系

中学の合格率が47%だ、ったのに対し，マレー語系中学の合格率は45.8%に過ぎな

かった」と述べた。ところで TheStraits Times 27日の社説によれば，今年は

LCE受験者が急増したが，第4年次進学者の増加を賄うだけの資金がなく，故

意に試験内容をむずかしくしたという。

T NUT，順法闘争を中止一一一全国教員組合 NUTは6日， 「賃銀引上げ，教育

条件改善を要求して昨年7月以来続けていた順法闘争を明日限りで中止する」と

発表した。

y中学生の 1害ljに授業料免除－Khir教育相は， 「中学生のうち貧困故に就

学困難な生徒1割に対し授業料を免除し，小学生についても多数に授業料軽減の

特典を与えるJと発表した。

7 B V錫価格さらに低落－TheStraits Times 7日に依れば，昨年の海峡錫平均

価格はピクル当り606.66ドルだったが，今年にはいってなおも低落を続け， 15日

にはピクノレ当り 560ドノレを割り， 29日には555.62;1ドルまで落ち込んだ。この低
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落の短期的要因は，昨年11月までにポンド切下げを見込んでロンドン市場の在庫

が急増したためといわれる。

Vサラワク米凶作一一HajiAnjang Saith福祉次官はサラワク各地を視察した

後7日クチンで，米の凶作について次のように述べた。

昨年は洪水，労働力不足（他部門への流出が原因〉などによって米が極めて

不作で， 8万6300人の米作農民が飢餓にあえいでいる。かれらを救済するため

州政府から25万ドノレの緊急援助を行なう。

T Rahman Talib駐アラブ大使赴任

8 日 V原住民信託会議Maraの来年度予算一一原住民信託会議 Maraの Ghafar長

官の発表によると， Maraの来年度予算は総額3千万ドノレで，技術研究所など訓

練施設に重点がおかれている。またこれまでの原住民援助累計額は3870万ドルに

達している。

9 日 V比大統領訪マ一一フィリヒ。ンのマノレコス大統領は，ラモス外相らを伴って 9

日から 4日間マレーシアを訪問し，ラーマン首相，ラザク副首相ら政府首脳と会

談したが，会談では両国の協力推進， ASEANの拡大強化などで意見の一致をみ

たという。同大統領は11, 12の両日次のように語っている。

サパ請求権の最終解決に障害はない。いつでも一明日にでも一会談が聞かれ

よう。地域協力を促進するため，私は東南ア開発会議SEACD（計画・勧告・

諮問機関〉結成を提唱したい。そのほか東南ア大学，域内支払協定，地域経済

計画などの創設を望んでいる。東南アジア諸国連合 ASEANは軍事条約を準

備するものではないが，窮極的には一種の防衛条約を形成することになると思

う。また ASEANには東南ア諸国ばかりでなくオーストラリア，ニュージー

ランドも加えるべきである。

v駐韓国，駐セイロン大使任命一一外務省9日発表によると，駐韓国大使に

Bahadun bin Haji Hassan前駐セイロン大使，セイロン大使の後任には Sopiee

bin Sheikh Ibrahim前！駐ロンドン情報担当官が任命された。

V国防省謀長に Ismailbin Ibrahim准将任命。

11日 軍国連から森林関係5ヵ年事業に 120万米ドルの援助一一シ日誌11日参照。

12 8 Vペルリス州政府， トロール漁を許可一一ペノレリス州政府は12日，同地漁民会

議の席上， トローノレ漁禁止令の解除を決定した。 Sheikh州首相はこれに関して

「漁民はいつまでも伝統的漁法に頼るべきではない」と語った。

13日 V故ケネディ米大統領はサバのマレーシア加盟を支持一一ManilaTimes 13日
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マレーシア（ 1月〉

は，故ケネディ・アメリカ大統領が196:1年3月20日付でフィリピンのマカパガノレ

大統領（当時）にあて，サパのマレーシア連邦加盟を支持する旨の手紙を送って

いたことを明かにした。

14日 V公務員組合会議，婦人労働者に対する賃銀差別の撤廃を要求一一公務員組合

会議 CUEPACSはこの日の会議で婦人公務員（約5千名〉の差別撤廃運動と単

一公務員組合＝全国公務員組合 NUEPACS結成とを推進する旨の決定を行なっ

た。なお現在 NUEPACS準備委員会は登録を拒否されている。

v対ブルネイ投資制限へ一一BankNeεaraはこのほどブノレネイの金融機関に

対し，マレーシア新聞紙上での投資勧誘広告をやめるよう要請した。

15日 ▼ケダ州ゴム園労働者数百名解雇か――全国農園労働者組合NUPWのケダ州

支部が15日明かにしたところによると，同州で数カ所の大ゴム園が，ゴム価格低

落のため計数百名のゴム園労働者を解雇するという。

V東北沿岸漁場は貧弱一一GhazaliJ awi農業相の発表によると，東海岸北部の

漁業資源調査の結果，同地域にはトローノレ漁を行なえるほどの漁場がなかったと

いう。一方， クアンタンを中心とする漁場調査および漁民訓練事業は 21日から

開始され， Ghazali農業相は同地で次のように述べた。

トロール漁業はベナン， クアラ・ケダ（ケダ州〕， パンゴール島（ベラ州〉

で成果をおさめている。それらの地域の漁民の月収は40～50ドルから 200わレ

にあがった。

Vボルネオ各地で洪水一一ボルネオ島各地で 1月中旬に洪水が起り，被害の最

も大きかったサパでは，損害額は 400万ドルにのぼった。〔Harris州蔵相25日発

表〕

v中国系大学設立か－ TheStraits Times 15日によると，マラヤ中国人協会

MCAは近く一連の会議を開いて，中国語大学の設立について審議するという。

16日 V英，撤兵繰上げを発表一一一1月の動向参照。

Vイラン国王訪マ一一イランのパーレピ国王夫妻が16日から 6日間マレーシア

を訪問した。ラーマン首相は18日の歓迎式典でイスラム教解釈の相異を克服する

ためイスラム教国会議を開くよう提案した。なおこれに先立つて15日には両国友

好条約が調印された。また同日 3名のイラン貿易代表団が来マし， Lim商工相ら

と合弁精油工場，潤滑油工場設立などについて話し合った。

17日 T 70年から中学校で仏語試験ー一－Khir教育相は「70年から中学校3年次資格

試験 LCEの選択科目にフランス語を採用する」と発表した。
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マレーシア（ 1月〉

18日 v予算国会聞く一一18日に始った国会で総額19億3220万ドルの普通予算， 8億

8790万ドノレの開発予算が成立した（特記参照）。その他の法案および決定事項は

次の通り。

0投資奨励法

次の諸手段によって国内外からの投資を促進する。

(1）所得税免除（含給与税〕

(2）投資税信用（investmenttex credit) 

(3）減価償却短縮

(4) 新産業，近代化・拡張事業，重要輸出産業への特別手当

067年度追加予算

追加予算総額は5900万ドルで，内訳は法定経費2670万ドノレ，政府ゴム取引

信用勘定 GRTTA1500万ドノレ，セイロン政府への借款1500万ドルなど。こ

れで昨年度普通予算の支出総額は19億3750万ドルになった。

0マラヤ農園準備基金（修正）法

基金受託者指定権を，ゴム樹栽培者協会RGAからゴム生産者会議RPCに

移す。

0既婚婦人・年少者（扶養義務）法

離婚した妻に対する扶養料支払いを義務づけたもの。

0郵便貯金利子率引上げ

5月1日以降年利4%になる（現在3%）。

0非スターリング外貨のロンドン，シンガポールからの引揚げ

非スターリング圏への輸出によって得た外貨を，将来総て直接マレーシア

の銀行に預託する。

また次の諸税の改訂（19日から実施）が決定された。

消費税引上げ：石鹸，タイヤ，セメントなどp

輸入税：完成車輸入税引上げ（従価5%→35%，商用車の場合5%→20%）。

金塊輸入税引下げ（10%→2%）。家禽・卵・果物・セメント

等輸入税をベナンにも適用。

開発税免税点引上げ：昨年1月1日に遡って個人所得500ドルから2000ドル

J、、。

登録料金再設：国内組立商用車（従価15%）。

登録料金引下げ：国内組立乗用車（従価25%→10%）。
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マレーシア (1月〉

（以上西マレーシア）

東西マレーシアの関税率統一：セメント，合板など 156品目。

その他近く領海を12マイルとする法案が提出される見込み。

V暴動の調査は行なわぬ一一ラザク副首相は議会で労働党の陳志勤議員の質問

に替え先の暴動について次のように述べた。

暴動を起した人聞が誰で、あるかは明白であるから，政府はこれ以上調査しな

い。林建寿議員（労働党〉を逮捕したのは彼の安全を守るためであった。政府

は総ての労働党員を逮捕するわけではない。暴力をもてあそぶ者のみつかまえ

るのだ。

V近くサパで物価調査一一ラザ、ク副首相は国会で， 「サパは物価が高いJとの

質問に対し， 「労働力不足による高賃金，寄港船舶不足が物価高をもたらしてい

る。そのため政府は既に1070名の労働者を西マレーシアから派遣したが，さらに

近く物価調査を行なう」と答えた。

T Dunlop トラクター工場生産開始一一一DunlopMalayan Industriesはこのほど

耕転機タイヤ生産を開始した。同社は資本金500万ドルで近くトラクターの生産

も貴台める。

19日 v国際錫会議，買支えに 1千ポンド支出一一間際錫会議はロンドンで17日から

3日間聞かれ，最終日に「スズの国際価格を維持するため， 1千万ポンド（7350

万Mわけを支出する。しかし現在は輸出統制をすべき状態ではない」とのコミ

ュニケを発表した。なおマレーシアの主張した買付発動価格（ポンド切下げによ

って実質的には低落している）の引上げについては合意を見なかった。

Vサラワク統一人民党 Miri支部閉鎖さる一一警察当局は19日，「サラワク統一

人民党 SUPPの Miri支部を閉鎖し，党員4人を逮捕した」と発表した。

20日 Vラーマン首相，シ蔵相と防衛問題を話し合う一一シンガポールの Goh蔵相

が20日マレーシアを訪れ，ラーマン首相，ラザ、ク副首相らと両国の防衛問題につ

いて話し合った後， 「両首脳はマ・シ両国の防衛体制が切り離し得ないものであ

ることに合意し，さらに話合いを続けることで意見の一致をみた」との共同声明

が発表された。

なお席上 Goh蔵相はラーマン首相をシンガポールに招待したの

22日 V東南アジア報道セミナー聞く

23日 Vサラワク総選挙は10月以降一一ラーマン首相は国会で，「サラワク総選挙は選

挙区制定委員会の答申を待つため10月以前には行なえない」と述べ，さらに「地
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マレーシア (1月〉

方選挙について全党会談を聞きたい」と語った。

V商業ベースの外国援助は望まない ラザク副首相は国会で， 「最近国際金

融市場が逼迫しており高金利，短期返済を余儀なくされるため，外国からの商業

ベースの民間援助は望ましくない」と述べた。

24日 V人民党，左翼弾圧を非難一一人民党 PRの KassimAhadベナン支部長は，

先の暴動について次のように政府を非難した。

労働党，人民党などの左翼政党は暴徒とは何の関係もない。政府はかれらを

使って社会主義政党の名を汚し，人民の聞に反社会主義，反労働党，反人民党

的気運をeあおり，左翼を破壊しようとしている。

V昨年末までの旧通貨償還額， 8億5600万ドル －Tan蔵相は議会で，「旧通

貨償還高は昨年末までに 8億5600万ドル（90%弱）に達した」と述べた。

25日 V総選挙早まるかー－Khir教育相（連合党選挙対策委員長〉はベナンで来年9

月に予定されている総選挙が早まる可能性もあることを示唆した。

Vベナン警察，敵対分子追放運動開始

26日 Vサラワクで新中国人政党結成か－ TheStraits Times 26日によると，サ

ラワクで中国人知識人（実業界，政界を含む〉が新政党結成に向って動き出して

おり，かれらは連合党支持であるがサラワク中国人協会 SCAに不満をもってい

るという。このためラーマン首相はYa'acob土地・鉱業相をクチンに派遣して新

党結成を思い止まるよう説得した。なおサラワク連合党の PartyPesaka, Party 

Bumiputra両党は28日非公式に，新組織の SCA加盟を支持すると表明した。

V聖戦軍は完全に解体一一Hamzah副内相は議会で， 12月に摘発された聖戦軍

Tentera Sabilullahについて次のように答弁した。 (12月23日参照）

聖戦軍の 3名の指導者（ 3名とも KotaStar在住）は国内治安法に基づいて

逮捕され， 200人以上の結社員は総てスルタンの先放を受けた。その結果聖戦

軍は完全に解体した。この秘密結社の目的は，マレ一人を団結させて生命と財

産を暴力から護ることにあった。

v金・外貨準備総額， 20億ドル一一Lim商工相は議会で， BankNegara，連

邦・州両政府，商業銀行の金・外貨準備総額は約20億ドルで、ある，と述べたo

vインド技術使節団来マ一一インド技術使節団が26日から 2月1日まで滞在

し， MARAへの技術・職業援助などについて話し合った。

27日 V世銀観測（？〉：外資導入促進の価値あり－Tan蔵相は議会で，政府債務

の増大に触れて次のように語った。
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マレーシア（ 1月〉

昨年末の政府債務総額は GNPの；H%であったがこれは凶際的にみて決して

市iv、水準でない。世界銀行は繰返し，マレーシア経済はさらに多額の外貨を吸

収できると述べている。国内負債のうちでは被雇用者準備基金 EPFの占める

割合が大きいが，これは所得再配分の役割を果すものである。

v大ゴム園も赤字経営（？）一一一労働裁判所のゴム採液者奨励手当削減問題審理

の際，マラヤ農業生産協会 MAPAの J.A. T. Perera会長が明かにしたところ

によれば，この 3ヵ月間を見ると MAPAに所属する 198社のうち33社において

生産費が販売費を上回っており，全体を平均すると，販売価格ポンド当り49セン

トに対し生産費（償却費を含む〉は45セントだという。

T Ghazali農相：中間商人を排除せず一一Ghazali‘農相はベナンの協同精米場開

所式典で次のように述べた。

政府は米の中間商人を敵視したり制限したりしようとは思わない。かれらの

間の競争によって米価があがるのはむしろ望ましいことで，その場合には政府

は決して干渉しない。米作農民は人種の如何を問わず協同精米場の運営に協力

してほしい。なお現在協同組合仁O司operativeSocietyは370ある。

V労組組織率は 3分の 1以上一一LeeSan Choon労働政務次官は国会で，「賃

金労働者の3分の 1以上が既に組織化されている。また昨年40件以上の賃金協定

が成立した」と語った。

▼サラワク高裁，州知事らの給与支払い停止処分を撤回――サラワクのクチン

高等裁判所は， 66年10月10日 Ningkan元州首相の提訴によって施行されていた

州知事，州議長， 8州閣僚に対する給与支払い停止仮処分を撤回した。

28日 Vタイ国境で共産ゲリラ指導者逮捕さる一一タイ警察が31日発表したところに

よると，同国 Yala南部で28日共産主義容疑者71名が逮捕され，そのうちの 1人

はこの15年間国境地帯のゲリラを指導しており，マレーシア政府からその首に 9

千万ドルの懸賞金がかけられている AbLiangだという。

Vラーマン首相，旧正月メッセージ一一ラーマン首相は旧正月にあたって，中

国人のマレーシアに対する忠誠を訴え，さらに 5ヵ国防衛条約について， 「より

多くの国々に門戸を開くべきである」と述べた。

30日 V昨年度ゴム輸出量，史上最高一一－TheFinancial Times 30日によると，昨

年度のマレーシア，シンガポールからのゴム輸出総量（再輸出も含む〉は 128万

0196トンで，これまでの最高記録 120万2747トン（59年）を更新した。なお66年

は 111万4553トンO
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シンガポール (1月）

Vラーマン首相， 3月にインドネシア訪問か一一政府筋の発表によると，ラー

マン首相はインドネシアから招待状を受け取っており， 3月初旬にインドネシγ

を訪問する予定という。

V西独との技術援助協定成立一一西ドイツとの技術援助条約がボンで調印され

た。この条約によって，西独はマレーシアに対し教員・教材（当面貿易学校に限

られる）を送り，マレーシアからの訓練要員（当面漁業関係のみ）を受け入れる。

31日 ▼ペラ州でタピオカ生産再興――ペラ州のタピオカ生産者・サゴ製造業者連合

Tapioca Planters anb Sago Manufacturs Associationはこのほど Ahmad州首

相に対し，少なくも 2万エーカーのタピオカ栽培を認めるよう要請した。この請

願書によれば，現在タ巴オカ栽培両積は 1万6千エーカー，月産1万トン，タピ

オカに依存する者の数は家族を含めて 1万人でほとんどが不法栽培という。

タピオカは共産ゲリラの食糧となること，土地を疲弊させることなどの理由で，

非常事態宣言（1948年〉以来生産を禁止されているが，最近ゴム・錫価格の急落

で州政府はその禁令をゆるめているという。

Vケダ』，，，，で米価高騰一一ケダ州の精米業者は近頃1ピクノレ（60kg）当り21ドノレ

で籾米を購入している。この価格は政府公定価格16ドノレより 5ドルも高く，これ

までの最高である。米価高騰の理由としては，自由市場における需要増，中央・

南ケダの早害などがあげられている。 (27日参照〉

シンガポール

1 日 T Lee首相新年メッセージ一一一Lee首相は 1日新年メッセージを発表して，専

門技術の修得，英軍撤退に備えての国軍強化・英連邦諸国の軍事協力を呼びかけ，

新通貨切下げは絶対行なわないと強調した。

V太平洋国際海運会社創業一一シンガポール籍船舶のみからなる初の国際航路

海運会社， 「太平洋国際海運Jが営業を開始した。所有船舶9隻のうち 1万トン

級3隻がアジア・アフリカ航路， 2貨客船が東西マレーシア，中国航路で就業す

るo

vゴム協会の権限強化一一一政府官報によれば， シンガポーノレ・ゴム協会 RAS

は1月1日から，ゴム貿易全体の利益に反する行動をとったメンパーに対する制
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シンガポール (1月）

裁権，協会の目的を実現するための資金貸借権などをもつことになった。

4 B V北ベトナム通商代表部近く設置一一外務省スポークスマンが明かにしたとこ

ろによると，北ベトナムはシンガポールに通商代表部を設置することに同意し，

近く通商会談を開始する。なおシンガポールは，かつて北ベトナムからセメント

などを輸入していたが，北爆による工場破壊のため，両国貿易は完全に杜絶して

いる。また外務省は11日，近く北ベトナム貿易使節団が来シすると発表した。

5 日 Vマラッ力海峡改良の動き一一日本油槽船協会は最近，タンカーの大型化に伴

ってマラッカ海峡，シンガポール海峡の深度が不充分になったとして，日本政府

に対し政府間海事諮問機構 IMCOにおいて各国政府と同海峡の改良工事（総工

費見積2億7500万米ドノレキ 8億3000万S ドノレ）に関して話し合うよう要請した。

なおシンガポール政府は 513，改良工事にはシンガポーノレ，インドネシア，マレ

ーシア 3国の協力と拠出金取極めが必要である，との声明を発表した。なおシン

ガポール政府は12月 IMCO分科会において，急増した通過船舶の衝突を防ぐた

め両海峡の航路協定を締結するよう要請した。

7 日 f Thomson英連邦相来シ一一イギリスの Thomson連邦相がシンガポーノレを訪

問し， Lee首相らと英軍撤退繰上げについて話し合った。会談後の記者会見で，

Lee首相は「国軍を育成し，マレーシア，オーストラリア，ニュージーランド，

イギリスと NATOタイプの防衛条約を締結することになろうが，それには時聞

が必要だ」と述べて繰上げ案を拒否した。また Thomson連邦相はウィルソン首

相の Lee首相にあてた招待状を手交した。 Thomson連邦相はこのあとオースト

ラリア，ニュージーランドを訪れた後， 14日帰国。 (1月の動向参照〉

vシェル， 20万トン級タンカー用に寄港施設を整備一一一シンガポール港湾局と

シェル社とは先頃から20万トン級タンカー停泊港の選定を進めていたが，シェノレ

社の Gerzonシ・マ支社長の 7日の発表によると，同社は 2千万ドノレを投じて

Pulau Pul王om港の改良工事を行なうことになった。なおシェル社は最初の20万

トン級タンカー“Megara”（三菱重工長崎造船所〉ほか2隻を近く中東一シンガ

ポーノレー東京聞に就航させる。また現在日本では 8隻の同社マンモス・タンカー

を建造中。

9 日 f Lee首相，豪新首相に就任祝賀メッセージ一一Lee首相は， 9日就任したオ

ーストラリアの Gorton首相に祝賀メッセージを送って両国の密接な協力を呼び

かけfこO

V昨年度の関税・消費税収入一一シンガポール関税・消費税局の発表によれば，
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シンガポール（ 1月〉

昨年度の｜司局収入は 1億8770万ド、／レで一昨年より 130万ドル増。内訳は次の通

り。

石油： 5410万ドノレ，タバコ： 4710万ドル，酒： 4350万ドノレ，保護関税： 1720

万ドル，輸入砂糖： 1210万ドル。

10日 T NTUC，マルタに基地労働者解雇条件調査団派遣一一全国労働組合会議NTU

Cの PeterVincent委員長， ChueShui Hoang副書記長は10日，英軍基地労働

者の退職手当などを調査するため，マノレタに向った。なおマノレタでは勤続1年に

ついて 5週間分の退職手当が支払われたが，シンガポールでは 1ヵ月分の支払い

提案があったという。

11日 V教員養成制度への批判一一教員教育会議 TECが9日から11日まで教員養成

大学 TTCで聞かれた。席上現在の教育養成制度に対して，シンガポール大学教

育学部， TTC両代表から，余りに急速に拡大しすぎたこと，学生の勉学負担が

重すぎること，教育科目によって様々な言語が使われていることなど強い不満が

表明され，改善案として上級課程の設置，現職教員への継続教育， TTCの三分

化などが提案された。

T 290万米ドルの国連援助一一国連は11日各国への新規援助を承認したが，そ

のうちシンガポールへの援助は総額290万米わレ（約870万Sドル〉で，内訳は

Changi漁業訓練センター： 130万米ドノレ（設立および運営資金〉，金属工業開発

センター 4ヵ年計画： 69万6400米ドノレ，職業技術訓練5ヵ年計画： 90万3600米ド

ノvo

vシンガポールで日本の在外公館経済担当官会議開く一一日本の東アジア17カ

国駐在経済担当官会議がシンガポールで、11日から 3日間にわたって聞かれ，ポン

ド切下げの影響，英軍撤退後のシンガポール等に対する日本の役割の増大などに

ついて話し合った。

T Austasia Industry，近くアルミ線生産開始一一オーストラリアとの合弁企業

Austasia Industry Ltd. （資本金 10万ドルで、主にオーストラリア工業製品の輸入

を扱っていた〉が明かにしたところによると， 同社はオーストラリアの Hunter

Douglas Ltd.と提携して，近くアルミニュウム線生産を開始する。

12日 V工業労働者組合 IWUC左翼系）からの脱退増える一一政府はこのほど Sime

Darby (Singapore）社労働組合（300名〉の登録を認めた。これによって同労組

は左翼系の工業労働者組合 IWUから脱退することになった。 IWUからは去る

11月 EastAsiatic Company労組が脱退しており，近くさらに 2単位労組が脱退
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シンガポール（ 1月）

し，単独組合として登録されることになるという。

V英国工業界に投資促進を要請一一イギリス工業連合 CBI（加盟 1万4千社〉

のシンガポーノレ代表 LeonardRayner氏は12日，「英軍撤退を埋合せるためCBI

はマ・シ両国への投資促進を加盟各社に要請している」と語った。

13日 T Lee首相訪英一一Lee首相は英軍撤退繰上げの再考を促すため13日訪英し，

ウィノレソン首相ら政府首脳（14日〉，保守，労働両党国会議員などと会談した。

ウィルソン首相は71年3月までに撤退を完了するとの計画を Lee首相の要請によ

って撤退完了を同年12月31日まで延期することに同意したほか，空のマ・シ両国

の共同防衛体制への協力・ミサイノレ供与などの援助を約したといわれる。これら

はしかし Lee首相の要求とはほど遠いものだ、ったようである。なお Lee首相は

19日帰国した。また Goh蔵相も12日訪英し， 17日までイギリスで Lee首相と

行動を共にした。 (1月の動向参照）

V英海軍基地の転用問題，石川島ほかが交渉中一一英海軍基地の施設（10万ト

ン級船舶修理ドックなど乾ドック 6基，小型引上げ船台4基など〉を民間ドック

に転用する問題で，現在イギリスの SwanHunter社，日本の石川島播磨重工な

どが，シンガポール経済開発庁 EDBとの問で現在話合いを進めている。

v中国系デパート増加一一TheStraits Times 13日によると，中国製商品の販

売にあたる中国系デパートは， 14ヵ月前に最初に出現して以来急速に増加し，こ

れまでに六つのデパートが経済的重要地点に設置され， 14日さらに 2店が創業す

るという。

14日 V共和国貨幣鋳造会社 CIS, 3月に鋳造開始と発表 10月5日参照。

v昨年11月末現在の非シ市民労働者数は 5万9433名 政府が14日発表したと

ころによると，昨年11月末までに非シンガポール市民に対して発行された労働許

可証は， 11月の 180を含め 5万9433枚。

15日 T NTUC，失業手当支払基金法の修正を要求一一全国労働組合会議 NTUCは15

日の緊急委員会で， 12月に国会に提出された失業手当基金法（12月5日参照〉に

関して，原則的には賛成であるとしながらも，（1）退職時に少なくも特別手当の20

%を本人が受け取れるようにすべきこと，（2）毎月の支払いを解雇前月の給与の60

%～100%とすべきこと， (3）基金加入の判断を基金局長でなく基金局に与えるこ

と，などを政府に要求する旨を決定した。

政府はこれらの要求をいれて，特に必要な場合および55才以上の老齢者には手

当の直接受取りを認めた。
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シンガポール（ 1月〉

v武器製造産業を創始産業に選定一一官報によれば，政府はこのほど武器製造

産業など 3業種を創始産業に選定した。

16日 V英首相， 「71年末までにスエズ以東から撤兵」と発表一一イギリスのウイノレ

ソン首相は議会で一連の緊縮政策を発表し，その中で香港を除く極東英軍を71年

末までに総て撤収すると述べた。 C 1月の動向参照）

v毛沢東語録搬入のー経路一一一中国との貿易にあたっている海運会社のスポー

クスマンが述べたところによると，同社船乗組員は中国各港で毛沢東語録，毛沢

東バッジを手渡され，釆組員はこれらを中国以外の地域で頒布しているという。

17日 Vアジア出版財団第 l回編集人会議聞く一一アジア出版財団 PFAの第l凶編

集人会議がシンガポーノレ，マレーシア，フィリピン，セイロン，韓国，インド，

台湾，香港各国代表を集めて17日から20日までシンガポーノレで、聞かれた。

V公務員に労組加盟権一一政府官報最近刊によると，政府は警察，軍隊を除く

公務員が特定の諸労働組合（既に認可済みの機関の雇用労働者のみで構成される

もの）に加盟することを認めた。これは単一公務員組合結成を事前に防ぐ目的を

もつものといわれている。

v基地労働組合，退職金増額を要求一一基地労働組合 ACSU（組合員 1万1000

人）は最近の発表で， 「昨年4月から12月までに 332名が解雇され， 192名が停

年退職した。今年3月末までにさらに 331名が解雇されるだろう。われわれはイ

ギリス政府に退職金の増額を要求する」と述べた。

V合弁プラスチック容器工場一一香港の StarlightIndustrial Co.社長が明か

にしたところによると，同社はシンガポーノレ，日本と合弁でジュロンにプラスチ

ック容器工場（資本金 300万わりを建設し，夏から生産を開始する。当初従業

員は 100名で製品は主に輸出用となる。

20日 , Goh歳相，防衛問題でマレーシア首相と会談一一21日帰国，前文参照。

21日 ' 5月から郵便貯金利率引上げ一一郵政当局が発表したところによると，マ・

シ両国は来る 5月1日から郵便貯金利率（現行3%）を引き上げる。 （マ日誌18

日参照）

22日 V社戦28名に懲役10カ月の判決一一昨年メーデーの際逮捕された社会主義戦線

BS党員・支持者28名に対し，懲役10ヵ月の判決が下された。

Vテレビ・シンガポール，英語教育放送を開始

24日 v国会聞く一一24日から開かれた国会で成立した法案は次の通り。

0借家返還（特別規定〉法68
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シンガポール C1月〉

開発地域（開発相指定）内の借家・借地を家主・地主が借家人補償局 TCB

の認可を経た後，一定額（商店の場合家賃の 8年分以上，住宅6年分以上，土

地一一貸与以後家を建てた場合一一地代12年分以上と住宅価額）の補償金で買

い反し，開発事業を推進することができる，と規定したもの。

0失業手当支払基金法

労働組合の要求をいれて頭初案に 2, 3の修正を施した。 (15日および11月

14日参照〕

中央準備基金法

固定資産税（修正〉法

vマレーシア軍は昨年末に引揚げ完了一一Lee首相が議会で明かにしたところ

によると，マレーシアのラザク副首相は昨年11月14日 Lim国防相にあてて「シ

ンガポール軍が充分自国防衛の任にあたれるようになったため，マレーシア軍を

引き揚げるJとの手紙を送り，その後年末までに！駐シ軍隊（第4旅団， 1千名〉

を総て撤退させた。なお現在マレーシアはシンガポ｝ノレの Woodlandsに海軍基

地をもっている。

v米「アジアの小型 NATO」案を支持か一一アメリカのClementJ. Zablocki下

院議員は24日， 「Lee首相の提案した，マレーシア，シンガポール，オーストラ

リア，ニュージーランドからなる小型 NATO体制を支持するが，条約可盟国の

フィリピン，タイ，インドネシアへの拡大を希望する。アメリカはこの機構を通

じて軍事援助を行なおう」と語った。

Vイギリス新高等弁務官着任一一イギリスの新高等弁務官 A.J. De La Mare 

元外務次官補が着任した。

25日 T ASEAN, ASAの経済協力計画を引き継ぐ一一ー東南アジア諸国連合 ASEAN

の作業部会は， 22日ジャカノレタで聞かれ，東南アジア連合 ASA(ASEANの前

身）の経済協力計画を引き継ぎ，新たに観光，海運，漁業部門を設けることで意

見の一致をみた。

V香港との合弁時計会社， 6月に生産開始一一香港の時計会社 SteluxMfg. 

Co., Ltd.との合弁会社 Stelux(S’pore) Ltd. （公称資本金500万ドノレ，払込資本

金 200万ドノレ， うち SteluxMfg.出資90%）の ChiaHoy社長が語ったところ

によると，同社は 6月から生産を開始する。当面は従業員 100名，日産500～600

個で再来年にはそれぞれ450名， 8000個に拡大する見込みという。

26日 T 16歳以下でも懲役刑は認められる一一一先に社会主義戦線 BS党員らと共に逮

q
d
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シンガポーノレ (1月）

捕され，暴力取締り法違反で懲役3ヵ月，鞭打ち刑3[EJの判決を受けた15才の少

年に関して，“この判決は16歳以下の未成年の実刑を禁じた青少年法に違反する”

として高等裁判所で係争中であったが， 26日“暴力取締り法が優先する”との判

決が下され，少年の刑が確定した。

v米鉱物資源開発使節団来シ 17人からなるアメリカの鉱物資源開発使節団

が26日から 3日間シンガポーノレに滞在し，中華総商会など各財界代表とシンガポ

ーノレへの投資について話し合った。

V警備艇 45隻を増加一一警察当局の発表によると，海事警察は今年中に 45隻

（総工費100万ドノレ）の新警備艇を建造し，海賊行為取締りなどの強化にあてる。

V電話局労組執行部変わる一一電話局 STB労働組合（組合員1300名）は去る

11月 GeylangSerai委員長（国会議員〉以下の役員を選出したが， G. Kanda-

samy前公務員統一組合 AUPE書記長（PAP，元文化政務次官）らがこれを不

正なものと主張したため，この日投票やりなおしが行なわれ， G.Kandasamy書

記長， PangSwee Khim委員長， Arif£ bim Suradi第 1副委員長（国会議員）

以下の新執行部を選出した。

27日 V社会主義戦線指導者，転向を表明一一社会主義戦線 BSの顧快 KooYoung 

副書記長（67年6月逮捕，当時国会議員， 12月辞職〉が27日釈放され，同時にマ

ラヤ共産党との絶縁と BSからの脱党を表明した。また，李紹祖LeeSiew Choh 

BS委員長について「マラヤ共産党は李氏を指導性には欠けるが名目上の党首と

してまつりあげておくには有益な人物と見ているJと述べた。

Vユーゴ、スラビア通商代表団来シ

28日 Vマレ一文化祭典一一マレ一言語・文化会議はこのほど， 「マレー文化祭典」

を組織し，その一環としてインドネシアに文化使節団を送ることを決定した。

29日 v豪州労働党首来シ一一一オーストラリアの野党・労働党の Whitlam委員長が

29日から 3日間シンガポールを訪れ， Lee首相と経済，防衛問題について話し合

った。

なお同委員長は記者団に対し「オーストラリアの対マレーシア・シンガポ｝ノレ

軍事援助は技術的なものに限られよう。新防衛条約にはインドネシアなど近隣諸

国も加えるべきである」と強調した。

V民間出資の「防衛基金」設置一一一Lim国防相は29日，「防衛軍設立のため，

シンガポール防衛基金 SDFを開設し，広く民間の出資を求める。既に六つの市

民諮問委員会から 1万ドノレの拠金があった」と発表した。
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マレーシア，シンガポール

番多シンガポール総選挙，与党 PAPの独り舞台

シンガポーノレ国会は任期満了の 9月をまたずにこの 8日解散され， 17日に立候補が

締め切られたが，与党人民行動党 PAPは58議席中町議席を無競争で獲得した。解散

の早められた理由としては， (1）近く聞かれる 5ヵ国防衛会議を前に国内をかためてお

く必要があった， (2）英軍撤退繰上げによって経済が混乱し，選挙が不利になることを

怖れた，などが指摘できょう。

との突然の決定に各党は非常に困惑したらしく，マレー入国民組織 SMNO，星華党

SCP, はそれぞれ9名， 22名の立候補を計画したものの，準備不足のためか或はマレ

ーシア連合党から， PA Pを刺激するような行動はさし控えるようにとの圧力が加え

られたためか，締切り前日になって公正な選挙が保障されていないことを理由にボイ

コツトを決定した。院内活動に戻るかどうかを注目されていた社会主義戦線 BSは，

李紹祖 LeeSiew Chon委員長が当初候補者擁立を示唆したものの， 9日次のような

芦明を発表してボイコットの態度を明かにした。

現在のような非民主的法制下で行なわれる総選挙は完全な茶番であり，人民を欺

き李光耀 LeeKuan Yewのファッショ的独裁を隠蔽するものである。 LeeKuan 

Yewは，米英帝国主義の忠実な従僕であるととを示した。 このような状況の下に

おいてマラヤ人民の基本的利益を守るため，社会主義戦線は選挙という欺繭に加担

することはできない。そのような行為は人民への背信であり，帝国主義者と反動派

を助けるだけである。したがって社会主義戦線は選挙ボイコツトを決定した。

前回の総選挙で51議席中13議席を獲得し， その後逮捕，脱党などで 2議席を有する

のみ（この 2人も現在失綜中〉になったとはいえ，今回の選挙でも人民行動党PAPに

対抗しうる唯一の勢力と看倣されていた社戦のボイコットで，選挙は完全にPAPの独

り舞台になったといえよう。 そのほか連合党 APS, シンガポーノレ・インド人会議派

SICなども候補者を送らなかった。連合党の ThioChan Bee委員長は主な理由とし

て次の点をあげている。（1）権力の座にある政党が投票用紙の番号によって各人の投票

を総て調査できる。（2）投票の中身が勝手に操作される可能性がある。

こうして結局労働者党 WP2名， （労働者党はマレーシアとの再統合を強く主張し
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マレーシア，シンガポール（ 2月〉

ている），無所属5名が立候補したのみで， 58議席中51議席が無競争でPAPの手に入

ることになった。 PAPの前議員49人中 9人が引退し，新たに18人が候補者に加えられ

たが，全体的若返り，余美国全国労働組合会議 NTUC書記長など労働運動指導者の

多数抜擢などが注目される。いわば挙国一致議会への志向であろうか。

ところで政府首脳の殆どが無投票で当選したのに対し，独り Lee首相にだけ対抗馬

が現われたことはなかなか興味深い。なお 7議席の選挙は4月13日に行なわれる。

当選者および立候補者は次の通り。（党名の記入してないのは総てPAP) 

選挙区 無競争当選者 備考

Rochore 社進才 TohChin Chye (47才〉 副首相

Kampong Glam S. Rajaratnam (51才〉 外相

Kreta Ayer 呉慶瑞 GohKeng Swee (48才〉 蔵相

Telok Ayer 王邦文 Ong Pang Boon (39才〉 教育相

Cairnhill 林金山 Lim Kim San ( 49才） 国防相

Tanglin E. W. Barker ( 48才〉 法務・国家開発相

Geylang West 楊玉麟 YongNyuk Lin (50才〉 保健相

Queens tone 易潤堂 JekYuen Thong (36才〉 労働相

Pasir Panjang Othman Wok ( 42才〉 文化・社会福祉相

Sepoy Lines 黄循文 WeeToon Boon (38才〉 国務相（防衛〉

Hong Lim 李畑才 LeeKhoon Choy ( 44才〉 " 〈文化〉

Siglap Rahim Ishak ( 42才〉 " （教育〉

明乃iampoa Buang bin Omar J uned ( 48才〉 副総理府政務次官

Jalan Pesar 陳志成 ChanChee Seng (36才〉 社会福祉政務次官

Poton Pasir Sellappa Ramaswamy (41才〉 大蔵政務次官

Geylang East 何振春 HoChen Choon (35才〉 国家開発政務次官

Stamford 部摂治 FongSip Chee 文務化次官・社会福祉政

Upper Serangoon 謝嘉恵 SiaKah Hui ( 45才〉 労働政務次官

Bukit Timah 曹煙英 ChorY eok Eng (38才〉 労働政務次官

恥fountbatten 黄耀宗 NgY eow Chong ( 43才〉

Aljunied Ghazali bin Ismail (29才，新〉 文化政務次官

Kallang Abdul Aziz Karim (34才，新〉 NTUC中央委員

Toa Payoh 張潤志 CheonYuen Chee (38才，新） NTUC書記

乱faoPherson 察善進 ChuaSian Chin (34才，新〉 労裁判事
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Paya Lehar 

Ponggol 

Sembawang 

マレーシア，シンガポール（ 2月〉

Perumal Govindasamy 

N. Govindasamy (39才，新〉

鄭文i白 Tay Boon Too 

黄嘉騰 NgKah Ting 

張永祥 Teon Eng Siong 

NTUC調査局長

Serangoon Gardens L. P. Rodrigo (38才，新〉 法律家

Thomson 

Jurong 

Bukit Panjan 

Choa Chu Kang 

洪南標 AngNiam Piau 

何家良 HoKah Leong 

P. Selvadurai 

部思泊 Tang See Chim 

Kampong Chai Chee Sa'ari Tadin (35才，新） マレ一人教員組合
副委員長

Katong J. Francis De Conceicao (44才，新〉 シ大講師

Kampong Kembangan Mohammed Ari旺binSuradi 

Joo Chiat 

Changi 

Tampines 

Alexandra 

Bukit Merah 

River Valley 

Ulu Pandan 

Bras Basah 

Bukit Ho Swee 

Crawford 

Delta 

Havelock 

Kampong Kapor 

Tiong Bahru 

Tanjong Pagar 

Jalan Kayu 

楊錦成 Yeoh Ghim Seng 

沈文武 Sim Boon Woo 

播賢耀 PhuaBah Lee (35才，新〉

黄麟根 WongLin Ken ( 35才，新〉 駐米大使

林源河 LimGuan Hoo 

守ュロン造船所副
劉源安 LowGuan Onn (5沈新〉延長

李徳欣 Lee Teck Him 

何思明 Ho See Beng NTUC国際局長

余美国 Seah Mui Kok (44才，新〉 NTUC書記長

劉永源 LowYong Nguan (27才，新〉技師

陳翠賭 Chan Choy Siong 王教育相夫人

林樹畑 LimSoo Peng 

林清禄 LimCheng Lock 

荘目見 ChngJit Koon (34才，新〉 会社社長

候補者名（投 票日 4月13日〉

李光耀 LeeKuan Yew ( 45才〉 首相

V etrivelu Rengasamy* （無所属〉 前SIC中央委員

王樹人 Hwang Soon Jin (32才，新〉保険会社副社長

持忠民 Sum Chong Meng （労働者党）
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Nee Soon 

Farrer Park 

Moulmein 

Geylang Serai 

Kampong Ubi 

王書泉 OngSoo Chuan (30才，新〉保健政務次官

黄漢照羽TongHan Toy （労働党者〉

李昭銘 LeeChiaw Meng (33才，新〉技術研究所員

M. P. D. Nair （無所属〉

謝坤祥 (Lawren民） Sia Kh；；；よe事） NTUC中央委員

T. T. Joseph （無所属〉

Rahmat bin Kenap 

Darus Shari旺（無所属〉＊＊ 前 Umno党員

Haji Ya’acob bin Mohamed (PAP) 

鄭木栄 TayMo.ok Yong （無所属〉

* Vetrivelu候補の主張

(1) 政治犯全員の無条件釈放

(2) 労働組合および政治指導者追放令の撤回

(3) マレーシアとの再統合

(4) 近隣諸国との協力。中国との国交回復

料 Darus候補はインドネシアとの統合を主張している。

多マレーシア，農業重視の68年度開発予算 （TheStraits Times 23日社説要約〉

今年度の開発予算は総額8億8800万ドルで配分はこれまでの 2年間とほぼ同様であ

るが， 66年の実績は 6億 5100万ドルであり， 67年実積は 7億 2800万ドノレと推定され

る。今年度予算が完全に実施されるとしても， 3年間の累計は22億6700万ドルで， 5

ヵ年計画の予定総額45億5000万ドルの約半分に過ぎない。 しかしこれは計画の成果を

否定するものではない。

先の5ヵ年計画の当初は資金が非常に豊富だったが，今次5ヵ年計画は最初から10

億ドルの外国借款と 9億ドノレの外国贈与を見積っていた。 しかし借款は未だ目標額に

達していない（条件が悪くなるにしても残額は達成されるであろうが〉。贈与に至って

は何らの契約も実現していない。国内資金も逼迫しており，普通予算余剰金からの 2

億 ドlレ繰入れも中止せねばならないであろう。過去2年間余剰は全くなかったし，ゴ

ム価格の情況からみて，今後3年間に余剰の生ずる見込みもない。

英軍撤退も重大な問題である。直接の経済的影響はシンガポールより少ないにして

も，多額の資金を防衛費につぎ込まねばならないとすれば， それによって蒙る打撃は

大きい。政府は防衛費増大を最小限におさえるために，地域的安全保障条約を各国に

打診している。またイギリスは穴埋め援助を約束している。しかしなにがしかの防衛
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費増大は不可避で、あろう。 したがってマレーシア計画遂行のための資金獲得は極めて

困難である， 唯一の解決方法は圏内借入れの増大と政府手持金のより急速な食いつぶ

しである。ほかには開発予算の削減しか手段はない。

政府は完全実施を半ば断念しているかに見える。今年の開発予算を注意深く読むと，

技術的理由でなく財政的理由から，テンポをゆるめたり， あとまわしにしたりした事

業がいくつかある。

最重点のおかれているのは農業部門である。 ラザ、ク副首相は議会で，農業重視は政

府が開発政策を慎重に検討した結果だと述べている。同副首相によれば，所得と雇用

とを増大させ自立的経済成長を実現するためには，農業が最大・最良の将来性をもっ

ているという。連邦土地開発局の目標は，縮小されないばかりか拡大される可能性さ

えある。農業への民間投資にはあらゆる奨励策が施されよう。また州政府は土地転用

促進を勧告されよう。政府がこれほどまでに主要目標を明確にしたのはかつてなかっ

たことである。

マレーシア

1 B Vベルリス，ケダ両州の稲収穫労賃半減一一移民局の発表によると，ペノレリス，

ケダ両州では， 1万エーカーの稲田のうち20%が早魅による被害を受けた。その

ためアランタン，タイからの出稼ぎ農業労働者の受け取る労賃は昨年度の30ドノレ

から今年度は15ドルに半減したという。なおケランタン，タイから流入する農業

労働者は今年度大幅に増加して 8千名になり，これも労賃引下げの原因となった。

2 日 Vインドネシア軍事代表来マ一一インドネシアの K.Djelani中将ほか53名の

軍事代表団がマレーシアを訪れ，両国の協力について話し合った。

Vインドとの技術援助協定成立一一一来マ中のインド技術使節団と原住民信託会

議 Maraとの聞に，両国の貿易拡大，合弁事業の推進，インドからの技術援助な

どをうたった技術援助協定が成立した。

Vゴム商人に警告一一一マラッカゴム免許局の MohamedSanif局長は2日「小

規模ゴム生産者からのゴム買取りを拒否したり，不当に安くまきあげる商人に対

しては免許を取り消すだろう」と述べた。
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3 日 Vインドネシアからサバへ中国人逃げ込む一一サパ警察の発表によると，イン

ドネシアを逃れて不法にサパにはいる中国人がこのところ目立って増えており，

3日にも45人が Tawauに入港した，このため海軍，警察は入国取締りを強めて

いるという。

▼ジョホール州で不法入植者追出し――土地・鉱業省当局は， ジョホーノレ州、l

Kulai近郊の土地（400エーカー〉から，連邦土地開発局の調達計画に従って，

不法入植者を強制退去させ，発見された9戸を破壊した。

4 8 , Lim商工相，雇用創出のため有効な投資を要請一一Lim商工相は第 1次マレ

ーシア計画（66～70年〉に基づく雇用創出について次のように述べた。

5年間に48万の新雇用を創り出すために 105億ドルが必要となる。政府は45

億ドルの投資を予定しており，民間部門で60億ドルの投資を期待している。そ

のため民間遊休資本を雇用創出に役立つ部門に積極的に投資すべきである。

Vサバに米作振興庁設置一ーサパ州の MohamedSaid農漁業相が4日発表し

たところによると，近くサパ米作振興庁 SPB（長官： LawrenceLiew農漁業省

政務次官）が設置され，資金・技術面での助成にあたる。

5 B V豪州外相来マ一一一オーストラリアのハズラク外相がシンガポールを経て 5日

マレーシアを訪問し，ラザ、ク副首相ほかの政府・国防省首脳と会談した。両国共

同声明は「ハズラク外相はオーストラリア軍の駐留継続を確約した。両国は外交

経路を通じての防衛問題会談継続と，両国軍技術将校による具体的討議とについ

て合意に達した」と述べている。またハズラク外相は会談後の記者会見で「地域

防衛条約には外部の国の保障が必要である」と述べた。

（注） ハズラク外相は 7日マレーシアを発ち，インドネシア，ニュージーラン

ドに向った。

V開発セミナー聞く一一マレーシア開発研究所 MCDS主催の第3回開発セミ

ナーはマレーシア，インドネシア，フィリピン，タイ 4ヵ国代表が出席して（南

ベトナムにも招聴状が送られたが，戦闘激化のためか出席せず） 5日から10日間

聞かれ，国内資源の活用，地域協力について話し合った。

6 日 vタイ国境ゲリラは依然脅威一一6日クアラノレンプーノレで聞かれたタイとの第

7回合同国境委員会で，ラザク副首相は「昨年はゲリラ掃討に著しい成果を収め

たが，依然脅威は去っていない。両国のより効果的な掃討作戦を検討する必要が

ある」と述べ，タイ代表の DaweeChullasapya空軍大将は「国境周辺のゲリラ

はまだ400～500人いる」と語った。
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V創始産業への外国投資一一Lim商工相は議会で「創始産業への外国投資総額

はこれまでに 2億3090万ドルに達している」と語った。

7 日 vゴム価格， 49年以来の最低に一一ゴム価格は今月にはいっても急落を続けて

いたが， 7日にはついにポンド当り 43Yzセントまでさがって， 49年以来の最低値

を記録した。

8 日 Vペナン暴動の規模一一Hamzah副内相が議会で明かにしたところによると，

ペナンでは依然警察による厳重な警戒が続けられている。また同副内相の発表し

たベナン暴動に関する記録は次の通り。

死者 29人（うち 4人は軍・警察の手で殺されたもの〉， 重傷者 93人，軽傷

者 136人，非マレーシア市民逮捕者 113人（うち 4入国外追放〉， マ市民逮捕

者 1126人（うち94人煽動家， 1032人戒厳令違反〉，損失資産 50万ドル。

Vラーマン首相， 65回目の誕生日一一一ラーマン首相は 8日， 65回目の誕生日を

迎えたが， 7日には記念記者会見で次のように語った。

シンガポー1レにはマレーシアで極右分子のクーデターが起ると恐れている者

がいるが，およそばかげた考えで、ある，私はシンガポールとのより密接な協力

を望んでいる。先に提唱した地域的不可侵条約にはインドネシア，タイ，シン

ガポーノレ，フィリピン，セイロン，インド，パキスタンの参加を期待している。

Vベナンに科学・教育センタ一一一一東南アジア教育閣僚会議で，ベナンに科学

・教育センター（総工費2500万わけを設置し， 70年までに活動を開始すること

が決定された。 （シ日誌6日参照）

T MCA，中国系大学設立に反対を表明一一－MCA中央委員会は， 「中国語学校

教員連合会 UCSTA，中国語学校経営者連合会 UCSMCの主張している中国語

大学の設立に反対である」と発表した。 (67年12月6日参照〉

9 日 V対インドネシア航空条約成立一一ジャカノレタでインドネシアとの航空条約が

調印された。これによってマレーシアはインドネシア経由オーストラリア，ニュ

ージーランドへの航行権を得た。

v初代駐マ・ソ連大使にクズネツオフ氏一一ーマレーシア政府は 8日，ウラジー

ミノレ・ N・クズネツォフ氏（元駐インドネシア大使館員〉の初代駐マ・ソ連大使

就任を承認した。

10日 vカメロン高原電源開発計画完了一一カメロン高原電源開発計画の最後にあた

る BatangPadang発電所（総工費1億4200万わレ，発電力15万キロワットでマ

レーシア最大〉が10日発電を開始した。
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' 4月までに内閣一部更迭か－Bahm担保健相はイポーで「4月末までに内

閣の一部入替えがあるかも知れない」と語った。一方ラーマン首相も12日， 「3

月のインドネシア訪問後，更迭があろう」と述べた。

1 1日 v原住民信託会議Mara長官，ソ連，北欧へ一一原住民信託会議MaraのGhafar

長官は11日，北欧，ソ連訪問に出発した。同長官は17日モスクワで， 「今年はソ

連からトラクター，紡織機などを輸入することになろう」と語った。

v砂糖産業視察団台湾へ一一ペラ州を中心とする各州代表が砂糖産業（砂糖き

びから精糖まで〉を視察するため台湾を訪問した。なお現在ペラ州では 2万7千

エーカー（民間企業2万エーカー，入植者7千エーカー〉に砂糖きびを植え付け

ることが決定されている。

13日 V東南アジア中央銀行会議開く 第3回東南アジア中央銀行会議が13・14の

両日， 9ヵ国の代表を集めてクアラノレンプーノレで聞かれた。

V西海岸海底鉱物資源採掘の合弁会社一一一ベラ州の Ahmadbin Said首相が

13日発表したところによると，東海岸の海底鉱物資源開発のために， RioTinto 

(Malaysia）一一本社ロンドン一一，ベラ，ベルリス，セランゴーノレ各州政府，連

邦政府の合弁会社が近く作られる。

vラーマン首相：インドネシアとの不可侵条約を一一ラーマン首相はインドネ

シアの Warta Harian紙記者とのインタビューで， 3月2日に予定されている

インドネシア訪問について「両国の経済協力と不可侵条約とについて話し合いた

い」と語っfこ。

14日 f Sulaiman副開発相辞任－Sulaimanbin Bulon国家・農村開発副相（45才）

は，去る 1月イポー高裁で破産宣告を受けたことを理由に， 14日辞任した。同副

開発相は判決以来国会で野党から何度も辞任を要求されていた。

Vサパ州内閣 2名増員一一サパ州政府は14日新たに 2閣僚を任命し， 1部閣僚

の入替えを行なった。新陣容は次の通り。 (67年5月10日参照〉

首相 TunMustapha bin Dato Harun, (Usno) 

副首相 丘錫訓IKhoo Siak Chiew （前通信・建設相， SCA)

蔵相 Harrisbim Mohamed Salleh (U sno) 

通信・建設相彰徳聡 PangTet Tshung （前地方政体相， SCA)

農 漁業相 Mohamed Said bin Keruak (Usno) 

地方政体相 Rahman bin Habib Mahmud （新任， Usno

社会福祉相 Payar bin Juman (Usno.) 
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マレーシア（ 2月〉

保 健相 黄楽謙 WongLok Khian （新任， SCA書記長〉

なお Usnoの Indanbin Kari副委員長は近く州議員を辞任し，連邦政府サパ

関係相に就任する予定。また MohamedY assin bin Hashim前社会福祉相が同

副委員長辞任後補欠選挙に立候補し，当選すれば天然資源相に就任する見込み。

15日 Vタイ国境でゲリラ指導者死亡一一タイ警察は15日， 「国境警備隊の最近3日

聞の掃討作戦で，ゲリラ指導者 PaePoh Paeが死亡し，数名のゲリラが負傷し

た」と発表した。

16日 vラザク副首相，東南ア中立化を強調一一ラザ、ク副首相は防衛問題について次

のように言吾った。

誘導ミサイノレなどの装備はマレーシア経済にとって不可能である。長期的に

みて，東南アジア中立化が望ましいが，そのためには中国が平和共存政策を認

めることが先決である。国内の治安維持のため，政府は反国家分子の処罰を重

くする法案を準備中である。

Vペナンから資本逃避か一一ベナン州の王保尼 WongPow Nee首相は「昨

年11月の騒動以来，外国投資家は資本逃避を考えている」と語った。

17日 Vマレーシア放送センター落成

Vスウェーヂン自動車会社 SMA，生産開始一一一（12月 7日参照）

18日 ' 6月 1日からポンド以外の外貨を直接圏内に送金 Bank Negaraは1日，

「スターリング圏以外への輸出によって得た外貨は， 3月 1日以降ロンドン，シ

ンガポーノレに備蓄することを禁止し，すべて本国に送金させるJと発表した。一

方 Tan蔵相は18日， 「輸出業者に充分な準備期間を与えるため，新制度の発効

を6月 1日まで延期する」と述べた。 Tan蔵相はまた27日に「非スターリング地

域向けゴム，錫輸出によって得た外貨は66年には， 5億4400万ドノレがシンガポー

ノレに， 3億8000万ドノレがイギリスに預託された。新制度によりこれらの外貨が直

接国内の銀行の統制下におかれることになる」と語った。 C 1月18日参照〉

vブルネイ政府，中国品の輸入を認可一一一プノレネイ政府スポークスマンは， 18

日「シンガポーノレ，香港経由の中国産食糧輸入は，宣伝文書が挿入してない場合

には認められよう。これは物価騰貴を防ぐためで、ある」と語った。

Vラーマン首相， 「南アフリカが参加すればメキシコ・オリンピックをボイコ

ット」と発表。

19日 Vサバで農園労働者組合結成か サパに農園労働者組合を作るための準備委

員会（委員長 JosephMosusah）が19日結成された。サパの農園労働者は現在1
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マレーシア（2月〉

万5千人である。

Vクアンタンのトロール漁計画は失敗か一－Ghazali農相はクアンタンのトロ

ール漁事業について「現状のままだと政府は毎月 4万ドルの損失を蒙ることにな

る。計画は今年中に放棄されよう」と述べた。 (1月15日参照〉

V西独銀行の進出一一ドイツ・アジア銀行（西ドイツ〉のクアラルンプール支

店が19日開業した。

V不法入植農民の指導者 HamidTuch, 4ヵ月ぶりに釈放一一一（67年10月12日参

照〉

V大蔵相に予算局設置一－Tan蔵相の発表によると，近く予算編成のための局

を設け，局長にはアメリカの専門家を招くという。

20日 Vサバの木材輸出一一一サパ州政府20日発表によると，同州の昨年の木材輸出

は3億1600万ドノレで66年比5700万ドノレ増。また主要輸出国は， 日本，台湾，韓国，

オーストラリアであった。

v川崎製鉄，近くパイプ工場設立一一川崎製鉄の発表によると，同社は合弁鋼

管工場をペナンに建設する予定で，日本政府に認可を申請中という。

21日 Vラーマン首相，近くネパール訪問か一一ネパールの K.N. Bista外相は記者

会見で“マレーシア政府はグルカ兵を英軍撤退後も続けて駐留させてほしいと要

請した”との報道に関連して， 「ラーマン首相が近くネパールを公式訪問するだ

ろう」と語った。

Vラーマン首相，シンガポールとの協力を強調一一ラーマン首相はテレビ・イ

ンタビューで「マレーシアの輸出は多くがシンガポール経由に依存しており，両

国の協力は極めて重要なものである」と述べた。

vラーマン首相，総選挙繰上げを否定一一（ 1月25日参照〉

vラザク副首相の開発予算関連演説一一ラザ、ク副首相は国会で今年度開発予算

に関連して次のように述べた。 （特記事項参照〉

西マレーシアの GNPは独立以来10年間で63.5%，東マレーシアの GNPは

1963年のマレーシア加盟以来55.5%増大した。また西マレーシアではこの10年

間にゴム46.5%，オイル・パーム 262.4%，米36%の増産をみた。ゴムの植替

えは大ゴム園（estate）で80%，小ゴム園（Smallhoulder）で60が完了した。政

府は農業振興のために農業研究開発機構 MARDIの設立を決定した。

T Tuank国王， Woodland海軍基地（シンガポール圏内〉を公式訪問

22日 v錫価格， 65年以来の最低を記録一一海峡錫価格は 22日，ピクノレ当り 555ドノレ
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マレーシア（ 2月〉

までさがって， 65年以来の最低となった。

v昨年末以来労働党36支部閉鎖一一Hamzah副内務相は昨年末の暴動について

次のように述べた。

労働党支部は 142のうち36が閉鎖された。 PMIPが暴動に関係したという確

かな証拠はないので， 120ある同党支部は全く閉鎖処分を受けていない。

v労働党ケダ州支部長逮捕さるー←警察当局は22日， 労働党の ChewChoon 

Tatケダ州支部長を逮捕したと発表した。

23日 V地域協力は防衛費節減のため一一一ラザ、ク副首相は国会で「平和維持のため近

隣諸国の協力を得られないならば，防衛のために高価な近代兵器の購入を余儀な

くされる。そのような出費はできるだけ避けたい」と述べた。

24日 Vブルネイ連合党解党一一プノレネイ唯一の親マレーシア政党であるプノレネイ連

合党の HajiHasbollah委員長は24日，好ましい情況が生れるまで同党を解体す

ると発表した。

25 B Vケランタン州政府，連邦政府との約束を破る？一一ケランタン州政府は25日

州議会に今年度予算を提出したが，連邦政府から 150万ドルの貸付を受けた時の

条件“大蔵省との事前協議”は守られなかったという。 (67年12月19日参照〉

vプラスチック工業の拡大一一一TheSunday Times 25日によると，プラスチ

ック原料・製品輸入額は次の通りで，原料輸入が大幅に増えている。（単位，万ドル〉

1963年 1964年 1965年 1966年

原料輸入 1,100 1,300 1,734 2,013.8 

製品輸入 500 468 485.5 527.8 

Vアルゼンチン貿易使節団来マ

27日 vニュージーランド国防相来マーーニュージーランドの D.S. Thomson国防

相ほかの国防省代表がタイ訪問の後マレーシアを訪れ，ラーマン首相，ラザク副

首相ほかの政府・国防省首脳と会談した。ラザ、ク副首相は会談後「Thomson国防

相は 5ヵ国防衛会談の早期開催支持を確約した」と語った。また Thomson国防

相は28日「駐マ・ニュージーランド軍の駐留は今後も継続される。緊急の場合に

は更に増強することもあり得ょう」と述べた。

28日 ' 5ヵ国防衛会議は 5月半ばか一一ラーマン首相は Thomsonニュージーラン

ド国防相との会談後「5ヵ国防衛会議は 5月半ばにクアラノレンプーノレで聞かれよ

う」と述べた。

Vインドネシア初代駐マ大使一一マ Lィーシア政府は， Thalip准将のインドネシ
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シンガポール（ 2月〉

ア初代駐マ大使就任を承認した。

29日 V銀行（修正〉法，金融法成立一一ー国会で29日，銀行（修正〉法，金融法の成

立をみたが，この銀行（修正〉法の要旨は，（1）銀行の国内株式への投資を Bank

Negaraの許可制にする。（2)Bank Negaraが銀行の経理内容を監査する。（3）外

国系銀行は，マレーシア国内に 200万ドノレ以上の純資産を必要とする。（4）準備資

産が払込資本金の 50～100%である銀行は，純益の25%以上を準備資産に繰り入

れる。などであるが，銀行協会などは， “国内での新会社設立に障害となるばか

りでなく，国外特にシンガポールに資本が流出するおそれがある”として反対を

表明していた。

金融法は錫利潤税軽減，開発税免税点の 500ドノレから2000ドルへの引き上げな

どを定めたもの。

T PPP, DAP選挙提携で同意F一一人民進歩党 PPPの陳源安 ChanYoon Onn 

書記長，民主行動党DA Pの呉福源 GohHock Guan書記長は29日，両党の総

選挙における共闘について合意に達したと発表した。呉書記長はまた民主連合党

UDPとの話合いも進んでいることを明かにした。

vデンマークから無利子借款 1200万ドル一一一デンマークの KjeldWillumsen 

大使と Tan蔵相は29日，両国借款協定に調印した。これによってマレーシアは

1200万ドノレの無利子商品借款（返済期間25年）を受ける。

シンガポール

1 日 v米国防長官，オーストラリア，ニュージーランド，日本の重要性を強調一一

アメリカのマクナマラ国防長官は， 「英軍撤退後，オーストラリア，ニュージー

ランド，日本が東南アジアでより重要な役割を果すことを期待する」と語った。

2 日 豪州外相来シ一一オーストラリアのハズラク外相が GordonBlakers国防次官

などを伴って“英軍撤退後の東南アジアにおけるオーストラリアの新しい役割を

探るため” （同外相2日〉シンガポーノレを訪れた。同外相は Lee首相， Goh蔵

相と会談し， 5日出発にあたって「インドネシアは近く聞かれる 5ヵ国会議には

招かないが，将来の地域防衛会議には出席を要請する」と語った。また同外相は
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シンガポール（ 2月〉

ジュロン工業地帯を視察して， 「わが国工業界には海外投資の気運が高まってい

る」と語った。 (5日，マレーシアへ〉

4 日 v公務員の職種別賃銀－ TheStraits Times 4日の特集記事によると，国家

公務員（中学卒〉の職種別賃銀は次の通り。 （月当り， ドノレ〉

就業年数 事務員 教員 行政官 軍人

1 190 190 308.50 

2 200 200 493.50 

3 210 210 493.50 

4 275 312 558.50 

5 305.50 331.50 608.50 

6 325 383.50 830 1,051 

7 344.50 403 865 1,235 

8 364 422.50 900 1,398.50 

vソ連との合弁海運代理店設立

5 B V製造業者連合会，地域協力を強調 シンガポール製造業者連合会SMAの

L. S. Zampatti会長は同会機関誌の中で「地域協力の推進を全面的に支援する」

と述べた。

v北ベトナム貿易使節団来シー一一NgoThang Giang商工業所副会長を団長と

する 5名の北ベトナム貿易使節団がシンガポールを訪れた。 Ngo団長は空港で次

のように語った。

両国代表が必要と認めれば通商代表部の設置も考慮されよう。しかし外交代

表を送る考えはない。わが国は現在シンガポールからゴム，ココナット・オイ

ノレを輸入し，米，木材を輸出している。

6 日 V東南アジア教育閣僚会議聞く一一東南アジア教育閣僚会議が，マレーシア，

タイ，ラオス，インドネシア，フィリピン，シンガポール各国代表を集めて 6日

から 9日までシンガポーノレで聞かれた。この会議で，英語センター（シンガポー

ノレ〉，科学教育センター（ベナン島〉など五つの教育関係機関の設置と東南アジア

教育閣僚機構の結成とが決定された。

v防衛基金への拠出は非課税一一Lim国防相は「先月設置された防衛基金へ

の拠出金には所得税を課さない」と発表した。一方全国労働組合会議 NTUCの

Seah書記長は 9日， 「超過勤務手当を倍にし， それを総てこの基金に出資しよ

う」と呼びかけた。
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シンガポール（ 2月〉

（注〉 防・衛基金への拠出は 2月末までに 100万ドルに達した。

8 日 V国会解散一一政府は 7日の閣議後「 8日付で国会を解散し3ヵ月以内に総選

挙を行なう」と発表した。 Yusof大統領はこれに基づいて 8日国会を解散した。

現議員の任期は 9月までだが，解散が早められた理由として Rajaratnam外相は

9日， 「民意を確かめて新しい体制で英軍撤退の早期化に伴う諸困難に対処し」

近く聞かれる予定の地域安全保障会議に全力をあげて取り組むためJと述べてい

る。（特記事項参照〉

9 日 vタイ空軍大将来シーータイの DaweeChullasapya空軍大将がマレーシア訪

問の後， 9日シンガポールを訪れた。 （マ日誌6日参照〉

V輸入許可制品目増加一一このほど輸入禁止（マレーシア共同市場〉指定法65

が改正され，自動車タイヤ，電気冷蔵庫などの輸入が許可制となった。

Vニュージーランド航空，オークランド・シンガポール聞に就航

12日 V台北で太平洋地域旅行協会年次大会聞く一一太平洋地域旅行協会 PATA年

次大会が12日から 5日間聞かれ，シンガポーノレからは LeeKeng Tuan旅行振興

局局長ほか23名の代表が出席した。

13日 vオーストラリア軍は駐留継続一一オーストラリアのゴ一トン首相は， 「マレ

ーシア，シンガポール両国政府の要請により，両国に駐留する軍隊は英軍撤退後

もとどまることになろう」と述べた。

V豪外相：日本との防衛条約に反対せず一一オーストラリアのハズラク外相は

ウェリントンで「日本，ニユ｝ジーランド，オーストラリアの防衛条約は将来の

問題であろうが，オーストラリアには何ら反対する理由がない」と語った。

Vイタリア産業使節団来シ

15日 V南・東南ア経済政治協力セミナー聞く一一南・東南アジア経済政治協力セミ

ナーが15日から 6日間シンガポーノレで聞かれた。参加国は次の12ヵ国：オースト

ラリア，セイロン，西独，インド，日本，マレーシア，フィリピン，シンガポー

ノレ，韓国，南ベトナム，タイ，アメリカ。

なおLee首相がこの大会で講演し，地域協力の推進と米中ソ 3大国による安全

保障の必要とを強調した。

V入港船舶増加一一ロッテルダム商業会議所の発表によると，昨年シンガポー

ル港を利用した船舶は 1億1730万トン（前年比13.8%増〕，うち入港船舶は5870

万トン（15.6%増〉であった。

T K. M. Abdul Rezakインド人商業会議所前会長死去
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シンガポール（ 2月〉

17日 V国会議員立候補締切り： 51議席は無投票で PAPに一一特記事項参照。

V基地転用局設置一一政府は17日， 「英軍撤退後の諸問題を検討するため，基

地転用局 BasesEconomic Conversion Departmentを設置した。局長には韓瑞

生 HonSui Sen EDB長官が任命されよう」と発表した。

T Lee首相，選挙の勝利を語る一一ーLee首相は総選挙での PAPの勝利に関連

して次のように諮った。

私は共産主義者に立候補して欲しかった。われわれはイギリスに 1億5千万

ポンドに投資していたが，ポンド切下げによって 3千万ポンドの損失を受けた。

したがって今後国内資源は国内（特に工業〉に投資されよう。

失業者数は半失業者を含めて 7万5千人，登録証数からみると 4万8千人で

ある。一方非シ市民への労働許可証発行数は 6万に達している。非熟練，半熟

練労働の分野ではこれら非シ民を徐々にシ市民と入れ替えて行く。

2～3年内に次代の指導者を育てたい。

V選挙後の政策一一Goh蔵相は選挙後の重点施策として次の3点をあげた。（1)

銀行預金利率の引上げ，（2）非熟練・半熟練職種におけるシンガポーノレ人化の促進，

(3）閣僚増員。

vシ代表， UNCTAD会議で独占的海運会社を非難

20日 V基地労働者，年内に1800人失業か一一一基地転用局 BECDスポークスマンの

発表によると，今年中に陸軍を中心とする基地労働者1800人（シンガポーノレ市民

で殆どが半熟練もしくは非熟練労働者〉が失業し，再訓練を受けるととになると

いう。また同スポークスマン22日発表によると，シ市民基地労働者2万4千人の

うち 8千人は再訓練の必要のない熟練労働者だといわれる。

21日 V製造業の発展一一経済開発庁 EDBの韓瑞生 HonSui Sen長官は， 1961年

から昨年末までの製造業の発展について次の数字を明かにした。

新設工場157Cうち昨年度56），新工場の雇用労働者1万5500人，同総売上高

5億0300万ドノレ（うち輸出 1億9600万ドノレ〕， 67年度工業総生産（61年以前設

立の工場も含む） 14億6000万ドノレ，同増加率（対66年） 12%, （増加額中の創

始産業寄与率41%）。

23日 Vインド政府，基地解雇インド人労働者受入れを表明一一一インドの Surendra

Pal Sing h外務次官は，シンガポーノレの英軍基地を解雇されるインド人について

は帰国を認めることになろうと述べた。

Vアルゼンチン貿易使節団来シ
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24日 V英国海外開発省次官来シーーイギリスの AlanDudley海外開発省次官が24

日来シし， 4日聞にわたって，海軍基地民間移転，基地労働者職業訓練， Blood-

houndミサイル売渡し価格などについて話し合った。

V小企業の地位一一軽工業局 LISの H.M. Si thawalla局長代理は工業におけ

る小企業（雇用労働者50人以下または固定資産2万ドル以下〉の地位について次

の数字を明かにした。

企業数，全企業2400の49%，雇用労働者50%，生産額35%。

25日 vプラスチック工業の拡大一一一TheSunday Times 25日の特集記事によると，

プラスチック工業は63年からこれまでに「工場数19から100へ，生産額200万ドノレ

から1200万ドルへ，雇用労働者2000人増」と発展して，重要な輸出産業になった。

しかしまだ殆んどの工場が5人から15人の小工場だという。

26日 Vカンボジアへ貿易使節団ー一一ChengTong Fatt一次産品監督官を団長とす

る22人の貿易代表団（漁業，木材業など〉がカンボジアを訪問した。

vジュロン造船所第2ドック，鹿島建設が着工一一鹿島建設は26日ジュロン造

船所第2ドックの建設 (1200万わけを開始した。同ドックは69年までの第 1期

工事で10万トン級タンカー，その後の第2期工事で20万トン級タンカー収容能力

をもつことになるという。

27日 Vイスラエル蔵相来シ一一イスラエルの P.Sapir蔵相がアメリカ，オースト

ラリア，ニュージーランドを経て27日シンガポールを訪問した。

29日 Vマレーシアの為替手続き変更で，シ内各銀行，外貨減少に危慎を表明一一一（マ

日誌18日参照〉

vゴム海上輸送費引下げ一一極東海運会議は29日， 「シンガポーノレ・マレーシ

アーヨーロッパ聞のゴム輸送費を 3月 1日から10ヵ月間， トン当り 10シリング引

き下げて 229シリングとする。これは価格低落によってもたらされた窮状からゴ

ム産業を救うためである」と発表した。 （シ日誌67年12月29日参照〉

V近く農業学校設置か一一TheStrait Times 29日の社説によると，政府は職

業専門学校の一環として，近く 2年制農業学校を設置する予定という。

v台湾，マ，シ 3国映画会社，中国映画ボイコットを声明

T Ahmad Ibrahim駐アラブ連合大使辞任

’インドネシアの米輸入取扱い一一一シンガポールの東南アジア開発会社がこれ

までに取り扱ったメキシコなどからインドネシアへの輸出米は， Hansjciachim 

Seidenshnur同社社長の発表にりると， 45万トン， 2億ドルに達している。
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動揺続くマ・シ関係

マレーシア・シンガポール両国の関係は， 65年の分離以来決して安定的な

ものではなかったが， 3月にはドル・ポンド危機の影響が両国にも波及した

こと，シンガポールの基地労働者を中心とする外人労働者解雇が現実の問題

となったことなどによって，再び大きな動揺を示すことになった。

(1) ロンドンで金市場が閉鎖され，為替取引が停止された日，つまり15日

にマレーシア，シンガポールも外国為替取引を停止し， ドル・ポンドの動向

を見守る態度をとった。そのため一時は lMCまたは S）ドル＝2.50米ドル

の闇取引も行なわれたという。しかし外為取引停止の影響はそれだけにとど

まらなかった。（注1)

マレーシアでは銀行協会が，各銀行への外為取引停止通知を電話で行なっ

たため，一部銀行はこれがシンガポール・ブルネイ両国通貨にも該当すると

判断し，両通貨の受取りを拒否した。当然受取り拒否は更に商店，郵便局な

どへも拡大した。同様なことがシンガポールで、も起こり，三国通貨の等価相

互交換性は完全にマヒしてしまった。また lMドル＝0.85Sドノレに改定され

るとのウワサも流れ，一時は実際にその比率での交換も行なわれたという。

マ・シ両国政府にとってこれは両国経済関係を破壊しかねない重大な事態

であった。そこでマレーシアの Tan蔵相が翌日日， 「相互交換性は不変で

ある」との特別声明を発表する一方，18日には BankNegara （マレーシア中

央銀行〉の Ismail総裁，シンガポールの LimKee Boon大蔵事務次官が

会談して，相互交換性を保障する取決めを行ない，ようやく経済関係破綻の

危機は回避された。（注2)

このように交換性が一時的にもせよ失われたことの直接の契機となったの

は，ある意味で全くの偶然であった。しかし事実は決してそれほど安易な問

題ではない。
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マ・シ両国通貨の交換比率（現行lMドル＝ 1Sわけが将来改められるか

も知れないことは，昨年11月の旧通貨切下げの際多少触れておいたが， (67 

年11月の動向参照）次表にみるように，マレ｝シアの金外貨準備がかなり急

速に減少しているのに対し〈これはゴム・錫価格急落の影響が大きい），シン

ガポールの金外貨準備が着実に伸び、ていること，マレーシアの法定準備率が

80.59% C現在のところ実際の準備率はこれよりかなり高いものであるが）で

あるのに対し，シンガポーノレのそれが100%で、あること，などが両国通貨の等

価性に疑念を抱かせ，正常な流通を阻む原因となったものであろう。マレー

シアはこの 6月1日以降，シンガポールにあるポンド以外の外貨を引き揚げ

ることになっているが，これも外貨準備の格差を埋めるためと思われる。い

ずれにしても両国通貨の相互自由交換性・交換比率については，今後も相当

不安定な動きを繰り返すに違いない。

金外貨準備高 （百万ドル）

て＇＜ レ シ ア シ ン ガ ポ 一 yレ

6 6年12月 2 , 6 1 4 6 6年 11月 1 , 0 3 8 

6 7年 7月 2 , 3 7 2 6 7年 3月 1 , 1 7 4 

6 7年12月 1 , 9 6 3 6 7年 11月 1 , 2 5 6 

(2) Leeシンガポール首相は去る 2月17日，非シ市民労働者6万人のうち，

非・半熟練労働者を早急にシ市民と置きかえて行くと述べたが，この12日に

はその第一段階として非シ市民非熟練銀行員の解雇が通告された。これに対

抗してマレーシア政府も13日， 「マレーシア人化問題閣僚委員会Jを設置し

て，圏内のシ市民労働者を解雇する方針（OperationSwop）を打ち出した。

Manickavasagamマレーシア労働相の発表では，現在マレーシア圏内で働く

シ市民労働者3万6千人，シンガポーノレ圏内で働くマ市民2万5千とされて

おり，ラーマン首相の13日発表ではそれぞれ6万人， 5万人である。いずれ

の数字をとるにしても両国労働力人口（マ：約200万人，シ：約50万人〉の中

で決して無視できない比重を占めていると言わねばならない。またマレーシ

ア特にジョホール州、！の会社には，シンガポーノレに本社をもつものも少なくな

く，同州にはシンガポーノレ公益事業庁Pu Bの支庁さえある。マレーシア政
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マレーシア，シンガポール（ 3月）

府はできるだけ円滑に同職種の交換を行なおうと呼びかけたが，伝統的技術

に頼る職種がかなり多く，しかも両国経済構造の相異から職種構成もかなり

食い違うはずであり，従来の労働者を総て追い出して，未知の労働者を迎え

るとなれば混乱と生産低下は免れないであろう。更にマレーシアの財界にと

っては，御用機関的色彩が強かったとはいえ，組合運動の経験をより多くつ

んだ、労働者が帰って来ることは，望ましくないことであるし，他方シンポー

ル経済にとっては，追放競争劇の結果，減少数を上回る労働者が流入して来て

（先のいずれの数字でも 1万人ほど流入数が多くなる〉失業問題を深刻化さ

せることは耐え難い問題であろう。

両国政府の決定に最も強硬に反対したのは，マレーシア使用者諮問協会

MECA，マレーシア中華商会連合 ACCCなどであった。シンガポール中華

総商会も事の重大性に驚いて，月末代表をマレーシアに送り， ACCCとの間

で両国政府の再考を促すことに意見の一致を見た。労働者自身が自らの生活

の不安から，両国政府に抗議したことは自明であろう。これらの事実を考え

ると，シンガポールの政府・財界はこれほど深刻な事態になるとは予想せず

に，外人労働者追放を決定したのではあるまいか。

シンガポール政府は長く沈黙を守っていたが，結局30日 Goh蔵相がラザ

ク・マレーシア副首相に会って，これ以上（29日までにマ市民547人が労働

許可証を取り消されたという一一一筆者〉解雇を行なわない」と伝え，両国関

係の緊張は，ょうやく一応解きほぐされた。

両国経済の深いつながりからみて，その決定的断絶はあり得ないこと，し

かし協力への道は決して順調ではないこと，つまり両国関係定着への試行錯

誤が将来も続けられるであろうこと，を今回の事件は示唆している。

その他両国ゴム業界がイギリスを中心とする独占的海運組織・極東海運会

議 FEFCに対して，契約拒否を通告したこと（特記事項参照），サパに武装

フィリピン人が侵入し，フィリピンのコレヒドール島で、サパ侵攻を目的とす

る（？〉秘密軍事訓練事件が発覚して，マレーシア・フィリピン関係が緊迫

したことなどが3月の重要な動きである。

（注 1) マレーシア銀行協会19日の発表では， M, Sドルのポンドとの交換比率は

同日，売32.557ペンス，買32.703ペンスから，売32.619ペンス，買32.765ペンス
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にあがった。

（注 2) Ismail Bank Negara総裁と KimKee Boon大蔵次官との取決めは次の

通りで，この取決めは直ちにブルネイの Lee財務長官にも伝えられた。

(a) 目的 昨年6月の両国通貨の自由交換性に関する協定の継続を保証する

とともに，両国の密接な経済・金融機関の維持，発展を図り，共通の銀行制度

を保持し，マレーシア，シンガポール聞の貿易と支払いを容易化することを目

的とする。

（同協定内脅

Lイ） マレーシア中央銀行は，シンガポーJレ政府経理局にシンガポール通貨

による勘定を開設し，シンガポーJレ経理局もマレーシア中銀にマレーシア通

貨による勘定を開設する。

（ロ） この取決めの実施上マレーシア中央銀行がシンガポール通貨を必要と

するときは，シンガポーノレ経理局は，当該通貨を供給し，シンガポールにあ

るマ側勘定に貸記する。同様にシンガポール経理局がマレーシア通貨を必要

とするときは，マ側は，これを供給し，この金額をマレーシアにあるシ側勘

定に貸記する。

り マレーシアの紙幣，硬貨が通貨自由交換性協定により，シンガポール

の通貨委員会から，マレーシア中央銀行に返送されたときは，シンガポーJレ

経理局にあるマ側勘定に賃記が行なわれる。同様にシンガポールの紙幣，硬

貨がマ側から返送されたときも，マレーシア中銀にあるシンガボール経理局

勘定に貸記が行なわれる。

付毎日の残高に対し，年率5H%の金利の支払を行なう。

約上記の 2勘定の純残高は， 1週間毎または当事者の何れかが要求した

時に決済される。

付 この決済通貨は，被支払国通貨，英ポンド，または決済時の為替レー

トによる合意に係る交換可能通貨とする。

（ゆ この取決めは即日実施される。

約 この取決めについて，技術的問題が生じたときは，相互協議を行なう。

本取決めの写しはブレネイ通貨委員会に送付された。
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争海運会議の性格一一（The Straits Times 30日より）

会議は特定の貿易航路に就航する海運会社の連合体であり，輸送料，組織，労働条

件などについての協定を結んでいる。その範囲は， 貿易の重要性に従って，非公式な

連合体から常設書記局をもっ進んだ組織にまで、わたっている。成員は主に貿易量，地

理的・国際的構造から決定される。ある会議には一一例えば極東海運会議FEFCのよ

うに一一様々な国に属する 20以上の海運会社が含まれている。それらの海運会議の特

質は，就航の回数，質，継続性，安定性，および合理的な料金にある。諸海運会社は

多額の資本投下の故に，荷主からの継続的支持を重視しており，二重料金制度を通じ

て荷主たちを誘い込もうとしている。その手段というのは優遇料金一一会議所属会社

船舶のみを使用し， 非所属会社船使用の自由を放棄した荷主に対する割引き，リベー

トなどーーである。会議と密接な関係をもっ荷主と，しからざる荷主とが支払う料金

の純額には通常10%の開きがある。

大半の取引を規制している制度は，荷主が会議への支持を予め確約し，指定期限後

は契約を解除できるというものである。他に一定期限後の特別割戻し loyaltyrates 

rebateだけをうたったものもある。このような制度は単独であったり選択制であった

りする。しかしいずれの場合でも， 不断の支持に対して料金割引きで報いるという点

で基本的には同じである。

契約を選ぶか割戻しを選ぶかに強制はない。しかし会議の観点からすれば， 荷主が

任意に会議所属船でも非所属船でもいずれか安い方を選べるとなると， 充分な利益が

期待できなくなろう。特別割戻しもしくは契約は，料金切下げを除けば，外部船舶か

ら会議所属会社を守る唯一の方法だと，かれらは主張している。会議の提示する料金

が合理的であれば， 港をたまたま空で、通りかかって，どんな少額の料金でも手に入れ

ばゼロより得だとする船の侵入から， 定期船舶を保護できょう。しかしより低い料金

で定期就航を申し込んで来る会社に対しては，身を守ることができない。

会議と荷主との結びつきは今日マ・シ両国の貿易利害という別の観点から，改めて

評価を受けている。昨年5月シンガポールの貿易団体が中華総商会の支援を得て，現

行契約制度破棄を目的とする実行委員会を作って以来， この制度はしばしば非難の対

象になっている。その時以来， 反会議運動は雪だるまのようにふくれあがったのであ

る。その主張というのは「諸海運会議は強力な組織にものをいわせて契約制度をふり
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マレーシア，シンガポール（ 3月〉

かざし， 海運を独占的に規制することによって，荷主にかれらの条件，勝手な海運料

金をおしつけている」というものである。例えば昨年5月の会合前の中華総商会の報

告によると，この制度によって荷主は会議所属船舶への積荷を強制されているという。

この報告はまた， 会議が荷主を外部船舶と闘うための道具か手兵のように扱い，契約

に加わらない荷主を差別しているとの非難を掲げている。荷主の主張によれば，会議

は契約があっても相談することなく勝手に料金を引き上げることがあるという。

荷主の考えからすると， 好きな時に，最も低い料金・最も有利な条件で積荷する権

利をもち， 自由競争を確立したいはずで、ある。もしそうなれば，料金ばかりでなく条

件も有利になるものとかれらは信じている。

（注） ゴム海上輸送費について

極東海運会議 FEFCが5日公表したマレーシア・シンガポールーヨーロッパ問

の海上輸送費は次の通り。一方 Ng副蔵相が 7日上院で語ったところによると，

FEFCの年間利潤は 6億～ 7億ドルにのぼるという。

（ポンド当り，セント〉

基本料金 スエズ追閉鎖加料に伴金
う暫定 言十

ポンド切下げ前 4.11 0.46 4.57 

切下げ後 3.99 0.44 4.43 

3月1日以降 3.80 0.42 4.22* 

＊これはトン当りにすると 100.99ドルであるが， ゴム貿易協会， ゴム梱包協会 9

日発表によると，国内海運会社の同航路輸送費はトン当り75.93ドルという。

移農民の負債（The Straits Times 12日社説）

連邦農業市場局 Famaが，ケダ，ペノレリス両州に事務所を設置する準備として昨年

11月に開始した調査によって， 両州の農民は米商人から巨額の貸付を受けていること

が明かになった。 これは言葉を替えて言えば，かれらが重い借金にあえいでいるとい

うことであれそれほど目新しい発見ではない。米取引を私的商人の手からとりあげ，

現在中間商人が決定している穀物価値を，できるだけ多く農民に還元するという Fama

の目的は，このような広汎な負債の存在によって， ひどくむつかしいものになってい

る。 Famaが生産者価格を改善できることは疑いない。それは昨年セランゴール州で

の試験で実証された。しかし所得が高められたとしても， ！日い借金を返し，次の収穫

までの生活・運営資金を残せるだろうか。もしできなければ，今度はどこに借金を求

めるのだろう。中間商人は次の収穫を担保に農民に金を貸していたが，米の取引を禁

止されれば貸付を停止するに決っている。
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セランゴール州では借金はそれほどひどくなく，農民はさほど借りずに端境期を乗

り切れるようだω しかしケダフベルリス両什｜の農民は， Fama調査書が示しているよ

うに，よりみじめな立場にある。 Muda川濯瓶事業が71年までに完成し，二期作が可

能になると，農民は更に多くの借金をせねばならず，問題は一段と複雑なものとなるの

解答が未だ見出されていなし、ばかりではない。問題自体も研究の段階にある。充分

な知識を得るために， Famaは BankNegara，農業省，協同組合 Co四 operativesと協

力して，ケダ，ベyレリス両外｜の農業負債について特別研究を進めているO 総ての事実

を知り，私的商人の貸付に代る資金源を確立するまで Famaは注意深く事にあたる必

要がある。

多「マレーシア人民運動」の結成

労働党の陳志勤 TanChee Khoonクアラルンプール支部長（国会議員〕は20日，

同党からの脱党を明かにした。これに続いて V.V eerappen元副委員長（元国会議

員），陳僕根 TanPhock Kin元書記長（元国会議員）， V. David前中央委員（元国会

議員〉黄漢徳 NgAun Teik前中央委員の脱党が伝えられたが，労働党中央委員会は

24日会合を聞いて，陳志勤， Veerappen両氏の離党を認めた。党分裂の原因は，昨年

10月に急進派が執行部を握って以来， 穏健派が党の路線に強い不満をもつようになっ

たためであろうが， より直接の契機としては総挙を来年に控えて野党連合を結成する

か否かで党内の意見が完全に分れたことにあるらしし、。劉允華 LiewYen Fa （または

Low Yuen Wah）副書記長・は先述の中央委員会の後，「わが党は人民進歩党 PPP，民

主連合党 UDP，民主行動党 DAPとはイデオロギーを全く異にしており， 3党との

統合には同意できない。また離党届は 2人からあっただけで， 党への影響はほとんど

ない」と述べている。

マレーシア人民運動 GerakanRa’ayat Malaysiaは陳， Veerappen両氏と林蒼佑

Lim Chong Eu民主連合党委員長（国会議員）， ]. B. A. Peter （医師会長），壬廃武

Wang Cun日開WUCマラヤ大学歴史学部長を25日辞職）， Syed Hussein Ala祖日（シンガ

ポール大学マレー学部長〉の計6人が中心となって25日に結成された。同日発表され

た基本方針には全種族の平等・融和， 労働条件の改善，全野党の統合，健全野党への

志向などが植われており， 労働党よりはるかに穏健な道を歩むものと思われる。しか

し月末までに民主連合党 UDPの加盟が明かになっただけで，労働党内で陳氏らに続

く分子は殆どないものと思われること，民主行動党DAP，人民進歩党 PPPなどから

何ら積極的反応がないことなどを考え合せると， Gerakanの前途は決して明るいもの

ではなさそうである。都市の一部知識階級などしか支持層はないのではあるまいかの
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極言すれば民主連合党が名前を変えただけの意味しかもたなし、のかも知れない。

マレーシア

1 日 T Gurkha兵 2個大隊， 69年末までに撤退一一シンガポーノレの英軍スポークス

マンが発表したところによると，マレーシアに駐屯する Gurkha兵2個大隊4000

名は， 69年末までに総て引き揚げる。

日 V人民党委員長，活動制限を解かれる一一人民党の Boestaman委員長に対す

る外出制限などの活動規制の解除（ 2月19日付〉が2日間委員長に伝えられた。

v台湾貿易使節団来マ

3 日 vラーマン首相，インドネシアを訪問一一ラーマン首相は Manickavasagam労

相， Lim商工相らを伴って 3日から 8日まで13年ぶりにインドネシアを公式訪問

し，スハノレト大統領代行ほかの政府首脳と会談した。ラーマン首相は4日ジャカ

ノレタで「東南アジア諸国連合 ASEANを東南ア平和・安定の基盤としたい」と

語り，インドネシア外務省スポークスマンは・6日「59年の両国友好条約の復活，

軍事・経済・文化面における連携の強化を図りたい」と述べた。しかしラーマン

首相は 7日夕の記者会見では「東南アジア軍事同盟問題には全くふれなかった」

と強調した。このほか会談ではサラワクへのインドネシア農民の入植についても

話し合われたという。

7日発表された共同声明要旨は次の通り。

0両首脳は経済・文化面，特に原材料価格安定化問題において，一層密接に

協力することで意見の一致を見た。また昨年調印された貿易協定に基づいて合

同委員会を設立する。

0両首脳は新しい両国友好条約の締結，共通綴字制度の制定に合意した。

0両国は近く領海問題についての公式会談を開始する。

OASEAN諸国の協力を一層強化する。

0スノリレト大統領代行はマレーシア国王からの招待を受諾した。

（注） ラーマン首相は帰国後， 「スハルト大統領代行は今月中に来マするもの

と思う」と語ったが，結局 3月中には訪マしなかった。
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V予算国会閉じる一一ー1月18日に始った予算国会が 3日終ったが， 3月には次

の2法が成立した。

0投資奨励法（資料参照〉

0国歌法（国歌演奏の際起立しない者に対し， 100ドノレの罰金もしくは禁固1

ヵ月）

Vマラッカ州首相，統一商業会議所を提唱一一マラッカの HajiTalib首相は，

人種別にある商業会議所を統合しマレーシア商業会議所を作るよう呼びかけた0

4 日 vラザク副首相訪シ一一ラザ、ク副首相は 4日から 6日までシンガポーノレを訪問

し，シ政府首脳と会談したが， 10日には会談の成果に触れて「両国の分離以後の

対立時代は終ったものと思う」と述べた。 （シ日誌4日参照〉

Vイギリスとの穴埋め援助会談始る一一一イギリスの AlanDudley海外開発省

次官が3日来マし， 4日から経済援助会談が開始された。援助についての詳細は

発表されていないが， Ng副蔵相は上院で“極めて少額”と述べている0

6 日 f Tαn蔵相，サラワクへ一一Tan蔵相は 6日サラワクを訪れて SCA指導者と

会談したo

vサラワク連合党指導者，新中国人政党結成に反対を表明一一（ 1月26日参照〉

7 8 Vポンド準備引揚げを考慮中？－NgKam Poh副蔵相は上院で，スターリ

ング圏からの準備資産引揚げを考慮中であると述べた。しかし政府は 8日そのよ

うな事はないとの声明を発表した。

'4月から木材輸出に登録制採用一一マレーシア木材輸出局の LeeKai To局

長は 7日「4月1月から木材輸出業者は登録証を必要とする。」と発表した。

9 日 vゴム業界，極東海運会議を非難一一マレーシア・ゴム取引所の GanTeck 

Yeow会長は，極東海運会議 FEFCを非難して「FEFCの課す高価格はマ・シ

両国経済に打撃を与えているρ 現在の契約制度は破棄すべきである。共産諸国は

既に FEFC所属船舶を使用しなくなっている。」と述べた。

V駐米大使， 「ベトナムでの譲歩は大戦争を招く」一一一YokeLin駐米大使は

サンフランシスコで「アメリカがベトナムで譲歩すれば，東南アジアには更に大

規模な戦闘が起るであろう」と述べた。

10日 V英軍支出は年1600万ポンド一一一FarEastern Economic Review誌 3月10日

号によると，マレーシアにおける英駐留軍の年間支出は1600万ポンド＝ 1億1760

万ドノレに及んで、いるという。

Vオランダ開発相来マ一一オランダの B.J. Udink開発援助相が10日来マし，
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ラザ、ク副首相， Tan蔵相らと会談した。｜司相は12日， 170万ドルの政府借状 Cs

年間据置さ，返済期間15年，利率6%）に同意したυ ミれはトレンガヌ州のオ f

yレ・パーム計画の専門家援助にあてられる。

Vタピオカの振興一一連邦土地開発局 FLDAの SurjitSingh企画部長は「政

府は農業多様化のために再びタピオカ生産の振興を図りたい」と語った。 (1月

31日参照〉

T Kuala Yong発電所の基礎調査始まる一一ケランタン州 KualaYong発電所

（総出力16万キロワット〉の基礎調査が，オーストラリアの協力で10日開始され

た。

11日 Vタイ国境ゲリラ，次第に追い込まれる？一一警察当局11日発表によると，マ

レーシア・タイ合同国境警備隊は，昨年9月から今年 1月までに 7回ゲリラと衝

突し， 178人の容疑者を逮捕しており，ゲリラは次第にジャングノレ深く追い込まれ

ているという。

Vラザク副首相， 46回目の誕生日

12日 V全国教員組合，労働過重を訴える一一全国教員組合 NUTの Gurusamy害

記長は，「予算削減で教員の 1人当り授業数が著増し，教員の病気が増えているJ

と語った。

13日 Vシンガポール人労働者送還問題一一ーラーマン首相は13日「マレーシアにいる

シンガポーノレ市民6万人を徐々にマ市民におきかえて行くため，ラザク副首相を

長とする閣僚委員会を設置した。これはシ政府への報復措置ではない」と発表し

たのなおシンガポールにいるマレーシア人労働者の解雇について，ラザク副首相

は20f3，相互交換を呼びかけた。 (3月の動向参照〉

V駐マ・スイス大使一一駐マ・スイス大使に ThodorSchmidlin氏が任命され

たη なおこれまで駐タイ大使がマ大使を兼任していた。

vマ政府，英国パスポート所持アジア人の入国を禁l.l:.-TheStraits Times 

14日によると，政府は12日の閣議で，イギリス国籍ノξスポートをもっアジア人の

入国を 4日に遡って禁止する，と決定した。これは先頃のイギリス政府決定で，

マレーシアへの大量入国が予想されたためにとられた措置である。しかし14日に

は英高等弁務員との会談で，英国内発行のパスポート所持者などに対しては入国

を許可することになった。なお現在マレーシアにはイギリス国籍のアジア入居住

者が8000～1万人いる。

V東部3州の鉛・亜鉛資源有望――鉱物資源調査官の発表によると，パハン

一（ 56 ）一 -162-



マレーシア，シンガポール（ 3月〉

トレンガヌ，ケランタン 3州の鉛・亜鉛，チタン資源はかなり有望だという o

vインド巡洋艦，親善訪問一一（シ日誌8日参照〉

14日 V内閣一部改造一一ラーマン首相は14日内閣の一部改造を発表したが，それに

よると GhatarMara長官が無任所相，呉錦波 NgKam Poh副蔵相が保健相，

Bahaman前保健相が司法相， AbdulTaib前サラワク州開発・林業相が副商工

相にそれぞれ就任し，司法相も兼ねていた Ya'akub氏は土地・鉱業相専任とな

ったQ この中では Ghafar原住民信託会議 Mara長官（59年から67年9月まで

マラッカ州首相）の入閣が特に注目される。 (24日参照）

V昨年12月中にゴム園・鉱山労働者600人失業一一一労働省報告最新刊によると

昨年12月中に，ケランタン州のゴム園で 200人，マラッカ州のゴム精練工場でお

人，ペラ州の鉱山で317人（17鉱山閉鎖による）が失業したという。

Vサバ州不法入国の比国人46名逮捕一一一フィリピンのラモス外相は14日， 「先

週サパに密入国しようとして逮捕された46人の釈放を，サパ州当局に要請した」

と語ったQ

V原住民銀行サバ支店近く聞行一一原住民銀行 BankBumiputraの Tengku

Razaleigh社長はコタ・キナパノレで，近く同地に東マレーシア初の支店を設置す

ることを明かにしたO

15日 V外国為替取引き停止一一一ロンドンにおける金市場閉鎖，為替取引停止に伴い，

マレーシア銀行協会 ABMは15日，国内各銀行に対しすべての外国為替取引を

一時停止するよう通知したが，この連絡は電話でとられたため，多くの銀行はシ

ンガポーノレ，ブノレネイ両国通貨にもこれが該当すると解釈し，その受取りを拒否

した。この混乱は18日に 3国通貨自由交換取決めが締結されたことにより一応お

さまり外国為替取引も19日再開された。 （動向およびシ日誌15日参照〉

V開発公債 1億ドル発行一一政府は16日， l億ドノレにおよぶ2種の開発公債（年

利6%満期5年，および年利6.25%満期20年）を発行すると発表した。

vゴム・錫価格急騰一一ゴム・錫価格は国際的通貨危機の影響で各国からの買

いが殺到したため急騰し，ゴムは15日ポンド当り52;1セント（前日比 1%セント

増〉， 錫はピクノレ当り 15日580.75ドノレ（同8.75ドノレ増〉， 16日584.12Jiドノレとなっ

fこ。

V天然ゴム生産国連合規約草案できる一一Lim商工相はイポーで，「政府は天

然ゴム生産国連合 NRPA規約草案を作成し，関係国に西日布した」と語った。

Vイギリス工業連合副会長来マ
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16日 V人民党，総選挙ボイコットか一一ー人民党 PRのベナン州支部大会が 16日開

かれ， 「政府が拘留中の党員を全員釈放しなければ総選挙をボイコツトする」と

の決議を採択した。なお支部長には KassimAhmad，副支部長には Omarbin 

Othman，書記長には OthmanTaibが再選された。

Vイギリス， 5ヵ国防衛会議に難色か一一ラザ、ク副首相16日の発表によると，

5ヵ国防衛会議の 5月第3週開催にシンガポーノレ，オーストラリア，ニュージー

ランドの同意を得たが，イギリスは依然沈黙を守っているという。しかし同副首

相は20日， 「5ヵ国とも開催に同意したJと語った。

T Lim商工相， UNCTAD総会へ

T P.ウヱレズレイで9000エーカー開拓一一BukitMertajam (P.ウエレズレイ）

地方当局の発表によると，同地で近く農家 100戸を入植させ， 9000エーカーを開

拓する予定。

17 B V民主行動党第 1回全国大会一一民主行動党 DAP第 1凶全国大会が 38支部

250名の代表を集めて， クアラノレンプーノレで聞かれ，次の役員を選出した。

委員長 曽敏興 ChenMan Hin 

副委員長 Nor Jettey bin Mohammed 

書記長 呉福源 GohHock Guan 

副書記長 K. S. Das, Dain Ibrahim bin Othman 

組織局長 林吉祥 LimKit Sian 

財務局長 S. Seeveratnam * 

副 m 陳競生 ChinChan Suang 

中央委員 C. V. Devan Nair, 林子鶴 Lim Cho Hock, 康再発 Khong 

Chye Huat，郎衡福 KhooHeng Hock 

＊ラジャラトナム・シンガポール外相の兄弟

18日 vゴム・錫価格反落一一この日，国際的通貨危機が一応去ったため，ゴム・錫

の買付が激減し，共に大きく値下りした。ゴムはポンド当り50;1セント（ー 2セ

ント〉，錫はピクノレ当り563.50ドノレ（-20.62;1 v:・1レ〉であった。

’ベナンの米帰休兵と風紀一一18日聞かれたペナン州イスラム教協議会の席上

Jalan Hatin地区代表から，アメリカのベトナム帰休兵がイスラム教女性を堕落

させているとの非難が出された。

29日 T MCA青年部第11回大会一一MCA青年部第11回年次大会が20日から 3日間

聞かれ，土地住宅協同組合（中国名・土地建屋合作社。 22日までに各州から 208
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万ドルの出資があった〉の設立などを決議した。

大会で選出された役員は次の通り。

委 員 長 李三春＊ Lee San Choon （ジョホーノレ）

第1副委員長 陳声新 Chan Siang Sun （パハン〉

第2 グ 荘友良 Choong Ewe Leong （ベナン〉

第3 グ 胡啓生 新（ベラ〉

書 記 長 李孝友キ LeeSiok Yew （セランゴール〉

財務局長 温成利＊＊ Ong Seng Lee （セランゴーノレ〉

＊ 無競争再任， 料無競争新任。

V英軍基地労働者への退職手当一一基地労働者組合 WarDepartment Civilian 

Sta妊 Associationと英軍当局との間で，現地人労働者8千人に対し総額6千万ド

ノレの退職手当を支払う協定が成立した。

Vサバで労賃引上げ一一一サパ州の Harris蔵相はこのほど「非常勤日雇労働者

の日給を1.5ドル引上げ4.5ドルに，月雇労働者の月給を40ドル引上げて 135ドノレ

にする」と発表した。

21日 Vシンガポールの左翼系弁護士の入国を禁止一一21日付官報によれば，政府は

シンガポーノレの左翼系弁護士 T.T. Rajah元 PAP書記長（連邦弁護士会会員）

のマレーシア入国を禁止した。

V国連大使に Mohamedl釘nailbin Mohar間 dYusof駐カナダ高等弁務官任命一一

(67年12月16日参照〉

22日 vゴム業界，極東海運会議との契約を拒否一一マレーシア・ゴム取引所 MRE

のAbuBakar副会長は22日，「西マレーシア，シンガポール両ゴム貿易協会RTA

は極東海運会議 FEFCとの契約を今後一切行なわないことに決定した。 FEFC

は9.5%のリベートで我々の手足を縛りつけている。」と語った。

V隈界的錫鉱山，倒産の怖れ一一錫産業スポークスマンが22日発表したところ

によると，今年1月現在の錫鉱山数は1068（うち欧人所有119），労働者は4万8179

人だ、ったが，価格下落のために限界的鉱山に倒産の怖れが強くなったという。

23日 Vフィリピン兵，サパ侵入を企図（？）一一マレーシア政府は23日，フィリピン

政府にあてて「最近コレヒドール島で、サパ侵攻を企図したイスラム教徒の秘密軍

事訓練事件が発覚したが，これは先頃サパで、武装フィリピン人20名が逮捕された

ことと考え合せると，実にゆゆしき問題である。」との抗議文を送った。また

Peter Lai国連代理代表は23日，ウ・タント事務総長にこの事件を通告した。ー
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方フィリピンのマノレコス大統領は24日「秘密訓練は共産主義者と闘うためであっ

たJと述べ， 27日には「イスラム教徒がサパに侵入しようとするなら，政府は峯

｜球をさしむけてこれを阻むだろうJと語った。他方フィリピン空軍の Martelino

少佐は， 27日，サパ侵攻のために，独立運動 ProjectMerdekaの名の下に，主

に回教徒から成る 180人が秘密訓練を受けていたこと，かれらはサパを Suluの

Sultanの支配領域にしようとしていたこと，を明かにしたo

vゴム搾液労働者の賃金，実質的引下げ一一労働裁判所は23日，昨年 9Jjから

係争中のゴム搾液・集液労働者奨励手当のポンド当り 1セント削減問題について

次のような判決を Fした。

1 rJ当り基本賃銀を搾液労働者の場合現行の2.55ド、ルから3.10に引き上げ，

出来高給については，高生産性ゴム園では22ポンドを上回る 1ポンドごとに 5

セント，低生産性ゴム園では16ポンドを上回るごとに 7セントを支払う。

集液労働者の場合， 17～60歳男子3.10ドノレ，女子2.50ドノレ， 16歳以下2.30ドノレ

で，ゴム価格が50セントを 5セント上凶るごとに 1セントのボーナスを給付す

るυ これによって，ゴム価格が45～50セントの場合，純生産費は37.50～42.25

セントとなる。この裁定は4月15日から 3年間有効であるが，ゴム価格が40セ

ント以下， 70セント以上になった場合，労使双方が改めて話し合うものとするω

（注） この裁定は基本賃金を引き上げたものの，最低基準搾液量の引上げによ

って，実質賃金でみた場合従来の3.95ドル（高生産性ゴム閤），3.91ドル（低生

産性ゴム園）からそれぞれ36セント， 41セントの引下げになったという。ま

たこの裁定の目指したものは労働の強化による生産性の上井であり，今後過

重労働，失業問題などが起って来ることが考えられる。（67年 9月30日参照J

T MCA第18回年次大会一一ーマレーシア中国人協会 MCA第18回年次大会は23

Hから 3日間聞かれ，全人種の平等な権利，国立大学増設など22項目の要求を決

議した。大会で選出された役員は次の通り。

備考

委 員 長 陳修信 Tun Tan Siew Sin 無競争・再

第 1副委員長 林瑞安 Lim Swee Aun II 

副委員長（注 1) 許啓諜 I三hawKai Boh 再

鏡見陸 Ngau Ken Lock 再

李孝友 Lee Siok Yew 新，前中央委員

楊建徳 Yeoh Kian Teik 新，前中央委員

薬松林 Chua Song Lim 再
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蘇承球 Saw Se時 Kew

書記長（注2) 甘文華 Kam Woon Wah 

議 長符藷美 FooSee Moi 

再

再

再

中央委員（注3) 甘文華，呉錦波 NgKam Poh，陳清水 TanCheng Swee, 

曽崇文 ChanChong Wen, f雌翰 LiewWhy Hone（新），

｜凍声新 ChanSiang Sun （新），曽永森 ChenWing Sum 

（新），陳刺坤’fanPeng Khoon，陳強漢（新），孫清龍 Soon

Cheng Leong，杜添福 TohTheam Hock （新），侃宗吉

（新），陳東海 T.H. Tan（新），謝敦禄 CheahToon Lok, 

事I）関東 QuekKai Dong，粛瀞文 SeowYu Boon （新）

事務局長（注4) 許啓謀

財務局長（注4) 陳清水

（注 1) 7人立候補して謝敦禄氏が落選。順序は得票数による。

（注 2) 中央委員会28日選出。

（注 3) 得票！｜園。 23日の選挙で立候補者22名のうち仰宗古氏まで12名選出ο

｜城東海氏以下4名は中央委員会28U決定。

（注 4) 中央委員会28日決定。中国名：会長代表処理党務。

V東マレーシアの米作考奨励－Ghazali農業抑制サラワク視察からfij-:::.,

て「サラワクの米作地域14地区27万5444エーカーのうち SungeiSantubong þÿ0û

Sungei Sarawak間2万エーカー， Banting2000エーカーに 2期作を導入するυ

そのため政府は資金，肥料，種籾援助を行なう。第l次マレーシア計画終了時に

は米作面積を30万エーカーにする予定である」と述べた。一方ラーマン首相は27

日， 「2年内にサラワクで18万エーカー，サパで＇ 25万エーカーを開拓する」と語

った。ラーマ一首相の声明は第1次マレーシア計画の予定数字を大きく上回るも

のである。

Vインドネシア，抑留中のスパイ容疑者を釈放一一インドネシア政府は23日，

64年にスパイ容疑で逮捕され， 12～15年の刑を宣告されていたマレーシア人漁船

員4名を釈放した。

24日 V労働党の陳志勤議員 V.Veerappen元副委員長離党一一（特記事項参照）

T Chafar MARA長官，近く FAMA長官も兼任か一一ラザク副首相は241=1,

「GhafarMARA長官は近く連邦農業市場局 FAMA長官，国家・農村開発相

も兼務することになろう」と述べた。

Vクズネツオフ・ソ連大使着任

ヴ
，PO 
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v教員の政治活動を制限一一ーペラ州教育局当局の明かにしたところによると，

教員は教育省の許可を得ない限り，次の行為を禁止されている。

(1）政党役員になること，（2）政治集会への出席，（3）政治的見解の発表，（4）選挙運

動（67年11月23日参照）。

25日 ' 「マレーシア人民運動J結成一一24日労働党を離脱した陳志勤議員ほか次の

5名が新政党 GerakanRa’ayat Malaysiaマレーシア人民運動の結党を発表し

た。 （特記事項参照）

林蒼佑 LimChong Eu （民主連合党委員長， 国会議員）， J. B. A. Peter （医

師会長），王虞武 WangGung-wu （マラヤ大学歴史学部長）， Syed Hussein 

Alatas （シンガポール大学マレー学部長）， V. Veerappen0 

なお民主連合党は近く解党し， Gerakanに加入する見込み。

27日 V初代駐ソ大使に現駐日大使任命一一ラーマン首相は27日， 「初代駐ソ大使に

Tan Sri Zaiton Ibrahim bin Ahmad現駐日大使を任命した。同大使は 10月に

赴任する。駐日大使後任には Husseinbin Osman外務事務次官があたるj と発

表した。

V陳撲根労働党元書記長，離党一一特記事項参照。

V空軍，カナダから輸送機10機を購入一一一OngYoke Lin駐米大使は27日カ

ナダで「マレーシア空車はカナダから DHC4型輸送機10機（850万カナダドノレ手

2600万Mわけを近く購入する」と述べた。

28日 Vジョホール・バルーに労働者交換操作室設置一一シンガポール人労働者解雇

問題を指揮するための交換操作室が，ジョホール・パノレーに設置された。

30日 V比国政府「コ島事件は圏内問題Jと回答一一フィリピンのラモス外相は，

Abdul Hamid駐比大使に対し「コレヒドーノレ島事件は完全な圏内問題である。

またサパで逮捕された20人はサパ居住者である。Jとの回答を手交した。（23日参

照〉

Vサラワク国境ゲリラは500～700人一一一AbdulHamid中将はクチンで，サラ

ワクのインドネシア国境地帯には依然500～700人の武装ゲリラがいる，と述べた。

31日 vシンガポール人労働者の解雇，一応回避さる一一Manikavasagam労相は「シ

政府がマレーシア人への労働許可証取消しを撤回したので，予定していた労働登

録法は上程されないだろうJと語った。 （マ日誌4月10日，シ日誌30日参照）

v昨年の観光収入，大幅に伸びる一一一観光局が31日に発表したところによると

昨年の観光収入は2680万ドルで一昨年より 630万ドル増となった。
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シンガポール

1 日 ’イギリスとの援助会談終る一一一AlanDudley英国海外開発省次官との間で

続けられていた援助会談が1日終った。共同声明は発表されなかったが，ロンド

ンの SundayTirnes 10日が報ずるところでは，今年5年間の対シ援助総額は軍

事援助を除いて 5千万ポンド（ 3億6750万わけに決定したが，シンガポーノレの

要求額は4億3500万ポンドだ、ったという。

v米管理の自由化一一この日から米管理が自由化され， 30の米輸入業者がそれ

ぞれ備蓄米を所有できることになった。

Vカナダ軍事代表団来シ一一F.S. Carpenter少将を団長とする 37名のカナダ

軍事代表団が来シした。

v南洋大学に 4月からマレー学科新設

vジュロン漁港近く完成一一一次産業局スポークスマンの発表によると，近く

ジュロンに総工費250万ドルの漁港・魚市場が完成するo

v駐スウェーデン領事一一駐スウェーデン領事に GunnarSven Roland Wa-

hlgren EDBヨーロッパ代表が任命された。

3 日 vニュージーランド国防相来シ一一ニュージーランドの D.S. Thomson国防

相が東南ア各国訪問の一環として軍首脳を伴って 3日シンガポーノレを訪れ， Lee

首相， Lim国防相らと会談した。

4 日 V北ベトナムとの通商条約成立一一一2月5日から 1ヵ月間シンガポーノレ各界代

表と会談を続けていた北ベトナム貿易使節団は4日帰国したが， NgoThanh 

Giang団長は帰国にあたって「我々の訪問によって相互理解が深められ，通商関

係が強化された。しかし通商代表部設置については話し合われなかった。北ベト

ナムは少額ながら米などの食糧品，化学製品，石炭ほかを輸出し，ゴム，獣脂な

どを輸入するJと語った。

vラザク副首相来シ一一マレーシアのラザ、ク副首相が4f=Iマレーシアを訪れ，

Lee首相， Goh蔵相， Lim国防相らと会談した。 5日発表された共同声明は

「両国は5ヵ国の閣僚級防衛会議を 5月後半クアラノレンプーノレで開くことに合意

した。両国は緊密な相互協力の必要性を確認し，今後も会談を継続する。Jと述

べている。またラザ、ク副首相は帰国後「5ヵ国会談の後，マ・シ両国共同防衛条

-169ー 一（ 63 ）ー



マレーシア，シンガポール（ 3月〉

約を検討することになろうJと諮った。

，観光事業使節団，カンボジアへ

日 T Yusof大統領，病気静養のためオーストラリアへ一一帰国は 4月下旬の予定ω

i B v左翼労組指導者転向を表明ー左翼系木材工組合の許制KohChen Hoe 

前委員長（社会主義戦線BS党員）が6日， 8ヵ月ぶりに釈放され，同時に転1r,1

を表明した。

7 日 Vアメリカはシ製品を好まず一一一FarEastern Economic Review誌最近号に

よると，アメリカはシンガポール製品の輸入を，原料が中国産との理由で、嫌って

いるという。

8 日 '4月から基地転用局による職業再訓練実施一一基地転用局 BECDの Wong

訓練部長は 8日，「基地失業者に対する第 i期職業訓練は662人を対象に4月1日

から 3ヵ月間行なわれる。受講者はシ市民に限られるJと述べた。

9 8 T Toh副首相，科学技術相に一一Toh副首相は9日「副首相辞任と，科学技術

相およびシンガポール大学副学長就任を受諾した。」と発表した。なお新内閣の

正式発足は4月15日以降となる。

Vカンボジアへ工業使節団－Whang’for Liang氏（石油・石けん業界代表）

を団長とする 7名の工業使節団が9日カンボジアを訪問し，両国の経済協力，合

弁事業などについて話し合った。

Vインド巡洋艦が親善訪問一一インド海車の巡洋艦 Mysore号など 3隻が。 þÿeå

から 4日間シンガポーlレをを親善訪問した。

10日 Vイギリス工業連合副会長来シ一一イギリス工業連合 CBIの A.G.Norman 

副会長が10日来シし， 13日には Lee首相と会談したあと，「イギリスの対シ投資

は相当大規模なものとなろう」と語った。

11 8 T Lee：首相，「大国による安全保障を」－Lee首相はJakartaDaily News紙

記者とのインタビューで’「隣国との集団防衛条約の前に，大国による安全保障が

必要だ」と述べた。

V国防省代表団，インドネシアへ一一－G.E. Bogaars内務・国防次官を団長と

する 6名の同省代表団が11日から 5日間インドネシアを訪れたQ

12日 vゴム業界，極東海運会議ボイコットを呼びかける一一明ゴム貿易協会 RTA,

ゴム梱包協会 RPAは共同で，諸海運会社に対し「不当な高料金を要求する極東

海運会議 FEFCとの契約制度を破棄するように」との呼びかけを行なった。

シンガポーノレ中華総商会，マレーシア中華商会連合は， 14日合同会議を開き，
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FEFCへの非難を決議した。 NgQueen Lamシンガポーノレ・ゴム梱包協会会長

は25日，「既にマ・シ両国の 100以上の Shipperが契約破棄に同意したJと述べ

fこ。

V トロール船6隻，インドネシア海軍に掌捕さる

13日 V非市民労働許可証の取消し始まる－TheStra£ts T£mes 13日によると，非

シンガポーノレ市民の労働証可取消しの第 1段階として，非シ市民非熟練銀行員の

解雇が行なわれたという。（ 2月17日参照）

15日 V園内各銀行，外国為替取引を停止一一シンガポールの各銀行は15日，ロンド

ンの金市場閉鎖・為替取引停止に伴い，外国為替取引を停止した。また一部の銀

行はマレーシア・ブルネイ両国通貨の受取りも拒否した。 (19日再開。 3月の動

向およびマ日誌15日参照〉

16 8 Vネ・ウィン， ビルマ革命評議会議長4月に来シか一一ー政府は16日， 「ピルマ

のネ・ウィン革命評議会議長が4月20日にシンガポールを公式訪問する」と発表

しfこ。

17日 Vマリク・インドネシア外相来シ一一一インドネシアのマリク外相が17日から 3

日間シンガポールを公式訪問し， 1913には両国が一層協力を強化して東南アジア

の平和と安定のために尽すこと，東京アジア諸国連合 ASEANを強北すること，

を謡ったラジャラトナム外相との共同声明を発表した。マリク外相はまた18日，

「シンガポールはインドネシアを信頼していないらしく，両国間の貿易は未だ不

満足なものである。密輸は早急に取り締る必要がある」と述べ， 19日には「イン

ドネシア国民は共産主義の脅威からマ・シ両国を護る用意があるJと語った。

18日 Vユネスコ海洋科学会議聞く

19日 V基地労働者退職金協定成立一一一陸海空1軍の各雇用労働者組合（ACSU,

NBLU, AMLSU）および総督府労働組合 CGLEUは英軍当局と次のような退職

金協定に調印した。なお海軍現地人組合 SALSUは協定に加わらなかったの

(1) 60才の停年退職または 5年以上勤務の場合，退職金は勤務1年につき 1週

間分。

(2) 病気，死亡，希望退職の場合は同じく 1ヵ月分。

(3) 日本占領中も勤務は継続されたものと看倣す。

20日 ’近く空・海軍訓練学校設立か一一Lee首相は陸軍訓練所で演説し，近く空軍

訓練学校，海軍訓練所を設ける予定であることを明かにした。

T Lim国防相北欧へ一一Lim問防相は2013，北欧4ヵ国訪問に同発したの
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Vインド貿易使節団来シ

25日 Vアジア 6ヵ国に貿易使節団派遣一－SoonPeng Yam中華総商会会長を団長

とする27人の貿易使節団が25日，タイ， ピノレマ，カンボジア，フィリヒ。ン，香港，

日本6ヵ国訪問の途についた。

28日 V各商業会議所，非シ市民解雇の再考を要請一一シンガポールの各商業会議所

代表は， Jek労働相に会って，“30日以内に非シンガポーノレ人労働者を解雇せよ”

との通達を改め，少なくも数ヵ月延期するよう要請した。

Vゴム業界，極東海運会議に契約破棄を通告一一マ・シ両国ゴム貿易業界代表

は28日，極東海運会議 FEFCに対し，「今後一切契約を行なわない」と通告し

た。契約は 6ヵ月の先物契約のため， 6ヵ月後から FEFCによる輸送は消滅す

ることになる。

V対韓国貿易の拡大一一駐シ韓国貿易センターの WonChang Sam所長は28

日帰国にあたって， 「64年10月に貿易センターが開設されて以来，マ・シ両国へ

の輸出は大きく伸び63年の 510万ドルから昨年度は1310万ドルに拡大した。韓国

の主要輸出品は織物，海産物などである」と語った。

29日 V昨年の貿易量一一シンガポール国際商業会議所 SICCの Sibree会長は29日

の同会年次大会で昨年度のシンガポールの貿易について次の数字を明かにした。

（単位百万ドノレ〉

！ 対 世 界｜うち対西マレ一シア

年次 I 1鰯｜印67 I 附 I 19 

輸出 I 3373.8 I 3491.6 I 907. 7 I 825.8 

輸入 I 4065. 8 I 4397. 9 I 943. s I 846. o 

貿易収支｜ 一悦O ｜ 一附3 ｜ 一35.8 I 一却2

Vソ連船進出か一一シンガポール・ソビエト海運代理店 SSSAのクピシキン

副社長は最近のゴム業界一海運業界聞の紛争について「必要な場合にはソ連船舶

が輸送を引き受ける用意がある」と述べた。（ 2月4日参照）

V防衛基金， 250万ドルを越える一一防衛基金への出資は， 政府の大々的な宣

伝によって国内各方面から続々と集まり29日までに254万5千ドルになった。（ 1

月29日参照〉

，螺旋管の試験生産開始一一BaeyKim Swee (Spiro・Tubes)Ltd.はこのほど
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東南アジア初の螺旋管 lockseam spiral tu beの試験生産を開始した。

30日 Vマレーシア人労働者の解雇を中止一一一Goh蔵相はマレ｝シアのラーマン首相

とジョホーノレ・パyレーで、会い「マレーシア人に対する労働許可証取上げを中止す

る。今後許可証取上げの際にはまずマ政府に相談するだろう」と伝えた。これに

対しラザ、ク副首相は「シ政府の決定をラーマン首相に伝える。マ政府も同様な措

置をとることになろう jと述べた。

V国際商業会識所会長替る一一TheStraits Times 30日によると，シンガポー

ノレ国際商業会議所の J.H. D. Sibree会長が辞任し，後任会長に R.G. Bennet 

氏が就任した。 Sibree会長は29日辞任にあたって，マ・シ両の密接な協力が両国

経済発展にとって不可欠であると訴え，また最近の極東海運会議をめぐる対立に

ついては中立を守ると語った。

v韓国との合弁漁業会社一一一TheStraits Times 30日よると，去る 1月に設立

された SinhanFisheries (Private) Ltd （韓国，経済開発庁 EDB，シンガポール

漁業会社 SMEの合弁で資本金500万わりは来年からトローノレ船を購入して，

操業を開始するという。
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I 経済的窮状をいかに打開するかの（Goh蔵相のテレビ演説， 29日，在外公館杯一済

速報4月16日号より〕

昨年の英駐留軍支出は4億 5千万ドルで、あり，今後4年間にこれが毎年9千万ドル

ずつ減少して行くとすれば， 総支出額は68年3億 6千万ドル， 69年2億 7千万ドル，

70年1億 8千万ドル， 71年9千万ドル，合計9億ドルになる。一方支出減少額も各年

9千万ドル， 1億 8千万ドyレ， 2億 7千万ドノレ， 3億 6千万ドルで計9億ドルで、あるの

もし事態をこのまま放置するならば， わが国は深刻な長い経済不況に見舞われること

になろう。

敢て問題を単純化すれば，これに対処する方法は， 今後4年間における公共・政府

部門の 9億ドルの追加支出である。

ところで， 1967年における支出総額4億 5千万ドルの内訳は， 2億2500万ドルが駐

留軍給料， 1億2千万ドルが基地の被雇用者給料，残りの 1億5000万ドルが国内の商

品およびサービス購入にあてられている。推計によればこのうち約 1億ドルは輸入脱

漏（正確に言えば海外への所得）として流出すると思われるので， シンガポールの国

内総生産に対する実質的な寄与額は約3億 5千万ドル（国内総生産額の約 1書1］〕と見

ることができょう。

英軍の支出に代えて， 新規の支出額による経済不況の打開を岡るためには，この場

合の輸入脱漏が英軍の支出の場合とほぼ同じであると仮定すれば， 今後4年間のうち

に約9億ドルの追加支出が必要ということになる。

新規支／Ht骨のlJfRとしては，（1）軍事支出，（2）公共投資，（：l）民間投資の三つが挙げら

れよう。

軍事支出については，海軍， 空軍の増強を中心に約3億ドル（大部分は支払給料で

輸入される武器，弾薬等の購入費は含まれない〉の支出増を行ないたい。

公共投資については都市再開発， 新工業用地の造成，道路網の整備，土地の埋立，

貯水源の拡充等を中心に約4億ドルの追加支出を行ないたい。

民間投資については建築， 建設その他の事業を主にして約2億ドルの追加投資を期

待したい。政府としては，ホテルの建設工事の加速化， 民間企業の援助の積極化を図

るために，資金の貸付，借入保証，資本参加等の財源として約6千万ドルを用意する。

その他，我々は市街地における民間の再建築投資を， 特に再開発指定地域におけるそ
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れを奨励したいと考えており， 1968～71年間の開発計画を作成するとともに，承認さ

れた建設投資については， 当該建設物の上に設定される低当権引当ての借入資金につ

いて利子補給を行なう（実質金利は2.5～4%となる）ことを予定している。

これらの資金調達源の内訳としては，まず，

(1) 外国からの援助，借款 285 (100万ドノレ）

(2) 外国における起債 150 

(3) 国内民間資本の海外からの還流と外国民間資本の流入 115 

小計5億5千万を期待したい。必要資金総額と上記小計額の聞のギャップ3億 5千

万ドルについては，増税と国内における起債によって調達する。

なお，増税および圏内における起債は他方において民間部門の消費，投資の減少を

もたらすので， これをカバーするために約1億 7千万ドル（推計〉の追加支出が必要

であり，これについては増税等によらず， 政府の海外資産の引揚げによってまかなう

ものとする。

この追加資金は，公共投資部門への追加支出に振り向ける。

以上に述べた計画の実施上の問題にどうであろうか。一つは， 我々がこれらの追加

事業を遂行する物理的能力を持っているかどうかであるが， 労働力の手当てについて

はまったく問題なく，また技術者の確保についても支障はない。

資金調達の而についてはどうか。

外国からの援助，借入れについては，かなりはっきりした根拠があるの

外国での起債についても， 我々の国際信用力は高く，能力の範岡内で十分にこなせ

る程度のものである。

国内民間資本の海外からの還流と外国民間投資の流入についても， それ程高い目標

額を設定したとは考えていなし、。

政府海外資産の引揚げについても， この金額は約2年間の利子分に相当する程度の

ものであり，格別の問題はない。

増税については， 不況克服に努めている我々としては，それがデフレーション効果

をもっ以上， 原則として行なうべきではないと思うが，シンガポールの場合これには

二つの例外がある。

一つは，所得税を脱税して海外に送金している輩に対する課税であり，他の一つは

輸入脱漏を減少させるような効果を持つ税金の賦課である。我々の考えている増税は

これらニつを対象とするものに限ちれている。

国内での資本調達に関しては，一つは公債の発行条件の改者，他の一つは Central
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Provident Fund （退職積立金）への預け入れ金の利率を選別的に引き上げることによ

ってこれを達成したいと思っている。

以上の諸措置を実施するための必要関係法令については現在考案中で、あり， いずれ

次の国会に堤出する予定である。以上が窮状打開のための諸施策の概要であるが我々

の真に望むのは消極的な不況対策ではなくて， 積極的な前進策である。これについて

は次の機会に論じることとしたい。

II マレーシア投資奨励法

2月29日国会に上程され3月に承認された投資奨励法の要旨は次の通り。（Lim商

工相の演説より〉

条文にある産業 industryとは製造業 manufacturingに限定されず，商業なども含

まれる。

免税期間の延長

創業後3年間で25万ドル以上の固定資本支出があった場合創始産業法適用期間を 1

年延長して 3年間とする。同様に 4年間で50万ドル以上， 5年間で 100万ドル以上の

資本支出があった場合，それぞれ1年延長して 4年間， 5年間とする。

このほか次の場合には更に免税期間を延長し，結局最大限8年の免税が認められる。

(1) 政府指定開発地域に工場を建設した場合

(2) 優先指定を受けた製品（産業）の生産（設立〉

(3）製品中に政府の定める一定割合の国内原料を用いる場合

創始産業指定会社が免税期間中赤字であった場合， 損失総額は創始産業指定解除

後の控除として繰り延べされる。

投資税還付 InvestmentTax Credit 

創始産業指定には不適当であっても政府の認める事業に対しては税制上の優偶措置

一一投資税還付 InvestmentTax Credit－を与え，還付額は資本支出（工場，設備，

機械への支出〉の25%以上とする。

上記3条件の一つを満たす認可会社に対しては更に 5%の特別還付が行なわれる。

賦課期間中に還付が行なわれた場合，還付分は非課税となる。赤字もしくは所得不

足のため還付金が充分に利用されなかった場合， 非利用分は，還付金が全額交付され

るまで繰り延べることができる。投資税還付は， 既に租税免除（利、潤のあがっている

場合利用される〉を保障されている会社にとって更に有利なものとなろう。

創始産業指定期間中当該社が黒字であっても赤字であっても， 譲与は課税期間終了
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の際停止される。

各社は，創始産業，投資税還付のいずれか一方を選択できる。

輸出奨励

海外宣伝費，海外市場開拓費など輸出促進のための支出は総て控除される。

技術革新もしくは新工場設立には年40%の定率減価償却を認める。これによって5

年間に90%の減価償却が終ることになる。但しこれらの会社は生産額の20%を輸出し

なければならない。

一次産品輸出のほかは輸出認可制を採用し，輸出増加，月給50ドル以下の労働者の

賃金総額，国内原料消費額を勘案して認否を決定する。

当該期間における賃金および園内原料への支出には， 20%の所得税控除を行なう。

m 勝利の発展を続けるマラヤ人民革命戦争（北京周報6巻10号〉

最近「マラヤン・プリテイン」紙は論文を発表し， 必勝不敗の毛沢東思想、がひろく

伝ぱするにつれて， この 1年らい，マラヤ人民の革命闘争は勝利のうちにたえず発展

していると指摘し，つぎのようにのべている。

マラヤ民族解放軍と遊撃地区の人民は，一致団結して， 勇敢にたたかい，アメリカ

の支持をうけているイギリス帝国主義とマラヤかいらい一味の進攻を粉砕した。 ここ

1年の聞に， 帝国主義者とそのかいらいは数千名の軍隊をかきあつめて，マラヤ＝タ

イ国境，マラヤ北部の遊撃地区をつづけざまに襲撃した。しかし， 民族解放軍は成功

裡に武装闘争を堅持しているばかりでなく，その力を強化し，遊撃地区を拡大してい

る。また， 民族解放軍は大衆の生活を改善するために，直接人民大衆を助けて，荒地

の開墾，政府による不法占有地の奪取などをおとなっている。 これらの闘争によって

大衆の政治的自覚はたかめられ， 武装勢力と人民との団結はいちだんと強められた。

マラヤ民族解放軍の不屈の武装闘争に励まされて， 敵占領地区の市や町および広大

な農村における大衆闘争も高まってきた。 旧マラヤ・ドノレの平価切下げに反対する全

国的な抗議デモ，とりわけベナン島人民の全島あげての閉店ストは， 反動当局に政治

的な手痛い打撃をあたえた。広はんな農民大衆は敵の禁令を冒して，全国各地で政府

の広大な不法占有地をうばいとっている。こうした土地よこせの闘争は， 未曽有の規

模に発展し，各市や町の労働者および知識人の支持を得ている。

これらのどの闘争においても， 広はんな人民大衆は敢然とたたかい，敢然と勝利す

る精神を発揮している。かれらはほとんどどの闘争においても，ラーマン＝リー・ク

アンユ一一味の血なまぐさい弾圧をうけてはいるが， 獄につながれることも，負傷す
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マレーシア，シンガポール（ 3月〉

ることも，犠牲になることも，恐れず，敢然として反動的な軍隊・警官と格闘してし、

る。大衆闘争は，ラーマンニリー・クアンユ一一味がハリコの虎であることを立証し

fこO

こんにち， マラヤ（シンガポーノレを含む〉は依然としてイギリスの新型植民地であ

り，イギリス帝国主義の没落によって， それにとってかわった米帝がマラヤ人民を奴

隷化する危険がいっそう重大になってきた。 ソ連現代修正主義者もラーマンニリー・

クアンユ一一味との結託に血道をあげ，マラヤ人民の革命闘争を破壊している。だか

らマラヤ人民は，イギリス帝国主義の影響を一掃し， 米帝を助けて英帝にとってかわ

らせようとするソ連現代修正主義の陰謀を粉砕するためには， かならずラーマン＝リ

ー・クアンユ一かいらい政権を打倒しなければならない。

この闘争で勝利をかちとるには，かならず農村から都市を包囲し， 武力による政権

奪取の道を堅持しなければならず， 革命的な武装力で米英帝国主義者とその手先の反

革命的な武装力に反対しなければならず， 民族解放をめざす疋義の戦争で帝国主義者

とその手先の不正義の植民地戦争に反対しなければならない。

革命の道は曲がりくねったものであり， 任務はきわめて困難なものである。だがマ

ラヤ共産党の指導のもとに，毛沢東思想の光に照されて， マラヤの草命的人民はこと

し1年の聞にいっそう大きな成果をかちとるであろう。
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マレーシア，シンガポール

3月に結党が発表されたマレーシア人民運動 GRMは15日， Alatas委員

長，陳志勤書記長の下に正式に発足した。同党が極めて穏健な民主社会主義

を目指すものであることは 3月の特記事項の中でも述べたが，執行部の中に

マレー人が殆どいないこと，マレーシア労働組合会議 MTUCを始めとする

代表的な労働組合の指導者が何人か参加していることなど注目すべき事実と

いえよう。マレーシアの労働組合はこれまで余り政党色を出さず，どちらか

と言えばむしろ政府寄りの面も強かったのだが， “組合としてでなく個人と

して”（楊徳才 MTUC委員長， GRM副委員長）有力指導者がGRM支持ば

かりでなく，入党にさえ踏み切ったことは，今後のマレーシアの労働運動の

一つの方向を明確にしたものと言えよう。

GRM発足と同じ日，人民党 PartyRa’ayatも年次大会を聞き，新執行部

を選出した。 Kassim Ahmad新委員長以下の新執行部は労働党との間で再

提携について話合いを開始し，月末には原則的に意見の一致を見たという。

人民党は主にマレ一人，労働党は主に中国人の政党であるから，マレ一語の

国語化などをめぐって両党の利害は必ずしも一致していないと思われ， 65年

12月の分裂で消滅した社会主義戦線が復活するかどうかは，まだ予断を許さ

ない。階級対立と人種対立とではどちらがより基本的なものであるかが問わ

れることになる。両党とも支配階級に対する解放闘争を支持しているが，果

して人種的色彩を完全に払拭できるかどうか，今後の動きが注目される。

3月23日にゴム園労働者賃金を実質的に引き下げる労裁判決があったが，

4月にはいるとこれに反対するストライキ，デモがマラッカ州などで起り，全

国農園労働者組合 NUPW指導部の弱腰を強く非難するものまで現われた。

ゴムの価格はこのところ 1ポンド当り50セントで完全に停滞し，回復の見込

みは全くたっていない。従ってゴム園での労働強化，失業増大は今後徐々に

深刻になって行くものと思われる。農園労働者の過激化は避けられないであ
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ろう。人民・労働両党の動きと合せて，労働運動のもう一つの潮流が静かに

胎動を始めたと言えよう。

サパ問題で、は，フィリピン漁船の皐捕などもあって，マレーシア・フィリ

ピン関係は更に悪化したが， 6月17日にバンコクで会談を開始することが決

められて，一応の小康を得た。しかしサパは18世紀まで、スル諸島スルタン領

だったこと，最近スルタン継承者問題が解決して17才の新スルタンが即位し

たことなどから，フィリピン側もその領有主張を強めており，解決は容易で

あるまい。なおこの事件の発表された直後，サパで、は徴兵制が敷かれた。依

然として不安定な政情を示すサパで，この機を利用して軍事管制を強めよう

とする動きなのかも知れない。

シンガポールで、は，総選挙が予想通り与党PAPの全議席独占におわった。

そのあと，内閣の一部改造が発表されたが，その中では Rajaratnam外相の

労働相兼任が最も重要であろう。つまり英軍撤退によって失業する外人労働

者の処遇をどうするかが新内閣の大きな懸案であり，かれらを出来るだけ順

調に帰国させることによって解決を図りたいとの考慮かち，セイロン生れの

外相の労働相兼務という形になったものと思われる。

シンガポールで、はまた27日から硬貨の生産が開始され，初めて“国産”の

硬貨をもつことになった。従来は総てイギリスで鋳造された硬貨を使ってい

たから，この面でもイギリスの影響力は弱められたと言えよう。

そのほかピルマのネ・ウィン革命評議会議長がマ・シ両国を訪れ，両国と

の連携および地域協力の強化を強調した。しかしマレーシアでは共同声明が

発表されたものの，シンガポールでは何らの公式発表もなく，マ・シ両国の

微妙な外交政策の差を感じさせた。シンガポールはピルマのゲリラ活動の情

況から，ネ・ウィン政権全面支援をさし控えたのかも知れない。南ベトナム

政府を無原則に支持した国々がベトナム戦に深入りする破目に陥っている事

実は，シンガポーノレにとって決して無視できぬものであろう。
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マレーシア

1 日 Vラーマン首相，ジョンソン声明に驚きの意を表明一一ラーマン首相は，ジョ

ンソン米大統領の不出馬，北爆停止声明に対し， 「私はこの決定に驚いている。

誰が次期大統領になろうと，ジョンソン大統領の讃うべき任務を引き継いでくれ

るものと思う。ベトナムに平和が訪れることを希望する」と述べた。

v労組は「人民運動Jを特に支持せず一一マレーシア労働組合会議 MTUCの

Y eoh Teck Chye委員長， S.J. H. Zaidi書記長は， Manickavasagam労相と会

談した後「MTUCは先月結成された新政党『マレーシア人民運動 GerakanRa’－ 

ayat Malaysia』を特に支持することはせず，政党からの独立という原則を守るJ

と述べた。また公務員労働組合会議 Cuepacsの T.Narendran委員長も同党を

支持しない旨を表明した。

Vシ政府に再雇用要請一一一ラーマン首相， Manickavasagam労相は 1日，シン

ガポール政府に対し，すでに労働許可証を取り消された600名を再雇用するよう

要請した。

' 3年内に職業学校6校新設一一－Khir教育相は Serembanで「今後3年間に

職業学校6校（クアラルンプール，ムアール，アローノレスターyレ，クアラトレン

ガヌ，カンガール，スレンパン），技術専門中学5校を新設するJと語った。

2 日 V西独ゴム業界， FEFCボイコットに警告一一西独の VereinigeWirtschaft 

Dienst誌は最近号で「マ・シ両国ゴム業界が極東海運会議 FEFCとの契約をボ

イコットしたことは，ヨーロッパへの安定的ゴム供給を危くするものだJとの警

告を発した。

vゴム加工法の近代化一一TheStraits 7 £mes 2日によれば，ゴム加工法改良

の産物たる Heveacrumbの生産高は65年357トン， 66年6000トン， 67年1万8000

トン（blockrubberの65%）と着実に伸び，今年は10万トン（同90%，天然ゴム

の10%）に達する見込みという。

Vサバ，コタ・キナバルーサンダカン聞の高速道路－ TheStraits Timesに

よれば，サパ州のコタ・キナパノレとサンダカンを結ぶ高速道路建設が，オースト

ラリアから 8名の技術者を迎えて開始された。この道路は全長250マイルで72年

中に完成する見込み。

円。
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V民主行動党，民主連合党に提携呼掛け一一民主行動党 DAPの Goh1Iock 

Guan書記長は，同党が来年の総選挙でペナンチl、14選挙区のうち 3区に立候補し

残る 1区では民主連合党 UDPの LimChong Eu委員長を支持する旨を明かに

し， UDPとの協力を呼びかけた。しかし Lim委員長は 3日，提携を拒否したo

vインドネシアからの亡命者を送還か一一一ラザ、ク副首相はクチンで，インドネ

シアからの亡命者34名の送還について，同国政府と話し合うことになろう，と述

べた。（ 2月3日参照）

Vオーストラリアの ThomasDaly中将来マ

3 日 V失業者増大一一労働省3日発表によれば， 1月末現在の求職登録者数は12万

0882人（前月比397人増〉で，そのうち 6万2628人が21才以下であった。また 1

月中に2362人が職業紹介所を通して就職したが，うち1759人は PortSwettenham 

の臨時雇用であった。

v労組指導者，「人民運動J支持を表明一一マレーシア人民運動 GRMの Tan

Chee Khoon議員は 3日，次の労働運動指導者4名が入党の意向を明かにした，

と述べた。

楊徳才 Yeoh Teck Chye （労組会議 MTUTおよび全国銀行労組委員長）

John Gurusamy （全国教員組合 NUT書記長〉

A. M. John （全国銀行労組書記長）

K. George （連邦基地職員組合書記〉

なお 3日，民主行動党 DAPのKampongPandan支部役員6名の DAP離党

とGRM入党が発表された。

Vサバで、徴兵制一一東マレーシア軍参謀会議がラザ、ク副首相，KhooSiak Chew 

サパ州副首相などの出席の下にクチンで開かれ， 18才から28才までの州青年を徴

兵登録し，警備隊 Viεilante，地方防衛軍を早急に創設することが決定された。

v日本から 200万ドルの借款一一日本輸出入銀行など日本の外国為替銀行13行

は3日東京で，クアラノレンプール・クアンタン聞のマイクロウェープ拡充計画に

200万ドルの借款（利子5.75%, 5年間据置き，返済期間18年〉を与える条約に

調印した。これは日本から第1次マレーシア計画に与えられる借款の最初のもの

である。

Vインドネシア・ベナン聞の貿易不振一一インドネシア LiaisonO伍ceのAsjari

Darus貿易局長はベナンで「インドネシア・ベナン聞の貿易は， 3月21日からの

関税増徴のためもあり，対決以前まで回復することは不可能だろう」と述べた。
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V映画館での国歌演奏中止一一3日付官報によれば，政府は国歌法の施行にあ

たって，映画館での国歌演奏を中止することに決定した。

4 日 Vラーマン首相，ベトナム和平を歓迎一一ーラーマン首相はベトナム和平につい

て， 「名誉は和平によって失墜するものではない。共産主義と西側民主主義に真

の共存はあり得ないが，戦闘の続く地域では相方が自己の信念を犠牲にしなけれ

ばならない」と語った。

v失業者をサバに送る一一Manickavasagam労相は 4日， 「英軍撤退によって

生ずる失業者をサパに送ることを検討している。すでに今週中に92家族がサパに

送られ， 10日までにさらに98家族が送られる予定である」と語った。

Vアジア開発銀行第 l回総裁会議一一アジア開発銀行第1回総裁会議は 4日か

ら3日間マニラで聞かれたが，マレーシア代表の IsmailBank Negara総裁は 3

日出発に当って， 「マレーシアはアジア開銀に3650万ドルの借款を要請する。こ

れはパハンのオイル・パーム事業，ペナンの上水道事業を賄うためのものである」

と語ったQ

Vベナンでもトロール漁問題化 ペナン州 PantaiAcheh沖で4日， トロー

ル船と小型沿岸漁船の聞で、紛争が起り， 7日には同水域の総ての漁が中止された。

一方 Ghazali農業相は 7日，この問題を解決するための委員会を設置したと発表

した。（資料参照）

Vサバ侵入の比国人36に有罪判決一一サンダカン裁判所は 4日，先月サパ侵入

を企てて逮捕された36人のフィリピン人に対し， 100ドノレから 425ドノレの罰金刑

を言い渡した。かれらは仕事を捜すため，もしくは商売のためにきたと主張して

いfこO

5 日 vサバのフィリピン人は2万人一一ラザ、ク副首相は 5日サラワクからクアラノレ

ンプーノレに帰って，サパで、マレーシア国籍：を得たフィリピン人は 2万人おり，か

れらは新しい祖国への忠誠を誓っている，と語ったo

T Thomson英連邦相，ブルネイ訪問一一イギリスの Thomson連邦相が5日ブ

ノレネイを訪れ， Hassanalスノレタンらと英軍撤退後の問題について話し合った。

6 日 V比国漁船を掌捕一一マレーシア沿岸警備艇は 6日 Turtle島沖で，フィリピ

ンのランチ 1隻を争捕し乗組員15人を逮捕した。そのためフィリヒ。ンのマルコス

大統領は10日，同水域への軍の出動を指令したという。しかしラザ、ク副首相は11

日， 15人全員を釈放したと発表し， 12日にはマルコス大統領も“漁船の取調べは

両国密輸取締り協定に基づくもの”とのマレーシア側の主張を受け容れた。
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Vフィリピンは禁輸防止条約とひきかえにサバを放棄（？）一一ーサパ州の Mus・

tapha首相は 6日， 「フィリピン政府は禁輸防止条約が締結されればサパ請求権

を放棄すると約束したが，条約は12月に発効したにもかかわらず，再び問題をも

ち出してきたJと語った。一方フィリピンの ManuelCollant部外務次官は同日，

「コタ・キナパルースノレ聞に通信施設がで、きなければ密輸防止条約は意味がないJ

と語っfこO

7 日 T Lim商工相，「UNCTADの結果に満足」一一TheStraits Times 7日によれば，

ニューデリーでの UNCTAD第2回大会から帰った Lim商工相は，その成果に

ついて次のように述べた。

われわれは過大な期待を抱いていなかったから，会議の成果に満足している。

ゴムについては，（1）国際ゴム研究会 IRSGに天然・合成ゴムの地位の観察を要

請する，（2）救済方法を早急に検討する，などが決定された。合成・代替品部会

の強化にも合意をみた。極東海運会議 FEFCとの紛議については今度の決定

によって公正な料金が実現されるものと期待している。

V豪州内相来マ一一オーストラリアの PeterNixon内相が7日サパを訪問し，

Mustapha州首相らと会談した。また同相は10日， クアラノレンプールで、 Senu情

報相と会談した。

Vアジア教育会議聞く一一国際協力向盟 ICA東南アジア教育センター主催の

アジア教育会議が7日から 1週間クアラノレンプールで開かれた。参加は次の12ヵ

因。

マレーシア，セイロン，インド，インドネシア，イラン，日本，韓国，ネパ

ー／レ，パキスタン，フィリピン，シンガポール，タイ υ

オフゃザーパーは国際自由労連， ILOなどo

vサラワクの水田開発に 4千万ドルーーサラワク州農業省スポークスマンの発

表によると，州政府は米作振興の第1段階として第1地区のサラワク川沿岸2万

エーカーを開発する予定だが，米作適地は海岸のマングロープの湿地しかなく，

塩水をくみ出して真水を引き入れねばならない。そのため 1エーカー当りの費用

は2千ドノレ，総額4千万ドノレになるという。なおサラワクの稲田は現在，水田12

万エーカー，乾田16万エーカーである。

Vブルネイ政府，毛語録を禁止

8 日 ' N・スンビラン州新統治者即位一一一N・スンピラン州の新しいYangdi-Pertuan 

Besarに8日， TuankuJa’afar ibni Al-marhum Tuanku Abdul Rahman氏が
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即位したυ

9 日 ' 5ヵ国防衛会議は6月一一ラザク副首相は 5月に予定されていた5ヵ国防衛

会談について「会談は 6月に聞かれ，プルネイの役割についても話し合うことに

なろう。ブ、ノレネイは富める国だから防衛費を出資できると思う」と語った。

vブルネイ・比国間貿易中断－TheStraits Times 9日によると，コレヒド

ーノレ事件による警戒強化のため，ブノレネイ・フィリピン間のパーター取引が中断

した。

V中華民航の乗入れ一時禁止一一マレーシア・シンガポール航空MSAのYong

Pung How社長は 9日，「中華民航公司 CALは不当に料金引下げを行なってい

るため，クアラlレンプーノレ，シンガポールへの乗入れを禁止し， MSAの台北乗

入れも中止するJと発表した。 しかし Yong社長は261=!, 5月2日から両航空

の運航を再開すると語った。

V比国大統領，漁船掌捕でマ国境水域に海軍派遣？

Vヤマハ発動機との合弁二輪車工場一一日刊工業新聞 9日によれば，ヤマハ発

動機は近く，同社のマレーシア代理店ウイミン社との問で，合弁二輪車工場 Ya.

maha Malaysia Co.を設立する。同社は資本金90万ドノレ（ヤマハ49%），当初従

業員 150名，月産1500台で，将来300名， 3000台にする予定。

10日 V外人労働者就労許可権を政府に一一ラーマン首相は， 3月に立法化を決定し

たシンガポーノレ人就労許可権の政府への賦与について，この法律は総ての外人に

適用されることになろうと述べた。

’ベラ州で移動禁止令一一政府は10日声明を発表して，ゲリラ討伐のために

「竹作戦Jを実施し， UpperPerakおよび SungeiSiput住民の居住地外への移

動を禁止すると述べた。

11 B V今後はマレーシア人のみを雇用一一Manickavasagam労相はジョホーノレ・パ

ノレーで，全事業主，政府機関に対し，現在就労している外人を排除しないが今後

の新雇用は総てマレーシア人に限るようにと訴え，またジョホーノレ州のシ人労働

者6200人のうち4000人が登録を済ませたと述べた。

？労組指導者11名， GRM支持を表明－I.Xavier全国飲料工業労組書記長な

ど11名の労働運動指導者と労働党員2名が11日，マレーシア人民運動GRM支持

を表明した。

Vブルネイのスルタン近く訪英か一一シンガポーノレ，マレーシア，ブノレネイ訪

問から帰ったイギリスの Thomson連邦相は11日「ブノレネイのグノレカ兵を近い将
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来撤退させるー計画はない。近くスルタン父子が訪英するだろうJと語ったり

12日 v中国との国交樹立を考慮？一一一ラーマン首相は12日クアラルンプーノレで聞か

れた世界青年指導者会議で演説し，中国が好戦的政策を捨てるなら国交を樹立す

る用意があると述べた。

V東南ア共同市場は時期向早一一Lim商工相は，同じく青年指導者会議で演説

し，東南アジア共同市場は各国が同種の一次産品で競合していること，日本と発

展段階が違うこと，などのために時期尚早であると述べた。

vソ連労組代表団来マ一一ミyレギヤス・アパソヴィッチ・ウズベク共和国労評

議長を団長とする 3名のソ連労組代表団が12日来マした。

v商店員給与引上げの答申－ TheStraits Times 12日によると商店賃金協議

会 swc(1959年設置）は，近く商店員最低賃金を月 100ドノレと定める答申を政

府に提出する予定。なお64年に定められた最低賃金は85ドノレだったが，現在でも

それは守られていないという。

V 日本電気が東マレーシア向け放送施設受注一一重化学工業通信 12日による

と，日本電気はこのほどサパ，サラワク向け放送施設を受、注した。受注額は 1億

円以上で調達資金については円借款が予定されている。

14日 T FAMA，コーヒー市場機構を調査一一連邦農業市場局 FAMAスポークスマ

ンの発表によると，同局は現在セランゴーノレ州 3地域でコーヒー市場機構の調査

を行なっているO

T V. David労働党元中央委員，脱党して GRMへ

Vユーゴ貿易使節団来マ一一ユーゴスラピア貿易使節団が14日来から 3日間マ

レーシアを訪れた。グリコフ団長は17日，マレーシアとの直接貿易について原則

的に意見が一致したと語った。

15日 v人民党第13回全国大会一一人民党 PR第13回全国大会が600名の代表を集め

て15日から 4日間カンガノレで、聞かれた。 KassimAhmad広報部長の大会での報

告によると，同党はパハン，ベノレリス，マラッカ， トレンガヌなどの諸外lで農民

の支持を獲得し， 50支部を増加させたという。大会では，（1）全野党の結束，（2)5 

ヵ国防衛会議に反対，（3）マレ一語を唯一の国語とする，（4）マレーシアは独立国家

ではなく，植民地主義の支配下にある，（5）総選挙には参加する，（6）米英帝国主

義，ソ連修正主義に反対する，などを決議した。なお（5）にはセランゴール州代表

が反対した。選出された新役員は次の通りで， 55年以来の委員長 Boestamam氏

は引退した。
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委員長

副委員長

書記長

副書記長

財務局長

マレーシア（4月〉

Kassim Ahmad （前広報局長）

Syed Hussein Ali （マラヤ大講師〉

Hasnul Abdul Hadi （前社戦役員〕

Omar N oordin 

Sanusi Osman 

V 「人民運動J正式発足 マレーシア人民運動GRMは， l千人が参加して

正式に結党式を行なった。大会では富の平等な分配，合法的議会主義の順守，土

地の農民への分配，貧困マレ一人の重視などを謡った基本方針を採択し，次の臨

時役員を決定した。

委員長 Syed Hussein Alatas （シ大教授）

副委員長 林蒼佑 LimChong Eu (UDP委員長）

グ 楊徳才 Yeoh Teck Chye (MTUC委員長）

書記長

副書記長

財務局長

中央委員

陳志勤 Tan Chee Khoon （前労働党員）
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 Syed M. Naguib Alatas，余水清 OohChooi; Cheng (UDP), 

f五1k貴 Ng Swee Kooi (UDP), J. B. A. Peter, Che Ramlah 

binte Uzir, Mohamed bin Mohamed Som，陳撲根 TanPhock 

Kin （前労働党員）

Alatas委員長は16日，シンガポーノレとの連携強化と真の中立政策の実施を強調

しfこ。

V世銀から 4200万ドルの借款一一一ラザク副首相が 15日発表したところによる

と，世銀は Jengka三角地域オイルパーム植付計画第1期事業（67～70年， 3万

5000エーカー，入植2万8000戸）に 4200万ドノレの借款を供与することに同意し

たO この金額は第1期事業総経費の43%にあたるが，連邦土地開発局 FLDAの

期待した額を下回ったという。

vサバで、比国人を解雇？一一フィリピンの新聞が報ずるところでは，最近サパ

にいるフィリピン人労働者が 100人解雇されたという。ラザク副首相は15日，こ

れを否定したが，フィリピンに帰った70人が18日語ったところでは，労働条件の

悪さが帰国の原因だったらしい。

16 B Vゴム園労働者， NUPW指導部を批事卜一一マラッカのゴム搾液労働者 100名は

16日，全国農園労働者組合NUPW指導部が 3月の労裁判決を受け容れたことに
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抗議して PetalingJ ayaでデモを行なった。この種のデモは判決以来2度目のも

のである。一方 Manickavasagam労相は17日， ゴム園労働者のストに警告を発

し， NarayananNUPW書記長も同日，左翼の過激な運動を非難した。（ 3月23

日参照）

Vベナンで政治犯釈放を要求して 700人がデモ

V東海岸石油を米2社が採掘－Tan蔵相は16日，アメリカの EssoExplora-

tion of Malaysia Inc., Continental Oil Co. of Malaysia両社と東部海岸石油掘

撃に関する協定に調印した。これによって Essoは2万8千平方マイル， Conti-

nentalは2万4千平方マイノレの採掘権を獲得し， 5年内に50%, 10年内に更に25

%を政府に返還する。

T Sardon運輸相ら英仏訪問－Sardon運輸相， Khaw住宅相がクアラノレンブ。

－；レ・パリ定期航路の第 1便で16日フランスを訪問し， 23日にはイギリスに向っ

た。

，基地職員協会 WDCSA, 6ヵ月内に 262人解雇と発表

18日 Vサラワクの石油に米資本進出－SarawakShell Oil五elds社は18日， Miri沖

の海底石油試掘を開始すると発表した。一方Ya’akub土地・鉱業相は19日，アメ

リカの各社がサラワク第4地区での石油採掘を考慮していると発表した。

v労働党の禁止はあり得る（？）一一ラーマン首相は労働党の代表に対して，法

を守る限り党を禁止することはないが，外国の指導を受け容れるならば，保障は

できないと述べた。

v住宅建設貸付金利率引上げ一一一マレーシア・ボルネオ建設会社MBBSのYap

Pheng Geck社長は， 1月以来引き延しになっていた貸付金利率引上げを 7月 1

日から実施すると発表した。（67年12月30日参照）

19日 V失業青年吸収のため土地開発を促進一一ラザク副首相は青年クラブ協会で演

説し，青年失業者吸収のため，土地開発，技術訓練を積極化すると述べた。

vスル島でも秘密軍事訓練一一フィリピン政府は19日，スノレ島で66年以来秘密

軍事訓練が行なわれていたことを明らかにし，これは回教徒過激派のサパ侵攻を

抑えるためであったと述べた。

20日 ’豪，マ・シ両国に 1億 5千万ドルの援助（？）一一オーストラリアの Asia

Magazine誌が報じたところでは，同国はマ・シ両国に対し総額1億5千万ドル

以上にのぼる援助を開始したという。

21日 ' 6月17日からサバ領有権で会談一一フィリピンのラモス外相は21日，マレー
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シアとのサパ領有権に関する会談を 6月17日からバンコクで聞くと発表した。ラ

モス外相は 1fJ, 5月15日から聞くと述べたが，マレ｝シアはこの日程に難色を

示していた。

22 B Vゴム品質・掴包会議開く一一ーゴムの品質と梱包の改善についての会議が， 16

ヵ国30団体70名の代表を集めて， 22日からクアラノレンプーノレで開かれた。大会で

は小ゴ、ム園の技術向上に伴い最も品質の低い RRS6号を廃止することが決定さ

れた。

Vネ・ウィン・ビルマ首相来マーーピルマのネ・ウィン革命評議会議長が23日

から 6日間マレーシアを訪問し，ラーマン首相，ラザク副首相らと会談した。 28

日発表されたラーマン首相との共同声明は次の通り。

両首脳は東南アジアの平和と安定の重要性を認め，この目的のために協力す

る決意を表明したυ 両首脳は地域協力の必要性が認識されてきている点を指摘

した。会談は両国の友好と相互理解を深めるのに役立つた。経済発展について

の経験交流は多くの利益を生み出す。したがって両首脳は特に技術協力を推進

することに合意した。

24日 Vサバ州首相，比国に警告一一サパ州の Mustapha首相は24日，フィリピン政

府に警告して「サパ州民は侵略を受ければ最後の血の一滴まで闘う」と述べた。

25日 T MTUC代表，ソ連のメーデーに出席－The Straits Times 25日によれば，

マレーシア労組会議 MTUCの S.S.Nayagam中央委員がソ連のメーデーに出席

する。

V国際錫会議終る一一一ボリビアで聞かれていた国際錫会議 ITCは25日閉幕し

たが，輸出統制についての合意・は得られなかった。大会で明かにされた67年度の

主要生産・消費国は次の通り。（単位， トン）

生産国 消費国
／ーーーーーーーーーー－、』ーーーーーーーー

マレーシア ボリビア タ イ 日 本 イギリス

47,169 17,404 14,782 18,560 18,362 

vタイなど 3国も FEFC をボイコット一一マレーシア・ゴム取引所 MREの

じanTeck Yeow 会長は，極東海運会議FEFCがゴム荷主梱包業界の分裂を図

っていると非難したあと，「タイ，インドネシア，セイロンがマ・シ両国のFEFC

ボイコツト運動に協力することを明かにした」と述べた。

v陳志勤 GRM書記長，米大統領を非難一一一マレーシア人民運動 GRMの陳志

勤書記長は25日，「ジョンソン米大統領はベトナムに死と破壊をもたらしている」
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と述べて同大統領を非難した。

Vブルネイ銀行，民主化のおしつけで英を非難一一ブルネイ銀行年報最近号は，

「イギリス政府はプノレネイに『民主政体』を性急に押しつけようとしているJと

イギリスを非難している。

26日 , 130万ドルの円借款一一円借款協定に基づく貸付契約が東京で日本輸出入銀

行総裁，駐H大使の間で調印された。貸付額は 1億5700万円（130万ドノレ〉，金利

5.75%，期間5年据置きを含む18年。これは中波送信施設拡充などにあてられる Q

V極東海運会議，ゴム業者に反論一一極東海運会議 FEFCの H.W. Lade代

表は26日， 「毎月会議所属船45隻がヨーロッパに向けて出港している。荷主側が

これに替るものを見出すのは困難だろう。フランス，アメリカ，イギリスは FE

FCの船舶を使っており，中国だけが FEFCとの契約を停止したに過ぎない」と

語った。

27日 Vラーマン首相，「サバ請求権を取り下げよ」一一ラーマン首相はピ、ノレマのネ・

ウイン議長との会談後， 「フィリピンが真に友好を望むならば，サパ請求権を取

り下げるべきであるJと述べた。

, MCAペナン支部，連邦加盟条件の改定を要求か一一一マレーシア中国人協会

MCAベナン支部の KhooYat See副支部長は， 27日開かれた同支部の年次大会

で， 「連邦政府はペナンの政治・経済を不安定に導いた。必要ならば連邦加盟条

項を再検討する」と述べた。

28日 , Fama，水産物市場にも介入か一一原住民信託会議 Maraの Ghafar長官はク

アラ・ケダ漁民協同組合の集会で「政府は魚商人が漁民以上の収入をあげること

を許さないだろう。そのため連邦農業市場局Famaは水産物取引を開始する計画

を練っている。またケダ，ペラ，ケランタンにおける米売買事業をさらに拡大す

る」と述べた。

, GRMの背後に連合覚？一一民主行動党の林子鶴LimCho Hockペラチト｜支部

長は同党の集会で演説し「マレーシア人民運動 GerakanRa’ayat Malaysiaの主

張は DAPとほとんど同じであり，かれらがわが党と共に連合党と闘おうとしな

いのは結党の背後に連合党の力が働いていたからである」と述べた。

vラーマン首相， G酬を批判一一ラーマン首相は Umno婦人部大会で演説し

「マレーシア人民運動 GRMJについて次のように述べた。

Gerakanは同床異夢の集合体で，少範囲の一致に基づく暫定的結合にすぎな

い。同党の目標は民主連合党 UDP，労働党と同一である。 Gerakanはマレー
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人に対してはマレー人の権利のために闘うと言い，中国人，インド人に対して

もかれらを支持するのはわが党だけを言っている。かれらは矛盾だらけの政党

だo

Vインドネシア大使着任一一インドネシアの初代駐マ大使， Thalip准将が28日

着任した。（2月19日参照）

Vサバ漁民に登録制一一サパ州政府は28日，「フィリピン人の侵入を防ぐため，

国内漁民および、サパ漁船に乗り組む外国籍漁民は総て登録を必要とするJと発表

した。

Vマ・シ株式取引所会長にマレーシア人一一マレーシア・シンガポール株式取

引所の年次大会が28日シンガポーノレで聞かれた。この大会で 5年間会長を努めた

シンガポールの JacobBallas氏が辞任し，マレーシアの許亜溝KokAh Too前

副会長が会長に就任した。なお大会に提出された年次報告によると，昨年は10社

発行資本金 1億6950万ドル（注）が新たに登録され，総数96社になった。

（注〉 一昨年は5470万ドル。

29 B V労働・人民両党，共闘に同意一一労働党の許啓針 KohKay Cham委員長，

劉允華 LiewYen Fa副書記長，人民党の KassimAhmad委員長， MasnulHadi 

書記長は29日共同記者会見を行ない，選挙，経済・政治・社会の各分野での両党

の共闘を明かにした。また席上 Kassim委員長は「具体的な共闘方法は今後の会

談を候って決定されよう。人民運動 Gerakanの性格はまだ不明で何とも言えな

いJと述べ，許委員長は「党の35支部が閉鎖されており，われわれは現在組織の

再建にとりくんでいる。総選挙に加わるかどうかは再建達成後決定する」と語っ

た。なお許委員は昨年11月の反政府暴動後， 政府の追求を逃れて“地下に潜っ

て”いたもので，公開の席に姿を現わしたのは 5ヵ月ぶりのことである。

Vサバで居住登録採用一一サパ州の Mustapha首相は，侵入者かちサパを守る

ため，警備隊 VigilanteCorps，防衛隊DefenceCorps，徴兵制，居住登録を即時

実施すると発表した。このうち前3者はすでにラザク副首相が発表しているが，

居住登録は初めてのものであり，これによって不安定地域における居住者，暫時

宿泊者の名前を総て届け出ることが義務づけられる。

vゴム園事務労働者の失業一一マレーシア労働組合会議 MTUCのS.Tharu-

maratnamジョホーノレ州支部長は29r:I, 「すでにゴム園事務労働者200人（うち

50人ジョホール州）が解雇された。政府は解雇をやめさせるべきであるJと語っ

た。

司
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V銀行預金利子率引上げ一一一マレーシア，シンガポール銀行協会は29(I，銀行

預金利子率を 5月 1日から 3.5%に引き上げると発表した。なおここ数年の利子

率の変遷ほ次の通り。またこの 1月，郵便預金利子率も 5月 1日から 4%に引き

上げることが発表されている。

～1964年

2.。%

～1965年

2.5% 

～1968年4月 1968年5月～

3.0% 3.5% 

V空軍参謀長インドネシア訪問一一TengkuOsman空軍参謀長が 29日から

1週間インドネシアを親善訪問した。

30日 Vラザク副首相，ヨーロッパ訪問の途ヘー一一ラザ、ク副首相は30日，西独，オラ

ンダ，フランス，ベルギー，デンマーク，イギリス訪問に出発したが， 25日出発

にあたって， 「マレーシアは英連邦以外にも友人をもっ必要がある。今度の旅行

では経済援助を要請するほか（注入 各国の近代兵器を調査するJc!::語ったのなお

ラザ、ク副首相は30日，まずインドに立ち寄り，ガンジ一首相らと会談した。また

この日ラーマン首相はソ連のラザ、ク副首相招待を受諾し，同副首相が帰途ソ連を

訪問することになったと発表した。

（注）＂フランスは昨年 7月6300万ドルの長期借款に同店；し，現5ヵ年計両中に

必要な場合は増額を約束。オランダは 170万ドルのソフト・ローンを少なく

ともさらに 230万ドル増額するとの注釈つきで承認。ベルギーは66年12月に

技術援助条約に調印し，その後1800万ドル以下の借款の用意があると言明。

以A1::3ヵ固と西独とはマレーシア援助グラブ AMCに加入している。

T NUPWマラッ力， N・スンピラン両支部，賃銀引上げ要求でデモ一一ー全国農

園労働者組合NUPWのマラッカ，ヌグリ・スンピラン両州支部は最近，先月23

日の労働裁判所の判決に抗議し一連のデモを行なったが，労働組合会議 MTUC

のZaidi書記長はこれを左翼分子の不法行為どして非難した。

v公務員組合，賃上げを要求一一公務員組合会議は30日一声明を発表して， 「公

務員賃金は62年12月31日以来凍結されたままである。政府が Su伍an委員会の答

申を無視し続けるならば，われわれは相応の抗議行動を起すであろう。具体的な

決定は 5月13日の執行委員会で行なう」と述べた。

vマ国籍タンカー，中東に初就役－ TheStraits Times 30日によると，マレ

ーシア国籍のタンカー（AlarStar号 6349トン）が近くパーム・オイノレを積んで、

中東航路に初就航する。

vジョホーJレ列，，で近く40エーカ一括開事業開始一一ジョホール州の Haji0th-
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man Sa’at首相は Pcngerangで，近く 407iエーカー開拓事業を開始するが，そ

のうち20万エーカーは Pengerang地方で行なわれると述べた。

vブルガリア貿易使節団来マ一一イワン・ディミトロフ貿易相代理を団長とす

る8人のブルガリア貿易使節団が30日マレーシアを訪れた。

' 5月から郵便料金引上If-TheStraits Times 30日によれば＼ 5月1日か

ら郵便料金が一部引き上げられる。

▼マラッカ州初の錫鉱山――マラッカ州初の錫鉱山が30日生産を開始した。こ

れは SharikatLombang dan Perusahan Melayu Malacca社と HockSeng社と

の合弁事業で，従業員は現在の40人から 400人まで増やす予定という。

シンガポール

1 目 V海運契約問題一一シンガポール・ゴム協会の TanEng Joo会長は，ロンド

ンゴム取引協会の警告（極東海運との契約拒否によってゴムが延着すれば，合成

ゴムへの転換を余儀なくされる，といった主旨のもの〕に対して，「延着はない。

われわれは極東海運を敵視するのでなく，契約制度に反対しているのだ。シンガ

ポール，マレーシアの shiper1packerは総て（シ42，マ50）契約拒否に合意して

いるJと反論した。

V基地労働者への職業訓練始まる一一基地転用局 BECDによる基地労働者職

業訓練が600名を対象に 1日開始された。訓練期間は 3ヵ月で，政府は最終的に

は8000人の再訓練を目標としている。

2 日 vマ人解雇労働者に復帰許可－The .S'traits Tim（三川こよれば，先月労働許可

証を取り消されたマレーシア人労働者のうち，少なくも 100名が復帰許可を受け・

たという。（マ日誌1日参照）

V野戦学校開設一一Jek労働相は，野戦技術学校 schoolfor field engineersの

E式開校を宣した。同校では陸軍の野戦訓練が行なわれる。

V工科系学生増加一一Ong教育相の発表によれば・， 9工科系学校の現在の学生

数は 1万人で，志望者は増加しているという。

3 日 v出生数減少一一保健省が 3日発表したところによると，昨年の出生者数は 5
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万0442人で前年比8%減（4238人〉であった。また出生率は58年の4.13%から昨

年は2.58%にまで減少した。

V韓国海運会社，日本・シ聞に就航一一韓国の NationalKorea Shipping Co-

rporaitonの Vega号（8000トン）が 3日，日本・釜山・バンコク・シンガポー

ル聞に就航した。同社は他に 2隻を同航路に就航させる。

V三洋電機との合弁企業一一三洋電機とシンガポールの ChuCheong Ltd.と

の合弁企業 SanyoIndustries (S’pore) Ltd.が3日正式に発足した。同社は資本

金 100万ドル，従業員60人で電気釜など家庭電器を生産する。

4 日 Vインドネシア政府，西イリアンの凍結資産を返還－The Straits Times 4 

日によれば，インドネシア政府は，対決時代に凍結した西イリアンのシジガポー

ル資産のうち約80%を返還したという。

, Thomson英連邦相来シ一一イギリスの Thomson連邦相がウェリントンでの

SEATO会議からの帰途シンガポールに立ち寄って Lee首相ほかと会談し，撤兵

後もマ・シ両国を守る決意である旨を伝えた。

Vアジア開銀総会に Goh蔵相出席一一4日からマニラで聞かれたアジア開発

銀行第1回総会に Goh蔵相が出席した。

5 日 V豪州内相来シーーオーストラリアの PeterNixon内相が5日来シし， Wok

文化相， Barker法相らと会談した。

V工業労組執行部に無罪判決 治安法廷 MagistrateCortは5日，昨年9月

8日 HumeIndustries社で不法ストを煽動した廉で起訴されていた工業労働者

組合 IWU（左派系）執行委員21人に対し，無罪の裁定を下した。しかしこのう

ち KwekChu Peng書記長に対しては， Hume労組の秘密投票の結果を労組登

録官に通知しなかったことなどの理由で， 400ドノレの罰金または禁問6ヵ月を言

い渡した。

7 日 NTUC第 5回年次大会一一全国労働組合会議 NTUC第5回年次大会が7日開

かれ，政治的には来るべき諸困難に備えて政府を全面的に支援すること，労働問

題では是々非々の態度で臨むこと，賃上げより労使関係改善に努めることなどを

決議した。

タ日 V第3回東南アジア開発閣僚会議一一第3回東南アジア開発閣僚会議は 9日か

ら3日間シンガポールで聞かれた。会議の席上，日本から常設委員会，研究グル

ープの設置，略称（SEAMCED－東南ア経済開発閣僚会議）制定の提案がなされ

たが，いずれもタイ，南ベトナムから強い反対を受け，結局次回パンコク会議ま
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シンガポール（ 4月）

での暫定的作業委員会の設置が決められただけに終った。なお今回の会議に出さ

れた新しい提案は次の通りで，作業二委員会の検討に付されることになった。

(1）削保養殖部局の設置

(2) 運輸通信特別基金の設置

(3) 農業開発金融の拡大

(4) 経済振興センターの設立（東京）

(5) ディーぜyレ機関車修理工場（インドネシア〉の利用

参加国：日本，ラオス，マレーシア，フィリピン，タイ，南ベトナム，シンガ

ポール，インドネシア

オブザーパー：オーストラリア，カンボジア，セイロン，インド，ニュージー

ランド，ノξキスタン

'Toh副首相，職業教育の重要性を強調－Toh副首相は 9日のテレビ演説で

次のように述べた。

70年代に工業国として発展するために，中学における職業教育を拡充する必

要がある。政府はこの問題を検討するため閣僚委員会を設置することに決定し

た。シンガポールでは中学卒業生のうち工科系と文科系の比率は 1:7である。

また67年の大学卒業生の中で，技師 technicianは178人，工学士 engineerおよ

び technologist52人，科学者365人であった。一方68年の大学入学志願者は定

員3000人に対し8000人であった。

マラヤ空軍訓練センター閉鎖一一マラヤ空軍 RMF(Malaya）訓練センターが

9日閉鎖された。同センターは1950年に設立され，とれまでに1600人を送り出し

ている。

11日 v日本からの技術援助一一来シ中の三木外相は1113，経済開発庁EDBへの120

万ドノレの新規技術援助に同意した。

T Lee首相，来月英仏訪問か一一ロンドンの消息筋によれば， Lee首相は 5月

下旬フランス，イギリス両国を訪問することを考慮中という。

12日 V圏内インド人に登録呼掛け一一駐シ・インド高等弁務官庁スポークスマンは

12日，国内インド人に対L，同庁への登録を呼び掛けた。

13日 T PAP，全議席を独占一一人民行動党 PAPは，無投票51議席を除く 7議席に

ついて13日行なわれた国会議員選挙で完勝した。結果は次の通り。 (2月特記事

項参照〉
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シンガポール（4月〉

PAPイ長ネ南 対立候補

李光耀 9,128 P. Vetrivelu （無） 548 

王書泉 10,442 黄漢照 (WP) 989 

謝坤祥 9,675 T. T. Joseph （無） 1,009 

李昭銘 7,826 M. P. D. Nair （無） 1,391 

Rahmat 9,363 D. Shari旺 （無） 1,916 

王樹人 9,581 持忠 民 (WP) 2,060 

Haji Ya'acob 9,797 鄭木栄 （無） 2,169 

65,812 計 10,082 

有権者数 84,883 投票総数 77,989(91.8%) 

14日 Vインドネシアへ貿易・文化使節団一一マレ一言語・文化会議の31名の代表団

が14日インドネシアに向った。

V教員組合 STU，賃金凍結を非難

15日 V内閣一部改造一一Lee首相は15日，内閣の一部改造を発表した。それによる

と薬普進 ChuaSian Chin氏が新たに入閣して，保健相に新設された通信相に楊

玉麟 YongNyuk Lin保健相がそれぞれ就任し， Rajaratnam外相が労働相も兼

任，易潤堂Jek Yuen Thong労働相が文化相に横すべりした。（次号資料および

2月特記事項参照〉

V製材業代表団台湾・日本へ一一22名の製材業代表団が，新技術導入のため日

本，台湾に向った。

Vオーストラリア陸軍相来シ一一一オーストラリアの PhillipLynch陸軍相が15

日来シし，マ・シ両国駐留オーストラリア軍部隊を視察したほか， Lim国防相と

も会談した。

16 B V経済成長促進の諸方策一一Goh蔵相は16日のテレビ演説で，経済成長の促進

を図るための計画について次のように述べた。

政府・民間共同出資の開発銀行，ジュロン市運営局 Jurong Town Corpora-

tion 〈資金・物資面の援助にあたる〉，貿易会社を設置する。貿易会社は当面共

産圏貿易の調査・拡大にたずさわる。経済成長の手段として中継貿易，観光事

業（主に Bali島の共同開発〉，造船，製造業に最大の重点をおく。ジュロン工

業団地の雇用者数は61年の30人から67年末には 1万6400人になり，固定資本投

資は同じ期間に2040万ドルから 4億0460万ドノレに増大した。精油業も重要であ

り， Essoグループ。の手により近く 4番目の精油所を建設する。
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シンガポール（4月〉

17日 Vユーゴ、貿易使節団来シ一一ユーゴスラピア貿易使節団が17日来シし， 18日に

は合弁事業の用意のあることを明かにした。

V港湾局造船所の拡張－TheStraits Times 17日によれば，港湾局 PSA造

船所は今年後半に 625万ドルを投じて拡張工事を行なう。

18日 V東南76ヵ国との通商契約一一東南アジア 6ヵ国を訪問していた貿易代表団

が18日帰国した。 SoonPeng Yam団長は総額3千万わレの契約が成立し，日本

では 5～6の合弁事業設立に同意が得られたことを明かにした。（ 3月25日参照〉

T Toh科学・技術相，クアラルンプールでラザク副首相と会談

19日 vベトナム停戦を歓迎一一ーキャンベラでの ECAFE総会の席上 Barker法務相

は19日，ベトナム戦争が終れば特需が消滅するだろうが，われわれは和平を歓迎

すると述べた。

Vジョホール川上水道事業完成一一シンガポーノレ公益事業庁 PUB, ゾョホ｝

ノレ州政府が共同で65年4月に開始したゾョホーノレ川上水道事業（総工費3000万ド

ノレ〉が19日完成した。これによって当面 1日当り3000万ガロン，通常4800万ガロ

ンの水がシンガポール，南ジョホーノレに供給される。なお玉瑞露 PUB長官が同

日語ったところでは， PUBのジョホール州における年間支出額は500万ドノレ以上

という。

Vインドネシアとの海運協定不調一一一インドネシア海運筋が19日明かにしたと

ころでは，シンガポーノレはインドネシアに現在の86港以上の開港を要求して，両

国海運協定の話合いは行き詰っているという。

V観光振興局長替る－S.T’Ratnam観光振興局 .STPB局長が辞任し，新局

長に19日LamPeng Loon氏が任命された。

T Yusof大統領帰国一一（ 3月5日参照）

20日 Vネ・ウィン・ビルマ首相来シーーピJレマのネ・ワイン草命評議会議長が20日

から 4日間シンガポーノレを訪れた。同議長は20日の空港でのあいさつで，ピ・シ

両国および東南アジア諸国の協力強化を呼びかけた。

V公益事業庁 PUBの実練一一TheStraits Times 20日によれば公益事業庁 PU

Bの電力・水道事業は次のように拡大した。

63年

67年

電 力（億単位）

発電量

0.82 

14.24 

うち工業消費

0.33 

0.74 

-177ー

上水道（万戸）

使用家庭

4.0 

7.7 
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シンガポール（ 4月〉

T MSA, 8月から東京乗入れ一一日刊工業新聞20日によると，マレーシア・シ

ンガポーノレ航空 MSAは8月 1日からシンガポーノレ発香港経由東京便を週4往復

で開設する。使用機はボーイング 707で，既に機体更新資金としてワシントン輸

出入銀行と 1億3000万ドノレの借款協定を結んでいる。

23日 V外人観光客増加一一ー観光振興局 STPBがこのほど発表したところによれば，

67年度の外人観光客数は12万8670人で66年比59%の増加であった。 (67年12月4

日参照）

V日本から昨年末までに29社進出一一日本経済新聞23日夕刊によると，昨年末

までに日本から29社（出資額で3400万ドル〉が進出しているという。

24日 V東南アジア学生指導者セミナー聞く一一東南アジア低開発国学生指導者セミ

ナーが24日から 1週間にわたって， 8ヵ国90代表を集めてシンガポール大学で聞

かれた。

25日 Vソ連労組代表団来シ一一M・A・ザ、イドフ氏を団長とするソ連労働組合中央

評議会代表団が25日シンガポールを訪れ，全国労働組合会議 NTUC指導者と会

談した。 28日発表された共同声明には，両組合の密接な協力が植われ，ベトナム

戦争について， NTUC代表がジュネーブ協定に基づく平和解決を望んだ旨が述

べられている。

Vイスラエルとの通商条約成立一一シ政府と22日来シしたイスラヱル経済代表

団との聞に， 25日，両国貿易の拡大を取り決めた通商条約が成立した。

26日 V対インドネシア第3回貿易経済委員会聞く一一インドネシアとの第3回貿易

経済委員会が26日から 5日間聞かれた。インドネシア側団長の ArifinHarahap 

貿易局長は 30日，「両国貿易の正常化は近い。両国の国民所得の大きな格差は，

一つにはインドネシアへの刺激となるが，他方技術・資本・組織のシンガポーノレ

への流出を招く Jと述べた。

vピルマとの造船契約一－TheStraits Times 26日によれば，ジュロンにある

極東造船工業社 FESBIは，このほどピノレマの内陸輸送局 IWTBとの間で， 800

トンの油槽船6隻の建造契約（総額240方わけに調印した。

V防衛基金， 400万ドルに一一 1月末以来進められている防衛基金への国内各

方面からの出資は， 26日までに 400万ドルに達した。（ 1月29日， 3月29日参照〉

V基地労働者，共同出資で会社設立（？）一一陸軍基地労働者組合 ACSUは組

合員に対し，退職手当を共同出資して会社を設立するよう呼びかけた。、

27日 V硬貨，弾薬生産開始一一Goh蔵相は国営の CharterdIndustries of Singa-
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pore Ltd. （授権資本金2千万ドノレ，払込資本金1千万ドル〉の開所式典で，「こ

の工場は硬貨・手摺弾を生産するが，今年中にフィンランドの援助で砲弾生産も

開始する」と述べた。同社の当初従業員は 120人で，うち30人が弾薬， 10人が貨

幣鋳造（ 5 , 10, 20, 50セント， 1ドノレ硬貨）に携わる。

28日 Vインドネシアに観光事業視察団－NgianTong Dow大蔵次官補を団長と

する10名の観光事業視察団が28日ジャカノレタ，パリに向った。一行はインドネシ

ア当局とパリ島における両国政府共同観光開発事業について話し合った。

V造船業の発展－TheStraits Times 28日の特集記事によると，昨年の船舶

建造・修理部門総売上高は l億ドノレに達した。また雇用労働者は 1万人（注〕を越

え，更に年450～500人の割合で増大する見込み。

（住） 主な内訳は次の通り。

政府造船局 Portof S’pore Authority Dockyard Department 2500人。

ジュロン造船所 1000人（近く 500人増員の予定〕

Kallang marine industrial estate 3000人

，造・修理船業者協会結成一一TheSunday Times 28日によると， このほど

造・修理船業者協会 Associationof Shipbuilders and Repairersが結成され，

会長に J.A. Wilde (Vosper Thornycroft Uniteers社長〉，副会長に LokeMun 

Chong (Eagle Engineering Co.社長）両氏が任命された。現在加盟している

のは政府造船局とジュロン造船所など7社であるが， Wilde会長の発表によると

近く少なくも50社が加わる見込み。

' 5月から郵便料金引上げ－Yong通信相は28日，経費増大のため 5月1日

から郵便料金を引き上げると発表した。

29日 V青年友好使節団，カンボジア，タイへ 国民青年指導者養成所NYLTI代

表74名が29日，カンボジア，タイ訪問の途についた。滞在期間は2週間の予定。

' 5月に東南ア経済人委員会一一東南アジア経済人委員会 SEABCの Max

Lews委員長は29日シンガポールで次のように語った。

5月12日～15日にシンガポーノレで、聞かれる東南ア経済人委員会SEABCには

東南ア諸国連合 ASEAN5ヵ国の他，先進国からもオブザーパーが出席する。

会議では 5ヵ国の共同市場結成，共同投資の実現などを話し合うが，これは15

～20年を要する長期計画であり，当面観光事業，教育事業における協力を目指

したい。

30日 f NTUC書記長，協調を呼掛け一一全国労働組合会議 NTUCの，余美国 Seah
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Mui Kok書記長（国会議員〉はメーデー・メッセージの中で労働者・経営者・

政府の協力を呼び掛け，また政府に労働法改正の用意があることを明かにした。

Vイタリア海運会社， FEFCから脱退一一イタリアの AchilleLauro Naples社

はこのほど中華総商会に書簡を送り，極東海運会議 FEFC契約制度からの離脱

とシンガポーノレ・ゴム業界への協力を申し入れた。
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I 英 軍 撤 退 後 の 経 済 再建

Lee首相の日本経済新聞記者との会見記（ 9日〉

問 英軍撤収により数万人の失業者が予想され， シンガポールはその対策として工

業化を図ろうとしているが， とれは1同時に市場開拓を必要としよう。その政策はどう

進めているか。

答輸出市場の開拓には私をはじめ呉慶瑞蔵相も海外に飛び，政府首脳自ら活発に

動いている。すでに東欧圏諸国やアフリカ諸国を訪れた。特にアフリカ市場は現在の

シンガポーノレの生産品に適した市場なので積極的に働きかけている。地域的に近い東

南アジアは輸出に有利だが， まだ市場として成長していないのが実情である。ここに

有効需要が生まれるのは遠い将来のことで，現段階では期待できない。

問 シンガール政府はマレーシア，インドネシア，フィリピン， タイの4ヵ国とと

もに ASEAN（東南アジア諸国連合）を昨年発足させ，貿易拡大のため関税同盟の結

成も考えていると聞くが，その実現性はどうか。

答現段階でみるかぎり関税同盟に実現性は薄く， その結成には長い時聞がかかる

だろう。 5ヵ国経済はあまりにも異質であり，発展度にも差があり過ぎるからである。

また経済発展の基礎となる教育についてもそれぞれ水準が違い， まずこうした基礎的

な面で共通の条件が生まれなければならない。 しかし 5ヵ国がまとまれば社会経済開

発や具体的な技術開発にも 1ヵ国でやるよりも効果的であることも事実だ。

問 シンガポーノレ政府は日本企業の進出を希望しているといわれるが， マレーシア

との分離のため市場が狭くなり， すでに進出した企業も困難を感じている。この点は

どうか。

答統計をみればわかるが， 日本の進出企業，たとえばジュロン地区（政府が開発

している工業団地）で順調に操業しているブリヂストンタイヤは，生産の70%を輸出

しているのではないか。ここの市場が狭いとは思わない。たとえば造船にしてもシン

ガポール港は昨年世界の4大港にはいり出入りの船も多く，修繕船の需要もある。

問現在，英軍が使用している造船所を撤収後は英国の民間企業に使わせるときく

が，日本に開放する意図はないか。

答 1971年まではその可能性はない。その後のことは予告できないが，情勢の展開

により， また正常な国際競争のもとではその可能性はいくらでも聞かれてくる。
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問 日本企業が今後進出する場合に希望する分野はなにか。

答電子工業関係のもの， たとえばトランジスターラジオとか通信機器工場が望ま

しい。シンガ、ポールの若年労働者に雇用機会を提供する労働集約産業だ、からだ。シン

ガポーノレ政府は 100%の資本進出も認めているが， 日本の企業は賢明だから現地の資

本と結び，合弁できている。政府としても現地企業と協調することを希望する。

問 ベトナム戦争の終結方法にもよるが，英軍撤収後の防衛はどうか。東南アジア

諸国は中国の脅威を強く感じていると聞くが。

答 シンガポーノレは中国の存在を脅威と感じていない。中国ができることはゲリラ

を送り込み，内部をかく乱することぐらいであろう。 これに対処する最善の方法は，

圏内の政治情勢を安定させ，経済を発展させることだ。政府はそうした共産主義の動

きを押えるためにも，工業開発を通じて経済の強化に努めているのだ。

間三木外相はベトナム戦後のこの地域の経済再建と開発のため地域協力を提唱し

ているが，シンガポーノレ政府はどう考えるか。

答経済開発のため地域協力を進めることは望ましいが， 少数の国が行なうのは好

ましくない。東南アジア諸国間にも必ずしも完全な信頼関係があるわけではないので，

私としてはたとえばカナダ， オーストラリアなども含めた多数固による国際機構でベ

トナム経済の発展や地域経済開発にあたるのもよいと思う。（日本経済新聞10日夕刊〉

H トロール船問題

The Straits Times (9日）

沿岸漁業とトロール漁業の対立はついに死と破壊にまで発展したが， これがトロー

ル漁のもたらす偉大な変革を防げることになってはならない。マラッカ海峡の多数の

漁場は，世界でも有数のものであり，収穫は多少とも高まっている。 この2年間，マ

ラヤの漁獲高は52%も伸びた。つまり65年の16万3000トンから66年23万6000トン， 67

年30万1000トンと増大したのである。昨年は金額では2億6900万ドルで、あった。産業

近代化の進む中で， トロール漁業は開発の最も重要な要因のーっとなっている。たと

えば改良船6万6千トンのうち 5万 8千トンは66～67年のものである。 この成長は今

後も続き，それに伴って一層近代的な漁法， 多数の関連産業，特に缶詰加工も発展す

るであろう。このように漁業も技術的変化と深く結びついている。

この経緯については様々な説明がなされており， 中には漁業は今やっと植民地状態

からぬけだしたばかりだという， むしろ否定的なものもある。マラヤ独立前に政府が

やったことといえば船を雇ってこの地域よりも北海に適するような無駄な「調査」を
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したことくらいである。魚はほとんどみつからず，たいした漁業は期待できないとの

伝説が拡がり，水産業は遅れたままになった。漁業局によれば，これで25年のおくれ

をとることになっfこ。

独立によってこの不幸な評価は訂正されたが，新たな外国の干渉一一対決一ーを通

してようやく現在の発展をみることになる。インドネシアの敵対政策によって多数の

小型貿易船が仕事を失った。これはぺナンで、特に多かった。 これらを遊休させておく

よりも，不適格・装備不足ではあっても漁船として活用する方が有用だった。 まもな

くこの地域では 75トン以下の船の方が，より寒い地域での大型船と違って，経済的に

トローノレ業ができることが判明した。過去の誤りは矯されつつあった。対決が終って

貿易への復帰が可能になっても，船主達は貿易に興味を示さなかった。漁業の方が収

益があがるため，ほとんど全部がとどまった。やがて多くが船をより好適な，装備の

整ったものと替えて，漁獲高は増大し，北西海岸に造船ブームが到来した。報酬は目

をみはらせるものであった。漁民協同組合 fishermen’sco・operativeassociationとの

共同一一トロール漁免許の必要条件一一ーであっても， 船主は 2万ドノレのトロール船で

年間 1万ドノレ以上を獲得した。このような高額配当の結果， 今日では50トン以上のト

ロール船130隻が定期的に出漁しており，数百隻（主に 40トン以下）が無免許で操業

している。

これは沿岸漁民に何をもたらすであろうか。かれらの生活は本当に脅かされている

のであろうか。事態は複雑である。沿岸漁民自身も技術変革にまき込まれているのだ

から。かれらはまず上甲板モーターをとりつけ，今では甲板内モーターをとりつけて

いる。かれらの動力は大幅に改善され，操漁水域は拡大された。かれらもまた水揚げ

を増大させているのである。

57年以来無動力船の数は 1万7000から7000に，上甲板モーター船は4700から2800に

それぞれ減少し， 甲板内モーター船は1500から 1万に増大した。したがって現在の衝

突を単に伝統的漁法と近代的漁法の対立と見るのは誤りである。多くの場合，対立は

縄張りから起っているO つまり高性能のエンジンによって操漁水域が拡がり，地元漁

民が自己の領域と考えている水域にまで侵入する場合が増えているのである。海上警

察と漁業警備隊がそのような侵入を防止しようとしたけれども， トローノレ船の数が多

いことなどのために，ほんの部分的にしか成功していない。沿岸漁場を奪うことのほ

かには， トロール船が沿岸漁民の生活を脅かす方法は存在しないのだから，対立は縄

張りからきているという説は極めて有力である。 トローノレ漁が市場に影響を与えたと

いう証拠はない。供給過剰も顕著な値下りもなかった。供給増加分は主にシンガポー
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ノレに輸出された。

一層鋭い対立点は協同組合にしか免許を与えないという漁業局の政策によって緩和

された。 この政策によって船主（特にペナン，ケダの〕は広汎な漁民とより効果的に

利益を分配するようになった。船主は船を提供・管理し漁獲高の半分を報酬として得

る。協同組合側は乗組員を提供し，販売を担当し，免許の条件（操漁許可水域を指示

したもの〉の順守を保証する。総てがうまく行くように思える。

ペナンでの計画についての最近の報告には“協同組合と船主の密接な連携から生み

出されたすぐれた運営によって”好ましい結果が現われていると述べられている。こ

の方式は立派に機能し広汎に採用されると思われる。

しかし他方，不法トロール船はどんな免許条件にも束縛されずに， 処罰の危険を冒

すに値するだけの充分な利益をあげ，沿岸漁民をいら立たせ続けるであろう。 しかし

この問題にも解決の芽は含まれている。漁村全体がほとんど全部トロール漁に転換し

た例がある。例えばポート・スウェッテンハム沖の PulauKetamには 300隻以上の

不法トロール船が操漁しており， セランゴール海岸沿いでも：100隻近くが不法トロー

ノレ漁を行なっている。この地域にはまだ北進をやめさせるような事件は起っていない。

ケランタンには 60以上， トレンガヌには 100以上，パハンには約70，ジョホールには

100以上の不法トロール船がある。深刻な対決などなかったかの如くである。いい換

えれば， トローノレ漁は強国な地盤を築いたので， 漁業が今後一層劇的な変革を受ける

ことはないであろう。漁獲高は増え続けるに違いない。

一（ 98）ー -184-



マレーシア，シンガポール

4月30日にマレーシアを発ったラザ、ク副首相は，26日間にわたってインド，

デンマーク，フランス，イギリス，オランダ，ベルギー，西ドイツ，ソ連を

訪問した。訪問の目的はスターリング圏からの自立を図るための経済・軍事

援助とりつけとヨーロッパ共同市場 EECへの準加盟とにあったが，具体的

成果についてはまだ何の発表もされていない。イギリスの71年末までの経済

援助は2500万ポンド（ 1億8375万M わレ〉に定められたが，この大枠は 3月

に AlanDudiey英海外開発省次官とマレーシア政府当局との会談で設定さ

れていたものと思われ（ 3月4日参照〉，今回のラザク副首相訪問でうわ積み

があったとはいえないようである。フランス，西ドイツとも援助増額を考慮す

ると答えただけで，実際にどれほどの新規援助がなされるかは不明である。

特にフランスは国内不安からフラン弱体化が明白であり，今後大きな期待は

できないと思われる。ヨーロッパ共同市場準加盟を熱望したのは，オイル・

ノξームなどがアフリカの EEC・アフリカ連合諸国と競合関係にあり，マレ

ーシアは従来関税面で不利だったため，それら諸国と同等の優遇を欲したか

らだといわれている。これについてラザク副首相は EEC6ヵ国中 4ヵ国が

賛成したと語っているが， Far Eastern Economic Review 6月8日号によ

れば，実のところは各国とも余り乗り気でないらしい。英領圏からの離脱と

EEC諸国への接近は今後も進むであろうが， それがマレーシアの経済的要

求を満たし得るものかどうかは疑わしい。むしろラザク副首相が最後に訪問

したソ連の方が，最近著しく“友好的”となった東欧の動きと合せて今後の

マレーシアに大きな影を落すのではあるまいか。中国が「ソ連現代修正主義

の反中国の新たな陰謀j と芦高に非難しているように，ソ連の最近の極東進

出には目をみはらせるものがある。

シンガポールのリ一首相も21日訪英し，経済・軍事援助について話し合っ

た。リ一首相も 3月に決められた援助額以上の引出しには成功しなかった模
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様だが（ 3月 1日参照），英財界との会談については帰国後，軍需工場の民間

移行に関してかなりの成果があったと語っている。いずれにしても来月に予

定されているマレーシア，シンガポール，イギリス，オーストラリア，ニュ

ージーランド 5ヵ国防衛会談で，イギリスのマレーシア，シンガポール両国

に対する最終的な態度が明かになるであろう。

4月以来顕著になったゴム園労働者の失業問題は， 5月にはいってますま

す深刻な様相を呈して来た。全国農園労働者組合NUPWのNarayanan書記

長の発表（16日）によると， 3月23日の労裁判決以来，既に6800余人が失業

の憂目を見ているという。このためゴム園でのストライキが全国的に拡がり，

政府，農業生産者協会 MAPAは収拾に苦慮している。ゴム価格は長期的に

見て回復するとは思われないから，解決は容易ではあるまい。マレーシアで

はこのほか公務員組合会議 Cuepacs（組合員7万5千人〉が賃銀引上げ・労

働条件改善を要求して政府に最後通告を発した。政府はこの要求をほとんど

全面的に拒否し， Cuepacsとの話合いにも応じなかった。 Cuepacsは6月3

日に緊急闘争委員会を開き，具体的な戦術を決定することになってし、るから，

政府との聞に今後いかなる闘いが展開されるかが注目される。こうして労働

運動が徐々に高揚しつつある時，労働党の若き委員長・許啓針 KohKay 

Cham氏が国内治安法違反で逮捕された。労働党は昨年11月の反政府暴動以

来徹底的な弾圧を受けていたが， 4月に人民党との提携が実現し，再建に乗

り出そうとしていた矢先だっただけに，今度の許委員長逮捕は大きな痛手で

あろう。上述のゴム園労働者の失業，公務員の賃金凍結などと相侠って，下

部組織の一部はさらに尖鋭化するかも知れない。それが有効な力となるのは

まだ遥か先のことであろうが。

シンガポールで、は総選挙後初の国会が聞かれたが，ユソフ大統領， リ一首

相らの施政方針演説は「困難な時代」の幕開けを痛切に感じさせるものであ

った。これらの演説は「総ての国民Jに犠牲を要求しており，それを具現す

るものとして， 「雇用法」なるものが提出された。この法律は労働時間の延

長，超過勤務手当・退職金の削減などを定めたものであり，国会でも全国労

働組合会議 NTUC出身議員から反対意見が述べられたほか社会主議戦線な

どからも強い非難をあびている。労働者の党を自任する人民行動党政府が，
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広範な労働者の反対をどう押えるか，与党のみの国会の今後の動きが注目さ

れる。

そのほかインドのガンジ一首相，エチオピアのハイレセラシエ皇帝がマ・

シ両国を訪れ，ともに経済協力の推進を強調した。ガンジー首相は経済・軍

事面での技術援助に同意したといわれる。

またシンガポール政府は初代駐日大使に洪国平氏，駐アラブ連合大使に李

畑才国務相をそれぞれ任命した。現役閣僚の大使就任はこれが初めてであり

今度の人事は，リ一首相が 4月に述べたように（ 4月号資料参照〉対アフリ

カ政策を重視する現われといえよう。

マレーシア

1 日 Vゴム圏労働者の失業問題一一司マレーシア労働組合会議 MTUCのZaidi書記

長は政府に対し，最近のゴム園労働者解雇問題を解決するため，特別委員会を設

置するよう要求した。

vラザク副首相，インドへ一一ラザク副首相はヨーロッパ訪問の途中インドに

立ち寄り，ガンジー首相らと会談した。会談ではイン Fが軍事訓練分野で協力す

ること，共同兵器工場を設立することで意見の一致を見た。

l Batu Tiga工業団地への投資7千万ドルーーセランゴール州当局が発表したと

ころによると， BatuTiga工業団地への投資はこれまでに7千万ドルに達し，第

1区では ChampionMotors (Volkswagen，トヨタの合弁工場）， Swedish Motor 

Assemblies，松下電器（M）が操業に入って， 1800人を雇用している。また第2区

の整備は2000万ド1レを費して今年中に終るという。

' 9海運会社が協力申し入れ一一ゴム取引所 MREの顔徳尭・ Gan Teck Yeow 

所長は， 4月中に 9海運会社がマレーシア・ゴム業界に協力を申し入れて来たと

述べた。

l MTUCメーデー集会一一労組会議 MTUCのメーデー集会は 200人が出席し

て行なわれたが（昨年は 1千人〉，席上楊徳才Yeoh Teoh Chye委員長は政府に

対し労働関係法 (1967）の改正を要求すると語った。
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Vサラワクでゲリラ 5人逮捕一一サラワク警察当局が2日発表したところによ

ると，同州第1区で5名のサラワク人民ゲリラ軍 PasokanGuerilla Ra’ayat 

Sarawakが逮捕された。

2 日 V労働党委員長逮捕さる一一労働党の許啓針 KohKay Cham委員長（マラッ

カ州議員， 30才〉は農村における反政府活動と武装闘争唱導の廉で逮捕された。

許委員長はシンガポールの南洋大経済学科63年卒で，在学中学生連合委員長を務

めた。党委員長には昨年10月，党役員が一新された際選出された。 (4月29日参

照）

Vクアラルンプールに共産地下組織？一一2月釈放された労働党の Cham

Kam Tuckベラ州委員は，クアラノレンプーノレにマルクス・レーニン・毛沢東主義

者研究会 MLMSGという地下組織が存在することを明かにした。

Vオーストラリア，駐留軍を縮小？一一一オーストラリアの AllenFairhall国防

相は議会で，英軍撤退後マ・シ両国駐留軍を現在の規模で維持する必要はないと

述べた。

3 日 Vラザク副首相，デンマーク訪問一一ラザ、ク副首相は 3日デンマークを訪れ，

Hilmar Baunsgaard首相らと会談した。

f ASEAN次官会議聞く－8月に聞かれる東南アジア諸国連合 ASEAN閣僚

会議のための次官級準備会議が3・4の両日クアラノレンプールで聞かれた。

V国会議員代表団，インドネシア訪問一一C.M. Yusof議長を団長とする 8名

の国会議員代表団が3日から 5日までインドネシアを訪れ，スハルト大統領らと

会談した。

vスハルト大統領8月に来マか一一インドネシア政府筋が明かにしたところに

よると，スハノレト大統領は 8月にマレーシアを訪問する予定という。

4 B V マラッ力引•Iで労働党員 3 名逮捕さる一一マラッカ州で労働党員 3 名が，反政

府・反 Narayanan（全国農園労働者組合書記長〉デモを指導したために逮捕され

fこ。

vパハン・ジョホーJレ州境で 100万エーカー開拓一一Ghafar無任所相は Kota

Bharuで「政府はノξハン・ジョホール州境沿いの100万エーカーを開拓し，ゴム，

オイノレ・パームを植え付ける」と述べた。

▼マラッカ州 住宅．エ業団地造成一一マラツカチ｜、lのTaib首相は， AyerKroh 

で来年から 700エーカーのジャングルを開拓して住宅・工業団地を造る計画を明

かにした。同首相によれば，これは連邦・州・民間の共同で， 60エーカーは軽工
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業団地とし，住宅地には4千戸を建設する。

V総選挙は来年5月か一一ラーマン首相はアロール・スタール近郊の Gunong

（同首相の選挙区〉で演説し，総選挙が来年5月に行なわれることを明かにした。

T Manickavasagam労相，新しい錫鉱床の開拓を訴える

5 日 vラザク副首相フランスへ一一ラザク副首相は， 5日から 4日間フランスを訪

問し， Fゴール大統領ら政府・国防省首脳と会談したほか，最新戦闘機，ヘリコ

プター，戦車，装甲車を視察した。会談後ラザ、ク副首相は「ドゴール大統領の東

南アジア中立化構想、を支持する。またドゴーノレ大統領は招待を受諾した」と語っ

た。また8日には帰国に当って「フランスは武器購入に長期借款を約束した。現

在マレーシアはアフリカ諸国と競合関係にある生産物を輸出しており，ヨーロツ

パ共同市場に加盟しなければ太刀打ちできない。クープ・ド・ミュルピノレ外相に

加盟支持を要請したJと述べた。

vジョホー11.,1,111でゴム園労働者1300人ストライキ一一一ジョホール州でゴム閏労

働者1300人が，居住地域からゴム園までの専用ノ号ス運賃徴収に抗議してストライ

キにはいったo

vフィリピン人17人逮捕一一移民局の発表によると，サパ警察は4・5の両日

17人の不正入国フィリピン人を逮捕した。

T Ismail前内相，ジョホール11111連合党支部長に就任

7 日 V血債協定外交公文交換一一Ghazali外務次官と小島駐マ・日本大使は，両国

親善支払協定（血債協定〉に関する公文書を交換し，正式に調印した。なお日本

でもこの協定がこのほど国会の承認を得て，政府は実施プロジェクトの選定を急

いでいるという。

V ブルネイ， 2月末現在の新通貨流通高一一在外公館経済速報7日によると，

今年2月末現在のブノレネイの新通貨流通高は 2676万2441.41ドル，昨年末現在で

は2581万7832.81わレ（硬貨74万5817.81ドル，紙幣2517万2506わめという。

(Lee財務長官4月12日発表）。

Vインドネシアとの航空協定成立一一一Sardon運輸相はジャカルタでインドネ

シアとの航空協定に調印した。 これによって MSA,Garudaの相互乗入れが実

現する。

8 日 T Stephens前サバ州首相，駐豪高等弁務官に一一ラーマン首相は，「Stephens前

サパ州首相をオーストラリア，ニュージーランド駐在高等弁務官に任命し，両国

政府の承認を待っている」と語った。一方 Stephens氏は 9日，ラーマン首相に
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感謝していると述べた。

V労相，シンガポールに警告一一Manickavasagam労相は，閣議後の記者会見

で「シンガポーノレに永住権を得たマレーシア人でも一旦帰国すれば手続きの不備

を理由に再入国を拒否されたり， 2週間の滞在期限後強制送還されたりする。こ

のような苛酷な手段はとるべきでないJと述べてシンガポール政府に警告した。

一方シンガポール政府は10日，事実上の拒否回答を行なった。

, MAPA, NUPWの準備会談一一3月の労裁判定実施を取り決めるためのマラヤ

農業生産者協会 MAPA，全国農園労働者組合 NUPWの準備会談が聞かれた。

Vインドネシア，没収ゴム再精練工場を返還か一一インドネシアの Thojib

Hadiwidjaja農園相は，「没収したマレーシア，シンガポールのゴム再精練remil-

ling工場20を返還する用意がある，しかし所有者は新設資を義務づけられる」と

語った。

V退役軍人問題ー一一TheStraits Times 8日によれば，現在全国退役軍人が3

万人ほどおり，その再就職は極めて困難であって，失業問題が深刻化していると

いう。

, Mara基金の 8割が農村から一一原住民信託会議 Maraの債券発行は 8日終

ったが， Ghafar長官の発表によれば 150万枚の 1ドル債券が総て消化され，予

定を30万ドル上回った。このうち80%が農村からの買付けだったという。

9 日 Vラザク副首相， 「英との会談結果に満足」一一9日イギリスに着いたラザク

副首相は，同日ウィルソン首相と防衛問題などについて話し合った。英軍撤退後

のマレーシア軍整備には 1億ポンド（7億3500万ドル〉が必要だといわれるが

（消息筋が9日明かにした数字〉，ラザク副首相はウィルソン首相との会談につい

て「極めて満足」と語った。またマレーシア筋によれば，武器購入量はイギリス

側の借款条件次第といわれる。

V貿易使節団， 9月に東欧へ（？）一一一TheStraits Times 9日社説によれば，

政府は貿易使節団を 9月に東欧に派遣することを考慮中だという。

Vサパ Upko，公式に解党一一67年12月10日参照。

10日 vジョホール州｜でゴム園労働者2千人解雇一一TheStraits Times 10日によれ

ばこのほどジョホール州で2千人以上の大ゴム園 estate労働者が解雇通告を受

けたという。

V国連から 280万ドルの食糧援助一一一国連開発事業部 UNDPとの聞で，向う

5年聞に 280万ドノレの食糧援助を受ける協定が成立した。
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Vルーマニア貿易使節団来マ一一4名から成るルーマニア貿易使節団がマレー

シアを訪れた。 Creanga団長は17日出発にあたって，「両国通商条約は細目で一

致しなかった。ルーマニアは外交関係樹立を望んでいる」と語った。

11日 vラザク副首相， 「ソ連から武器購入の用意あり」一一ラザク副首相はロンド

ンで，ソ連からも喜んで、武器を買う用意がある，と述べたo

vペナンの自由貿易港化問題一一一Tan蔵相は MCAベナン支部総会で演説し

ベナン港の完全自由化を半年内に実現したい，取引拡大のためにまず空港の拡張

が急務であると述べた。

12日 T Bank Negαra総裁渡欧一一BankNegaraの Ismail総裁は12日から17日間ヨ

ーロッパ各国の中央銀行をまわり，29日帰国して西独が造幣局設立に技術援助を’

Deutsche Bankが 2千万ドルの借款を約束したと語った。

V東欧諸国の接近一一ラーマン首相は，最近東欧諸国が外交関係を求めている

と述べた。

Vサラワク・日本間の定期航路聞く一一日本のアジア海運社 Inter-AsiaLine 

のクチン・日本間定期航路第 1船がクチンに到着した。同航路は月 1往復で日本

から種々の物資，サラワクから木材を運ぶ。

v比園田教徒過激派，サバ侵攻を強調一一フィリピンの回教徒団体・北ボノレネ

オ義勇軍 NBVL(2万人）の指導者 MangumaAbu Bakar氏はマニラの新聞紙

上で， NBVLに対しサパ侵攻を訴えた。

13日 V公務員組合の賃上げ要求一一公務員組合 Cuepacsは総会を聞き， Su伍an給

与委員会報告について 2週間以内に話合いを開始するよう政府に要求した。（4月

30日， 5月30日参照〉

▼ジョホール州でゴム園労働者スト――ジョホール州Labisのゴムエステー

トで， 1700人の搾液労働者が就労中の新ゴム園への住居移転を要求してストライ

キにはいった。

14日 Vユーゴの初代大使着任一一コーゴスラピアの初代駐マ大使 BudimirLoncar 

氏が着任し，国王に信任状を提出したc (67年5月6日参照〉

Vオランダはマレーシアの EEC準加盟を支持一一オランダの JosephLuns外

相はラザ、ク外相歓迎会で演説し，マレーシアのヨーロッパ共同市場 EEC準加盟

を支持すると述べた。またラザク副首相の出発に際して発表された両国共同声明

には，オランダは今後もマレーシア援助を続けると述べられている。

15日 ▼マラッカ州で海底錫鉱脈試掘始る――マラッカ沖の海底錫鉱脈の試掘が
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Sharikat Lombong clan Perusahaan Melayu Melaka社とカナダの PlacerDe-

velopment社との共同で開始された。試掘費用は 100万ドノレで，本格的採掘が始

れば，資本金1億ドノレの合弁会社（Placer社51%，国内民間会社および連邦政府

25%，州政府24%）を設立する予定。

vケランタンのトロール漁問題一一Ghazali農業相はコタ・パノレーで，ケラン

タン州政府はトローノレ漁導入に厳しく反対しているが，他にトロール漁基地が見

当らないので，なお折衝を続けたいと述べた。

l Umno支部は 3566一一統一マレ一国民組織 UmnoのMusaHitam中央委員

は，同党支部数が3566であることを明かにした。

16日 vゴム園労働者5千人以上が失業一一Manickavasagam労相はマラヤ農業生産

者協会 MAPA，全国農園労働者組合 NUPW代表との会談で， 3月23日の労裁

判決以来， 「判決が浜って解釈されたために」 5千人以上のゴム園労働者が失業

したことを明かにした。この会談で同労相は MAPAに対し，解雇を 8月まで延

期するよう要請したという。一方これについての NUPWの Narayanan書記

長は「6803人が解雇通告を受け全国にストで広がっている。双方の自重を望む」

と述べた。

Vケダ州 SungeiPatani近郊でゴム国労働者スト一一ケダ州 SungeiPatani近

郊の 3エステートで搾液労働者が解雇に抗議してストライキにはいった。

l EECとの提携強化一一一ラザ、ク副首相はプリュッセル空港で， EECとの協力

強化を訴えた。またこの日 EECのSandri副理事長，ベルギーの Winte貿易相

らと会談し， EECと東南アジア諸国の協力の必要を強調した。さらに18日には

兵器工場を視察し， 「ベルギーのすぐれた小型兵器を購入したい」と述べた。

17日 V野党連合は失敗？一一マレーシア人民運動 GRMの Tan書記長は野党連合

について「GRMは民主行動党 DAPが名前を変えるならば，その指導を受け容

れでもよい。しかし吸収でなく， PMIP，人民党，労働党も含めた統合の形でな

ければならないJと述べた。一方人民進歩党 PPPの Seenivasagam委員長は

28日「来るべき総選挙のために野党連合を作るような試みには今後一切加わらな

い」と語った。

V英軍武器をシと配分一一ラーマン首相はシンガポール政府に対し，英軍撤退

後に残された武器を分け合うよう提案し，シンガポール軍人のマレーシア駐留を

認めると述べた。

Vサラワク第 1区で外出禁止令一一サラワク第1区のBauでゲリラの潜入が伝
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えられたため，夜間外出禁止令が布かれた。なお20日にはサラワク人民ゲリラ軍

PGRS 2人が政府軍に殺されたという。

V日本からの建設機械輸入難行一一一石川島コーリング，日立製作所など 6社に

よるマレーシア向けパワー・ショベノレなど建設機械約7億円の輸出成約は，日本

の国産建設機械の初のマレーシア進出として注目されているが，その資金源にあ

てられる予定であった日本からの対マレーシア円借款の適用で日本政府内部の見

解が対立していることから，先行き予断を許さない情勢になった。これは円借款

適用に当って通産，外務両省の積極論に対して肝心の大蔵省が「こんどの円借款

適用申請は日本とマレーシアの基本的了解事項に反する」と反対しているため

で（注）， イギリスの独占市場だったマレーシアに対する日本の国産建設機械進出

の突破口になるものと期待され，しかも米，英，西独，仏など有力海外メーカー

としのぎを削って成約にこぎつけたこの商談も，思わぬ“伏兵”にぶつかって前

途は多難。業界では輸出振興の上からも，大局的なな立場から大蔵省が適用認可

に踏み切るよう強く要望している。

（注〉 大蔵省では対マレーシア円借款供与にあたっての基本的了解事項で円借

款の適用は日本商品を総額の50%以上購入するケースに限られるとなってい

ると主張。こんどのマレーシア公益事業庁の国際入札は総額15億円と業界側

では説明しているが，実際は20億円におよぶとの見方もあり，日本側 6社の

受注は50%を大きく割込んでいるとしている。

18日 ▼ジョホール州でダム完成――ジョホール州Lipis地区のTanjong Besarダ

ムがこのほど完成した。このダムは総工費4万ドノレで， 600戸の米作農民が二期

作を実現できる。

19日 vラザク副首相，西独訪問一一19日から 5日間西ドイツを訪問したラザク副首

相は22日，プラント外相らとの会談について， 「私は PortSwettenham港湾拡

張事業，発電所，肥料工場などへの援助を要請したが，ボンの指導者は考慮する

と約束した。マレーシアと EECの提携強化についても支持を得た」と語った。

Vハイレセラシエ・エチオピア皇帝来マ一一ーエチオピアのハイレセラシエ皇帝

が19日から 5日間マレーシアを訪問し，ラーマン首相らと会談した。 23日j発表さ

れた両首脳共同声明は，第3回非同盟諸国首脳会議開催と両国経済文化協定締結

に同意したと述べている。

20日 V錫鉱山の閉鎖一一マラヤ諸州鉱山会議所 SMCM年報によると，昨年末の錫

鉱山数は gravelポンプ使用鉱山 960C 1昨年末より61減）， dredge使用鉱山 66

(64年末より 3減）であった。閉鎖の原因は錫価格の急落で，昨年のピクル当り
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平均600.09ドルは， 64年（平均455.40ドル〉以来の最低であった。

V自動車組立工場を制限一一日刊工業新聞20日によれば，政府は自動車組立工

場数の制限と一定の車種への制限を公示した。これによって既に許可された 6工

場とあらかじめ商工省の特別許可のあったもの以外は建設されなくなる。なおこ

れまでにイギリス，スウェーデン，イタリア，フランス，西独の30メーカ－90車

種の組立が計画され一部はすでに操業している。

vブルガリアと通商条約締結一一クアラノレンプールで、ブルガリアとの通商条約

が調印された。同条約は相互に最恵国待遇を認め，通商代表部設置をうたってい

る。調印後ブルガリアのスタンチェフ駐シンガポール領事は，合弁事業の設立と

外交関係樹立を望むと述べた。

Vインドネシア海軍，マレーシア漁船6隻を掌捕一一一インドネシア海軍は，同

国領海内でマレーシア漁船6隻（乗組員合計15人）を掌捕したと発表した（27日

釈放〉。一方 TheStraits Times 27日によれば，ジョホール州では100隻以上の

漁船が牟捕を恐れて出漁をやめたという。また Pontian漁民連盟の TanKim 

Teng会長は 28日政府に対し，「マレーシア側水域に漁場はない。インドネシア

側水域での操漁を許可するよう交渉すべきである」と訴えた。

V国営通信社 Bernama，営業開始

v留置比国人の一部を釈放一一一サパ検察当局は， 3月に逮捕したフィリピン人

のうち一部を釈放したと発表した。

l Tugau総一人民党， Pesaka覚に加入か一一サラワクの Pesaka党と Tugau統

一人民党 UPPとの間で数週間続けられていた話合いが終り， UPPを解党して

党員4千人全員が Pesaka党に加入することに意見の一致をみたという。

Vサバ帝石も新開発権一一サパ帝石（帝国石油の 100%出資の子会社〉はサパ

州政府との聞にボルネオ島東北端の 2万平方km（ほぼ四国と同じ〕に及ぶ地域につ

いて石油の探鉱開発権を取得する契約に調印した。

同社は39年7月， 同州のセパチック島（355平方km）の石油開発権を得たが，

今度の契約は，はるかに広大な地域を含み，同社は本年度中に地震探鉱と地質調

査を進める計画という。

サパ州、｜は有望な石油開発地点と目され，これまでにもエッソ，シェノレ， SNPA

（フランス〉などの国際資本が争って開発権を得ており，サパ帝石は同地の国際

石油開発競争に大きく割込んだもの。

試掘が成功すれば， 1971年中にも原油採取に入れる見通しだが，その際の利権
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料も原油で5～12.5%，天然ガスで3～5%という条件になっている。

21日 f Ghafar Mara，長官， Fama長官も兼任一一TheStraits Times 21日によれば，

原住民信託会議 M訂 aのGhafar長官は連邦農業市場局 Fama長官も兼任してい

る。 (3月24日参照〉

Vサパ，前 Upko副委員長，サパ関係相に一一一サノξ州議会の HajiKassim議長

は18日，昨年11月解党した UpkoのGanieGilong副委員長が州議員を辞任した

と発表した。一方 Mustaphaサパ州首相は 20日，ラーマン首相の要請により，

Ganie氏の連邦政府サパ関係相就任を認めたと述べた。

22日 Vサラワク Miriで20時間の外出禁止令一一サラワク警察は22日， 16日Miriで

前サラワク統一人民党 SUPP党員2名が裏切り者として殺されたため，同地に

20時間の外出禁止令を布いたと発表した。一方TheStraits Times 27日によれ

ば， Miri地区では警備強化のため食糧不足が深刻になっているという。

23日 Vラザク副首相訪ソ一一一ラザク副首相は23・24の両日ソ連を訪れ，ポドゴルヌ

イ中央幹部会議議長，グロムイコ外相らと相互協力，ベトナム問題などについて

話し合った。

f Tan蔵相，防衛費増額を説く一一Tan蔵相は記者会見で「増税もしくは他分

野経費の削減によって防衛費を増大させねばならない。ヨーロッパ共同市場 EE

Cへの参加は条件次第だ」と語った。

V教員組合， MTUC指導部に自己批判を要求一一全国教員組合 NUTの機関誌

Educator最近号は，先のメーデー集会が失敗したことに関してマレーシア労組

会議MTUC指導部の自己批判を要求した。なお NUTはMTUCに加盟している。

V連邦政府，サラワクの開田に 300万ドルの支出を認める

vサバで徴兵登録始る一一サパ州で18～25才の青年を対象に徴兵登録が開始さ

れた（ 6月13日まで続けられる予定〉。

25日 f Jengka三角地域の開拓状況”一一TheStraits Times 25日によると， Jengka

三角地域の開拓は，昨年1月に開始されて以来8千エーカーに達した。同計画の

総開拓面積は15万エーカーで， 6万人を入植させる予定。

vブルネイ地方議会選挙ー一一この日行なわれたプノレネイ地方議会選挙で，唯一

の政党プノレネイ解放戦線 BFFは，総議席数55のうち24を獲得したにとどまり，

3地域で過半数を割った。

（注〉 この選挙にはかつて反乱に加わった者も32人立候補したが当落は不明。

なお有権者数 1万8千，投票率70%だった。

q
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マレーシア（ 5月〉

26日 vラザク副首相帰国一ーヨ5日間にわたる西欧・ソ連旅行から帰ったラザ、ク副首

相は，空港での記者会見で次のように語った。

デンマーク，ベルギーは農業開発援助を約束した。フランスは現在供与の 1億

フラン（6300万ドル）の上に，適当な開発計画に対しては同額またはそれを上回

る借款供与も考慮すると約し，西独，ベノレギーも計画が具体的になれば援助増額

もあると表明した。また西独における外債発行は有望である。 EEC6ヵ国のう

ちフランス，オランダ，ベルギー，西独がマレーシアのヨーロッパ共同市場 EE

C加入に賛成した。ソ連の指導者はマレーシアの立場を理解し，自主外交政策を

評価した。

vマ政府，ミンダナオ，スルの比国からの分離を図る？一一フィリピンの C・

アグラナ議員（ナショナリスタ党）は，マレーシア政府がミンダナオ島，スノレ島

のフィリピンからの分離を画策していると非難した。

f Famα，サラワクのペパー取引に介入？一一連邦農業市場局 Famaの Abdul

Azii Yassim副長官は，サラワクのベパー輸出振興のため， Famaがペパー市場

に介入する一方，取引業者を登録制にする計画のあることを明かにした。

f Lim商工相，外人ゴム取引業者削減を訴える一一Lim商工相は， ゴム価格維

持のため外人ゴム取引業者を減らし，マレーシアで直接取引するよう訴えた。

f Manickavasagam労相，パキスタン訪問

27日 V合弁自動車組立工場創業一ードイツの Volkswagen，日本のトヨタ，アメリ

カの GeneralMotors，イギリスの Rover,Vauxhallなどの合弁自動車組立工場－

Motor Investments Beruhad (Batu Tiga）が生産を開始した。当面日産40台で，

従業員は7月までに 503人になる予定。

f MTUC, ILOに団結権侵害を提訴か一一6月4日からジュネーブで聞かれる

ILO総会には，労働者側代表として労組会議 MTUCのZaidi書記長が出席する

が，同書記長は出発に当って，団結権を抑圧している労働組合法，労働関係法に

関して，政府を提訴すると語った。

vスル島前スルタンは謀殺された（？）一一前カリマンタン解放軍司令官の Kifli

将軍は，フィリピンのマルコス大統領にあてた27日付の手紙の中で， 「スル島の

前スルタン Amilbangsa（今年2月死亡）はサパのフィリピン帰属を望んでおら

ず，謀殺された疑いがある。スノレのスルタンはプノレネイのスノレタンからサパ統治

を依嘱されていたに過ぎず，フィリピンのサパ請求権には根拠がない」と述べた。

28日 Vマレーシア人民運動 GRM，正式に登録を認められる
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29日 Vガンジー・インド首相来マ一一インドのガンジー首相が29日から 3日間マレ

ーシアを訪問し，ラーマン首相らと会談した。ガンジ一首相は工業化援助，文化

協力，合弁事業，インドで、のマレーシア軍人の訓練などに同意したという。

v対インドネシア貿易の改善ー一一来マ中の MohamedYusofインドネシア貿易

相と Lim商工相との間で，両国貿易改善のため合同委員会を設置することが取

り決められた。なおインドネシアとの貿易は61～63年平均2億7千万ドノレだった

ものが対決で激減し，昨年はようやく 7千万ドノレまで回復した。

30日 V政府，公務員の賃上げ要求を拒否一一政府は次のような声明を発表して公務

員の賃上げ要求を拒否した。

Su伍an委員会（注）の勧告をそのまま実施すれば，連邦・州・鉄道などの公務員

賃銀のために年間9600万ドノレ，その他の政府関係機関を含めると年1億ドル以上

の追加支出を余儀なくされる。この追加分を捻出するためには所得税を30%，輸

入関税を20%増徴せねばならないが，それは不可能である。失業問題の解決，開

発計画の実施のためには，経済の安定を損うような無謀な行為をすべきでない。

従って政府は肉体労働者，軍人についてのみ，来年1月1日から総額年500万ド

ルにのぼる賃上げを認め， Su伍an委員会勧告の実施は当分見合わせる。男女賃

金平等化も原則としては認めるが，現在は実現できる段階ではない。

（注） Su伍an委員会では 66年1月から 1年半，当事者間で公務員賃金につい

ての非公式な意見交換を行なっていた。 67年7月に提出され，この31日に公

表された同委員会報告書には，（1）煩雑な賃金体系を簡略化し，将来は正規雇

用＝恩給取得者と臨時雇用の 2種に大別すること，（2）賃金を私企業の同職種

賃金に見合うものにすること，（3）住宅建設費を国家が補助すること，（4）サノミ

の物価高を考慮し，賃金を20～40%他地域より高めること，などが彊われて

し、る。

V英援助は2500万ポンド一一一ラザ、ク副首相が明かにしたところによると，同副

首相とイギリス政府との話合いで決定された援助額は2500万ポンド C1億8375万

わけで， 25%は贈与， 75%は返済期間25年（据置き 7年を含む）の無利子借款

である（目。一方 Tan蔵相によれば，英軍撤退のためにマレーシアが必要とする

金額は 6億ドルという。

（注〉 この割合および借款条件はシンガポールも同じ。

V実，軍事施設を無償供与一一イギリスのプレンティス海外開発相は議会で，

マ・シ両国からの撤兵後，基地および付属施設を無償で供与すると述べた。

Vインドネシア・ベナン聞の直接貿易一一来マ中のインドネシア貿易代表団と

戸
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シンガポール（ 5月〉

ベナン州の王保尼首相との間で，直接貿易促進についての話合いが行なわれた。

31日 V公務員組合，政府を非難一一公務員労働組合会議 Cuepacsの Narendran書

記長は， 30日の政府回答を拒否し， 6月3日に緊急闘争委員会を聞いて今後の闘

争方針を協議すると述べた。またマラヤ鉄道労働者組合 RUMの Yahaya委員

も「我々は最後の闘争を準備している」と語った。

シンガポール

3 日 V国務相任命一一一政府は 3日， 4名の国務相と 11名の事務次官， 3名の政府次

官を任命した。 （資料参照〉

Vインドネシアとの通商条約成立一一一来シ中のインドネシア代表団との聞で3

日，次のような両国通商条約が締結された。なお海運協定 ShippingAgreement 

は成立しなかった。

インドネシア政府は，自国に居住し政府許可証を有する者に対して，ー配船

600ドル以下（使用船 15nf以下）のパーター貿易を認める。インドネシアの輸

出品は国産品，輸入品は生活必需品，生産原料に限定される。両国政府はそれ

ぞれ輸入に際して許可証の検査を行なう。

6 日 V新国会聞く一一総選挙後初の議会が聞かれ， Yusof大統領は，開会演説で英

連邦諸国との協力による防衛力の強化，経済成長の促進，諸困難に対処するため

の国民的自覚の高揚を訴えた。

3月中に成立した法案は次の通り。

0ジュロン市運営局法：ジュロン工業団地運営権の一部を経済開発庁 EDB

からジュロン市運営局に移管させるもの。

0開発借款（修正〉法：国内での無記名公債発行権を与えるもの。

0国外借款法：国外借款最高限度額，返済期間を蔵相の勧告に基づき大統領

が定めるもの。

0財政手続き（修正）法：特別例外支出 extraordinalyand unspecified ex-

penditure認可権を議会に与えるもの。

0亡命者引渡し法：必要な場合政治亡命を認めるもの。
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シンガポーノレ（ 5月〉

0東南アジア研究法：東南ア研究所 SEASI設置を規定したもの。

そのほか，この国会には雇用法，憲法修正案が提出され，大きな問題になった。

雇用法は政府によれば労働条件の均一化を目指すもので，

(1) 事務職労働者の労働時間を週39時間から44時間に延長（注）。

(2) 有給休暇を年15日から11日に削減。

(3) 超過勤務を月48時間で頭打ちとし， 1時間当り超勤手当および休日出勤

手当は従来基本金額の 3倍だったものを 2倍とする。

(4) 停年を55才とする。

(5) 病休を年間28日に制限する。

(6) 退職金を制限する。

(7) 労働力計画委員会を設立し，技術系学生の増員を図る。

(8) これらの規定は公務員には適用されない。

などが骨子となっている。これに対しては社会主義戦線 BS，工業労働者組合I

WUばかりでなく，全国労働組合会議 NTUCも強く反発している。

一方憲法修正案は，（1）副大統領制の導入，（2）大蔵大臣が必要とみなし，公表す

べきでないと判断した場合，経常勘定その他からの支出を認め得る，、但しその額

は前年度追加予算の当該部門における支出のMを上回ってはならない。などを規

定したものO

（注〉 現在の登録数によると，週44時間の労働者16万5000人， 39時間（＝事務

職） 3万3500人。

8 B V経済開発の具体案一一議会に提出された経済開発計画案は次の通り。

0診療費の徴収。

0公益事業庁 PUB開発投資に今年度1億4000万ドノレ出資。

O Woodlands, Nicoll Highwayなどの新規埋立て事業の調査。

0国有地を民間開発事業に提供。

0第2次5ヵ年計画期間中，都市再開発に 1億2500万ドルを出資（注〉。

0向う 4年間に公共建設局 PWD投資を 2億5000万ドル増加。

0二つの高速道路建設のため追加借款を求める。

0農業多様化と沖合・深海漁業の促進。

0熱帯魚，蘭の育成振興。

0歯科教育の促進。

（注〉 このうち住宅建設は当初予定の年 1万2000戸から 1万6500戸に増大。
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9日 V労働許可証取消し問題一一Lee首相は議会で， 72年までに充全な軍隊を作り

あげること，生産性を高めることを強調し， 4万5000人の外人労働者（マレーシ

ア人とインド人がほぼ半々）のうち6500人は非熟練労働者であり，シンガポーノレ

人と置きかえるのが適当だと語った。またマレーシアとの人口移動について， 65

年の独立以来3万5000人がシンガポールに移住し， 6000人がマレーシアに移住し

たと述べた。

Vタバコ消費税引上げ一一大蔵省はタパコ消費税をマレーシアと同率にするた

め，小幅の引上げを行なった。

12日 V東南ア経済人会議聞く一一米国スタンフォード研究所主催の東南アジア経済

人会議が11ヵ国 170人の代表を集めて12日から 4日間シンガポールで聞かれた。

会議では東南ア諸国連合 ASEANに常設委員会を設置する問題，観光事業，輸

送事業における地域協力，アジア投資会社設立構想、などが取り上げられた。

アジア投資会社については全員が原則的に賛成し，特別委員会を結成して具体

案を検討することになった。特別委員会は，（1）各国の出資割当をどうするか，（2)

出資を各国の自国通貨とするかドノレとするか，（3）設立時期をいつにするか，など

につし、て詰めることになった。またシンガポール代表から，マレーシア，タイと

の三国共同海運事業の提案があり，フィリピン代表からASEAN共同市場化構想

が提起された。

（参加国〉 シンガポーノレ，マレーシア，インドネシア，タイ，フィリピン，

ブルネイ，アメリカ，日本，香港，カナダ，オーストラリア。

，新雇用創出問題一一経済開発庁 EDBのLimHo Hup局長はラジオ放送で，

毎年労働市場に加わる新規学卒者2万人の雇用を創出するため， 1人2万ドルと

して 4億ドルが必要だと述べた。

V電話通信網の発達一一TheStraits Times 12日によると，現在の電話台数は

10万8272台で需要は年13.1%の増加を示し， 5ヵ年計画予定を 5%上回っている。

また電話局 STBの今年度予算は1560万ドル，来年は1600万ドルが見込まれてい

る。一方電話局の従業員は王助主1400人という。

13日 V日本などに青年問題視察団一一21名から成る国民協会PA代表団がタイ，カ

ンボジア，香港，日本に向けて出発した。一行は訪問先各国で青年問題の視察に

あたる。

14日 Vアラブ連合大使に李国務栢を任命一一政府は AhamadIbrahim駐アラブ連

合大使の後任に，李畑才 LeeKhoon Choy国務相（総理府〉を任命した。閣僚
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の大使就任はこれが初めてである。

vアメリカ，電算機組立工場を設立か一一東南ア経済人会議に出席しているア

メリカ PacificAssemblers Co.のG.L. Ness社長は，近くシンガポールに合弁

電子計算機組立工場を設立する予定のあることを明かにした。部品はアメリカで

生産したものを使うが， Ness社長によれば完成品の生産費はアメリカで組立て

るよりも70%安上りという。

’日本との合弁プラスチック工場一一住友ベークライト，関谷産業と SimLim 

Investments Ltd. （森林企業有限公司）との合弁会社， Decola(S’pore) Ltd.が正

式に発足した。同社の当初従業員は 25人で， 12月までのプラスチック生産量は

450万平方フィートの予定。なお機械はスウェーデンから，原料は日本からの輸

入。また従業員は日本で訓練を受けていた。

v日本がマラッカ海峡を調査一一日本の運輸省は，マラッカ海峡を航行する大

型タンカーの安全を確保するため，同海峡の新海図作成，灯台，ブイなど航路標

識の設置を目的とする予備調査隊を同海峡に派遣する意向で検討を開始したコ(1

月5日参照〉

16日 v豚・家禽研究訓練所設立一一政府と国連食糧農業機構の共同事業である豚・

家禽研究訓練所が，このほど開設された。

17日 Vスイスとの合弁時計組立工場一一スイスの Titus時計会社とシンガポーノレの

Harper Gilfillan & Co., Choo時 HaiCheong （個人〉との合弁時計組立工場

United Precision Insturments Ltd.が生産を開始した。同社は払込資本金50万ド

ノレ，当初従業員30人で製品の80～90%は輸出向けになる予定。

vフランスとのニ重課税問題の話合い一一フランスの貿易代表団が来シし， 25

日には二重課税回避で、原則的な意見の一致をみた。

Vルーマニア貿易使節団来シー－0 ・クレアンガ氏を団長とする 4名のルーマ

ニア貿易使節団が来シした。クレアンガ氏は23日，数ヵ月以内に通商代表部を設

置したいと述べた。

18日 T Lim国防相，ラーマン提案を歓迎一一Lim国防相は，マ・シ両国が英軍武器

を分け合うようにとのラーマン首相の提案を支持すると述べ，更に防衛問題に関

する両国公式会談が数ヵ月来続けられていることを明かにした。 （マ日誌17日参

照〉

T Lim国防相，外国系企業に防衛基金への出資を呼び掛け

19日 vガンジー・インド首相来シ一一インドのガンジー首相が19・20の両日シンガ
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ポ－；レを訪れ， Lee首相ら政府首脳と会談した。 20日発表された両国共同声明に

は，貿易・技術・文化面における協力強化と両国通商条約締結に原則的に合意し，

合弁機械工場設立に同意したと述べられている。なお英軍撤退後失業する英海軍

ドックのインド人労働者（ 6千人）の問題についても話し合いが行なわれたとい

っ。
20日 Vアジア地域生産性会議開く一一国家生産性センター NPC主催，西独 Frid-

rich Ebert財団後援のアジア地域生産性会議が20日から 5日間シンガポーノレで‘

聞かれた。参加国は次の10ヵ国。シンガポール，マレーシア，台湾，香港，イン

ドネシア，日本，韓国，フィリピン，タイ，セイロン。

V高速巡視艇6隻を建造－VosperThronycroft Unionはこのほど海軍から

6隻の高速巡視艇の発注を受けた。

21日 f Lee首相訪英一一Lee首相は21日から30日までイギリスを訪れ，ウィルソン

首相， トムソン連邦相，ヒーリー国防相ら政府首脳，および保守党指導者，財界

代表と話合いを行なった。これら一連の会談の結果，（1）近く練習機12機を買入れ

る，（2)Bloodhoundミサイノレなどを残す，（3）英軍需工場の民間移行では英企業を

優先する，（4）海軍ドックの民間移行では SwanHunter社との問で意見が一致し，

．秋から着工，（fi）空軍訓練所設置，などの合意を見た。なお71年までの英援助5千万

ポンドの細目については更に話合いを続けることになった。 （マ日誌30日参照〉

Lee首相はこのあとフランスを訪問する予定だったが，フランスの政情不安の

ため延期した。また留守中の首相代理は従来は Toh前副首相だったが，今度初

めて Goh蔵相が務めた。

24日 Vハイレセラシエ・エチオピア皇帝来シ

V漁船がインドネシア領海を侵犯一一アンタラ通信は，シンガポールの漁船が

頻繁にインドネシア側領海を侵犯していると非難した。

25日 V南洋大学の学位，公認さる

26日 v自動車冷房器工場創業一一シンガポール初の自動車冷房器工場 Patco(S) 

Ltd. Cアメリカの Tropi聞coolCar Air-Conditioners lOOo/o出資〉が生産を開始

した。当初従業員は50名。

’電気機器工業の発展一一一TheStraits Times 26日によると，電気機器産業は

65年の 6工場から現在24工場従業員2千人（うち創始産業指定会社1500人〉に拡

大し，輸出額も65年の 110万ドルから昨年は 300万ドルに増大した。

27日 f Jek文化相，「外人熟練労働者の入国を歓迎」
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シンガポール（ 5月）

28日 f Lee首相，ベトナム和平を論評←一一Lee－首相はロンドンでの記者会見でベト

ナム戦争について次のように語った。

アメリカで新大統領が選出されるまでパリ和平会談では解決はもたらされな

いだろう。会談による解決があるとすれば，アメリカは撤退を受け容れあらゆ

る勢力の参加する政権の樹立を認めねばならないだろう。アメリカは自らの無

謬意識を改め，アジア駐留をより効果的にしなければならない。

V経済開発庁，ホテル経営に乗り出す一一都市不動産会社 Townand City 

Properties Ltd.スポークスマンの発表によると，経済開発庁EDBは同社が建設

中の MingCourtホテノレに 250万ドルの投資， 500万ドルの融資を行なう。

v防衛基金， 450万ドルを越す

29日 Vオーストラリア資本，空軍基地の転用を申入れ一一オーストラリアの Haw-

ker de Havilland Australia Pty社は政府に対し， Seletar空軍基地を同社が飛

行機修理工場に転換したいと申し入れた。

30日 Vアラブ連合と通商条約締結

f ECAFE動力資源部会聞く－ECAFE動力資源部会が27ヵ国75人の代表を集

めて30日から 6月 6日までシンガポーノレで聞かれた。大会の席上公益事業庁 PU

Bの王瑞露長官は，シンガポーノレが原子力開発を推進すること， 67～71年に電力

開発に 3億0500万ドル（うち 1億2340万ドルを PUBから〉を支出することを明

かにした。

31日 ，初代駐日大使任命一一政府は初代駐日大使に洪国平 AngKok Pengシンガ

ポーノレ大講師（台湾生れ〉を任命した。同氏は 2～3週内に赴任する予定。

Vユーゴ大使，信任状提出一一一ユーゴスラピアの BudimirLoncar初代マレー

シア大使がYusof大統領に信任状を提出した。同大使はジャカノレタに駐在し，イ

ンドネシア，マレーシア大使も兼任している。 （マ日誌14日参照〉

V生計費上昇は不可避一一Goh蔵相は製造業者協会の年次大会で次のように演

説した。

シンガポールではこれまで生計費の上昇は微少なものであった。即ち60年か

ら67年までに11.6%増大しただけであり，それも主に欧米からの輸入品の値上

り，輸入米価の上昇によるものであった。しかし今後は，失業問題を解決し工

業化を促進するために，生活費の上昇は不可避であろう。

v非同盟会議に出席か一一消息筋によれば，シンガポーyレ政府は来年2月イン

ドで開かれる第3回非同盟諸国首脳会議に出席する予定という。
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マレーシア，シンガポール（ 5月〉

I マレーシア連邦政府閣僚（ 5月末現在〉

首相・外相 Tengku Abdul Rahman (65) 

副首相・国防相・内務相 Tun Abdul Razak (46) 

国家・農村開発相

副内務相

土地・鉱業相

保健 相

司法相

運輸相

農業・協同組合相

教育相

同 副相

福祉 相

情報・放送相

文化・青年・体育相

同 国1］相

蔵 キ目

商 工 相

同 副本日

住宅・地方政府相

建設・郵政・通信相

労 働 本日

サラワク関係相

II 

Hamzah bin Dato Abu Samah 

Abdul Rahman Ya’akub (40) 

呉錦波 NgKam Poh* 

Bahaman bin Samsuddin本（62)

Dato Sardon bin Haji Jubir (51) 

Haji Mohamed Ghazali ( 44) 

Mohamed Khir Johari (45) 

李孝友 LeeSiok Lew (44) 

Haji Abdul Hamid Khan 

Senu bin Abdul Rahman (49) 

II 

Engku Muhsein bin Abdul Kadir (40) 

陳修信 Tun Tan Siew Sin (52) 

林瑞安 LimSwee Aun (53) 

Abdul Taib bin Mahmud* (32) 

許啓謀 E三hawKai Boh (50) 

Tun V. T. Sambanthan (49) 

V. Manickavasagm ( 42) 

Temenggong Jugah anak Barieng (64) 

サパ関係相 Ganie Gilong (36) 

無任所相 Abdul Ghafar bin Baba* (43) 

II 翁銃麟 Dato Ong Yoke Lin (51) 

（＊は3月14日新たに任命されたもの，同日日誌参照。カッコ内は年齢〉
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マレーシア，シンガポール（ 5月〉

首 中目

II シンガポール政府閣僚（ 5月末現在〉

李光耀

科学・技術相

蔵 本目

外 相・労働相

文 イじ 相

教 ＝円to;; 相

内務・国防相

通 信 本目

保 健 キ目

社会福祉相

法務・国家開発相

国務相（内務・国防）

，， （外 務）

II （ 総理 府）

，， II 

？背 費 支
共出問

J民ーι~、， 

投 資 支

7民.i'・ 二、 共

財圏・内サー総ビス支収支出 I 

国民総生産｜

杜進才

呉慶瑞

S. Rajaratnam 

易潤堂

王邦文

林金山

楊玉麟

察善進

Othman bin Wok 

E.W. Barker 

黄循文

Rahim Ishak 

李畑才

Tuan Haji Ya’acob biu Mohamed 

E マレーシアの経済指標

(Bank Negara年報 1967より〕

国民総生産 GNP （市場価格， 100万ドル〉

1965 1966 1967 ｜増加率附6

6,960 7,431 7,738 4.1% 
5,386 5,646 5,803 2.8 
1,574 1,785 1,935 8.4 

1,637 1,711 1,680 -1.8 
1,011 1,069 1,023 -4.3 
626 642 657 2.3 

8,597 9,142 9,418 3.0 
131 101 84 

8,728 9,243 9,502 2.8 

1,634 -5.0 
0.17 
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マレーシア，シンガポール（ 5月〉

国際収支および金外貨準備高 (100万ドノレ）

1965 1966 1967 

輸 出 3,752 3,808 3,685 

輸 入 3,226 3,254 3,163 

貿 易 収 支 526 554 522 

貿 易外収支 -395 -453 -438 

移 転 収 支 - 71 - 92 一130

経常収支｜

民間長期資本収 支｜

政府長期資本収支｜

政府短期資本収支｜

その他短期資本・誤差 ！ 

総 合収支｜

金外貨準備｜

（注） 1967年は未確定数字。
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- 46 

135 

118 

-183 

-271 

134 

2,612 

-247 

1,963 

1965 1966 

(100万ドル〉

四67 ＇＼増加率 67

主要品目別輸出額

ゴ ム 1,462 1,474 1,275 -13.5% 

錫 872 792 756 - 4.6 

原 木 262 385 476 23.6 

製 材 95 82 107 29.4 

鉄 鉱 石 161 136 122 -10.4 

バーム油 107 120 115 - 4.2 

パーム核 9 9 7 -21.5 

ココナッツ油 18 22 25 14.0 

コ フ フ 24 18 7 -64.1 

パイナップノレ缶 41 44 44 

胡 根 44 35 37 4.8 

ボーキサイト 14 17 14 -17.0 

そ の 他 673 711 736 3.5 

計 つ山QU
 

司

t
，
 

q
u
 

3,845 噌

iワ副
司

tq
u
 

- 3.2 

一（ 120 )- A
せっ店内＆



シンガポール（ 5月〉

(100万ドル）

マレーシア，

字数定

I
l
i－
－

－

i
l
i－
－

1
1
1
1

－

一

確

未＋J
品年弓

4
n
h
りnu 

唱

i

% 
25.6 
5.2 
13.5 
0.5 

7.6 
23.6 
21.7 
2.3 

848 
171 
448 
15 

252 
782 
720 
77 

% 
24.8 
4.8 
12.9 
0.5 

7.5 
23.6 
23.7 
2.2 

額

円。Mm

一i
1

1

1

1

1

1

l

i

l－
－

噌

i

入

839 
164 
437 
15 

252 
797 
800 
75 

輸Bリ

% 
26.0 
7.1 
11.6 
0.5 

7.0 
24.0 
21.7 
2.1 

目項

873 
238 
389 
18 

234 
804 
729 
71 

食・飲料，タパコ
工業原料
鉱物燃料
動植物性油脂

化学製品
工業製品
機 械・車柄
その他

100.0 3,313 100.0 3,379 100.0 3,356 計

サパ州の貿易実績

（在外公館経済速報 6月1日号より）

主要品目別輸出額 (100万ドル〉

N 

（注〉

316.9 
26.3 
7.1 
5.7 

5.3 
2.4 
1.6 
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409.6 358.3 計そ の 他 共

(100万ドル〉額別輸項 入目

1967 

飲鉱動食天然産植料料物物・・（動除タ物燃バ料物油油コ

57.7 57.4 63.6 68.2 
41.2 50.8 26.6 29.5 
12.2 10.1 9.4 6.4 
26.7 29.1 37.0 24.1 
2.2 2.7 2.5 2.8 

霊化工そ業製学械品の・（車除製雑貨轍他貨品) I 
13.5 13.6 16.4 16.9 
45.5 48.2 50.0 46.4 
70.6 86.7 99.9 94.7 
25.5 24.7 27.0 29.0 
7.4 12.9 14.3 12.2 

1966 1965 1964 

330.2 
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マレーシア，シンガポール（ 5月〉

国別輸出額 (100万ドル〉

1964 1965 1966 1967 

日 本 129.1 153.9 211.3 253.2 

シンガポール 31.4 43.1 40.9 32.3 
4ロa、 湾 4.4 9.5 16.0 20.1 

フィリピン 28.7 42.2 16.0 16.8 

イ ギリ ス 6.3 6.0 7.0 8.5 

オーストラリア 8.0 7.8 5.1 8.3 

香 港 13.1 7.4 8.7 6.9 

そ の 他 38.9 35.1 53.3 63.5 

国別輸入額

1964 1965 1966 1967 

シンガポール 36.7 41.9 51.4 48.7 

イ ギリ ス 61.7 66.8 71.4 48.6 

西マレーシア 12.3 17.8 32.6 40.3 

日 本 25.4 23.9 28.7 38.4 

アメ リ カ 27.7 40.4 37.3 35.6 

香 港 41.0 49.8 28.0 31.6 

中国・マカオ 15.2 18.4 22.2 27.6 

タ イ 14.1 14.1 13.5 14.4 

そ の 他 68.4 63.5 61.6 45.0 

V サラワク州の貿易実績

主要品目別輸出額

1964 1965 1966 1967 

原 木 30.4 47.3 82.5 99.9 

製 材 31.9 35.2 26.3 36.2 

ゴ ム 60.1 59.5 46.2 32.3 

自 胡 楓 16.3 19.2 20.5 22.5 

黒 胡 根 7.4 22.5 16.6 13.0 

サ ゴ 粉 8.1 5.9 4.7 4.8 

ジェルトン 1.8 0.9 1.0 0.9 

その他共計｜ 381.0 433.7 円

hv
qδ 円。

A
佳 502.9 
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食料・動物
飲 料・タパコ
天然産物（除燃料）
鉱物油
動 植物油

化学製品
工業製品（除雑貨）
機械・車輔
雑貨
その他

計

シンガポーノレ i

オ日ーストラリ本ア
西マレーシア

香西イそ

ギ リ ス
港

ド イ ツ
の 他

項 日

1964 

86.1 
15.7 
5.3 

191.7 
0.7 

16.6 
37.0 
49.6 
15.7 
11.4 

429.8 

国

1964 

164.8 
44.9 
32.6 
16.5 

40.2 
10.0 
6.5 

65.5 

国

1964 

別

別

別

マレーシア，

輸 入 額

輸

輸

1965 

89.3 
12.6 
7.2 

212.4 
0.7 

19.6 
45.6 
68.0 
18.8 
10.6 

484.8 

出 額

1965 

212.6 
45.4 
34.4 
21.4 

22.2 
9.3 
8.3 
80.1 

入 額

1965 

シンガポール（ 5月〉

1966 

93.3 
11.4 
7.0 

237.8 
0.7 

23.6 
53.3 
68.7 
19.8 
10.1 

525.7 

1966 

197.2 
77.0 
38.9 
18.4 

19.1 
9.1 
6.9 

97.0 

1966 

1967 

95.0 
11.6 
6.7 

252.9 
0.5 

22.8 
48.9 
70.8 
17.4 
10.1 

536.7 

1967 

193.0 
85.9 
52.9 
18.9 

15.5 
8.1 
8.0 

120.6 

1967 

ブ ンlギレガ ネ イ 178.7 190.4 215.1 237.5 
シ ポーノレ 41.4 55.9 58.8 48. 7 
西イ中 リス 58.5 64.4 60.5 47.1 

マレーシア 8.5 14.4 39.2 46.8 
国 34.3 36.6 44.8 46.0 

アメリカ 14.5 19.7 21.8 25.2 
日本 17.2 20.9 22.1 24.8 
オーストラリア 10.1 14.3 11.4 10.5 
タイ 17.3 17.6 9.2 10.1 
その他 49.3 50.6 42.8 40.0 
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マレーシア，シンガポール

英軍が撤退を完了する71年以降のマレーシア・シンガポーノレ両国の防衛問

題について， 10・11の両日クラノレンプールにイギリス，オーストラリア，ニ

ュージーランドを加えた 5ヵ国首脳が集って協議を行なった。会談後発表さ

れた共同声明は要旨次のように述べている。

マ・シ両国は両国の防衛が切り離し得ないものであるととを宣言した。 3国はこ

れを歓迎し，これは将来の防衛協力の基礎であると述べた。

5ヵ国はマ・シ両国統合防空体制の必要性を認め，その具体案については，防空

作戦諮問委員会 AirDefence Advisory Working Groupの検討に委ねることとし

た。

シンガポールは共同防空体制のための空軍（Hunter9型戦闘機1個大隊を含む）

創設について政府案を説明した。

オーストラリアは空軍をパターワースに駐留させ，一部をシンガポールのTengah

基地にも配置する。 1971年以降についてはオーストラリア政府の決定に侠つ。

イギリスは飛行場，レーダー，通信施設，地対空防衛施設を含め，必要な地上施

設を提供し，訓練のため技術者・専門家援助を行なう。

マ・シ両国は海軍力を増強し，沿岸防衛で協力する。またシンガポーノレはマレー

シアが Woodlands基地を含む諸施設の使用を継続するととを認めた。

陸軍については， 1971年以降5ヵ国合同演習を行ないたい。そのため合同演習計

画機構を設立し， KotaTinggiのジャングル戦自i練学校を 5ヵ国共同運営とする。

1971年以降緊急事態に際してイギリスがとの地域に部隊を派遣できるか否かを討

議した結果， 1970年に 5ヵ国の大合同演習を行なうことになった。

マレーシアは共同防衛強化のため，更に軍事力を増強する用意のあることを明ら

かにした。

イギリス・マレーシア防衛条約改定については更に検討を続ける。

5ヵ国の次回会議は来年前半聞かれる。

各国とも会談の成果に一応満足の意を表したが，マレーシアの望んだ英軍

撤退後の 5ヵ国共同防衛条約，残された軍事施設の 5ヵ国共同管理（ともに

F
D
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寸レーシア，シンガポール（ 6月〉

ラーマン首相の発表した構想〉はいずれも実現しなかった。 72年以降の英・

豪・ニュージーランド 3国の役割については，イギリスが技術援助を行なう

ことくらいしか確たる決定はない。イギリスが遥かヨーロッパの地から出動

するという“緊急事態”についてもはっきりした定義はなされていない。イ

ギリスのスポークスマンは11日， “内戦はマ・シ両国自身の内部問題”と語

ったとも伝えられており （BangkokPost 12日），その出動条件はかなり狭u、

範囲になると思われる。

オーストラリア，ニュージーランドは，イギリスの肩替りを強く求められ

たにも拘らず， 72年以降については軍事援助を積極化するとも，軍隊駐留を

継続するとも言っておちず，ただ当分事態を見守るとの態度に終始したらし

v、。

オーストラリアのゴ一トン首相はこの会議に先立つて 5月23日から 1週間

アメリカを訪れてジョンソン大統領ら政府首脳と会談し，アメリカが引き続

きアジアにとどまり，英軍撤退後の真空を埋めるよう要請した。アメリカの

ベトナム戦後のアジア政策は依然未知数だが，オーストラリアとしては単独

で東南アジアの防衛義務を負うことは大きな不安であろう。ゴ一トン首相は

豪州孤立主義に近いと言われている人だけに，今後アジアへの軍事進出とい

う大きな賭けに単独で踏み切るかどうか疑問であろう。

このように 5ヵ国防衛会談では， 3国からの軍事援助についてさしたる具

体的成果をあげることができず，むしろ，逆にマ・シ両国の共同防衛体制確

立・自主防衛への努力が求められる結果になったと言えよう。

17日からタイの首都バンコクで始まったフィリピンとのサパ請求権をめぐ

る会談は，手続き問題とか必要書類の提出が遅れたとかで最初から難行し，何

らの進展もみないまま 7月を迎えることになった。フィリピン側はこの問題

を国際司法裁判所もしくは国連に提訴し，住民投票にもち込んで決着をつけ

たい意向だったようだが，マレーシア側はこれを全く受けつけなかった。マ

レーシアは比国側の主張一一請求範囲も含めて（フィリピンはサパの 4分の

3を自国領と主張した〉一一の詳細を聞くだけにとどめておくつもりだった

らしい。インドネシア，タイなど東南アジア諸国連合 ASEAN加盟国が仲

裁をにおわせてはいるが，平行線をたどる両国の主張に変化の兆が全く見え

一（ 126）ー つ山
戸

D



マレーシア，シンガポール（ 6月〉

ない現在，この会談に残された運命は決裂でしかあり得まい。

6月17日夕イ国境の Krohで警察国境警備隊のトラックがゲリラの襲撃を

受け， 16人が死亡， 18人が負傷した。ゲリラ戦で 1度に10人以上の警官が殺

されたのは1960年の非常事態宣言解除以来初めてのことであり，この地域の

ゲリラ活動が急速に活発化していることが窺える。タイ国境の武装ゲリラは

現在700～800人と言われているが，ゴム園労働者・錫鉱山労働者の失業問題

が深刻化していること，オイノレ・パーム，パイナッフ。ノレの価格も思わしくな

し小農・小作農の経済を危機におとし入れていること，昨年米が不作だっ

たことなどのために，ゲリラの支持基盤も徐々に拡大・強化されているよう

だ。西マレーシア軍司令部が設置されたこと，国境付近で 2千人の再入植が

発表されたことなどは，これを確実に裏書きする事件であった。

現行のタイとの国境追討協定は警察の相互越境を認めているが，正規軍お

よびヘリコプター，戦車の越境は認めていない。ラザク副首相は「タイとの

国境委員会を 7月に聞き，ゲリラ共同掃討作戦を討議する」と発表したが，

この会議で正規軍の越境などについて話し合われるものと思われる。

6月20日は抗英民族解放闘争開始20周年にあたっているが，マラヤ共産党

は1日，武装闘争の継続を呼びかける声明を発表し，中国共産党中央委員会

も20日，これを支持する祝電を送った。この20日を中心としてクアラルンプ

ールなどの主要都市に多数の赤旗が掲げられ，警察は容疑者の摘発に躍起と

なった。都市における共産党の地下組織がどれほどの規模をもつものである

かは判断しえないが，この事件から推定して民衆の支持も少なくないと思わ

れる。

都市でも農村でも，マレーシアは再び闘いの時代の幕開けを迎えようとし

ている。
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マレーシア

1日 ' 5月末までにゴム園労働者8千人失業一一全国農園労働者組合 NUPWの集

計によれば， 5月末までに約8千人のゴム園労働者が解雇通告を受けた。

v失業者は20万一一Lim商工相は DunlopMalaysian Industries Ltd.の新トラ

クター・タイヤ工場開所式で演説し，失業者が20万人いることを明らかにした。

Vガンジー・インド首相帰国一一インドのガンジー首相は 4日間にわたる訪問

を終えて帰国したが，帰国に先立つ記者会見で，サパ問題について「すでに選挙

は終っている」と語り，マレーシアを暗に支持した。

V民主行動党委員長，総選挙に不出馬？一一民主行動党 DAPの DevanNair 

委員長（国会議員〉は， 「DAPがシンガポール人民行動党PAPの支配を受けて

いるとの不当な非難を斥けるため，次の総選挙には出馬しない」と述べた。

2 日 Vタイ国境警備隊3人殺さる一一タイ・マレーシア国境で巡視警戒中のタイ国

境警備隊が50人ほどのゲリラの襲撃を受け， 3名が死亡し， 2名が負傷した。

3 日 T Rajaratnam外相来マ一一ーシンガポーノレの Rajaratnam外相が来マし， ラーマ

ン首相，ラザ、ク副首相， Tan蔵相らと会談した。会談では，両国共同防衛にっし、

て意見が一致したほか，経済協力について話し合ったという。

V豪州首相，アジアへの強い関心を示す一一オーストラリアのゴ一トン首相は，

「マレーシア，インドネシア，シンガポーノレとの不可侵条約締結を支持する。オ

ーストラリア 1国では有効なアジア援助は不可能であり，最大の後援者の 1人は

アメリカだ」と述べた。

4 日 V旧通貨は来年 1月15固まで有効 マレーシアの Tan蔵相， シンガポーノレ

の Goh蔵相， ブノレネイの Lee財務長官， サパ州の Salleh蔵相， サラワク州の

T’en Kuen Foh大蔵次官，マレーシア BankNegaraのIsmail総裁はクアラノレ

ンブ。－；レで会談し， 「旧通貨ニマラヤ・ドノレは69年 1月16日以降法貨としての機

能をとめる」との決定を行なった。旧通貨は現在3国で 1億ドノレが流通し， 5千

万ドルが破損または紛失したと見られており，すでに92%以上の償還が終ったと

いう。なお，会議にはオブザーバーとして華僑銀行の陳振伝（TanChin Tuan) 

社長も出席した。

T Tan蔵相，英にポンド準備の保障を要求か Tan蔵相は，イギリスが香港
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マレーシア（ 6月〉

に対して「ポンドを切り下げた場合，同国ポンド準備の半分には影響をおよぼさ

ない」ことを保障したとの報道について， 「9月の英連邦蔵相会談でわれわれも

保障を要求する」と述べた。

v比国大統領，空海軍にサバ近海出動を指令一一フィリヒ。ンのマルコス大統領

は，サパ近海でマレーシア空海軍がフィリピン領海を侵犯しているとの報告に基

づき，空海軍に出動を指令した。一方，マレーシア政府は10日，領海侵犯を否定

した。

5 日 T Shah国王， 61回目の誕生日一一TuankIsmail Nasiruddin Shah国王は61回

目の誕生日にあたってメッセージを発表し，東欧諸国がマレーシアの中立政策を

認めたことに感謝すると述べた。

Vブルネイ，原木輸出を禁止一一プノレネイ政府当局はこのほど，原木輸出を禁

止すると発表した。これは，（1）石油収入減少に備える，（2）製材業の発展を図る，

などのためにとられた措置という。

6 日 V国会聞く一一6日からの国会で成立した主な法案は次の通り。

0裁判所（修正〉法一一枢密院への異議申し込み制度（連邦議会，州議会で

成立した法案の有効性についての異議を枢密院に提訴するもの〉を廃止する。

0関税（修正）法一一ペナンでの関税創設を 1月18日に遡って法制化。

vゴムの生産・輸出増える一一統計局の発表によれば，今年1月から 4月まで

のゴム輸出量は36万7066トンで，昨年同期を 3万6395トン上回った。また，生産

量も30万4217トンで， 2万7355トン増大した。一方，昨年，一昨年の生産・輸出

量は次の通り（単位， トン〉。

生産 輸出
F一ー－－一一ー、 F一一一～一一ーへ

1966 1967 1966 1967 

900,278 925,708 912,777 947,568 

V連合党ペナン支部長に王保尼州首相再選一一連合党ペナン支部長の改選問題

は， 4月以来，マレーシア・インド人会議 MICが王保尼（WongPow Nee）氏

（州首相〉の再選に反対したため難行していたが，この日の大会では，満場一致

で王氏が支部長に再選された。

7 日 vタノム・タイ首相来マーータイのタノム首相，タナット外相，サラシン国家

開発相が7' 8の両日マレーシアを訪れ，ベナンでラーマン首相らと会談した。

8日発表された共同声明には，あくまでも ASEANの団結を守ること， ラーマ

ン首相がタイからの一定量の米輸出京臨読保障に感謝したことが述べられている。

－HU
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vラーマン首相，サパ問題で ASEAN諸国に協力を訴える←ーラーマン首相はタ

イのタノム首相との会談を前に， 「東南アジア連合諸国が結束して，フィリピン

にサパ請求権を放棄するよう説得して欲しい」と語った。

v回教徒の10分の l税を所得再分配に一一このほど聞かれた回教各派宗教会議

で，原住民信託会議 MaraのGhafar長官は，年間300～600万ドルと推定される

10分の 1税について，徴収母体（現在13）を一本化し，徴収した税を所得再配分

に役立てるよう訴えた。

V漁業セミナー聞く一一一連邦農業市場局Fama主催の漁業セミナーが 7' 8の

両日，漁民代表 150人，漁業局代表30人を集めて聞かれた。席上，中間商人を排

して市場機構を改草することが決議された。現在，漁民は 7万5千人で約50%が

月収50ドル以干．とし寸。また，漁民は資金不足のため中間商人かちポートなどの

購入費を借り，見返りとして，漁獲物の安価販売を余儀なくされているという。

8 日 V昨年度人口増加率は 3%一一TheStraits Tims 8日の社説によれば，昨年

度の人口増加率は 3%であった。

タ日 vサラワク総選挙は来年前半か一一サラワク選挙委員会はこのほど，総選挙は

早くて来年の前半になると発表した。これに対しサラワク国民党 SNAPは9日，

政府の選挙引延しを非難する声明を行なった (1月23日参照〕。

▼ジョホール州 Labisエステートのスト終る一一一（ 5月13日参照〕

vブルネイ独立派，スルタン支持を表明一一ブルネイ独立派 Groupof Brunei 

Independentはこのほど，立憲制への移行についてはスルタンを全面的に支持す

ると発表した。他方， フ、ノレネイ解放戦線 BFFは移行の遅延に不満を表明してい

る。なお，スルタンは 8月に即位式を済ませた後訪英し，今後の政治体制につい

て話し合うことになっている。一方，イギリスは現在の状態を続けたい意向とい

われる。

10日 ' 5ヵ国防衛会談聞く一一英軍撤退後の軍事情勢を検討するための 5ヵ国防衛

会談が10, 11の両日，クアラノレンプールで開かれ，マ・シ両国の共同防衛体制確

立，シンガポールの空軍創設，英軍地上施設のマ・シ両国への供与などの決定を

みた。しかし， 71年以降の援助の具体案については何らの発表もなかった。

5ヵ国主要代表は次の通り。

イギリス

オーストラリア

ニュージーランド

ー（ 130）ー

ヒーリ一国防相， トムソン連邦相

ノ、ズラク外相，フェアホーlレ国防相

ホリオーク首相， トムソン国防相
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マレーシ ア ラザク副首相， Tan蔵相

シンガポール Goh蔵相， Lim国防相

V野党指導者，中立化構想を支持一一マレーシア人民運動 GRMのTanChee 

Khoon書記長は国会で，「オーストラリア，ニュージーランドには英軍の空隙を

埋める力がない。したがって中立化が望ましい。また，政府は中国に貿易使節団

を派遣すべきであるJと語り，全マラヤ回教党 PMIPのMohamedAsri委員長

は， 「賃金凍結はすべきでない。中立化構想を支持する」と述べた。

11日 Vシンガポール人は 3万6千人一一一Hamzah副内務相が国会で明かにしたとこ

ろによると，マレーシア国内で身分証明書を保有しているシンガポール人（雇用

者，居住者〉は，現在， 3万6194人という。

V自動車組立工場，生産開始一一BatuTigaの合弁自動車組立工場Associated

Motor Industries Malaysiaが，このほど生産を開始した。同社は BMC,Ford, 

GM, Holden, Renault, Rootesの合弁企業で，年間生産能力7千台。

vゴ一トン豪州首相来マ一一一オーストラリアのゴ一トン首相は，シンガポーノレ

を経てマレーシアにはいり，ラーマン首相ら政府首脳と 5ヵ国防衛会議の結果な

どについて話し合った。会談後，ゴートン首相は「オーストラリアはこの地域の

繁栄と安定のため，あらゆる援助を惜しまない」と述べ（12日〉， ラ｝マン首相

は「オーストラリアの未来はこの地域と固く結びついていることを確信し得た」

と12日議会で語った。

V香港船，クチン寄港を拒否さる一一香港籍の商船 Bidfordは，毛沢東語録な

どを搭載していたためクチンでの荷卸しを拒否された。同船は中国の砂糖を運ん

でおり，今年4度目の入港だった。

12日 Vラーマン首相，対中国共同防衛を提唱一一ラーマン首相はこのほど東南アク

ア諸国に対し，中国に対抗するための共同防衛戦略を提唱したが， SEATOの

Vargas事務局長は12日，ラーマン提案を歓迎すると述べた。

Vホリオーク・ニュージーランド首相， Stephens氏の高等弁務官就任を歓迎一

一（ 5月8日参照〉

13日 Vシンガポールとの軍事条約一一一ラザ、ク副首相は国会でシンガポールとの共同

防衛体制について， 「一方が外国の攻撃を受ければ他方も攻撃されたものと看倣

す。また，マレーシアは軍事訓練にシンガポーノレ領海を利用でき，シンガポール

はマレーシアの訓練施設を利用できる」と語った。

Vマレーシア鉄道，大幅赤字一一一国会に提出された報告書によると，マレーシ
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ア鉄道は昨年度910万ドルの赤字を出し，累積赤字は 2320万ドノレになった。これ

は賃金上昇，政府への返済増大，他の輸送機関との競合，鉄鉱石輸送の減少など

によるものとされている。

V全国農園組合機関紙発禁一一Hamzah副内相が国会で明かにしたところによ

ると，全国農園組合 NUPWの発行しているダミール語の新聞 Sangamaniは，

種族対立を煽ったとの理由で発行許可を更新されず，休刊しでいるo

T Manickavasagam労相，インド訪問

14日 V市民権問題一一ラザ、ク副首相が国会で明かにしたところによると，独立以来

10年間で 1万4724人が市民権を剥奪された。また，この 4月末までに市民権を請

求して許可されない者の数は2万9501人にのぼっている。

15日 Vバンコク会談が失敗すれば首脳会談か一一フィリピンのマルコス大統領は，

サパ請求権に関するパンコク会談が失敗すれば，ラーマン首相と直接話し合いた

いと語った。これに対しラーマン首相は16日， 「いつで、もマルコス大統領との会

談に応ずる」と述べた。

T AA連帯委代表，ハノイへの途次クアラルンプールに立ち寄る一一一アジア・

アフリカ人民連帯委員会の YousefEl-Sibaay事務局長が，ハノイ訪問の途中ク

アラノレンプールに立ち寄り， AbdulTaib副商工相と会談した。

16日 vパイナップル園で共産主義者 123名逮捕一一ジョホーノレ州ポンティアン近郊

のパイナップノレ園で，共産主義容疑者123名が逮捕され， ライフル銃20丁， 毛沢

東語録などが押収された。警察当局の発表によると，中心となっていたのはシン

ガポール社会主義戦線 BS党員だった。

Vグル力兵を雇わず一一一ラーマン首相は訪英後のネパール訪問について，グノレ

カ兵を雇うことなどは考えていないと述べた。

T MCA青年部， 多目的協力会社を設立一一一マレーシア中国人協会 MCA青年

部は， 3月の大会決議に基づき，多目的協力会社 MalaysianMulti-Purpose Co-

operative Society Ltd.を設立した。同社は国内各界から 1千万ドルを集め，農

園経営，株購入などを行なう予定。 (3月20日参照〉

17日 vタイ国境で警察隊15人殺さる一一タイ国境 Kroh附近で40～50人のゲリラが

警察国境警備隊50人の乗ったジープを攻撃し， 15人を殺し， 18人を負傷（うち 1

人は20日死亡）させた。ゲリラは自動火器，手摺弾を持っていたという。これに

対し，警備隊は直ちに附近の掃討を開始した。

Vサパ請求権会談始まる一一サパの帰属をめぐるマレーシアとフィリピンの会

ワ山円。
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談がタイのパンコクで始まった。フィリピン側首席代表は GanttierBisnar駐タ

イ大使，マレーシア側首席代表は Ghazalibin Shafie外務次官で，マレーシア側

にはサパ州議員3名も含まれていた。

会談はテープレコーダーの採用（フィリピンの主張〕をめぐって4日聞が空費

されるなど，最初から難行し，結局，双方が“請求権の正当な根拠を示せ”と応

酬しあっただけで，何ら解決の曙光を見ないまま 7月を迎えることになった。

vラーマン首相訪英一一ラーマン首相は17日，イギリスを訪れ， 18日にはメン

ジス元オーストラリア首相，マクミラン元英首相と共に，ロンドン市の鍵を受け

Tこ。

Vラーマン首相， 「中国の破壊活動に備えたい」 ラーマン首相はロンドン

での記者会見で， 「中国が侵略してくるとは思わないが，国内で破壊活動を行な

うことは考えられる。英軍撤退後も外国の援助が必要である」と語った。

V銀行の平均貸出し利率一一Ghafar無任所相が上院で明かにしたところによ

ると，昨年の銀行の平均貸出利率は9.2%で，法定最低利率8.0%を大きく上回っ

fこ。

Vイギリスは撤兵後も人的援助 イギリスのヒーリ一国防相は，議会で 5ヵ

国会議について報告し，軍撤退後も必要があれば人的援助の用意があると語った。

18日 V国内海運会社設立の動き一一一Tan蔵相の明かにしたところによると，国内海

運会社への参加申し込みは，すでに数社になった。

V雑貨品保護関税導入の動き一一関税諮問局 TABのHajiSujak局長は， タ

オル，コノレク栓，ポールベンなどの輸入に保護関税を課する考えのあることを明

かにした。

VセランゴーJ(.;drlrISungei Limau Manisで不法入植者52家族を追立て

19日 vタイとの国境合同掃討作戦始まる一一タイ国境に第5大隊から装甲車中隊が

派遣され，タイと合同で 1千人以上の部隊がゲリラ掃討を開始した。

V公務員工業・肉体労働者組合，スト指令一一国家公務員工業・肉体労働者組

合 GovernmentIndustrial and Manual Workers Group Services Sta妊Council

（略称 IMG組合員6万人，加入単組23）は執行委員会を聞き， 1ヵ月のストラ

イキにはいることを決定した。 これは Su伍an報告の凍結を決定した政府に抗議

するためのものだが， IMGのAllahBaksh書記長によれば，同組合全員の報告

通りの賃上げが実施されても年間890万ドル増にしかならないという。

T UNESCO代表部，クアラルンプールに設置さる
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20日 Vクアラルンプールなどに赤旗一一一クアラノレンプーノレ，アロール・スタール（ケ

ダ州、｜〉，クリム（ケダチト｜〉，ムアール（ジョホーノレ州〉などで，未明から屋上など

にそれぞれ数本の赤旗が掲げられた。これは抗英民族解放戦争20周年を記念した

共産党の示威運動といわれる（資料参照〉。 これらの旗は発見後直ちに当局によ

って撤去された。

T IMG，労相と話合い－Manickavasagam労相は，公務員労働組合会議 Cu-

epacs，公務員工業・肉体労働者組合IMGに対し，話合いを呼びかけた。これに

対し CuepacsのNarendran委員長は拒否を表明した。

Vブルネイに香港から 300人の技術者一一ブルネイ政府は Muara港改良工事

（総工費4千万ドノゅのため，香港から300人の技術者を招くことに同意した。こ

れは Gammon社の要請によるもの。

21日 Vラーマン首相再任反対の動き一一一統一マラヤ国民組織UMNOのジョホール

州KangkarTebrau支部委員会は，ラーマン首相に対し，（1）外国に対し常に譲歩

していること，（2）外人労働者を放任して失業問題を解決できないでいること，な

どの理由で引退を要求した。一方，ラザ、ク副首相は28日，二度とラーマン首相引

退を要求しないよう全党員に訴えた。

vタイ国境でゲリラ容疑者5人逮捕一ータイ警察は21日，タイ・マレーシア国

境警備隊が Kroh-Betong問でゲリラ容疑者（中国人） 5人を逮捕したと発表し

Tこ。

Vソ連，ゴムを総て直接買付けか一一ーマレーシア・ゴム取引所 MREのAbu

Bakar副所長は， 「ソ連はロンドン， リヴァプールの業者との契約期限が切れれ

ば，マレーシアからの直接買付けをさらに増大させるだろうJと語った。

Vクアラルンプールに再び赤旗一一ークアラノレンプール市内各所で計6本の赤旗

が掲げられた。警察は直ちにこれちを撤去したほか，多くの共産主義宣伝文書を

押収した。また，この 1週間に逮捕された共産主義容疑者は133人になった。

22日 V資本発行委員会設立一一Tan蔵相はコタ・キナパルで， IsmailBank Negara 

総裁を長とする資本発行委員会CICを設立し，株券発行認可権をもたせることと

すると述べた。なお Tan蔵相は郵便局預金銀行 POSB開行式に出席していたも

の。

Vオランダからオイル・パーム事業に 200万ドル一一ラザ、ク副首相の発表によ

ると，オランダはトレンガヌ州 SungeiTongにおける 2万エーカーのオイル・

ノξーム事業に 9千エーカ一分200万ドルの援助を与えることに同意し，さらに増
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額することも考慮中という。また， 同副首相は，濯瓶局 DIDの事業計画2万2

千エーカーのうち，これまでに 4千エーカーが二期作用に濯概されたことを明か

にした。

▼ジョホール州政府，50万エーカーの開拓を認可――ジョホール州政府はこの

ほど，連邦土地開発局FLDAによる 4地域51方5500エーカーの開拓を認めた。

23日 V公務員組合， 9月 1日からスト突入か一一公務員組合会議 Cuepacsは緊急委

員会を開き， 政府が8月31日までに Su伍an報告に基づいて賃上げと男女賃金平

等化を認可するよう要求し，拒杏された場合は 9月1日かちストライキにはいる

旨決議した。これに対しラザ、ク副首相， Manickavasagam労相はそれぞれ24,25 

日，再考を求める声明を発表した。

Vサラワク地方議会補欠選挙で SUPP勝つ一一サラワクのクチン地方議会補欠

選挙（第6,17区）は，両議席ともサラワク統一人民党SUPP，連合党の間で争

われ，いずれも SUPPの勝利に終った C690 : 204, 680 : 355）。なお，サラワク

国民党 SNAPもSUPP支持にまわった。

' 7月にタイと国境委員会一一ラザ、ク副首相はクアンタンで，共産ゲリラに対

する軍・警察の掃討作戦を討議するため， 7月，タイと国境委員会を開くと述べ

た。政府筋によれば，との会談でマレーシアはタイ正規軍の出動を要請するとい

う。

Vラーマン首相，ウィルソン英首相と会談

24日 ▼ジョホール州でパイナップル価格暴落――ジョホール州で明らかにされ

たところによれば，同州ではパイナッフ勺レ価格が生産過剰で急落しているという。

V来月，海運問題の話合い一一マレーシア・シンガポール・ゴム産業委員会

CRIMSの劉集漢（LewSip Hon）委員長は， 7月11日に同委員会と極東海運同

盟 FEFCの聞で，話合いが行なわれるととを明ちかにした。なお， TheStraits 

Tims 26日によれば，海運同盟非所属船数隻が，マレーシア・シンガポーノレ＝ヨ

ーロッパ聞に25%安の料金で就航を申し込んでいるという。

25日 V第 l四半期の政府赤字増える一一BankNegara季報第1刊によると，今年

度第1四半期の通常予算収支赤字6400万ドル，開発支出 1億3100万ドルで，共に

昨年同期よりかなり増大した。この赤字補填は，借款5700万ドノレ〈圏内3500万，

国外2200万〉，および累積資産引出し 1億2200万ドルによって行なわれた。また，

同期の輸出人はそれぞれ9億0700万ドル， 8億2000万ドノレで貿易黒字は昨年同期

より土自えTこ。
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V自動車の売れ行き不調一一マレーシア自動車組立工場協会MMVAAのJ.M.

Pratt会長は，同協会年次大会で次のように述べた。

組立工場の建設を開始した66年初には，年間販売量を乗用車・商業車それぞ

れ1万7000台， 4000台と見積っていたが，この 1～4ヵ月の数字から見て，今

年の販売量はそれぞれ1万2519台， 2973台に過ぎないと思われる。現在， 4組

立工場が操業しており， 2工場が3～4ヵ月中に創業するが，乗用者年間 1万

4000台が損益分岐点となろう。東マレーシアに予定されている 7番目の工場，

車種（現在68）の増加，軍使用車の払下げなどは，われわれにとって脅威にな

る。自動車輸入割当を減らすべきである。

これに対し Lim商工相は，来年6月以降，工場・車種を制限すると述べた。

26日 Vゲリラ戦に軍も出動一一ラザク副首相は，タイ国境の共産ゲリラ討伐のため

正規軍を投入して，軍・警察統合司令部を設置し，司令官に AbdulHamid bin 

Bidin中将を任命したと発表した。また，同副首相は27日，ヘリコプター，装甲

車も出動させることになろうと述べた（29日参照〉。

Vサラワクで共産主義者掃討作戦一一一サラワク警察は全州にわたって共産主義

者を一掃するための作戦を開始し，この日だけで多‘数の容疑者を逮捕した。

Vセランゴール州各地に赤旗一一一特別警察はセランゴール州各地に掲げられた

赤旗44本を押収し，共産主義容疑者数人を逮捕した。

vキャベツ暴落－TheStraits Times 26日によると， このところキャベツ

の価格が暴落し，生産者価格は昨年10月に 1ピクル当り 30ドルだったものが8ド

ルにまで下った（由。国内キャベツの過半はカメロン高原で生産されるが，最近，

インドネシア，台湾，中国から安いキャベツが大量にはいってこの暴落を生んだ

ものといわれている。

（注〉 平均生産費は14ドノレ。カメロン高原からは 1日当り 1600トンの野菜（大

部分キャベツ〉が出荷されている。

V公務員組合・大蔵省会談一一Whitley委員会の職員代表（Narendran公務員

組合会議委員長など〉と大蔵省との秘密会談が聞かれた。

vラーマン首相，ロンドンでネ・ウィン・ピルマ首相と会談

Vベナン大学設立を認可一一Khir教育相は，ベナン総合大学の設立を原則的

に認めると述べた。

, 27日 T Kassim人民党委員長，政府に共産党の合法化を要求

Vイギリスへのパイナップル缶輸出減少一一TheFinancial Times 27日によ
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ると，イギリスへのパイナッフ。ノレ缶輸出はアフリカ諸国の製品に押されて減少傾

向をたどり，現在では後者がイギリス市場の以上を占めている。なお，同紙によ

ればマレーシアのパイナッフ。ノレ産業従業者は 2万人という。

T ASEAN通信輸送委員会聞く

28日 v米国，備蓄錫放出を 3ヵ月中止一一アメリカの GeneralServices Admini-

stration当局は， 7月 1日から 9月30日まで備蓄錫の市場への放出を中止すると

発表した。現在， GSAの備蓄錫は 25万8769トンマ，今年にはいってからの放出

量は1860トン（うち，市場への放出35トン，国際開発局AIDへの放出1825トン〉

である。なお， AIDへの放出はこれまで通り続けられる。

T Mustaphaサバ州首相， SabahTimes社を購入か－ TheStraits Times 28日

によると，サノリMの Mustapha首相は， Stephens前州首相から SabahTimes社

を購入する予定という。

29日 T Abdul Hamid参謀総長，大将に昇格－AbdulHamid bin Bidin総参謀長

（中将〉が大将に， Ibrahimbin Ismail東マレーシア軍司令官（少将〉が中将に

それぞれ昇格した。

30日 vタイ国境で 2千人を再入植か一一Hamzah副内務相の発表によれば，政府は

タイ国境の不法入植者2千人を“共産ゲリラから守るため”再入植させる予定で，

タイにも同様な措置を依頼しているという。

T 71年までに米の自給達成一一原住民信託会議 Maraの Ghafar長官はベラ州

で， 1971年までに65万エーカーの開田を行ない，米の完全自給を実現すると語っ

た。

v米の消費量減る一一農業省がこのほど発表したところによると， 1人あたり

の米消費量は次の通り（単位， kg）。

1961年 1962年 1963年 1964年 1965年 1966年 1967年

115. 7 104.4 120 .1 110 .0 101. 5 94.2 

シンガポール

2 日 v中国商品の進出－NewYork Times 2日によれば，現在，中国系デパー
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トは10を数え，年間売上げ高は 1億ドルにのぼっている。商品は米，肉缶詰，衣

類，オモチャなどが主体で， 10～50%の輸入関税にも拘らず国内産品，日本製商

品などに比べて割安だという。また，これらデパートの経営は華僑の手に任され，

信用条件はシンガポーノレ側に極めて有利になっているという。

V海運合弁会社設立の話合い一一極東銀行の NgQuee Lam頭取が明かにした

ところによると，国内企業数社が外国企業と合弁海運会社設立についての話合い

を行なっているという。

V住宅開発局の今年度予算一一住宅開発局 HDBの発表によると，同局の今年

度予算は7720万ドノレで、ある。

3 日 f Rajaratnam外相訪マ一一－Rajaratnam外相は 3日から 1週間マレーシアを訪

閉していたが， 9日帰国し，重要な問題のある際にはいつでもマレーシアの指導

者と会談したいと語った（マ日誌3日参照〉。

4 日 V乗用車輸入を自由化一一政府は圏内3自動車組立会社（注〕が充分な発展を遂

げたことを理由に，乗用車輸入の割当制を廃し，同時に関税を10%から30%に引

き上げると発表した。これに対し， 3社とも非難の声明を発表した。

なお，現在，シンガポーノレ園内の乗用者年間購入台数6500のうち， 4500が国内

組立て車。

（注） Ford Motor Company, Cycle and Carriage Industries Ltd., Associated 

乱1otorIndustries Ltd. 

V旧通貨有効期限は69年 1月15日一一（マ日誌4日参照〉

V人口の 3割が高層アパートに－ TheStraits Tims 4日によれば，現在，

全人口の 3割が住宅開発局 HDBの高層アパートに住んでいる。

v近く原子力研究施設設置か一一政府はこのほど，原子力研究施設設立のため

特別委員会を結成した。なお ECAFEのU Nyun事務局長は 3日，東南ア工業

化のために共同原子力発電所が必要だと述べた。 ECAFE動力資源部会は 6日閉

幕したが，イギリス，ソ連は ECAFEへの電力開発技術援助を申し入れた。

6 日 V 豪州•I首相来シ一一オーストラリアのゴ一トン首相は， 6日に南ベトナム訪問

の途中， 9日には帰路シンガポー1レに立寄り（11日まで〉， リ一首相， Goh蔵相，

Lim国防相らと会談した。同首相は11日の記者会見で，（1）マ・シ両国への軍事介

入については，当分事態を見守ること，（2）イギリスの態度の再転を待つこと，（3)

リ一首相をこれからの地域協力の盟友と看倣すこと，（4）合弁企業設立などの経済

協力を推進すること，を明らかにした。
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7 日 v都市・農村サービス委員会の今年度予算一一都市・農村サービス委員会UR-

SCの何振春（HoCheng Choon）委員長が明らかにしたところによると，同委

員会の今年度予算は125万6000ドルで，農村開発に 55%，都市近郊開発に 35%,

都市開発に10%が割当てられている。なお，何委員長20日発表によると，同委員

会は今後3年間に電力開発事業に81万2727ドルを支出する予定。

V トラクター工場，フル操業へ一一AsiaTractor Spares Ltd.が発表したとこ

ろによると，同社は最近全面操業にはいり， 3～4年後には年間輸出額1千万ド

ノレに達する見込み。なお，生産額の75%は東南アジアに輸出されるという。

8 日 vソ連と国交樹立一一外務省当局は，ソ連と国交を開くことで合意に達したと

発表したω

12日 Vホリオーク・ニュージーランド首相来シ一一ニュージーランドのホリオーク

首相はクアラノレンプ｝ノレでの 5ヵ国会議の後，シンガポーノレに立ち寄り， リ一首

相らと会談した。ホリオーク首相の空港での談話は次の通り。

ニュージーランドは人口270万の小国だ、から，軍事力には限度がある。 ASE-

AN加盟については何とも言えない。アメリカがこの地域への関心を強めるこ

とを歓迎する。

vオーストラリア国防相来シ一一一オーストラリアのフェアホール国防相は 5ヵ

国防衛会議の帰途，シンガポーノレに立ち寄った。同国防相は14日， Lim国防相ら

と会談した後， 「兵器生産の分野での協力を強めたい。 71年まではマ・シ両国駐

留軍を維持するが，それ以後は状況次第だ」と語った。

13日 V昨年末の人口は197万4000-TheStraits Times 13日によると，昨年末の

人口は197万4000人で，年間増加数は 3万5千（一昨年は4万7千）だった。

14日 Vスペインと国交樹立 スペイン・シンガポーノレ両国政府は， 14日から国交

を聞くことに合意を見た。また，駐シ・スペイン大使には E.Beladiez現駐タイ

大使が任命された。

16日 Vカンボジアの TepHun法務相来シ

v東欧から船の注文一一TheStraits Times 16日によれば，ルーマニアとチ

エコスロパキアは，このほどシンガポールに貨物船を発注した。

17日 V空軍基地を商業用空港に転換一－Yong通信相は，英軍撤退後，空軍基地を

商業用空港に転換すること， シンガポーノレ空港を超音速旅客機 SSTに備え，今

年中に拡張すること（総工費75万ドル〉を明らかにした。

Vイギリスの SwanHunter社と海軍ドック転用で話合い一一一イギリスの Swan
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Hunter社の Reginald社長らがシンガポーノレを訪れ， 17日には基地転用局BECD

当局と英海軍ドック民間移転に関する話合いを行なった。同社長は18日， 「シン

ガポールは20万トン級タンカー用乾ドックを 2基もつ能力がある。地理的に考え

て，修理ドックは日本よりはるかに有利だ」と語った。なお，現在，英海軍基地

のシンガポーノレ人労働者は約5千人と言われる。

Vスウェーデンとニ重課税回避条約調印

V今年度大卒者数一一一TheStraits Times 17日社説によれば，今年度大学卒

業生数は1100人という。

v社戦支持者18人釈放一一－4月の総選挙にボイコツトを煽動したため逮捕され

ていた社会主義戦線 BS支持者18人が，起訴とりさげで釈放された。

vヨルダン，イスラエルとの取引でシンガポールの海運会社を非難

V防衛基金， 525万3000ドルに

18日 Vルーマニア大使，信任状提出一一ールーマニアの初代大使Gindilla氏がユソフ

大統領に信任状を提出した。同氏は現在，駐インドネシア大使。

v昨年度の工業発展一一一このほど発表された経済開発庁 EDB年報によると，

昨年度の工業発展は次の通り。

工場数（年末〉

登録産出額

販売額

（うち創始産業〉

創始産業の輸出額

投資および固定資産

新規雇用者数

1966年

97工場

5億3540万ドル

3億3900万ドル

1967年

234工場

6億6800万ドル

6億7590万ドノレ

6億5660万ドノレ

2億6120万ドノレ

4億1700万ドル

5400人

（全新雇用 l万7153の46%)

創始産業雇用者数 1万1102人 1万6046人

19日 V初代駐インドネシア大使任命一一政府は，初代駐インドネシア大使に P. S. 

Raman放送局長代理を任命した。

V創始産業労働組合，雇用法に懸念一一創始産業労働組合は国会に提出中の雇

用法について， 「国家の窮状は理解しているが，労働者のみを不当に圧迫しない

で欲しい」との声明を発表した。

20日 V全国ジャーナリスト組合 SNUJ，雇用法反対を表明
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21日 V来年3月までに空軍基地労働者325人失業一一空軍基地労働者組合の発表に

よると， 325人が来年3月までに解雇されることになった。

v英海外開発省次官来シ一一イギリスの Mathieson海外開発省次官が来シし，

援助の細目について当局と話し合った。その結果， 28日には，第1段階として機

械設備3千万ドノレ，技術訓練1千万ドル， Keppel港改良工事550万ドルなど計1

億ドルの援助細目が決定された。

22日 V労働者の情況一一全国労働組合会議 NTUC調査委員会がこのほど発表した

ところによると，労働者の状態は次の通り。

月200ドル以下の労働者 16万8000人（民間14万2000，公共2万6000)

うち月100ドル以下の労働者 6万9000人（民間6万5000，公共4000)

労働組合数 110組合

組合員総数 13万3000人

組織率 30% 

v防衛費増額か Shaari文化政務次官は，今後2～3年間，防衛費増額のた

め，他省予算を削減すると述べた。

24日 v国営造船所設立一一一英軍ドックを民間完全移転まで運営するための機構とし

て，国営の SembawangShipyard Ltd.が設立されることになった。これは基地

転用局BECDと英SwanHunter社との間で決定されたもので，両者の代表が運

営にあたる。なお，イギリスの Mathieson海外開発省次官は27日， 同社の造船

所改修事業に 900万ドノレを贈与すると発表した。これは，既に決められているイ

ギリスの対シ援助5千万ポンドとは別枠のもの。

V住宅建築の進捗一一一このほど発表された住宅開発局 HDB年報によると，同

局は昨年1万2098戸のアパート，商店を建策し， 1960年にシンガポーノレ改善公社

SITから業務を引き継いで以来， HDBの手になる建築は総数7万9187戸になっ

た。

25日 Vジュロン工業団地の近況一一一Goh蔵相はジュロン川公園島事業着工式典で演

説し，ジュロン工業団地の工場数・住民数が，それぞれ116工場， 1万2千人で

あることを明らかにした。

v初代ギリシャ大使，信任状提出 ギリシャの初代大使 ConstantinePana-

yotacos氏（インドなど 7ヵ国大使も兼任）がユソフ大統領に信任状を提出した。

V薄板生産会社創業一一一シンガポーノレ最初のポリエステノレ・メラミン薄板製造

会社 PolykemIndustries Ltd. （マレーシアとの合弁〉が生産を開始した。当初
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従業員は20人で，日産800～1000枚の予定。

26日 T Jayewardeneセイロン副首相，非公式訪問

27日 V下水道事業に復興開発銀行から1800万ドル一一国際復興開発銀行IBRDは，

このほどシンガポーノレ公共建設局PWDの下水道事業（総経費，今後5年間で 6

千万ドノレ〉に1800万ドノレの借款を認めた。

vビール消費税引上げ一一関税・消費税局は，ビーノレ消費税を即日，次のよう

に引き上げると発表した〈ガロン当り，カッコ内現行〉。

国産ピーノレ 5.20 (4.80) 

輸入ビール 8.20 (7.60) 

T ASEAN観光特別委員会聞く一一東南アジア諸国連合 ASEAN観光特別委員

会が27日から 3日間シンガポールで聞かれ，観光業における 5ヵ国の共同事業な

どを決議した。

28日 vシンガポール大学民主社会主義者クラブ，雇用法の修正を要求

Vカナダから港湾開発事業に20万ドルの物資援助

29日 v北朝鮮最高人民会議副委員長来シ一一北朝鮮の康良煙（KangRyang Wook) 

最高人民会議常任委副委員長が， 9人の政府高官を伴い， 9日間の親善訪問のた

めシンガポールに着いた。康副委員長一行はカンボジア，ピルマを歴訪したあと，

シンガポールを訪れたもので， リ一首相， BakSu Kwon駐シ北朝鮮通商代表ら

多数が空港に出迎えた。康副委員長は空港で「シンガポーノレ人民の新しい社会へ

の闘争に注目している」と述べ， 30日には「われわれの独立を認めるあらゆる国

固と友好関係を結ぶ」と語った。

T Goh蔵相，オーストラリアへ一一Goh蔵相はオーストラリアを訪問し，特恵

品目増加などについて話し合った。

30日 V工業の発展一一TheStraits Times 30日によれば，シンガポールの工業は

次の通り発展した。

1965年
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261.8 

10,726 

328.1 

1966年

338.3 

11,740 

535.4 

1967年

417.0 

17,153 

675.9 
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I マ・シ両国の現有兵力 （TheStraits Times 5日より作成）

マレーシア

陸 軍

海 軍

ゲB
二五ニム 軍

2万7900人歩兵大隊10，遊撃大隊4，砲兵連隊（105ミリ

曲射砲装備） 2，偵察連隊2，野戦技術中隊，

通信中隊

3000人 フリゲート艦1C今年中に更に l隻増大する見

込み〉， 沿岸掃海艇6' 上陸用舟艇l，高速警

備艇ム警備艇22，護衛艦2

2600人機種； Tebau（ジェット練習機） 20機， Pioneer

15機， Caribous数機， Herald l機，

Dove l機， Herom 1機，ヘリコプタ

ー Alouette20機，同 Sikorsky多数。

基地：クアラノレンプーノレ，クアンタン，アロー

ノレ・スターノレ，クチン， ラブアン

警察野戦軍 PFF 2万3000入

国境警備隊 7000人

予備軍 4万000人

陸海空3軍の規模は次のように増大した。

1964年

2万2000人

1965年

2万8600人

1966年

3万000人

1967年

3万3500人

シンガポーノレ

毎年1万6千人が2ヵ月の兵役訓練， うち10%が兵役期間2年の正規兵に編入

される。

海 軍応 召兵 100人，志願兵 300人，線習艦 2，警備艇 I，ランチ 1,

（そのほか高速警備艇6隻を発注している〉

なお，オーストラリア，ニュージーランドの正規軍は，現在，それぞれ7万人， 1万

3000人で，マ・シ両国駐留軍（合計5000人〉は次の通り（以下同紙10日による〉。

オーストラリア

Mirage機 23,Sabre機 20C以上バターワース基地〉， 1個大隊1000名（Te

Q
d
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rendak基地〉，駆逐艦（対潜水艦ミサイノレ搭載） 2 （シンガポール〉。

ニュージーランド

フリゲート艦1，半大隊（以上 Terendak基地〉，飛行中隊1(Bristol戦闘機4)

II 武装闘争の偉大な赤旗をかかげて，前進しよう

マラヤ共産党の民族解放戦争20周年の声明

（中国通信世界ニュース 6月21日号〉

マラヤ共産党中央委員会は 6月1日， 抗英民族解放戦争20周年を記念して， 「武装

闘争の偉大な赤旗を高くかかげ，勇躍前進しよう」と題する次のような声明を発表し

fこ。

1948年6月20日夜，英帝国主義はマラヤ人民に突如襲いかかり，全国的な範囲で

大規模な捜査と逮捕を行ない，マラヤ共産党を中核とする革命勢力を一挙に撲滅し

ようとたくらんだ。しかし，敵のこの悪どい陰謀は恥ずべき失敗に終った。マラヤ

共産党は思想面と組織面ですでに必要な準備を整えて，敵が全面的な弾圧をかけて

きたときに，毅然として各民族人民を導いて武器を手にして立ち上がり，革命の暴

力で反革命の暴力に反撃し，農村で都市を包囲し，武力で権力を奪取する道を歩ん

だ。これによって，マラヤの民族民主主義革命は新たな歴史的時期にはいった。

20年来，マラヤ人民の武装闘争は輝かしい経過をたどってきた。凶悪でこうかつ

な英帝国主義の長期にわたる攻撃の下で，マラヤ共産党およびその指導の下にある

マラヤ民族解放軍は，英雄的な，粘り強い戦闘をくりひろげてきた。この間，重大

な損害をこうむることがあったにもかかわらず，マラヤ共産党とマラヤ民族解放軍

は消滅させられなかったばかりでなく，反対に発展し強大になりつつある。そして

武装闘争の赤旗はずっと空高くひるがえっている。これはマラヤ人民の偉大な勝利

であり，マルクス・レーニン主義，毛沢東思想、の偉大な勝利である。

長期にわたる武装闘争の手痛い打撃を受けて，英帝国主義のマラヤにおける100年

余りの植民地主義支配は根底から崩れ始めた。英帝国主義は一度ならずその支配方

式を変え，はては米帝国主義とソ連修正主義裏切り者集団と結託してパ、わゆる「マ

レーシア連邦」と「シンガポール共和国」をでっちあげて，英国の植民地主義支配

の不可避的な崩壊を救おうとくわだてた。

革命的な人民は，長期の激しい闘争の中で試練と鍛練を受け，きたえられてきた。

マラヤ共産党は，この時期における闘争の曲折の中で多くの重要な経験と教訓をく

みとった。その主要なものは，どんな状況の下でも，農村で都市を包囲し，武力で

一（ 144）一 -170-



マレーシア，シンガポール（6月〉

権力を奪取する道を断固として堅持しなければならないということである。

経験が立証しているように， 「鉄砲から政権が生まれる」，「人民の軍隊がなけれ

ば，人民のすべてはない」ということは，打ち破ることのできない偉大な真理であ

る。帝国主義およびその手先ラーマンニリー・クアン・ユー集団は，鉄砲でその反

動政権を維持しており，人民に対して残酷な抑圧を加えている。かれらが大声でわ

めいている「一人一票あるjとか， 「議会民主主義」とか「社会主義」などは，す

べて陰険なペテンにすぎない。鉄砲を手にして人民戦争を進めてこそ，はじめて，

かれらの血なまぐさい支配をくつがえすことができる。また，かれらの反動的な国

家機構を徹底的に打ち砕き，人民政権を打ち立ててはじめて，社会主義の実現を語

ることができる。

経験が立証しているように，武装闘争は主要な闘争形態であり，軍隊は主要な組

織形態であり，そのほかのすべての大衆組織と大衆闘争は，直接的にまたは間接的

に武装闘争と呼応しなければならない。したがって，革命活動の重点は農村地区に

置くべきであり，農村の根拠地を固め，それを発展させなければならない。

経験は次のことを立証している。大衆を立ち上がらせ，大衆に依拠してはじめて，

武装闘争を堅持し，発展させることができる。大衆に宣伝し，大衆を組織し，大衆

を武装しなければならない。広範な大衆，とりわけ農村地区の農業労働者，農民そ

のほかの勤労大衆を十分に立ち上がらせるならば，敵にうちかっ強大な力を形づく

ることができる。

経験は次のことを立証している。 「統一戦線は，武装闘争を実行する統一戦線で

ある」。武装闘争を離れては，どんな真の反帝統一戦線もありえない。武装闘争の

赤旗を高くかかげてこそ（共産党を通じての）， 労働者階級の指導する労農同盟を

基礎とし，小プノレジョアジー，民族ブノレジョアジー，すべての反帝愛国人土と連合

した民族民主統一戦線を強固にし，拡大することができる。共産党は統一戦線のな

かで，思想、・政治・組織の面での独立性を堅持し，指導権を堅持しなければならな

1.(、。

経験は次のことを立証している。民族平等の基礎の上に立った民族団結政策を堅

持し，植民地主義者と圏内反動派の民族分裂・人種差別政策に断固反対してはめじ

て，各民族の労農大衆を幅広く立ち上がらせ，各民族人民の革命的大団結をいっそ

う強固にし，予言展させることができる。

経験は次のことを立証している。マラヤ共産党はマラヤ労働者階級の唯一の真の

前衛隊であり，各民族人民の利益の忠実な守り手である。マラヤ共産党は，マルク

司
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ス・レーニン主義，毛沢東思想、で武装された。長い試練を経た草命政党で，マラヤ

共産党だけが，マラヤ人民を指導して，極めて困難な条件の下で自力更生によって

長期にわたる武装闘争を進める勇気を持っている。マラヤ共産党の指導があってこ

そ，マラヤ草命は勝利することができる。

結局， 20年の武装闘争の実践は，現代のマルクス・レーニン主義である毛沢東思

想、がマラヤ草命の指針であり，毛沢東思想、の普遍的真理をマラヤ草命の具体的な実

践と結びつけることが，マラヤ人民武装闘争が勝利する唯一の保証であることを立

証している。

いま，閏際情勢は非常にすばらしい。社会主義の中国は，すでに世界草命の中心，

根拠地となっている。史上前例のない中国のプロレダリア文化大革命は，全面的な

勝利をたたかいとる段階にはいり，プロレタリア独裁はいっそう強固になっている。

無敵の毛沢東思想の幅広い伝播は，世界草命の深化・発展を推進し，帝国主義，現

代修正主義，各国反動派の弔鐘を打ち鳴らしている。アルパニア人民が草命化運動

の中でおさめた大きな成果，ベトナム人民の抗米救国戦争の偉大な勝利，アジア・

アフリカ，ラテン・アメリカ人民の武装闘争の勢い盛んな発展，米黒人の暴政に反

抗する闘争の新しいあらし，西欧と北米のプロレタリア階級と進歩勢力の草命闘争

の新たな高まり，とりわけフランスの労働者，学生および広範な大衆がまき起こし

た偉大なあちし，帝国主義体制の日ましにつのる政治経済危機，修正主義団の四分

五裂，これらすべては帝国主義，現代修正主義，各国反動派が日一日と滅亡に近づ

いていることを示している。

マラヤ国内の情勢もまた非常にすばらしい。英帝国主義はすでに没落している。

米帝国主義とその下僕は，この機に乗じて浸透を強め，新しい軍事同盟をつくろう

と積極的に画策している。ソ連修正主義裏切り者集団は，帝国主義とぐるになって，

マラヤ人民の草命闘争を破壊している。買弁プyレゾョア階級と地主階級を代表する

ラーマン＝リー・クワン・ユ一かいちい集団は，その主人である帝国主義の意図に

従って，軍備拡張と戦争準備に狂奔し，反共・反人民・反中国の政策にますます拍

車をかけている。政治面では，かれらは広範な人民に一層野蛮な迫害を加え，経済

面では，いっそう残酷な搾取を行なっている。広範な人民と帝国主義，ソ連修正主

義裏切り者集団，ラーマン＝リー・クワン・ユ一かいらい集団との聞の矛盾はます

ます鋭くなっている。マラヤ共産党，マラヤ民族解放軍が武装闘争を勝利のうちに

堅持しているのに励まされて，労働者，農民，漁民，学生，そのほか各階層のひと

びとの迫害に反対し，真の独立の実現を要求し，生活の改善を要求するたたかいの
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波が日ましに盛りあがっている。これらすべては，新しい革命のあらしがかならず

訪れることを示している。

マラヤ各民族人民の当面の任務は，団結して，敢然とたたかい，敢然と勝利する

草命精神を発揚し，各方面の闘争を強め，とりわけ武装闘争を強め，敵に対して持

久的な猛烈な攻撃を加え，英・米帝国主義とその手先ラーマン＝リー・クワン・ユ

ー集団を打倒し，真の独立・統一・民主のマラヤを実現するためあくまで奮闘する

ことである。

すでに世界は，偉大な毛沢東思想を旗じるしとする新しい時代にはいった。全世

界人民は，毛沢東思想に照らされて，古い世界に総攻撃を加えている。英雄的なマ

ラヤ人民とマラヤ民族解放軍のすべての指揮員・戦闘員は，マラヤ共産党の指導の

下に，武装闘争の偉大な赤旗を高くかかげ，ひきつづき勇敢に前進している。前進

の途上に困難や障害があっても，偉大な毛沢東思想の導きの下に，われわれはきっ

と最後の勝利をかちとることができるものと固く信じている。

ill 中国共産党，マラヤ人民の抗実民族解放戦争20周年を祝賀

（中国通信世界ニュース 6月21日号〕

中国共産党中央委員会は20日，マラヤ共産党中央委員会に， マラヤ人民の抗英民族

解放戦争20周年を熱烈に祝賀する次のような祝電を送った。

マラヤ人民の抗英民族解放戦争20周年に当たって，中国共産党中央委員会はあな

た方に熱烈な兄弟としての祝賀の意を表明する。

マラヤ共産党がマラヤの各民族人民を指導し，実植民地主義者とその手先に反対

して進めてきた英雄的な武装闘争は，輝かしい経過をたどってきた。それは，マラ

ヤにおける英帝国主義の植民地支西日に手痛い打撃を与え，マラヤの民族独立と解放

事業に非常に大きな貢献をしている。マラヤ人民の草命の武装闘争は，米国をかし

らとする帝国主義とその手先およびソ連修主主義裏切り者集団を中心とする現代修

正主義に力強い打撃を与え，ベトナム人民の抗米救国戦争を積極的に支持している。

戦争の烈火の試練を受け，鍛えられてきたマラヤ共産党が，マルクス主義，レー

ニン主義，毛沢東思想の普遍的な真理をマラヤの具体的な状況と結びつけ，武装闘

争の赤旗をしっかりとかかげ，マラヤの各民族人民と緊密に団結し，人民大衆にし

っかりと依拠し，農村の革命根拠地を固め，拡大し，草命の武装力を発展させ，強

大なものにし，闘争を堅持していくならば，必ずマラヤ人民を指導して，英米帝国

主義侵略者を追い出し，ラーマン＝リー・クアン・ユ一かいらい政権をくつがえし，
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新しい，真の独立・統一・民主のマラヤを築くことができるものと，中国共産党は

固く信じている。

毛主席がみずから起こし指導している史上前例のない中国のプロレタリア文化大

革命は，決定的な勝利を収めた。中国のフノレシチョフを代表とするブルジョア反動

勢力が中国で資本主義の復活を実現しようとした陰謀は恥ずべき失敗に終わった。

プロレタリア文化大革命は，プロレタリア独裁を大いに固め，強めた。プロレタリ

ア文化大革命を経て鍛えられた中国人民の力は，過去のいかなる時よりもさらに強

大になっており，これは，われわれが当然担うべき国際主義の偉大な任務を，さら

にりっぱに達成できるようにしている。

中国共産党と中国人民は，マラヤ共産党がマラヤ人民を指導して，「マレーシア」

を粉砕し，英帝国主義とその手先の反動支配をくつがえし，マラヤの真の独立・統

一・民主をかちとるために進めている革命闘争を断固として支持する。マラヤ人民

の武装闘争は必ず勝利する。

なお，ベトナム労働党も， このほどマラヤ共産党の解放闘争を支持するメッセージ

を送った。
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マレーシア

1 日 vタイから米3万5千トンを購入一一一TengkuNgah駐タイ大使はノξンコク

で，タイから 3万5千トン（トン当り 179.25米ドル手540Mf'；レ〉の米を購入す

る契約に調印した。一方タイ当局の発表によると，マレーシアは今年すでにタイ

から 5万トンの米を購入している。

Vインドネシアへ貿易使節団一一Moharbin Raja Badiozaman商工次官を団

長とする40人の貿易使節団がインドネシアを訪れ，ジャカルタとクアラノレンプー

ルに通商代表部およびマレーシア・インドネシア商業会議所を設立することなど

の取決めを行なった。

Vカナダの軍事援助一一カナダの Hadwen駐マ高等弁務官は，マレーシアの

空軍将校がカナダで訓練を受けていることを明かにした。なお初代駐カナダ高等

弁務官にこのほど IsmailY usof氏が任命された。

Vフィリピン海軍，スル近海で警戒態勢に

' 2製造業者団体統合一一一マレーシア製造業者協会 MMAとマレーシア製造

業者全国会議 NCMMとが統合され，マレーシア製造業者連合 FMMが結成さ

れた。（67年12月12日参照）

，アジア太平洋法律家会議 LAWASIA聞く

2 日 V陳平共産党書記長，ゲリラ戦を指揮か一一ラザ、ク副首相は記者会見で「陳平

Chin Peng共産党書記長がタイ国境のゲリラを指揮しているものと思われる」

と語った。

vタイと国境ゲリラ問題を討議一一タイ，マレーシアの軍事代表団がクアラノレ

ンプールで国境ゲ、リラ問題を話し合った。

V東芝マレーシア設立一一東京芝浦電気は東芝マレーシア（資本金100万ドル〉

の設立を発表した。これは東芝（持株比率70%），三井物産（15%), Kee Huat 

Radio社（東芝の代理店， 15%) 3社の合弁で， BatuTigaに11月中に工場が完

成する予定。

，ジョホーJL,dJ!ilで武装インドネシア人10人捕わる
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3 日 vタイとの国境委員会聞く タイの DaweeChullasapya国防次官（空軍大

将）以下の代表団を迎えて両国国境委員会がペナンで聞かれた。会談後発表され

た共同声明には，ゲリラに対する闘いを早急に強化すると述べられているが，

The Straits Times 5日によれば，具体的手段として（1）食糧供給および居住民の

統制，（2）警察駐在所の増設，（3）心理戦の強化，（4）装甲車の使用などが考えられて

いるという。またラザク副首相（マレーシア側団長〉は会談後，国境地帯への軍

の増派を発表し，他方 Dawee国防次官は 5日，「必要な場合には正規軍の相互

越境を認めることで、意見の一致を見た。タイ側η治安は保たれており派兵の要は

ないが，附近の不法入植者の調査を行なう予定だ」と語った。

Vサバ近海の軍事力は充分一一一ラザク副首相は「スル近海のフィリピン海軍の

動きを注意深く見守っている。サパのマレーシア軍はあらゆる緊急事態に対処し

得る力をもっているが，マルコス大統領は軍事力を行使しないといっており，わ

れわれもそう考えている」と語った。

V近くユーゴ，ルーマニアと通商協定調印か一一ラザ、ク副首相は，ユーゴスラ

ピア， yレーマニアとの通商協定調印に原則的に同意したと発表した。

Vインドから武器を購入一一ニューデリーで行なわれていたインドとの相互協

力に関する会談が終り，工業・農業におけるインドの技術訓練援助について合意

をみたとの共同声明が発表された。また AbdulKadirマレーシア代表団長は会

談後の記者会見で，インドから砲弾，手摺弾，小銃を購入することになろうと述

べた。

vラザク副首相，公務員組合会議に警告

vブルネイ・タウンニテンブロン聞の道路建設一一プノレネイ・タウンニテンプ

ロン問（43マイノレ〉の道路建設工事を Gammon(South-east) Ltd.が2千万ドノレ

で落札した。

4 日 vフィリピン，サバ会談で証拠文書提出一一バンコクで続けられているサパ請

求権をめぐる会談で，フィリピン側はマニラから取り寄せた 2通の証拠文書（こ

の到着が遅れて会談は度々延期されていた）を提出した。これは（1）スノレのスノレタ

ン位継承資格者5人が1962年4月に主権をフィリピン政府に譲った文書，（2）スノレ

のスルタン IsmailKiramが1962年9月にサパの主権をフィリピンに譲渡した文

書であったが，マレーシア側は 5El, (1）フィリピンは従来，現スノレタンが1950年

に即位したと述べてきており 1962年に 5人の継承者がいたのはおかしい，（2)1962

年4月に主権をフィリピン政府に譲渡しているのに，同年9月スルタンにサパ譲

一（150）ー -172-



マレーシア（7月〉

渡の権限をもっていたのは理解に苦しむ，と反論したo

v電気局労組，スト通告一一全国電気局技術職組合 NEBTSU（組合員2千人）

の M.Krishna委員長は， 9月1日までに賃金問題の話合いがつかなければ，

公務員組合会議 Cuepacsと共にストにはいる，と発表したo

v中国，タイ・マレーシア・ラオス地区ゲリラ戦指揮官を任命？一一香港の

The Star 4日によると，中国はタイ，マレーシア，ラオス地区のゲリラ戦指揮

官に任栄 JenJung昆明軍区副司令員を任命したという。

V富士通，通信施設落札一一富士通はこのほど郵電総局TDから通信設備一式

250万ドル（ 3億円〉を落札した。これは第 1次マレーシア計画・全国通信回線

整備事業の一部で，英国 GEC，西独 Siemensなどとの競争入札だった。調達資

金については円借款が予定されている。

5 日 V正規軍追討は国境内 5マイルまで（？）一一一マレーシアとの国境委員会から帰

ったタイの Dawee国防次官は「正規軍の相互越境追討に制限はないが，国境か

ら5マイル以上ははいらないと思う」と語った。

v公務員組合会議婦人部，スト通告一一公務員組合会議 Cuepacs婦人行動戦

線 WAFの LaiPik Har副書記長は，男女平等賃金が実現されなければ9月1

日からストライキにはいると発表した。

6 B V全国教員連盟 NUT, 9月1日からのストを決定

Vサラワク海底油田，正式に操業開始一一サラワク Lutong沖の Shell社，海

底油田が正式に操業を開始した。産油量は 1日5千ノミーレノレの予定。

7 日 Vサバ州政府閣僚の給与引上げ一一サノミ州議会は政府閣僚の給与月額を次のよ

うに引き上げることに同意した。（カツコ内引上げ額〉

州首相 3000ドノレ（700)

州閣僚 2300 (400) 

州議会議長 2000 (130) 

V教員の政府批判は許されず－Khir教育相は TanjongKarangで「政治

活動への参加を許された教員でも，政府を批判することはできない」と述べた。

8 日 Vイギリスから来年3月までに5200万ドル一一1日に来マしたイギリスのMa-

thieson海外開発省次官との間で続けられていた援助細目（総額1億8375万ドル）

についての会談が終り， Mathieson次官は来年3月までに次のような援助を行な

うと発表した。（単位， ドノレ〉

開発予算農村開発費 700万
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ゴム加工業，オイル・パーム，濯瓶事業 850万

技術援 助 700万

機械援助 1800万

技術教育 1000万

V工業・肉体労働者組合， 8月30日からストと決定一一国家公務員工業・肉体

労働者組合IMG（組合員6千人〉の AllahBaksh書記長はラザ、ク副首相と会談

した後，「政府側に新しい提案は何もなかった。 Su伍an報告を完全実施しても，

われわれに対する支払い増は 890万ドルに過ぎず，政府のいうように1700万ドル

増にはならない。誠実な回答がない限り， 8月30日からストにはいる」と語った。

V政府・公務員組合会議の合同作業部会一一ラザク副首相は IMG代表との会

談後，公務員組合会議 Cuepacsとの間で，先週来合同作業部会が聞かれている

ことを明かにした。

l Lunsオランダ外相来マ一一オランダのLuns外相がマレーシアを訪れ，ラザ、

ク副首相らと経済援助，マレーシアの EEC加盟などについて話し合った。また

同外相は 9日，今後2～3年間対マ援助を増大させるだろうと語った。

Vサラワクの選挙人登録始る

V殉難者記念日を 8月4日（非常事態宣言終了日〉に変更

9 日 V鉄道労働者組合， 9月 1日にストと通告

Vサパ中国人協会 SCA，バンコク会談中止を申し入れ

10日 V公務員賃金引上げを増額一一ラザク副首相は 5月30日の提案を修正して次の

通り公務員賃金を引き上げると発表した。

部 門 年間引上げ総額（ドノレ〉

工業・肉体労働者 890万

Whitley委員会第4部門労働者 280万

そ の 他 700万

計 1870万

なおこの発表より前，マラヤ技術労働者組合 MTSU(Cuepacs傘下， 4千人〉

がストライキ決定を行なった。

V近く EECに準加盟申請一一ラザ、ク副首相は，オランダの Luns外相と会談

した後「近くヨーロッバ共同市場 EEC準加盟を正式に申請する」と語った。

11日 V不法入植者追立てを強化一一連邦首都委員会 FCCはこのほど，私有地にお

いて不法入植者の居住が認められる条件（占有期間 1年以上〉を撤廃すると発表
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した。

vバンコク会談中断一一パンコク会談は， フィリピン側の新しい代表 Leon

Guerrero駐印大使が「最早，質疑応答の必要はない」と述べて討議を打ち切っ

たため， 15日まで中断された。

Vゴム業界，極東海運同盟との会談を拒否一一一マレーシア，シンガポーノレ両国

ゴム産業海運委員会はクアラルンプールで、会談し，極東海運同盟 FEFCから申

し入れのあった会談には応じられないとの決定を行なった。 (6月24日参照〉

12日 Vアロール・スタール近郊のゴム園ストー一一一アロール・スタール近郊の Aru-

mugam Pillaiゴム園でのストライキは4月17日以来続けられているが，この日

は120人の契約労働者がゴム園にはいろうとして乱闘となり，スト労働者20人が

逮捕された。

13日 V公務員組合，政府案をのむ－ーウイットレイ委員会NationalWhitley Coun-

cil （第 1～4部〉の Narendran組合側代表，国家公務員工業・肉体労働者組合

IMGの Baksh書記長ら公務員代表と政府代表との問で，賃金引上げ問題に関す

る話合いが行なわれた。会談後組合側代表は， 「原則的に意見の一致をみた，最

終的な協定は17日に調印されるだろう」と語った。

v協同組合の発展－Ghazali農業相が協同組合 co-operativesocietiesについ

て発表したところによると，主期生組合数3000以上，組合員55万人，資本金額2億

5000万ドルで，政府のこの10年間の貸付額は5780万ドノレ〈うち2300万ドルは米取

引市場事業〉に達している。

vインドネシアに輸出信用供与一一－Tan蔵相はジョホール州ポンティアンで，

「インドネシア経済救済のため輸出信用を供与する。細目については検討中であ

るJと述べた。

V民主行動党支部は60 The Straits Times 13日によると，民主行動党DA

Pの支部は現在60と言う。

vインドネシアの M.M. R. Kartakusuma参謀長来マ

vマレー商業会議所， MSAの改称を要求一一一マレー商業会議所連合AMCC年

次大会は，マレーシア・シンガポール航空MSAのマレーシア航空MCAへの改

称と本部のクアラノレンプールへの移転とを政府に要求する決議を行なった。なお

The Straits Times 16日によれば，マ・シ両国政府はMSAの両国従業員数を等

しくするための話合いを行なっているという。

14日 欧州駐在外交官会議一一ラーマン首相はロンドンに西独，仏，オランダ，イタ
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リー，ソ連，イギリス各国駐在外交官を集めて会議を聞き， 5ヵ国防衛会談後の

情勢，サパ問題などについて討論した。席上ラーマン首相は「5ヵ国会談の結果

は未だ不満なものだが，今後の会談で成果があるものと確信している」と述べた。

，政府，技術大学の設立を支持－Khir教育相はマレーシア中国人協会 MC

Aの提案になる技術大学（総工費2000万ドル， BatuTigaに建設予定〉の設立を

支持すると述べた。同大学は来年240人を募集するという。

v南ベトナム国会議員代表団来マ

V選挙委員会，選挙区再編の検討を開始

15日 vバンコク会談：マレーシア，打切りを声明一一一サパの帰属をめぐるパンコク

会談で，マレーシアの Ghazali主席代表は，フィリヒ。ン側のサパ請求権を拒否し，

「マレーシアに関する限り会談は終った。両国の協力関係を強化するための会談

を提案する」と述べた。これに関しラザ、ク副首相は「フィリピンは正当な請求権

をもっていないことが明らかになった」と語り，フィリピンのラモス外相は驚き

と失望の意を表明した。

vシンガポールと二重県税回避の話合い一一マレーシアの新所得税法制定に伴

う二重課税回避についての話合いがシンガポールとの問で始められた。第 1次会

談は17日終了し，両国は卒直な意見交換を行なったとの共同声明が発表された。

なお現行協定は今年12月で期限切れとなる。

16日 vバンコク会談決裂一一パンコク会談はマレーシア代表が退場したため完全に

決裂した。フィリピン側スポークスマンはとれについて「マレーシアが一方的に

退場したので、あり，決裂の責－任はすべてマレーシア側にあるJと述べ，マレーシ

ア側スポークスマンは「これ以上討議すべきことがあるかどうか質したところ，

何もないとのことだったので退出したまでだJと語った。一方マレーシア代表団

に加わっているサパ州議員3名は， 「フィリピンがあえて侵略してくるならばサ

パ州民は最後の血の一滴まで闘う」と述べた。

V西独から近く初の平和部隊一一一FriedrichEbert財団の RudolfGutte氏が

明らかにしたところによると，西ドイツ政府はマレーシアに平和部隊を送ること

を決定した。第 l陣8名は9月に到着する予定。

V教育相，教員組合に警告一一－Khir教育相は全国教員組合 NUTが8月30日

からのストを決定したことに関して， 「政府は必要な対抗手段を講ずる。資格を

得て教職につけないでいる者も多いのだ」と述べた。

f Ya’akub土地・鉱業相，中東へ一一Ya’akub土地・鉱業相は回教国会議につ
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いて討議するためパキスタン，アフガニスタンおよび、中東へ出発した。

V左翼のシンガポールからの入国を監視一一Hamzah副内務相は記者会見で，

ジョホール州のパイナップル園での共産主義者逮捕以来，シンガポーノレからの左

翼の入国を厳重に監視していると語った。

Vゲリラの扱いは誇張（？）一一一クアラノレンプーノレからの報道（16日〉によると，

共産党は英軍撤退完了まで動き出さないと思われ，新聞などにゲリラの動きが誇

張されて述べられているのは，国境ゲリラ討伐に熱心でないタイ側へのジェスチ

ュアと来年の総選挙に向けての宣伝材料のためという。また同報道によれば都市

での赤旗事件も額面通りには受け取れず， 6月17日に警官が殺されて以来大きな

事件は起っていないのだから，これを以て新しい事態の始りとは看倣し得ないと

いう。

17日 V公務員組合，スト通告撤回へ一一公務員組合会議 CuepacsのNarendran委

員長は政府当局と会談した後，「賃金引上げは8月 1日から実施し，住宅費貸付，

男女平等賃金などについては更に会談を続けることになった。正式調印は22日に

行なう」と発表した。

vフィリピンとの国交断絶はない一一ラザク副首相は閣議後の記者会見で，「パ

ンコク会談は決裂したが，フィリピンと断交する理由はない。東南ア諸国連合A

SEANを通じての協力を深めたい」と述べた。

T ASPACの反共組織化に反対一一外務省スポークスマンは 30日に聞かれるア

ジア太平洋閣僚会議について「反共軍事同盟化には強く反対するJと述べた。

Vサラワクで政府軍待伏せ攻撃を受〈一一新華社24日の報道によると，北カリ

マンタン人民武装勢力はサラワクで政府軍を待伏せ攻撃し多数をせん減させた。

一方軍スポークスマン18日発表によると，政府軍負傷者数は4名だった。

▼マラッカ州の海底錫鉱脈試堀を中止――連邦政府は，マラッカ州Kuala Li-

nggi沖で 6月開始された錫鉱脈の試掘（SharikatLombong clan Perusahaan 

Melayu Melaka社とカナダの PlacerDevelopment Ltd.の共同事業）を中止す

るようマラッカ州政府に命令した。この事業は連邦政府の許可を得ずに州政府が

開始を認めたもの。

18日 vサパ帰属問題はこれ以上話し合いせず一一ラザク副首相はバンコク会談の決

裂に触れて， 「サパ問題でこれ以上話し合う必要はない」と述べた。

v上級公務員の政治活動を禁止一一政府はこのほど公務員政令1968を発表し

て，上級公務員（第 1・2部門および第3部門を含む〉の政治活動参加を禁止し

-177- 一（155）一



マレーシア（ 7月〉

た。なお警察・牢獄関係者を除き，政党加入は許される。

V錫，ココナット油に強力な代替品出現一一ChemicalWeek Magazine （ア

メリカ〉最近号によると， ContinentalOil Co.はこのほどアルミニウム・アノレ

キノレ AlminiumAlkylsを使ったメッキ法を開発した。これは錫の代わりにアノレ

ミニウム，ココナット油の代わりに直鎖アルコーノレを使うもので，価格面で錫・

ココナット油よりはるかに有利だという。

Vサバのパーム・オイル輸出急増一一シンガポーノレ BlueFunnel社スポーク

スマンの発表によると，同社所属船舶はこのところ毎月 1千トンのパーム・オイ

ルをサパの 3港（Kunak，サンダカン，タワウ）から出荷しており， この割合だ

とサパのパーム・オイル輸出額は近くゴムを凌駕するという。

V国王夫妻，サパを公式訪問一一21日まで。

19日 T ASEAN内の経済協力に対する障害一一このほど発表された国連経済鳥搬は，

東南アジア諸国連合 ASEANの経済協力推進を阻むものとして次の要因をあげ

ている。

(1) 輸出品目の寡少と競合：錫・米・ゴム・木材が殆んどで，域内貿易量は

21%に過ぎない。

(2) 通貨の非交換性。

(3) 共通語の欠如。

(4) シンガポーノレの自由貿易港たる伝統：関税同盟の実現に障害となるo

T Stephens駐豪高等弁務官赴任一一一5月8日参照。

Vイスラエル将校が比国兵を訓練（？）一一ManilaDaily Bulletin 19日によ

ると，イスラエルの将校がフィリピン兵にゲリラ戦，サボタージュなどの訓練を

担当しているという。

20日 Vフィリピン，駐マ大使を召還一一フィリピンのマルコス大統領は，整理担当

のadministrativeo伍cer1名を除く駐マ大使館員全員の引揚げを指令した。同大

統領によれば，外交関係は維持する意向だという。

v人民党前委員長脱党一一一人民党の AhmadBoestamam前委員長は，同党か

らの脱党とマレーシア無産党PartyMarhaen Malaysiaの結成とを発表した。同

氏によれば PMMは植民地主義， 帝国主義， 資本主義，封建主義に反対し，イ

デオロギーを等しくする他の野党と協力するという。なお同氏はこの日法律を学

ぶためロンドンに向った。

vラーマン首相，ガンジー・インド首相と会談ー一一ラーマン首相はイギリスか
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らネパーノレに向う途中インドに立ち寄り，ガンジー首相らと非公式に会談したo

vゴム輸出登録局局長， ソ連へ一一顔徳尭 GanTeck Yeowゴム輸出登録局

局長はゴムの直接輸出拡大について話し合うため，ソ連に向ったo

vピルマ通商代表団来マ

Vベナン』＂＇＇で労働党員 8名逮捕さる

21日 Vラーマン首相，ネパール訪問一一一ラーマン首相はネパールを訪れてマヘンド

ラ国王，タパ首相らと会談し，グノレカ兵のマレーシア国籍取得を提案した。 25日

発表された共同声明には両国の経済協力強化が植われている。

vラザク副首相，フィリピンに友好を訴える一一ラザ、ク副首相はフィリピン政

府に対し，サパ問題については現状を認め，より重要な経済協力を推進するよう

訴えた。一方ラーマン首相はネパールのカトマンズで「報復措置をとらざるを得

ないだろう」と述べた。

V人民党指導部， Boestamam氏を非難一一人民党の Kassim委員長は，前日脱

党を表明した Boestamam前委員長を「党・社会圭義・マラヤ人民の敵」と非難

した。また Halimbin Ali広報部長は「右翼日和見主義者にはもうがまんでき

ない。彼はマレーシア人民運動 GRMに入党しようとして断わられた」と語っ

fこ。

vマレーシア軍， タイ国境でゲリラと交戦一一警察当局は 23日， タイ国境の

Betong附近で40～50人のゲリラと交戦し， 1人を負傷させたと発表した。

vソ連通商使節団来マ－Mkrtumov氏を団長とする 6名のソ連通商使節団が

21日から 2週間マレーシアを訪問し， Lim商工相らと農業機械，通信，輸送機械

の輸出などについて話し合った。

vベルギー， EEC準加盟を支持一一－FransTaelemans駐マ・ベルギ一大使はラ

ジオ放送で，「ベルギーはマレーシアの欧州経済共同体 EEC準加盟を支持する」

と述べた。

22日 V公務員組合，スト回避を正式通達一一公務員組合会議 Cuepacs，国家公務員

工業・肉体労働者組合 IMGと政府との間で，賃金引上げに関する公式の協定が

調印され，両組合はストライキ撤回を各単組に通達した。 (10日参照〉

v日本との合弁錫精練工場危機に一一日本経済新聞22日によると，石原産業は

マレーシア資本との合弁錫精練工場 OrientalTin Smelters Ltd. （資本金330万

ドノレで石原65%）から手を引くことになり，マ政府と折衝を始めた。この合弁会

社は1963年に設立され，月約1000トンの錫を生産しているが，原鉱石が思うよう

Q
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に集まらず，現在累積赤字が500万ドノレ近くに達しているという。

V空港改良工事に 1千万ドJレ一一Sardon運輸相は， 今年中にベナン， コタ・

キナパノレ，クチン各空港改良工事のため l千万ドルを支出すると発表した。

，サラワクでゲリラ 3名捕わる

23日 , 45名のインドネシア陸軍文化部隊来マ

v対西独航空条約成立

24日 V駐比大使を協議のため召還一一ラザク副首相は閣議後， 「駐マ・フィリピン

大使召還に報復措置はとらないが，協議のため AbdulHamid Jumat大使を一時

帰国させる」と述べた。同大使は28日帰国した。

V教員の格差十一一TheStraits Times 24日社説によれば， 現在の教員数は 6

万人で，これは国家雇用教員GovernmentTeaching Serviceと一般教員Unified

Teaching Serviceとのこつに大別される。この二つに格差があるばかりでなく，

賃金体系が 500にも細分されているため，教員の労働条件は非常に異なったもの

となっている。教員組合はこれに対し次のような要求を行なっているという。

(1) 住宅・医療無料供与の一般教員への拡大〈現在国家雇用教員には適用さ

れている〉

(2) 男女平等賃金

(3) Malayan Training College教員と DayTrani昭 College卒業教員と

の等賃金

vタイ国境 Kroh-Setong聞に直通電話完成

25日 vラーマン首相帰国←一一ラーマン首相は 1ヵ月にわたるイギリス滞在， 5日間

のネパーノレ訪問を終え帰国した。同首相は空港での記者会見でサパ問題について

「これ以上話し合わない。仲介も不要だ」と述べた。

Vイギリス経済界代表，ポンド外貨留保を要請一一イギリスの大蔵省，イング

ランド銀行代表がマレーシアを訪れて， Tan蔵相とポンド問題について話し合

い，ポンド外貨準備の留保を要請した。

V雇用者準備基金（修正〉法成立一一国会で雇用者準備基金（修正）法が成立

した。これは50才（現行55才〉に達すれば拠出総額の 3分の 1を住宅購入費とし

て引き出せることを規定したもの。

26日 ' 1万人が入植希望－→車邦土地開発局 FLDAの RajaAlias副局長の発表に

よると，現在1万人が同局の入植事業に参加を希望しており，同局は入植者の選

考を行なってし、るという。
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vパイナップル生産小農園の苦境一一劉集漢 LewSip Honゴム研究所副統制

官の語ったところによると，パイナッフ。ノレ缶詰業者は自己の大パイナッフ。ノレ園の

生産物を使って操業しており， 1962年に国立ノfイナッフ。ノレ缶詰工場が設立された

にも拘らず小パイナップル園への需要は依然わずかで，小パイナップ。ノレ園は非常

な苦境に立たされているという。

v木材輸出業界，極東海運を非難一一マラヤ木材輸出業者協会連合FMTEAの

Xavier Samy会長は極東海運同盟 FEFCに電報を送り，配船の不足を強く非難

した。

27日 V錫価格4年来の最低に一一一海峡錫価格は20日， lヒ。クノレ（約63kg）当たり555

ドノレを割り， 27日には550.50ドルにまで下落して4年来の最低を記録した。

T Famaは反中国人的に非ず（？）一一連邦農業市場局FamaのAziz副長官は，

「Famaの目的は中国人，中間商人をしめ出すことでなく， 40万の米作農民を守

ることにある」と述べた。

T Ghafar無任所相反対運動一一統一マレ一国民組織Umnoマラッカ州支部172

のうち80支部の代表は，ラザク副首相に対し，「今後一切Ghafar無任所相（Umno

副委員長）と協力しない」との手紙を送る決定を行なった。これは， 6月16日の

Umnoマラッカ州本部副委員長選挙で Ghafar同本部委員長が不正操作を行なっ

たとしてとられた措置で、ある。しかし28日には Ghafar無任所相との間で話し合

いがもたれ，事件は一応落着した。

28日 vポンド外貨は50～60%一一一Tan蔵相はスイスへ出発するに先立つて記者会見

し，マレーシアの外貨準備のうちポンド保有は50～60%に過ぎないと述べた。ま

た同蔵相は，スイス滞在中フランクフノレトに向い， ドイツ銀行との間で2千ドル

の商業借款に調印するかも知れないと語った。

v東海岸海底油田の試掘開始一一ContinentalOil Co., Essa Exploration of 

Malaysiaの両社は，連邦政府との契約に基づき， ケランタン， トレンガヌ沿岸

海底油田の試掘を開始した。

29日 v錫鉱山増える一一最近の統計によると， 6月末の錫鉱山数は gravelポンプ使

用鉱山 966, dredge使用鉱山 64，その他46，計1076で， 5月末より 11増えた。

また6月の錫鉱山労働者数，生産量はそれぞれ4万8373人（ 5月比75人減）， 13 

万7034ピクル（同 934ヒ。クノレ減〉だった。 (5月20日参照〉

v日本でマラッ力海峡協議会発足一一一日本で日本船主協会，石油連盟， 日本造

船工業会など海運関係7団体によって構成されるマラッカ海峡協議会が発足し
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た。同協議会は日本政府のマラッカ海峡航路整備推進本部と協議しながら， 9月

には官民合同の予備調査団を現地に派遣する予定。また予備調査経費は約1億円

〈うち科学技術庁2700万円，残りを協議会が負担〉と見込まれている。

v対比密輸防止条約破棄か－Kim商工相はコタ・キナパノレで「フィリピンが

われわれとの友好を望まないなら，密輸防止条約を破棄する。マレーシア政府は

この条約によって既に 490万ドルの輸出税（10%従価〉減少を蒙っている」と語

った。

30日 T Aspacに Khir教育相出席

Vサラワク・ゲリラ， “取引税”を徴収一一サラワクの政府軍当局の発表によ

ると，国境地帯にいる共産ゲリラは，両国間でパーター取引きを行なっている商

人（主に陸ダヤク〉から税を徴収しているという。

31日 vガラス容器工場創業一一ーマレーシア初の完全自動ガラス容器工場Kuala

Lumpur Glass Manufacturers Co. Sdn. Bhd. （ペタリン・ジャヤ〉が生産を開

始した，当初の従業員数は 250人で， 日産70トンを見込んで、いる。

v米価下落一一TheStraits Times :n日によると，米の買入れ価格は圏内・イ

ンド・タイなどの豊作のため大幅に下落し，連邦農業市場局 Famaの買入れ価

格が，公定価格（ピクル当たり 16ドノレ〉を下回って 14.70ドルになった地方もあ

るとU、う。

V独立11周年記念日

シンガポール

l 日 v英陸軍基地から来年3月までに 1100人解雇一一陸軍雇用者組合 ACSUの

Balakrishna委員長の発表によると，英陸軍当局は来年3月までに1100人を解雇

すると通知して来た。なお昨年中に陸軍基地を解雇された1693人の殆んどが未だ

に職につけないでいるという。

3 日 v労働者再訓練センターを来年4月までに設立一一基地転用局 BECDの発表

によると，政府は来年4月までに基地解雇労働者の再訓練センターを設立する。

Rajaratnam外相によれば，同センターでは年間2千人の技術訓練を行なう。
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4 日 V失業登録者数6万7902一一労働省の発表によると， 5月現在の失業登録者数

は6万7902人だった。

’Hunter戦闘機20機を購入一一イギリスの HawkerSiddeley Aviation社と

国防省との間で， Hunter戦闘機20機の購入契約が調印された。内訳は練習機10

機，残り 10機は迎撃用および地上支援用で 1番機の引渡しは70年8月の予定。い

ずれも中古 refurnished機だが価格は明かにされていない。

vオーストラリア，完成品数品目に特恵関税ー オーストラリアを訪れていた

Goh蔵相が帰国し， 「オーストラリアはシンガポーノレの完成品・加工品数品目に

特恵関税を適用することに同意した。細目については，なお話合いが続けられて

いる」と語った。

5 日 , BAC型練習機16機を購入一一国防省と BritishAircraft Corporationとの間

で， BAC167-84型ジェット練習機16機を購入する契約が調印された。引渡しは

1年内に行なわれる予定。

Vインドネシアとの合弁製材企業一一インドネシア政府はシンガポールとの二

つの合弁製材企業（いずれも西ボルネオで資本金300万わけの設立を認可した。

シンガポール側の出資会社は SimangganSawmill Co. と BorneoCo., Ltd. of 

Singaporeの2社。

7 日 V康・北朝鮮副委員長帰国の途に－9日間にわたってシンガポーノレを訪れて

いた朝鮮民主主義人民共和国の康良短 KangRyang Wook最高人民会議常任委

副委員長が帰国の途についた。康副委員長は2日ジュロン工業団地を視察したほ

か国内各地をまわり，両国の友好発展を強調した。

T Lunsオランダ外相来シ一一一オランダの Luns外相がシンガポーノレを訪れリー

首相， Rajaratnam外相らと東南ア諸国連合 ASEAN共同市場化問題，ベトナム

問題などについて話し合った。

9 日 V技術系学生の不足－TheStraits Times 9日の社説によれば，中学生総数

14万4千人のうち，技術・職業系は 1万 8千しかいないという。

10日 V蔵相に10億ドルの債券発行権一一ー議会は蔵相権限の大蔵証券発行枠を 5億ド

ノレから10億ドノレに引き上げることに同意した。

11日 T 7500万ドルの公債発行一一一政府は開発事業遂行のため次の 2種の公債（総額

7500万わけを発行すると発表した。

年利 5.25% 償還期間 12年 : 1500万ドノレ

" 5.00% " 5年 : 3000万ドノレ
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シンガポール（7月〉

年利 5.75% 償還期間 15年 : 3000万ドル

v労働争議仲裁件数一一一このほど発行された労働仲裁裁判所1967年報による

と，昨年度の同裁判所仲裁争議件数は 154件（うち76件は66年からの持越し〉で

そのうち47件4683人が仲裁にもちこまれ， 43件が法廷外解決， 64件が未決となっ

Tこ。

12日V対インドネシア貿易に打撃か一一インドネシアは， 10日暫定的貿易制限位）を

発表したが，ジャカノレタの貿易業者がこの日述べたところによると，シンガポー

ノレ，香港がこれによって大きな打撃を受けるという。

（注〉 借款供与同からのみ輸入を許可するもの。インドネシアは 6月にも輸出

ボーナス BE制の改訂を行なって若f多品などの輸入を輸出ボーナス制からは

zusite

25007iドルが BEによるものとし、う。

14日 V化学工業の発展－TheStraits Times 14日によれば，化学工業（硫黄，ア

ルミニューム，塩酸，工業ガス，軟膏，化粧品，石鹸，調味料，香料，殺虫剤な

どで殆んどが合弁会社〉の現況は次の通り。 （ことわりなき場合は1967年〉

工 場 数 29 (1964年3，現在建築中のもの 19)

従業 員 800人以上

固定資産

払込資本

累年出荷総額

2100万ドル（1966年1810万ドル）

2140万ドル

1750万ドル（うち輸出500万ドル〉

また1967年の石油関連生産は次の通り。 〈万ノミーレノレ〉

ナフサ 70，航空用ガソリン 600，灯油 90，軽油 650，燃料油 3000。

15日 v労組指導者，雇用法の修正を要求一一全国労働組合会議 NTUCの余美国

Seah Mui Kok書記長は議会で，雇用法に原則的には賛成するが，修正意見とし

て次の諸点を要求すると述べた。 (7月31日参照〉

停年制を廃する。

超勤時間制限（48時間〉を廃する。

病休（14日〉を46日とする。

病気入院期限（28日〉を60日とする。

退職金適用勤続年数（ 7年〉を 5年とする。

vリ一首相，労組に合理化への協力を訴える一一一リ一首相は議会で新しい労働

法規について次のように演説した。
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シンガポーノレ（ 7月〉

われわれには充分な資金があるが，技術・技術者に不足しており，それらの

導入・開発を積極化する必要がある。これまでに明かになった英軍撤退計画に

よると，基地からの解雇は逓増することになっている。今回の法政正の目的は，

収入を増やすためにはそれだけ余計働かねばならないことを示すこと，大多数

の労働者に持家を与えること，できるだけ多くの労働者に繁栄と安定を保障す

ることである。またわが国はアジアで最も休日の多い国であるから，不要な遊

休を避け，可能な場合は 1年 365日操業を続けるべきである。労働者が自ら望

んで休日に働く場合には普通の給与で当然だ。労働者の4分の 3は労働組合に

属しておらず，新法規はこれらの労働者の条件改善を目指すものである。また

労働費用上昇を防ぐため，賃金増大のほか不正な病休の保障なども排して行く

必要がある。先にソ連の労組代表が訪れた時，かれらは非効率的な労働者の解

雇を管理者に勧告すると述べたが，わが国の労働組合も脆弱・鈍感な労働者の

保護機関たることから脱却せねばならない。

16日 vピルマ貿易使節団来シ一一ビノレマ貿易公社議長 SanWin中佐を団民とする

5名の貿易使節団が， 16日から 5日間シンガポーノレを訪れた。

L7日 vシ港出入荷増える一一一TheStraits Timesによると，今年1～5月のシンガ

ポーノレ港の出入荷量は1454万0300トン（うち1118万7700トンは鉱物油〉で昨年同

期の1259万3700トンを約15%上回った。

V英軍人の借上げ住居－ TheStraits Times 17日によれば，現在英軍関係者

が公式契約もしくは私的契約で借りている住居は 1万2千戸（軍人9千戸，軍属

3千戸〉あり，平均料金は月額で将校450ドノレ（家具っきの場合500ドノレ〉その

他 310ドノレ（同 350ドノレ〉 という。

18日 vリ一首相，労働者の集会で雇用法を説明

v日本で造船技術習得ー一一ジュロン造船所スポークスマンの発表によると同社

は近く 1500人の従業員を訓練のため順次石川島播磨重工に派遣する（期間2年〉。

19日 V南ベトナム国会議員代表団来シー一一TranVan Phi en国会副事務長を団長と

する 7名の国会議員代表団が， 19日から 5日間シンガポーノレを訪れた。一行は

Rajaratnam外相，各商業会議所代表などと会談したほか，工業団地，住宅開発

局 HDBなどを干見察した。

V合弁アルミニューム工場創業一一香港と合弁のアノレミニューム加工工場（al-

uminium rolling mill) Aluminium Pioneer Ltd. （資本金300万ドノレ）が生産を開

始した。現在の従業員は65人で，日本から技術顧問2人招いている。当初の年産
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シンガポーノレ（ 7月〉

予定は1500トンだが，経済開発庁 EDBではアルミニューム板の国内需要を年2

千トンと見積っている。なお同社は創始産業法の適用を認められている。

v防衛基金， 614万3430ドルに

20日 V国連大使替る Tommy Kohシンガポーlレ大学法学部講師がこのほど黄

麟根 WongLin Ken氏（駐米大使〉に替って国連大使に任命された。

v香港系合弁織物会社創業－Hong Kong Dyeing and Weaving (S’pore) 

Ltd. （香港の同名社の全額出資〉が創業した。同社の当初の従業員は 100人で年

間生産額は国内向け90万ドノレ，国外向け 240万ドノレの見込み。

22日 vソ連から15名の観光団

25日 Vイギリス経済界代表，ポンド外貨留保要請で来シ

25日 v自動車組立工場正式創業一－WearneBrothers Limited, Motor Investment 

Berhad両社の合弁自動車組立工場 AssociatedMotor In<lu邑triesLtd.が正式に

創業した。同社の当初従業員は 180人で， Chevrolet Impala, Vauxhall Victor, 

Au白tin,Cambridge, Renault 10など 8車種年間3500台を生産する見込み。なお

Goh蔵相は創業式典で演説し，組立工場をこれ以上認可しないと述べた。（ 6月

4日参照〉

26日 V日本の自動車輸出不調一一TheStraits Times 26日によると，日本からの自

動車輸入は， 1964年6820台， 2640万ドノレ， 1965年7466台， 3000千万ドルと増えた

が， 66年以降は，国内組立工場保護措置のため完全に頭打ちになっている。

27日 ，農漁業生産額は2億 5千万ドル－ーやJ振春 HoCheng Choon国家開発省

政務次官が明かにしたところによると，農・漁民の国民所得への年間寄与額は 2

億5千万ドノレという。

vフィリピンとの合弁縫製工場 フィリピンの RiversideMills Corporation 

と経済開発庁 EDBなどとの合弁縫製工場 RayaMills Corporation Ltd. （授

権資本金500万ドルで Riverside30%, EDB 30%，圏内会社 40%）が正式に創

業した。当初は従業員 130人，木綿下着月産1万1000ダースだが，年末までには

それぞれ200人， 1万5000ダースに達する予定。

vインドネシア中央銀行支店，シンガポールに開設さる

vインドネシア，輸入制限措置を撤回一一12日参照。

vシ大学生4名，ソフィアでの世界青年平和友好祭に出席

28日 v給与委員会，総額681万ドルの公務員賃金引上げを答申一一資料参照。

29日 V英軍， Seletar基地から来月 4月までに引揚げ一一イギリス空軍少将の言明に
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シンガポール（7月〉

よると，シンガポーノレにある三つの英空軍基地のうち Seletar基地（5550フィー

ト滑走路あり〉からの引揚げは来年4月までに行なわれ，以後当分残る Tengah

(8千フィート滑走路あり）， Changi ( 9千フィート滑走路あり〉に機能を移すと

いう。また現在の英軍・軍属数は7500人で，家族を含めると英軍関係者は 1万3

千人という。

v市民権取得条件，ゆるまる一一最近の大統領令により，市民権申請前6年聞

に5年以上シンガポーノレに居住した者は，市民権を取得できるととになった。

31日 V雇用法，修正成立一一一議会において15日の労組修正要求をほぼそのままとり

入れた雇用法が成立した。今月中に成立した法案は次の通り。

雇用法（注 1），労働関係（修正〉法（注2），中央準備基金〈修正〉法（注3），仲裁

（国際投資問題〉法，固定資産税（修正〉法，土地徴用（修正〉法，休日（修

正〉法，国際金融会社法穴憲法（第 2修正〉法料。

＊国際金融会社 IFCへの参加を定めたもの（53万1千ドル出資）。

＊＊国外出生者でも， 両親がシンガポール市民であり， 出生後 1年内に申請を

行なうならば，市民権を獲得できる。

（注 1〕 雇用法の主要条項は次の通り。

(1) 事務職労働者の労働時聞を週39時間から44時間に延長。

(2) 超過勤務時間を週48時間までとし， 1時間当り超勤手当は基本金額の 2

倍とする。

(3) 休日出勤手当は，労働者の希望による場合，平日給と同じとする。

(4) 病休を年間14日とする。

(5) 入院期間を含めた病休を60日とする。

(6) 退職金適用勤続年数を 5年とする。

(7) 国民休暇を年間11日とする。

(8) これらの規定は公務員には通用されない。

55才停年制，ボーナス交渉禁止の両条項は削除された。

（注 2) 労働関係（修正〉法（商業，サーピス業，輸送業，創始産業に適用す

る）。

(1) 労働組合の人事権（昇進，移動，任命，解雇，退職〉侵害を禁止する。

(2) 専従者への給与支払いを停止する。

(3) 労働裁判所の承認した労働協約は 3～5年の効力をもっ。

(4) 68年1月以降締約された労働協約は，雇用法に優先しない。 （この条項

の有効期間は労働相の承認がなければ5年以下〉

(5) 2ヵ月内に労使双方が和解に達しない場合は，労働裁判所に通告せねば

ならない。

(6) 管理職につくものの組合脱退を労働協約に規定することは違法でない。

可
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シンガポール（ 7月〉

(7) 主に非管理職従業員からなる組合は，交渉において管理職組合員を代表

することはできない。

(8) 労働裁判所は雇用法に比べて労働者側に有利な裁定を下すことができな

し、。

(9) 労働相の決定に従わない使用者は 1年以ドの懲役または 5千ドル以下の

罰金。 （または両方〉

。。 解雇された労働者は組合を通して労働相に解雇の不当を訴えることがで

きる。労働相が訴えの正当性を認めた場合，使用者は再雇用を命ぜられる。

（注 3) 中央準備基金（修正〉法

(1) 月収 200ドル以上の者の拠出金を増やす。

(2) 出資者への住宅購入貸付を認める。

(3) 55才以上の者の拠出を認める。

(4) 1.5%の追加拠出金は使用者払いとする。

(5) 拠出金最高月額を 300ドルとする。そのろち半額を雇用者払いとするこ

とができる。

(6) 雇用者の月収が 10～200ドjレの場合， 使用者はその 6.5%相当を拠出す

る。 （雇用者拠出は 0)

(7) 同 300ドル以との場合，雇用者拠出は給与の 6.5%または給与と 200ド

ノレとの差額のいずれか少ない方とする。但し労働者の拠出金は月 150ドル

を越えることができなし、。

(8) 対象を商業・自営業などに拡大する。

v日本との初の合弁自動車組立工場一一日本との初の合弁商業車組立工場

Singapore Nissan Motors (Private) Ltd.の設立が発表された。同社は授権資本

金 500万ドルで，日産自動車， Singapore Traction Co.の共同出資。生産は8

月下旬の予定で，最初は輸出用ノξスとトラック 1車種に限ることになっている。

V豪・タイとの合弁薬品工場創業一一オーストラリア，タイとの合弁製薬工場

Jack Chia Industries (S) Ltd. （授権資本金100万わけが正式に創業した。

' 8年間のストライキ数－Rajaratnam労相が議会で明かにしたところによ

ると， 1960～67年のストライキは 389件，延べ 128万4026人日であった。

v香港に医師大量流出一一医師会スポークスマンの発表によると，近くマ・シ

両国から40人の医師が香港に“流出”するという o

vシンガポール物産展開く
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シンガポール（7月〉

シンガポール給与委員会答申

初年度年間増額分（部門別〕

第 l部門特別級 68（注 1)

その他第1部門

学位取得教員

無学位教員 99 （認〉 （注〉 （認）は政府が認可したもの。

医療従事者 2 （認〉 （否）は政府が拒否したもの。

看護・助産婦 23 （認〉

給与体系合理化 150 （否〉

思 給 130 （認〉

12年半後の完全恩給準備 81 

医療手当増額 17仁認〉

計 681万ドル

職種別給与月額（ドノレ，カッコ内現行〉

0特別級 SuperscaleGrade（注 1)

C C事務次官など） 2750 (1950) 

D （局長〉 2500 (1770) 

0行政職 AdministrativeService 

E （次長〉

F 

G 

800～2000, 23年間（680～1420,20年間〉（注2)

0医療職 Medicaland Dental O伍cers

1000～2000, 19年間（820～1420, 16年間）（認〉

0事務職助手 ClericalAssistant 

165～435, 20年間（130～330,21年間〉

0事務職 ClericalO伍cer

190～625, 21年間 (152～445または475,21または23年間）

0高級事務職 HigherClerical O白cer

704～890, 6年間（535～635, 6年間〉

-189-

(31日〉

2350 (1670) 

2250 (1620) 

2150 (1520) 
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シンガポール（ 7月〉

0無学位教員 Trained Teachers, Nongraduated 

295～925, 21年間（225または240～655,20または19年間〉（認）

0学位取得教員 Trained Tedchers, Graduated 

普通学位 550～1550, 19年間（385～ 930,20年間）（注3)

優等学位 700～1700, 19年間（605～1100, 17年間〕（注 4)

0消防夫 FireService 

指揮官 210～2606年間（164～194, 6年問。 165～205, 9年問。 170～

190, 5年間〉（認〉

普通消防夫 160～210, 10年間（124～168, 6～11年間〉（認）

0図書館関係 Library Service 

図書司 2150, (1520) C認〕

司 書 1200～1650,10年間（790～940, 6年間，または 960～1240, 9 

年間）（認）

図書館員 295～890, 20年間（225～655,20年間〉（認〉

0看護婦 325～665,21年間（152～475,21年間〉（認〕

その他主な内容は次の通り。

超過勤務については，その恒常化を避けるべきである。従って，

1. 夜勤は特別の場合を除き行なうべきでない。

2. 振替勤務手当は支給すべきでない。

医療補助については，民間より恵まれており答申の必要性を認めない。

住宅問題については現在の購入費補助政策でよい。

電気・水道の無料使用は直ちに中止すべきである。

上記賃金は適当な民間企業労働者賃金との比較において決定されたが，幾分それ

を下回っている。

（注 1) 特別級および第 1部門に関する政府決定は次の通り。

特別級および第 1部門の基本給増額は認めないが，専門職手当としてGに500

ドル（現行 200または 250), Eに750ドル（現行 350または 500）を認める。

またB (2700ドルまで）， A (3000ドルまで〉を創設する。

（注 2) 政府提示は 900～1850 

（注 3) 政府提示は 550～1350, 19年間

（注4) 政府提示は 700～1500, 16年間

なお最終決定は今年中に行なわれ，実施は来年1月1日となる予定。
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錫価格， 4年来の最低に

今年にはいって 550ドノレから 570ドル (1ピクルニ63.55kg当り）の間を低

迷していた海峡錫価格は， 8月10日ついに 550ドノレを割り， 13・14の両日は

546.75ドノレにまで、下って， 1964年6月以来の最低を記録した。この急落は国

際錫会議（n℃）が買入れを中止した直後に起ったものであるが，ロンドンの

Financial Tirnes紙は，今や生産協定を結ぶべき時だと論じている。

政府は1965年に第 1次マレーシア計画 (1966～70）を立案した際，錫につ

いては，資源澗渇のため生産量が大幅に減る一方，需要の旺盛から価格はほ

ぼ横這いでピクル当り 700ドルを維持できるものと見ていた。 しかし66年か

ら，欧米の不況，プラスチック産業の急伸，錫のいらないメッキ法の開発な

どによって供給が需要を上まわるようになり，価格は急速に下落の一途をた

( 1）錫の需要と供給 （ロング・トン）

在量｜世 界 I - I so,100 I s2,600 I s1,400 I s3,ooo 
！車！ハ I I I I 
(3) I うち アメリカ！ 一 1 26 , 11s I 29, 1 I 25 , 935 I 23，回

（出所） 国際錫会議 ITC.Stαtisti正．αJBulletin 1968年4月号。

本は同1967年1月号より。

（注〉 (1）精鉱。アメリカ戦略備蓄錫は第 1・第2錫。（2）第 1・第2錫。（3）各年12
月。第 1・第 2錫。
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（出所〕 Monthly Statistical Bulletin of West Malaysia, 1968. 3. 

（注） (1）英人所有の大鉱山。（2）主に中国人所有の中小鉱山。

どることになった。マレーシアの年間輸出量はほぼ 7万トンなので， 1ピク

ノレ当り 1ドノレの下落は年間で約 100万ドノレの外貨収入の減少をもたらす。こ

れは錫関連産業ばかりでなく，錫輸出税・所得税に多くを依存している政府

にとっても非常な痛手であろう。

(3) 錫の輸出入と海峡錫価格 （西マレーシア・ロング・トン）

｜輸入＊＼ iちイ1輸出ベ（］＂；＼；たカ c1it所、ン）｜ ロ（ζ0,f，時
四58 ! 7,9121 6,335 Iι813 ! 369.35 ¥ 723.9 l 734,9 
1960 I 20,725 I 9,789 I 76,367 I 393.68 I 771.8 i 796.6 
1962 I 24,988 I 9,301 I 81,393 ! 447畠79I 877 . 7 : 896 . 5 

I 10,256 I 8, 

1965 I 7,786 I 6,581 I 73,383 I 702.80 I 1,377.6 I 1,412.7 
1966 I 2,361 I - I 71,626 I 645.23 I 1,264.7 I 1,295.8 

1967 I 4,794 I -/ 13,529 I 600.01 I 1,371.s＊刈 f1,205.6 (11/18まで）
I I I I I I lL353.3(11/20～） 

1968.4 I / I I 559.36 I 1,278.7 [ 1,314.9 

（出所〕 Monthly Statistical Bulletin of West Malaysia, 1968. 3. 

（注） ＊精鉱。料粗錫。 1ピクルは63.55kg。＊＊＊ 11月19日にポンドが14.3%切

り下げられた。

い）今年の海峡錫価格 （ピクル当り，ドル）

I 1 月 I2 月 I3 月 I 8 月

月間最高 I512.00 I 562.87到584.12主I564.62記561.87占I559.oo I 556.oo I 551.25 
月間最低 I555.62副555.oo I 555.oo I 555.50 I 557 .25 I 555. 37新55o.5oI 546.75 
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従来価格低落の主因として常にアメリカの戦略備蓄錫放出が挙げられて来

たが， 67年には前年の 3分の lにまで激減しているし，今年6月末までの放

出量も1860トンと極めてわずかなものにとどまっている（マ日誌6月28日参

照）。従って戦略備蓄錫量が依然大きく（ 6月末現在25万8769トン，日誌同

日〉，世界市場における需給関係に無言の圧力を加えていることは事実であ

るが，その放出が65年 9月からの価格下落に決定的な影響を与えたとは看倣

し難い。やはり生産の漸増，消費の停滞が最も大きな原因であろう。

マレーシアは1965年まで国内生産量の10～30%にもおよぶ精鉱 tin-in-con-

centrateをタイから輸入して来た。しかしこの年からタイに精練所が完成し

操業を開始したため，タイからの精鉱輸入は完全に社絶してしまった。現在

でもオーストラリアなどから輸入はしているが，その量は極めて限られたも

のでしかない。マレーシア国内の 3精練所（うち一つは 1963年にできた

Oriental Tin Smelters Ltd.で， 日本の石原産業と現地資本との合弁会社）

の操業率を低下させないためと，当時の高価格とのために，新たな鉱山が聞

かれ，かつて閉ざされた廃鉱が再び掘り起された。これらの新しい鉱山は主

に中国人の手になる小規模なもので，品質も旧来の鉱山に比べてかなり劣る

のではないかと思われる。先述した OrientalTin Smelters社は資本金1000

万ドルで、マレーシアの精練錫量のほぼ 6分の lを占める後発会社だが，良質

の原鉱石が集まらないことと価格の低下とのために行き詰り，石原産業（65

%出資）は近く手を引く予定といわれている（ 7月22日参照）。恐らくは英人

所有の大鉱山および旧来の良質鉱山と在来2精練工場とを結びつけている強

聞かっ閉鎖的な流通過程に参入することができず，新しい限界的な鉱山との

み結ばざるを得なかったことの結果であろう。これでOrientalTin Smelters 

社が倒産するようなことになれば，価格下落のもつ意味は更に増幅されて，

65年以降篠生した限界的鉱山は存在理由を全く失ってしまう。しかし仮にマ

レーシアの鉱山数・生産量が 64年水準あたりまで、戻ったとしても， ボリビ

ア，タイの生産がかなり急速に伸びていることなどのために，供給過剰はさ

ほど改善されないと恩われる。 FinancialTimesが生産協定を云々する所以

である。

鉱山労働者についてみると，今後限界的鉱山の閉鎖が続き，鉱山数が64年
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マレーシア，シンガポール（ 8月）

の段階まで戻るとすると，ほぼ 1万人が失業することになる。生産制限もむ

ずかしかろう。

(5）錫鉱山労働者数 （人）

附 I 1962 J i…I 1964 I 19日 1 1966 I 1967. 9 I附 6

32,457 _I三ぷ云1-33,650 l 38,3871 45,345 Iユふん！ ム五瓦「心お
（出所〉 (1）に同じ， 1966まで各年末。

国際錫会議（ITC）の買付け停止が 550ドノレを割る直接のきっかけになった

ことは先にも述べたが，これは同会議のもつ重要性を物語るよりも，その弱さ

あるいは「偏向」を示したものと言わねばならない。つまり，（1）この組織に

(6) 国際錫会議ITC緩衝在庫 （ロング・トン）

1958 I附｜附 I1蜘 I1965 I酬い967.6 i 1967. 9 1 1967. 12 

I - I 4,755 

（出所） Stati・sticalBulletin 1968. 5。各年12月末。

(7）国際錫会議の緩衝在庫指定価格 付ング・トン当り，ポンド）

附 12 I 1964. 11 I 1蜘 7 I四67.11. 2判 1968.1 

最低（買入れ） I 850 I 1,000 I 1,100 I 1,283 I 1,2s3 

最高（放出） I 1,000 I 1,200 I 1,400 I L633 I L63o 

（注） この雨前， 11月19日にポンドの14.3%切下げがあった。

は世界最大の錫消費国アメリカが加わっておらず，その買入れ価格を規制で

きないこと，（2）同会議の緩衝在庫買入れ量は 2万トンまでと定められている

こと，（3）低価格時には現物拠出の多い生産国より，現金拠出の消費国の発言

力が強くなり，買入れに積極性を示さないこと，（4）低価格時に追加出資を強

いられること（現物出資比率はその都度会議で決定する，従って生産国も一

定の現金出資を要求される〉。（5）最終的に買入れ決定を行なう理事者（Buffer

Stock Manager）が英国人であること， などのために充分な機能を果し得な

いのである。もっとも安くなった時に買入れが出来ないのだから，この会議

に「救いjを求めるのは全くの無理というものだろう。

需要の伸びが幾許も期待できない現在，否むしろ需要が逓減傾向にある現

在，有効な生産調整でもない限りここ当分価格の回復はむずかしいであろう。
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マレーシア

1 日 vブルネイ， Hassanal新スルタンの戴冠式一一一67年10月5日OmarAli Saifud-

dinのあとを継いだ29代スルタン HassanalBolkiahの戴冠式が，フソレネイ・タ

ウンで行なわれた。戴冠式にはラーマン首相， リー首相らも出席した。

vマレーシア・シンガポール航空，ボーインゲ707による週4回の東京乗入れ

開始

Y Suleiman前副開発相，稲米市場局長に就任

V東マレーシアのタバコ，棒鋼輸入関税など引上げ。

2 日 v農民代表，米価保障を要求 中国籍，マレー籍の農民代表200名が農業省

で， ピクノレ当たり 16ドノレの米買入れ最低価格を守るよう要請した。なおセランゴ

ール消費者協会の発表によると，米の小売価格はこのところ下降気味で，クァラノレ

ンプーlレでは最近 1kati (100分の 1ピクル）当たり50セントから48セントにさが

り，ケダでは44セントから41セントにさがったという。また TheStraits Times 

12日社説によると， Famaは籾を強制購入し，玄米を高価で自由市場に販売して

大きな利益を得ているという。

3 日 Vゴムの余剰は解消一一ソ連訪問から帰った顔徳尭 GanTeck Yeowゴム取

引所所長は，ゴム価格の好転について次のように述べた。

昨年度の余剰分10万トンは今年前半に完全に捌けた。マレーシアの今年1～

5月の中国向けゴム輸出は 7万トンで，このままだと昨年（年間8万8525トン）

の2倍に達するだろう。ソ連への輸出も大幅に増えており，西欧経済の好転と

合わせて，ゴムの見通しは非常に明るい。近い将来海峡ゴム価格は現在のピク

ノレ当たり56セントより更に上昇するだろう。

v米買入れ最低価格，今年度もピクル当たり 16ドル 農業・協同組合省の発

表によると，今年度（ 7月 1日～来年6月30日〉の一等米（湿度13%以下〉買入

れ最低価格は，昨年度と同じく 1ピクノレ当たり 16ドノレに定められた。

vスウェテンハム港渋滞一一スウッテンハム港はこのところゴム積込みなどの

船が多数入港しているが，港湾機能不備のため荷降し，積込みが手間どり，長期

にわたって無為に停泊を余儀なくされている。これは政府がシンガポーノレ経由の

貿易を排して直接貿易推進を図っているために生じた事態という。
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v無産階級党 PMM，正式成立 7月20日参照o

v連邦軍平民職員連合会，スト決議

4 日 T Fama，ベルリス，ケダ両州で米作農家借金調査を開始

5 日 v今年度上半期のゴム輸出量一一このほど発表された公式統計によると，今年

1～6月のマ・シ両凶からの国別ゴム輸出量は次の通り。

（単位トン〕

｜ソ 連｜アメリカi中 国｜日 本｜そ？共｜平均価格

67年 l～6月 I108,534 I 108,534 I 60,900 I 30,577 I 612,847 I 57,150* 

68年 i～ 6月 I122,934 I山，808I 75,451 I 52,255 I 735,847 49,924 

（注） ＊はピクル当たりセント。

vラザク副首相，比国にサバ請求権放棄を説く一一ラザク副首相は，クアラル

ンプーノレで聞かれた第4回アジア歴史学会開会式で演説し，フィリピンがサパ請

求権を放棄し，経済面での協力を強化するよう訴えた。

v大学病院開業一一1963年2月以来建設の進められていた大学病院University

Hospitalが営業を開始した。総工費は 5千万ドノレで24階建て。医師数 120人，学

生数510人0

6 日 T ASEAN第2回閣僚会議開く－6・7の両日ジャカlレタで第2回東南アジア

諸国連合 ASEAN第2回閣僚会議が聞かれた。 7日発表された共同声明によれ

ば，この会議で ASEAN中央基金を設置し，各国の海運・観光・通信・食糧生

産事業を援助すること，食糧生産供給問題常設委員会（PCFPS），民間航空機構，

気象機構，海運機構を設置すること，などが取り決められた。またベトナム問題，

英軍撤退問題についても話し合われた。

Vサバ問題，冷却期間おき協議一一ラザク副首相は，ジャカノレタでフィリピン

のラモス外相と会談した後， 「一定の冷却期間をおいた後，両国間の和解方法に

ついての協議を考慮する」と述べた。一方ラモス外相は「ラザク副首相はこの問

題の解決方法についての話合いを拒否したJと語った。

vジョホール高裁， 「対決」協力の中国人11人の死刑執行停止要請を却下一一

8月14日参照。

v中国系私立中学で共産主義運動盛ん－Khir教育相はアロール・スタール

で聞かれた教育長会議で演説し，西マレーシア特にジョホール，ペラ両州の中国

系私立中学で，学生の共産主義運動が盛んになり，既に多数が逮捕されていると
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述べた。なお中国系私立中学は現在20校。

vタイ国境で合同警備隊， 3名のゲリラと交戦

7 日 vブルネイの現況一一 The Straits Times 7日によると，プノレネイの現況は次

の通り。

油井；海f丘20，陸上300，産油量（日産，パーレノレ），海底6万2000，陸上5

万1000C一部はプノレネイで精製，過半はサラワクのノレトン， ミリで精製）。

Bruni Shellからの収入（1967）所得税4200万ドル，使用料2500万ドル（国

庫歳入の50%弱）。

出生率 1967年2.9%(1960年 5.0%）。

外人労働者 7000人（マレーシア，シンガポール，香港，台湾，南朝鮮など）。

対外投資 1967年前半8億6800万ドル，ポンド切下げ直後7億5100万ドル，

1967年末7億2800万ドル， 1968前半6億7300万ドル。

ブルネイ・マレー正規軍 800人。

失業者は殆んどいないが，ブノレネイ人の技術・専門労働者が極端に不足してい

るという。また1962年の反乱のさい逮捕された2000人のうち，未だ50人が拘留中

という。 Financz・d Times 8月1日によれば主要国からの輸入額は次の通り。

（単位 万ブノレネイ・ドノレ〕

！ lとアポ｜ ｜ イギリス｜ ｜日 本！マレーシア｜香 港

1961 I 2,720 ! 600 I 200 I 260 I 260 

1963 I 2,110 I s20 I 400 I 340 I 350 

1965 I 3,300 ! 1,540 I 960 I 500 I 350 

1967 I 3,sso I 2,360 I 1,020 I 900 I 620 

0主） プノレネイ・ドルはマレーシアドルと等｛師。

vラーマン首相， ASPACを論評一一ラーマン首相は 7日，記者会見で次のよう

に述べた。

マレーシアが攻撃された場合，英軍が具体的にどのような援助を行なうかが

問題であり，この点を英国と協議中だ。第3回アジア・太平洋閣僚会議ASPA

Cコミュニケに，中国大陸の動向注視や北朝鮮の韓国への浸透などが書かれて

いることは問題だ。 ASPACは平和と発展， 文化交流を図るために作られた

ものだからだ。 ASPACとASEANの統合はいい考えであるかも知れない。

日本は経済その他の問題で東南アジアを指導すべき立場にある。マレーシア
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は日本と緊密に協力していかねばならない。

V日本から円借款 200万ドル H本輸出入銀行および外為13行は，マレーシ

ア政府への 200;jドル（ 2｛恵比（｝（）万円）円借款契約に調印した。（67年9月12日，

68年 4月3日， 26日参照）

V日本からサバにディーゼル機関車一一日立製作所ーはこのほど，サパ鉄道に30

トン・ディーゼノレ機関車2車両を納入した。

, 71年以降も全基地を維持（？）一一ラーマン首相は閣議後， 「3国軍が撤退し

た後，マレーシア軍が全基地を維持することになるかも知れない。この問題につ

っては話合いを続けている」と述べた。

vディーゼル機関車の輸入 マラヤ鉄道社長の発表によると，同社は日本か

ら今年中にディーゼノレ機関車2台，来年前半に 8台を輸入する。これによって現

在80台ある蒸気機関車を徐々におきかえて行く方針だが，これまでのディーゼル

機関車輸入台数はイギリス2n, H本16，オーストラリア11で，今後さらに40台を

輸入する見込み。

v農業生産者協会，ゴム園賃金問題で政府を批判一一マラヤ農業生産者協会

Mapaの顔徳完 GanTeck Y eow会長の語ったところによると， 3月23日の労

裁判決以来，労働生産性の向上，大規模な解雇が企図されたにもかかわらず，労

働省が解雇を判決の誤読と論断したこと（ 5月16日参照〕，全国農閏労働者組合

NUPWが強力に反対したことなどのために， 当初の予定が充分に遂行されてい

ないというの

8 日 v政府，買付けゴムの放出を開始一一一Lim商工相は，「政府は昨年以来買い入

れたゴムの放出を開始した。昨年の余剰ゴム10万トンは今年上半期に出荷された

が，アメリカ，イタリア，日本などの消費が増大したため，ゴム市場の見通しは

明るい」と述べた。（本誌67年「 9月の動向J参照〕

v米作農民の反政府運動一一セランゴール警察当局の発表によると， Sekin-

changの米作農民は，米価下落に抗議して米30袋を焼き，連邦農業市場局 Fama

局員4名および消防車に投石した。

9 日 v駐マ・フィリピン大使帰国延期一一フィリピンのラモス外相の発表によると，

6日に予定されていた RomeoBusuego駐マ大使の帰国は 1週間延期された。

vサバ問題，冷却期聞は無期限一一ラザク副首相はジャカルタから帰って，ラ

モス・フィリピン外相との会談について「冷却期間は必要な限り続くだろう。フ

ィリピンはそれ以降サパ請求権を取りさげると思う」と語った。
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vサラワクに水産物冷蔵所一一一Ghazali農業相の発表によると，政府はサラワ

クに水産物用冷蔵所を設置し，協同組合の組織とトロール漁業の導入に努力する

予定という。なお同相によれば，サラワクの漁民は現在4000人。

10日 V錫， lピクル当たり547.25ドルに低落一一海峡錫価格はついにピクノレ当たり

550ドノレを割り， 1964年6月2日以来の最低値547.25ドルにまでおち込んだO

R・naciaTimes 9日は錫問題について， 生産の自主制限を心要とする時代には

いったと述べている。またこの急務は緩衝在庫買入れが中止されたとの報道があ

った後に起った。

vスウェッテンハム港拡張工事一一一Sardon運輸相の発表によると， PortSwet-

tenham港務局は近く総工費5800万ドルで北部港の拡張工事を開始し， 1972年末

までに2800フィートの投錨地 wharvesを完成する予定。なお66年， 67年の同港

寄港船舶，出入荷量は次の通り。 1966年2194隻， 213万トン， 1967年2413隻， 248

万トンo

v全国教員組合年次大会一一全国教員組合 NUT（組合員 1万3千人）の年次

大会は 1日からベナンで聞かれ，マレーシア全教員組織 ATOMの結成などを決

議した。 (18日参照〉

11日 Y 7500万ドルの開発公債発行一一政府は今年度2度目の開発公債発行を発表し

た。総額7500万ドyレで，据置き 3年・年手IJ5.75%, 5年・ 6%, 20年・ 6.25%の

3種。

12日 vベナン州の経済危機一一一このほど出版されたマラヤ商業会議所MCCベナン

支部報告書によると，ベナン州では，関税の導入，対インドネシア貿易の不振な

どによって，重大な経済危機に陥っているという。同報告による統計数字は次の

通り。

中継貿易

対インドネシア

士、fタイ

対ピノ レマ

その他共計

中継貿易の全貿易量に占める割合

1961年 1968年

153（百万ドル） 15 （百万ドノレ）

145 

22 

322 

17(%) 

67 

4 

87 

5(%) 

西マレーシア中継貿易総量に占める割合 37(%) 33(%) 

人 口 57.2（万人） (1957年） 74.5（万人）

登録失業者率 一 7.5(%) 
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実質失業率（推定） 15.0(%) 

西マレーシアの失業率 - 6.0 

また同報告は， rlj場拡大のため，ゲランタン， トレンガヌ両州、！と結ぶ東西幹線

道路の完成および工業化の推進が急務だと述べている。

vラブアンの経済沈滞一一サノリ卜｜ラブアンは，フィリピンとの密輸防止協定締

結，ブノレネイ Muara港の完成によって，貿易の要衝としての地位を失い，経済

的危機に直面しているという。

Vゴム業界代表，スマトラ視察一一マレーシアのゴム業界代表が，スマトラに

大ゴム工場を建設するため，同島視察を行なった。

13日 Vサラワク第2区で外出禁止令一一一サラワク第2区 Engkilili-Lubok地方で，

索敵作戦のため24時間の外出禁止令が出された。

V台湾との合弁農機具生産工場， 来年創業一一台湾の農機具製造会社 CAMC

との問で，ベナン州バターワースにマレーシア初の合弁農機具工場 SharikatPa帽

magrima （資本金600万ドノレ， CAMC45%〕の設立が発表された。生産開始は

来年前半の予定。

v錫価格， 1ピクル当たり546.75ドルに下落

14日 V労働党指導者3名逮捕さる一一警察当局はデモを煽動したとの理由で労働党

本部を捜索し，；1J元華 LiewYen Fa日1］書記長，陳秀英 TanSiew Eng婦人部

長，胡漢光 WooHon Ko時中央委員（セランゴール州議員〕を逮捕した。こ

のデモはインドネシアとの対決時代にインドネシアに協力した廉で逮捕された中

国人13人の死刑執行に反対して行なわれたもの。なおこのデモに参加した廉で13

人が1513逮捕された。

Vサラワク統一人民党指導者逮捕さる一一サラワク統一人民党 SUPPの回紹

照 ChanSiaw Hee副書：記長（州議員〕，林金声 LimKim Seng中央委員，丁

秋明 TengChiew Beng中央委員が，共産主義活動を理由に逮捕された。

Vコタ・キナバル空港拡張工事一一一運輸省スポークスマンの発表によると，政

府は来年中に1400万ドノレを投じてコタ・キナパル空港の拡張工事を行ない，マレ

ーシア第2の国際空港とする予定という。

15日 vタイ側国境でゲリラと交戦一一パンコク発 UPIによると，マレーシア・タ

イ国境付近の Betongで両国合同警備隊80人が約50名のゲリラと交戦し，双方

に死者 1名を出したという。この戦闘でタイ側はヘリコプターからの砲撃を行な

った。一方向報道によると，国境ゲリラの半数はタイの回教徒だという。
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V比政府，駐マ大使引揚げを中止か一一－ThePhizippines Herald 15日による

と，フィリピン政府は駐マレーシア大使の引揚げを行なわないことに決定した。

(7月20日参照〉

T Hamid駐比大使帰任一一7月24日参照。

Vイタリアとの合弁自動車組立工場，近く設立一一イタリア AlfaRomeo社

の代表が来マし， CityMotors Ltd.との問でジョホールチトげンポイに建設が予定

されている合弁自動車組立工場についての話合いを行なった。

' パハン州の農民隔離事業は失敗――S.Kandiah監事長の報告によると，1966

年度のノξハン州の土地計画農民隔離事業 alienationscheme (630万ドル， 139件〉

は，殆んどが失敗であった。

16日 vジョホールg,1,1の英海軍基地の転換問題一一一－FinancialTimes 16日によると，

イギリス系 CromptonParkinson ( Hawkerの子会社）とオーストラリアの

Philipsがジョホール州の英海軍基地を電気機械工場に転換することを考慮中と

いう。

V ココナット産業の不振－ TheStraits Times 16日社説によれば， ココナ

ット産業においては， 1963年の植替え計画開始以来大農園 estateがオイル・パー

ムへの転換を行なったため，限界的小農園しか残されておらず（30万人， 44万エ

ーカー〉， 小農園は非常な苦境に立たされているという。また小農園の植替え面

積は，わずか2万1600エーカーで大部分が樹齢45年以上の老木という。

v対決時代のインドネシア協力者11人の死刑執行を延期一一ー14日参照。

17日 vタイ国境でゲリラ・キャンプを襲撃一一マレーシア警察野戦軍とタイ国境警

備隊は，タイ側の Betongで60人の共産ゲリラを追跡し，秘密キャンプを発見し

fこO

Vサラワクで親共イバン族10人逮捕さる

v共同組合代表者会議聞く

18日 vケランタン州政府危機に ケランタン州で全マラヤ回教党 PMIP議員4

人が脱党し， うち 3名が統一マレ一国民紙織 Umno入党を明かにした。これに

よって州議会の構成は PMIP16, Umno 13，無所属 1となった。原因は開発計

画進行に伴う土地分肥に問題があったためといわれている。

' 2教員組合統合へ一一National Union of Day Training Centretrained 

Teachers (DTC)の ChewChoon Ming書記長は，全国教員組合 NUTとの

統合のため書記長を辞任し， NUT指導者との会談を開始した。（10日参照）
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v人民運動党 GRM, 28支部を開設

Vマレ一人新政党結成一一マレ一人の新しい政党・統一マレー全国行動戦線

Barisan Bertindak Kebangsaan Melayu Bersatuがベナンで結成大会を聞いた。

V金属・機械工業の現況一一一TheSunday Times 18日によると，金属工業の

現況は次の通り。 工場数220Cうち86は鋳物， 60はアノレミニウム関係， 30は金属

容器，錫纏〉，平均従業員20人。

19日 ，パキスタン国会議員代表団来マ

20日 Vケランタン州議員 3名， PMIPに復帰一－18日参照。

Vポンド切下げの得失ー←ーAli大蔵次官が議会で明かにしたところによると，

マレーシアは昨年11月のポンド切下げによって，準備外貨で1450万ドルの損失，

ポンド借款返済額減少で5760万ドルの利益を得た。（本誌67年「11月の動向」参照）

vタイ国境警備隊、 25名のゲリラと交戦

vラーマン首相，血債協定実施引延しを非難一一ラーマン首相は議会で， 「日

本は血債協定で、約束した船舶2隻（2500万ドル相当〉の引渡しを引き延ばしてい

る」と非難した。 (67年5月26日参照〉

21日 Vラーマン首相，チェコ問題を論評一一ーラーマン首相は， ソ連・東欧軍のチェ

コ侵入について「戦闘に至らないよう希望する」と語り，ラザ、ク副首相は「東諸

欧国が意見を話合いで調整し，平和と安定を回復するよう望む」と述べた。

V外人労働者の就業に規制一一国会で外国籍労働者の雇用を雇則担当官の許11J

制とする雇用（制限〉法が成立した。 8月中の成立法案は次の通り。

雇用（制限〉法

外国籍労働者（独立以後の入国者，現在30万人〉に登録を義務づけ，更に

次の職種には当局の許可を必要とする。電力，水道，衛生，輸送，ホテル，

建築，土木，製材，武器弾薬，金馳石油，新聞，鉱業，速記，書記，警察

（なお現在非マ国籍の永住者は75万人〉。

1967年度第2補正予算， 7180万ドノレの追加支出。支出実績は19億1000万ドルと

なる見込み。

借款（アジア開銀〉法

雇用者準備基金（第2修正〉法

軍隊（修正〉法

銀行（財産管理，証券所有）法

中央銀行の許可のない銀行は他会社の証券を保持できない。
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他会社への投資が認められた場合，投資先会社は信託法(1949），信託投資

法（1965）によって認められたものに限る。

v大東工業，ブルネイの Muara港拡張事業を落札

22日 V倉I］始産業数一一Lim商工相が国会で明かにしたところによると， 6月末現在

創始産業指定会社数134，同従業員 1万6877人。

vブルネイのグル力兵，撤退開始

23日 v外務省，ワルシャワ条約軍にチェコからの撤退を要求

vゴム園労働者3567人が失業一一全国農園労働者組合 NUPW の発表による

と， 3月23日の労裁判決以来3567人のゴム搾液労働者が失業した。

24日 ' 1 1人の死刑を猶予一一一ジョホーノレ州スルタンは，インドネシアとの対決時代

に，インドネシアから送り込まれて逮捕された11人の死刑執行を猶予すると発表

した。

V学生の皮ソ・デモ一一一クアラノレンプーノレで学生約 100人が， ソ連のチェコ侵

入に抗議して，ソ連大使館前で抗議デモを行なった。一方警察は催涙弾を使って

これを解散させた。

vサラワク第 1区でゲリラ 2人殺さる

Vサラワクの選挙登録一一サラワク選挙委員会の発表によると， 9月5日に終

る予定の選挙人登録は，推定有権者40万人中17万人が済ませただけという。

f Famα の価格保障一一連邦農業市場局 FamaAzizの副長官は，「現在生産者

の中間商人への売渡し価格は市場価格の60%だが， Famaへの売渡し価格は80%

以上になろう」と述べた。

25日 v東海岸に港を一一サパの Mustapha首相は， 「東西マレーシアの経済的関係

を強化するため，西マレーシア東海岸に然るべき港を建設すべきである」と述べ

た。なお国連の調査によると，総工費は 1億ドノレと推計されている。

v人民運動党首，チエコ問題で政府を批判一一一人民運動 GRMの Alatas委員

長は，チェコ問題について政府のソ連に対する態度があいまいであるとして，よ

り強硬に抗議すべきであると述べた。

26日 サバの物価問題一一サパの Mustapha首相の発表によると，サパ中華総商会

scccは近く，物価抑制のため生活必需品の売上げ利幅を半減させることを考慮、

中という。

27日 Vラーマン首相，比政府を非難一一一ラーマン首相は，フィリピン議会が26日，

サパをフィリピン領とする法案を成立させたことに抗議して， 「これは極めて無
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責任な行動である」と述べた。これに対しフィリピン政府も29日，ラーマン首相

を非難する声明を発表した。

Vサラワク第2区でゲリラ 3人殺さる一一軍・警察合同部隊は，サラワク第2

区 Engkililiで3人のゲリラを殺害し，イパン語で書かれた共産主義文書，ステ

ン銃2丁などを押収した。

vクチン市議会， SUPP指導者の釈放を要求一一サラワクのクチン市議会は，先

に逮捕されたサラワク統一人民党 SUPP指導者2名の釈放要求決議を 17:1で

採択した。

f MCA党員は20万一一マレーシア中国人協会 MCAのTanSiew Sin委員長

の発表によると，同党は近く党勢拡大運動を開始し， 20万の党員を25万にふやす

予定という o

v学生1000人がデモ一一ーマラヤ大学の学生1000人が， 24日の対ソ連大使館デモ

での警官の横暴な取締りに抗議して，内務省にデモを行なった。これに対しラザ、

ク副首相は事実調査を約した。

28日 vパイナップル産業の救済策一一TheStraits Times 28日はパイナップ。ノレ産

業について次のように述べている。

パイナップル缶詰工場は西マレーシアに 4（うち国営 1〕，シンガポーノレに 1

あり，原住民信託会議 Maraが更に近く 1工場を建設する。パイナップ勺レ産業

に不振をもたらしたものは外部要因としてオーストラリアの桃，カナダの梨，

アフリカのパイナップルで、あり，内部要因として中間商人の介在，缶詰会社問

の価格競争である。パイナップ。ル販売同盟 PineappleIndustry Marketing 

Corporationの保障価格は既に破られている。マレーシアのパイナップノレは植

付け後18ヵ月で収穫可能となり， 20年間継続するが，他国では4～5年毎に植

え替えねばならない。マレーシアの昨年の生産額は75万ドルで，生産量は約15

%ずつ増大している。また 1エーカー当たりの年間平均収量は5トン・ 300ド

ルである。過剰生産の解決策は，（1）月間生産量の均等化，（2）時差生産奨励金，

(3）冷蔵施設の導入などである。（ 7月26日参照〉

vタイ国境の一部を真空地帯に一一国境作戦委員会 BOCの発表によると，現

在タイ国境の Kroh付近には少なくも 100人の不法入植者がおり，固有地200エ

ーカーを開拓してゴム，果物を植え付けているほか，多数の無許可木材業者が活

動している。かれらはゲリラ支援を強制される虞があるため，政府はこの地方一

帯10平方マイルを立入禁止地区に指定するという。
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マレーシア（ 8月）

V駐マ・比国大使帰国一一一フィリピンの RomeoBusuego駐マ大使は， 2ヵ月

間の予定で帰国した。

vイギリスから経済使節団一一一イギリスから GriersonGE副社長を団長とす

る工業連盟 CBI代表団が来マし，各界代表と，既に決められている2500万ポン

ド援助の具体化について話し合った。ラザク副首相はこの日の歓迎演説で，農耕

可能地 1000万エーカーの開拓を重点的に援助するよう要請した。一方 Grierson

団長は31日，「マレーシア工業開発金融会社 MIDFBへの銀行信用をロンドンの

輸出信用保障局 ECGDに勧告する。マレーシア・シンガポーノレ合弁事業推進の

ための特別機関を設けたい」と語った。

vイギリスから第 l次援助735万ドル一一イギリス情報局は，第1次援助とし

て735万ドノレをマレーシア開発基金に貸与したと発表した。（ 7月8日参照）

v連邦軍平民職員連合会 FAFCSU，スト通告を撤回一一一8月 3日参照。

vペルリスの治安悪化か一一クアラ・ベノレリス善意委員会GCはこのほど移民

局に対し，国境付近の村の24時間警戒を行なうよう要請した。

29日 v国際天然ゴム会議聞く一一天然ゴムの窮状打開策を討議するための国際天然

ゴム会議が，アメリカ，イギリス，西ドイツ，フランス，日本，ソ連，タイ，イ

ンドネシア，インド，セイロン，カンボジア，チェコ，南ベトナムなど29ヵ国か

ら450人を集めて， クアラノレンプーノレで、聞かれた。

T Thanabalasingam海軍司令官，訪米

Vイタリアとの航空条約成立

30日 ▼各州にゴム中央加工工場を――ゴム研究所RRIのBateman統制官の発表に

よると，同研究所は各州にゴムの中央加工工場を作ることを計画している。現在

西マレーシアの小ゴ、ム園 smallholding産ゴムの 5%が中央加工工場に集められ

ているに過ぎず，同工場に出荷するとポンド当たり 5セントの超過利潤が得られ

るという。

Vサバで新閣僚就任一一サパ州で新たに設けられた調整相 Co-ordinationMi-

nister Haji Mohamed Y assin bin Haji Hashim前社会福祉相が就任した。（2

月14日に参照〉

vタイへ初の国産組立車輸出一一2月に生産開始したスウェーデン自動車会社

SMAは，このほどタイに初めて組立車20台を輸出した。（2月17日参照）

31日 V独立11周年記念日一一11回目を迎えた独立記念日の式典でラーマン首相は，

「国内にはまだ毛沢東を信奉する危険分子が多数いる」と演説した。
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シンガポール（ 8月〉

’インドとの初の合弁会社一一インドとの初の合弁会社 IndianSteel Furni-

ture Manufacturerが，このほどジョホール・パノレーで創業した。インドとは現

在電気計器，繊維の合弁会社についても話合いが進んでいる。

V労相日本へ一一Manickavasagam労相は， ILOアジア地域会議に出席する

ため日本に向った。

シンガポール

1 日 ，労働関係修正法制定の理由一一Rajaratnam労相が議会で明らかにしたとこ

ろによると，これまでに起きた労働争議の57%が解雇など経営権をめぐるもので

あり，労働運動と経営権とを明確に区分する必要から労働関係（修正）法の立法

となった。

vソ連貿易使節団来シ－S.A. Mkrtumov氏を同長とする G名のソ連貿易使

節団が来シした。

v北朝鮮貿易使節団来シ－KimBong long海外貿易省次官を団長とする 3

名の朝鮮民主主義人民共和国貿易使節団がシンガポールを訪問した。

V日本との初の合弁綿紡会社， 近く設立）一日本の日紡， 三井物産， 香港の

Woodard紡績の聞でこのほど， SingaporeSpinners Ltd.設立についての協定が

成立した。同社の払込み資本金は 150万ドル（日紡70%，三井20%, Woodard 

10%）で，当面6000錘（操業開始は来年夏），最終的には2万錘の設置を予定し

ている。

2 日 Vインドネシア，再び対シ輸入統制を強化

v割賦販売法成立一一自動車，録音機，電気冷蔵庫，テレビなどの信用販売・

信用条件の規制。

, 70年代半ばまでに船員を 2万人に一一揚玉麟 YongNyuk Lin通信相の発

表によると，政府は失業問題対処のため船員訓練を実施し， 70年代半ばまでに船

員人口を 2万人（現在8千人）に増やす予定という。

v新ホテル創業一一一10階建て， 168室の LionCity Hotelが営業を開始した。

従業員は 200人。
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シンガポール（ 8月〉

3 日 V全国工業訓練理事会設立一一李昭銘 LeeChiaw Me時教育政務次官の発表

によると，政府はこのほど全国工業訓練理事会（教育，大蔵，労働各相，各政務

次官より構成）と全国技術試験委員会を設立した。

V普通中学設立を停止－SaariTadin文化政務次官の発表によると，政府は

このほど，技術職業学校拡充のため普通中学の設立を停止することに決定した。

4 日 V建築業の現況一一星川！日報4日によれば，現在建設中の建築物の価値は総額

:1億ドノレ，雇用人員約5万人という。

V冷房機生産 The Straits Times 4日によると，冷房機・冷蔵庫生産会社

は現在2社で，年間生産能力はそれぞれ2万台（冷房機，冷蔵庫）， 5千台（冷房

機〉。 20%は東南アジア向けの輸出にまわされている。

5 日 V リ一首相， ASPAC加盟に難色一一リ一首相は日本人記者団との会見で，次の

ように述べた。

アジア・太平洋閣僚会議 ASPAC加盟については即答で‘きない。政治的思

想的問題に関係したものには関与したくない。東南アジア以外の国が加盟する

と，反共的色彩を帯びたものになるので，加盟は困難になるo

vインド会議派党首来シ一一一インドの Nijalingappa会議派党首が来シし， Toh

科学技術相， Rajaratnam外相らと会談した。席上同党首はマレーシア，シンガ

ポーノレ，インドネシア，インド 4ヵ国の経済協力を強調した。

Vシ昨年度の運輸省収入一一揚玉麟 YongNyuk Lin運輸相の発表によると，

1967年の運輸宵収入は 2億5500万ドル（港務局 1億ドルなど〉，利潤は 8200万ド

ノレ（自動車登録局4390万ドノレ，港務局1380万ドノレ，マ・シ航空 MSAシンガポー

ノレ分90万ドルなど）であった。また港務局ドック改良工事を SingaporeDrydock 

and Engineering (Private) Ltd. Co.が行なうことになった。

vインドネシアの Pelni海運社，ジャカルタ・シンガポール聞の客船定期運行

開始

6 日 vヒース英保守党首来シ一一イギリスのヒース保守党党首がシンガポーノレを訪

れ，リ一首相らと会談した後「イギリスは極東に留まる力をもってし、る」と語っ

た。なおヒース党首は 7日オーストラリアに向った。

7 日 T Rajaratnam外相， 2国間協力を強調－Rajaratnam外相は ASEAN閣僚会

議で， ASEAN内の2国間経済協力を推進するよう強調した。

8 日 ' 3園田通貨量の94%を償還一一リ一首相の発表によると，マ・シ・プノレネイ

3国の｜「1通貨は今年Gn末までに96%償還された。そのうちシンガポール償還分
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シンガポール（ 8月）

は4億 6千万ドノレ（全体の35%）だった。

，独立後の経済発展一一リ一首相が独立3周年記念日を前に発表した経済指標

は次の通り。
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料は酒，タバコ，石油以外は除く 0

9 日 V独立3周年記念日

10日 Vインドネシアとの海運協定，原則的一致一一ジャカルタで行なわれていたイ

ンドネシアとの海運問題会議が9日終り， 10日には海運料金，収入プールなどで

意見の一致を見たとの発表があった。両国の配船率については未定。

13日 Vイギリスから経済視察団一一一11名からなるイギリスの経済視察団が， リ一首

相の招きで来シし，18日には「シンガポーノレは投資対象国として最もふさわしい」
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シンガポール（ 8月）

との報告を発表した。

14日 ヒース英国保守党首，駐留継続を主張一一イギリスのヒース保守党党首はカナ

ダで， 「71年まで、に保守党が政権につけば，スエズ以東駐留軍の撤退は行なわな

い。シンガポーノレの英海軍基地は 5ヵ国の共同管理としたいJと語った。

15日 v雇用法発効

vマレーシア資本の白鉛器会社一一白鉛（錫と鉛の合金〉器を製造している

Selangor Pewter Co.の支社 SingaporePewter Ltd. （資本金100万わけがこ

のほど正式に操業を開始した。

16日 アメリ力資本導入を促進一一黄麟根 WongLin Ken駐米大使は，アメリカ経

営者協会で演説し，「シンガポールは東南アジアで最も投資効率の高い国である」

と述べて，積極的な投資を要請した。

T Sembawang造船， 3000人を雇用と発表一一－6月24日参照。

V英軍工廠を自動車組立工場lこ転換か一一TheStraits Times 16日によれば，

政府は AyerRajah Roadの英軍工廠を自動車組立工場に転換する目的で，オー

ストラリアの Repco社と話合いを進めているという。また FinancialTimes 16 

日によると，イギリスの LeylandMotor Corporationの問でも同様な話合いが

行なわれているという。

17日 v英軍，上半期で4000人撤退一一一英極東統合軍司令部スポークスマンの発表に

よると，今年上半期で英軍約4000人が撤退し，現地人労働者1650人が解雇された

という。

V空軍将校6名，訓練のため渡英

19日 V韓国から親善使節団一一韓国の白斗鎮 Pail王 TooChin前国務総理を同長と

する 4名の親善使節団が来シし， Rajaratnam外相らと会談した。

20日 v米国会社，海底石油掘撃でシに中心基地一一一アメリカの SantaFe-Pomeroyア

Incorporated社はこのほど，東南アジア各地の海底油田掘撃のために，シンガポ

ールに中心基地を設けた。

v非居住者の預金利子に免税措置 政府決定により，この日から非居住者（会

社その他の法人は除く〉の預金利子が非課税となり，当該預金者の名議は無記名

となった。従来非居住者利子課税は10%だった。

21日 v今年上半期の米輸入量 The Straits Times 21日によると，今年上半期の

米輸入量は，タイ6万1564トン，中国4万4847トン，メキシコ1万9453トン，そ

の他共計19万3284トンで，昨年来の在庫不足は解消された。
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シンガポーノレ（ 8月〉

v英援助の用途ー一一FinancialTimes 21日によれば，イギリスからの援助5000

万ポンドのうち1250万ポンドは海軍ドックの改修・民間移転に使用され，残りは

軍工廠の自動車組立工場への転換， Changi空軍基地の観光施設への転換， 民間

の工業化促進，などに使われるという。（ 3月1日および8月22Fl参照〉

vチエコから20人の観光団

22日 Vイギリスから経済視察団GeneralElectric社の R.I-I. Grierson副社長を問

長とする 10名のイギリス工業連盟 CBI代表団がシンガポーノレを訪れ，政府・財

界代表とイギリスからの投資について話し合った。 Grierson団長は視察結果につ

いて26日「シンガポーノレの政治・経済情況は非常にすぐれているが，イギリス政

府の緊縮政策のために投資を増大させることはかなりむずかしい」と語り， 27日

には「イギリスが興味をもっているのは，（1）アフター・サービス，取換え部品な

ど，この地域に共通の機能を作り出す産業，（2）従来イギリスが海外市場を目的と

して行なっていた産業（製造，加工，組立て〉で輸送・関税などで難点のあるも

のにつし、てのシンガポーノレへの移譲，（3）英国の技術とシのデザインの結合，（4）英

シ両国企業の特許協定，（日）シンガポール経済開発庁 EDBまたは開発銀行 DBS

への銀行信用 hankingcredit供与などである。投資の詳細については近く発表

があろう」と述べた。

vニュージーランドから武器供与一ーニュージーランドのトムソン同防相は，

シンガポーノレにライフノレ6000丁，ブレン軽機関銃400丁など総額16万5000NZド

／レ（同万Sドノレ）を供与すると発表した。

23日 Vソ連のチェコ侵入を批判一一－Rajaratnam外相は，チェコ国連代表にあてて，

「われわれはチェコの国民と政府を心から支持する。正義が力によって踏みにじ

られたことは驚きである」とのメッセージを送った。

v対インドネシア貿易で不正事件一一インドネシアのスミトロ貿易相は， 「シ

ンガポーノレ，香港の貿易商が国内2商社と結んで輸出ボーナス BE制を悪用し，

不当に利益をあげていた」と発表した。

V東南アジア研究所設立

24日 V米国 HalevyI『向rnationalInc.，シンガポールに東南ア地域本部を設立

26日 V学生の反ソ・デモ一一ソ連のチヱコ侵入に抗議して，約 100名の学生がソ連

通商代表部にデモを行なった。

29日 V南ベトナムに砂糖 1万トンを輸出か一一南ベトナム総領事スポークスマンの

発表によると，同国政府はシンガポーノレに砂糖 1万トン， 475万ドルを発注した。

一（ 188）ー
円。つ白



なお南ベトナムとの貿易額は次の通り。 (100万ドル〉

輸出

輸入

1966年

256.4 

3.7 

1967年

305.1 

2.0 

（注〕 ＊はマレーシアを除いて最大の輸出額。

29日 v防衛基金， 670万ドルを越える

シンガポール（ 8月〉

1968年（ 1～5月）

139.0* 

0.9 

30日 V電力事業の拡張一一一公益事業庁 PUBの王端露 WongSwee Law長官の発

表によると，同庁は近く 7年にわたる燃料油供給（総額1億5千万わりの入札

を行なう。また同庁電力供給量は次の通り。

1964年 1967年

22.4万キロワット 46.4万キロワット
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1969年央（推定）

55.7万キロワット
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マレーシア，シンガポール

3月のコレヒドール島事イ牛以来再燃したサパ紛争は，フィリピンのマルコ

ス大統領が18日，サパをフィリピン領と規定するサパ併合法（中国語紙では

版図法〕に署名したことによって，ついに一時的国交停止（および密輸防止

協定破棄〉にまで発展した。大統領選挙を来年に控えたマルコス大統領は，

野党のつき上げをかわすために，地域協力を犠牲にしても，サパ問題で、は硬

化せざるを得ず，このことがマ・比関係緊張の最大の原因となったと言われ

ている。サパをめぐるフィリピンとの係争は遠く 19世紀末に遡る。 1870年代

にはスルーのスノレタンとブノレネイのスルタンが領有権を争っており， 1877年

には，英北ボノレネオ会社がブ、ルネイのスルタンから北ボルネオ（サパ〉を譲

り受ける契約を結び，同時にスノレーのスルタンにも毎年一定金額を支払うと

いう証文を出している。フィリピンはスルーのスノレタンと北ボルネオ会社と

の契約を租借契約として，領有権の移行はなかったものと主張する。これに

対し，イギリス・マレーシアは，割譲契約であって領有権は移行したと主張

している。

サパは面積2万8500平方マイル，人口55万人で，木材資源に富み，銅，石

油などの地下資源も極めて有望だと言われている。昨年度輸出総額約4億 1

千万ドノレ中 8割近くが原木によるものであった。また日本との経済関係も深

く，同じく昨年度輸出総額中 6割以上が日本向けであった。

現在サパでは労働力が極端に不足しているが，この空隙を満たすために 2

万数千人のフィリピン人労働者がサパに移り住んでいると言われる。連邦政

府は20万近い西マレーシアの失業者をサパあるいはサラワクに移植させたい

意向をもっており，フィリピン人労働者は政策遂行上障害となりつつある。

国内での“マレーシア人化”要求も相当強い。従ってこの問題も今回の国交

停止，密輸防止協定破棄に無視できない圧力として働いたと言えよう。

第3国のサパ問題に対する態度をみると，英連邦諸国がほぼ一致してマレ
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マレーシア，シンガポーノレ（ 9月〉

ーシアを積極的に支持しているほか，アメリカ，ソ連，インドネシアなども

間接的表現ながらマレーシア支持を表明しており，公式にフィリピンを擁護

した国は一つもない。中国は今回の事件を「フィリピン人民の反米闘争の矛

先を他に転稼させようとする，アメリカの陰謀」と論じている。

マレーシア政府はサパは自国領との態度を決して変えないだろうから，た

とえ日本など第3国の仲介があったとしても，紛争は容易に解決すまい。

錫価格崩落の打開策を討議する国際錫理事会は， 17・18の両日ロンドンで

聞かれ，生産6ヵ国（マレーシア，タイ，インドネシア，ボリビア，ナイジ

エリア，コンゴ）の輸出制限を決定した。これは今年残された期間（ 9月19

日～12月31日）の輸出量を 4万2900トンとし，昨年度生産実績に基づいて各

国に輸出割当を行なうもので，マレーシア（ 2万0255トン〉については昨年

比2.5%の輸出減になるという。先月中句以来，輸出制限の噂と共に価格は

次第に回復しているから，アメリカの戦略備蓄錫の大量放出がなければ，こ

の輸出制限によって錫価格が 8月の水準以下に落ちこむ可能性はなくなった

と言えよう。ところでマレーシア政府は今回の輸出制限に最後まで態度決定

を渋っていた。マレーシアの錫鉱は砂錫で，純度が高く精練が簡単であり現

行価格でも充分操業が続けられるためと，輸出制限→生産制限によって多数

の失業者が生れることを恐れたためである。

ラザク副首相は 17日夕イに飛んで， Dawee同国国防次官らと国境の共産

ゲリラ掃討について話し合った。この会議では共同作戦を更に強化すること

で意見の一致を見たが，タイが国境附近に 6万余の“忠誠な”農民を入植さ

せたこと，ゲリラ指導者中に回教徒が含まれていることなどが発表された点

を考えると，ゲリラは容易に掃討できぬほど強化されているのかも知れない。

シンガポールの Goh蔵相は 7日，来年度予算中の防衛費が国民総生産の

10% (3億ドル以上）になることを明らかにした。今年度の通常予算歳出総

額6億2000万ドノレ弱，防衛費1億ドル強からみると，来年度の防衛費は200%

増，歳出中の50%という，過去に例を見ない大規模なものとなる。 Goh蔵相

はまた，借款，通貨増発は行なわず，所得税・法人税の増徴も行なわないと

述べたが，残されるものは間接税の大幅増であろうか。いずれにしてもシン

ガポール経済の奇型化は免れまい。
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マレーシア

1 B V共同ゴム販売センター設立を検討一一一JamilJan輸出商品局長はこのほど，

東南アジア地域で生産されるあちゆる天然ゴムへの注文を取り扱う共同ゴム販売

センターを設立する構想、がクアラルンプーノレで検討されていることを明らかにし

た。同局長によればマレーシアとインドネシアは既にこの構想に原則的合意をみ

ているという。同センターは主に政府からの注文を取り扱い，注文があった場合

センターを通じて加盟国の在庫から引き出す仕組みとみられる。 （日本経済新聞

2日〉

vタイ，警察警備隊を国境に増派

' 1万4200戸が既に入植一一一ラザ、ク副首相の発表によると連邦土地開発局 FL

DAの手によってこれまでに25万エーカーが開拓され， 1万4200戸が入植した。

v米の新品種一一一Ghazali農業相の発表によると， このほど米の新品種が開発

され， Muda河濯瓶事業などに使用されることになった。同種の 1エーカー当り

の収量は4500ポンドと言われている。

2 日 T 1000ドル紙幣発行一一BankNegaraは初の1000ドル紙幣617枚を発行した。

Vベラ州の開発計画に6000人が応募一一一ベラ州 AhmadSaid首相の発表によ

ると，同州土地開発計画に6000人（うち2000人が鉱業地帯 miningland）が応募

してきたという。

' 3 州に農業機械化訓練所設置――Ghazali農業相の発表によると政府は近く

ケダ，ペナン，ノミハン 3州に農業機械化訓練所を設立する。また現在マレーシア

の稲田面積89万8000エーカー中22万エーカーで2期作が行なわれているという。

v小企業への貸付け一一マレーシア工業開発金融会社 MIDFLの発表による

と，同社の今年6月までの貨付金 135件 670万ドルのうち， 60%が指物業，印刷，

タイヤ修理などの小企業へのものであった。

T 12月に回教国会議か一一回教諸国訪問から帰った Ya’akub土地鉱業相は「12

月に回教国会議が聞かれることになろう。マレーシアは国会議を主催する用意が

ある。」と述べた。

3 日 T Umnoマラッ力支部の紛争一一星州日報3日によれば， マラッカ州、｜の統一マ
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レ一国民組織Umno支部 187のうち， 31支部4288人が州本部から離脱して，別の

支部（中央区新分部〕を結成した。 (7月27日参照）

' 「対決J協力の中国人，全員死刑を猶予さる一一ベラ州執政会は，同州で拘

置されている 2名の「対決時代のインドネシア協力者Jの死刑を猶予し，終身刑

に処すると発表した。これで8月24日に減刑された11人と合せて13人全員が死刑

を免れたことになる。なお死刑執行には労働党， TanChee Khoon人民運動

GRM書記長・のほか，ラーマン首相らも反対を表明していた。

Vペナンで労働党がデモ一一ベナンで労働党員とその支持者数百人が政治犯の

釈放を要求してデモを行なった。

V市民に軍事訓練一一Bahaman法務相の発表によると， 政府は近く東西マレ

ーシアに市民防衛問題に関する諮問委員会を発足させ，市民の軍事訓練を開始す

る予定という。

vブルネイが連邦加盟を拒否した理由一一一プノレネイの Omar前スルタンはこ

のほど1963年にマレーシア連邦が結成された際加盟を拒否した理由を公表した。

それによると（1）ラーマン首相がマレーシアへの多額の拠出金（頭金4500万ドノレ，

以後9年間毎年4000万ドル）を要求したこと，（2)10年後に連邦憲法を全面的に適

用すると予定されていたこと，（3）プノレネイからの拠出金が任意出資 voluntary

donationでなく課徴金 contributionと定義されていたことが，加盟拒否にふみ

きった理由という。

Vインドネシアもサバ境界線変更を要求か一一一インドネシアの WahabSjach-

roni東ボルネオ知事は， 「サパとの国境協定を再検討すべきであるJと述べた。

vサラワク第2区の外出禁止令解除一一日誌8月13日参照。

vマレ一大学生は25%一一原住民信託会議Maraの発表によると，マレ一人は

現在国内大学生の25%，海外留学生の 5%を占めているのみという。

4 日 T Oriental Tin Smelters社に三井物産，三菱商事が資本参加一一石原産業（本社

大阪〉が明らかにしたところによると， OrientalTin Smelters （資未金1000万ド

ルで石原55%，マ政府・華僑資本各22.5%）の経営強化策として三井物産，三菱

商事が資本参加（各2億円宇 166万わけすることになった。同社は63年春セラ

ンゴーノレ州クランに設立され，現在月産1000トンの錫を精練し， 日本，アメリカ

に輸出しているが，これによって月産を1300ドルまで高めたい意向という。 (7 

月22日参照〉

vフィリピンへ抗議通牒一一政府はフィリヒ。ン議会がサパを比国領とする法案
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を通過させたことに関して，外務省に抗議通牒を送った。

T MSA問題一一ラーマン首相は，シンガポーノレ政府がマレーシア・シンガポ

ーノレ航空 MSAの新規採用で、マレーシア人を排除したと非難した。

，サラワク統一人民党 LimKim Seng中央委員，転向表明一一日誌8月14日参

照。

5 日 Vサラワクのゲリラは 350人？一一来マ中の Witonoインドネシア第12軍区司

令官は，サラワク国境のゲリラについて次のように述べた。

昨年中に1000人が殺されるか逮捕されるか逃走するかした。またわれわれはア

メリカ製・ソ連製の武器227，弾薬1万6000を捕獲した。現在ゲリラの中核とな

っているのは約350人である。

Vサラワクの総選挙登録終る－ーサラワクの選挙登録が終り， 91%が登録を済

ませたとの発表があった。 （最高クチン 100%，最低 Muka60%) 

vブルネイ人民独立戦線，イギリスに抗議一一ブノレネイの人民独立戦線PIFは

Hassanalスルタンの訪英について，「今後の方針を討議するのにわが党を加えな

いのは遺憾で、あるJとの声明を発表した。

V自動車輸入を大幅に制限一一政府は今次割当期間（68.9～69.2）の乗用車，

商業車，二輪車輸入量を1966年販売台数の 1%とし，業者を許可制とすると発表

した。なお前期割当量は乗用車55%，商業車40%だった。

6 日 V錫生産制限が実施されれば8千人が失業一一東京での ILOアジア地域会議

に出席している Y.L. Leeマレーシア鉱業技術協会（MAME）会長が語ったとこ

ろによると，錫鉱山経営者は最近政府への生産制限勧告を決定しており，これが

実施されれば限界的錫鉱山は閉鎖され， 8千人の労働者が失業するという。

V新選挙区制（案〕発表一一選挙委員会は，従来の選挙区に部分的修正を加え

た新しい連邦・州議員選挙区を発表した。各州連邦議員選挙区数および67年現在

の有権者数は次の通り。

州 名 選挙区数 （増減） 有権者数

J、。、 フ 20 

セランゴーノレ 15 

ジョホ｝ノレ 14 

ケ ダ 13 

ケランタン 10 

J、。、 ナ ン 9 

570,894 

(+l) 439,551 

(-2) 400,416 

( + 1) 363,910 

302,652 

－E
4
 

＋

一
Q
d
 

no 
守
E
ム

263,947 
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トレンガヌ 6 160,273 

ノ、。 ノ、 ン 6 158,542 

N. スンピラン 5 (-1) 155,633 

マフ ツ カ 4 134,664 

ベノレリ ス 2 50,924 

計 104 (0) 3,001,409 

なお民主行動党 DAPの C.V. Devan Nair議員， 人民運動 GRMの Tan

Chee Khoon議員の選挙区（いずれもセランゴーノレ州〉は改訂された。各野党は

この案を一斉に非難した。一方 AhmadPerag選挙委員会委員長は11日，この選

挙区制は来年の総選挙には適用されないと述べた。

V開発公債超過引受け一一大蔵省発表によると， 8月11日に発行された開発公

債は，締切りの 6日までに6100万ドルの応募超過になった。大蔵省は全額（ 1億

3600万ドル〉の引受けを認める方針という。

Vサパ州首相，密輸防止協定破棄を要求一一ーサパの Mustapha州首相は Tan

蔵相，ラプアン中華商会代表と会談した後フィリヒ。ンのサパ併合法を非難し，

「政府に年間5200万ドルの損失をもたらす密輸防止協定を破棄すべきである」と

述べた。 (7月29日， 8月12日参照〉

Vスイスとの航空協定に調印

7 日 V第2田原住民経済会議開く一一第2回原住民経済会議が7日から 3日間クア

ラノレンプーノレで聞かれた。 開会式の席上ラザ、ク副首相， Ghafar無任所相はマレ

一人の商工業振興のため次の諸機構の設立を提案し，いずれも採択された。

国立貿易公社 National Trading Corporation 

国立金融公社 National Finance Corporation Cl〕

国立保険会社 National Finance Company 

原住民商工公社 Bumiputra Commercial and Industrial Corporation.(2〕

（注） (1）金融公社は原住民銀行が短期貸付を主体とするのに対して長期貸付を

主体とするという。（2）資本金5000万ドル。

大会はそのほか上記3公社株式の50%はマレー人に与えること，連邦・州両政

府および政府関係機関預金の75%を原住民銀行預託とすること，連邦農業市場局

Famaの国家農村開発省への移管と権限の強化およびFama内部における漁業部

の設置，労働者のマレ一人比率の維持，などを決議し，その実行にあたるため，

ラザク副首相を長とする33人の委員会を設置した。
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V錫価格，ピクル当り 560台ドルに回復一一海峡錫価格は 8月中旬にピクル当

り550ドルを割ったが， 9月にはいってかなり急速な回復を見せ， 7日ついに

561.375ドルまで上昇した。この上昇は17日から聞かれる国際錫理事会ITCで生

産制限の決定がなされるかも知れないとの推測から生じたものとの見方もある。

vインドネシアにゴム・プラント輸出 GEC-AEI Sdn. Bhd.はこのほどイ

ンドネシア初の hevacrumbゴム工場（月産20トン〉を建設する契約（70万ドル〉

を行なった。

T Suleiman空軍司令官，豪州｜訪問

8 B , 2織物工業創業一一一原住民信託会議 Maraが PetalingJayaに設立したこ

つの織物工場（batikfactory) Batik Malaysian Sdn. Bhd., Sharikat Jelatek 

Sdn. Bhd.が操業を開始した。

vラザク副首相，比国大統領に警告一一一ラザク副首相はフィリピンのマルコス

大統領に対し， 「先に同国議会で成立した版図法案（サパを含む〉に署名すれば

両国関係は重大な事態を迎えるであろうJと警告した。

11日 V世銀から2440万ドルの借款 世界銀行はマレーシア政府へのこつの借款

（総額2440M ドノレ〉を承認した。 1100万ドノレはセランゴーノレ州上水道事業に，

1340万ドルは郵電総局 TD第1次マレーシア計画事業（いずれも1970年末まで〉

に与えられる。 (4月15日参照〉

V錫生産，消費を上回る一一SelangorDredging Berhad の ChanKwong 

Hon会長（上院議員〉は向社年次会議で次のように述べた。

錫の生産量はここ10年来初めて消費量を上回った。今年にはいっての供給過剰

量は5000トンである。過去8年間の消費伸び率は 0.5%だ、ったが，生産伸び率は

3.3%にも達している。生産の伸びは資源澗渇のために今年でとまるだろうが，

消費も伸びないであろう。従ってゆるやかな輸出規制を提案したい。また国際錫

会議の緩衝在庫は 1万トンに達したと恩われる。

'12日 V昨年度のイギリス政府援助一一一星川、旧報12日によると， 1967年度のイギリス

政府の対マ援助は559万7千ポンド（約4100万ドル〉であった。

V米国ゴム輸入業者，増産を訴える一一来マ中のアメリカのゴム輸入商社Stein

Hall and Co. Inc.の販売部長は， 天然ゴムについて次のように語った。

アメリカのゴム消費会社は標準マレーシア・ゴム SMRの良質性を理解して，

合成ゴムからの転換を図ろうとしているが， SMR生産の継続的伸長が保証され

ていないため，一部小規模会社が転換を実行しているだけだ。 SMRの増産が図
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られなければ大会社は合成ゴム需要を益々増大させるであろう。

V新駐日大使赴任一一新しい駐日本大使 Hussainbin Mohamed Osman前駐

英副高等弁務官が赴任した。なおこれまで日本に大使はおらず，大使館の業務は

Mon Jamaluclclin総領事が主掌していた。

V合弁自動車組立工場創業－GeneralMotorss, Ford, BMC, Chrysler-

Ifootes, Holden, Renaultの合弁自動車組立工場 Associated Motor Industries 

Malaysia （資本金800万わりが正式に操業を開始した。なお Lim商工相は創業

式典の席上，来年6月以降は組立工場設立を認めないと述べた。

V労働組合の現況 労働組合登録局1967年報によると，労働組合総数275（組

合員総数30万766＇.）人〕のうち， 81組合が組合員 100人以下， 125組合が200人以下

で，組合員数の51%以上が九つの大組合によって占められている。

Vマラヤ大学新副事長決まる マラヤ大学の第3代副学長に UngkuAbdul 

Aziz I司大経済・社会学部長（46才）が任命された。副学長にマレーシア人が任

命されたのは初めてのことである。なお学長はラーマン首相。

13 T Umno青年部年次大会開く一一統一マレ一国民組織Umno青年部第四回年次大会

が聞かれ，フィリピンの侵略行為非難，シンガポーノレ経由貿易の中JI：，外人雇用

の停止などを決議した。またラザク副首相は大会で，党内に糟入している共産分

子への警戒，青年による開拓事業の推進を強調した。大会で選出された役員は次

の通り。

委員民 Scnu1Jin Abdul Rahman. 副委員長 Alihin Haji Ahmacl. 委員

Abdul Aziz bin Ishak, Ahmad Mustaff a, Borhan bin Mohamed Y aman, 

Kamaruddin bin Mohamed Isa, Mohamed Noor Azam,* Shariff Ahmad, 

Ramli bin Omar,* Ahullah bin Abdul Rahman,* Nik Hussin bin Haji Nik 

Abdul Rahman,* Kamarul Ariffin bin Mohamed Yassin.キ

（注） ネは新任。昨年10月13日参照。

Vサバ問題，日本の調停を断わる一一ラーマン首相は， 「日本はサパ問題で調

停にのりだす用意がある」との日本外務省スポークスマンの声明に対して， 「感

謝するが，もはやサパについて話し合う必要はないJと述べた。

T Ya’akub土地鉱業相，シリア訪問

14日 Vサバで密輸復活一一一フィリピンの DailyBulletin紙は，サノミからフィリピ

ンへの密輸出が復活したと報じた。

15日 T Umno第21回年次大会聞く一一ー統一マレー国民組織Umno第21同年次大会が
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クアラノレンプーノレで開かれ，フィリピン非難などを決議した。役員選挙ではラー

マン委員長以下全役員が無投票で再選されたほか， Syed Nasir bin Ismail （言

語・出版理事会長）， Said Ja’afar Albar （前書記長〉の両氏が執行委員に復帰し

た。 (67年10月14日参照）

T SUPP党員， ブルネイを追わる一一プノレネイ警察当局は最近，サラワクから

逃れて来て“破壊活動”を行なっていた多数のサラワク統一人民党 SUPP党員

を追放した。

V台湾との合弁調味料工場創業一一台湾企業との合弁グルタミン酸ソーダ工場

Ve-Tsin Mfg Sdn. Bhd.が操業を開始した。月産100トンで従業員は200人にな

る予定。

T 70年から英語卒業試験を中止一一ラーマン首相は，英語による中学卒業試験

Cambridge School Certi五cateを70年以降中止すると発表した。

vソ連への留学一一ソ連はこのほどマレーシア学生のノレムンパ友好大学への留

学を認めた。

16日 vタイ，国境に農民 1万5000家族を移植一一一タイの Suthpinthoo社会福祉副

局長の発表したところによると，タイ政府はマレーシア国境一帯に中・北部から

選抜した“忠誠”な農民1万5000戸， 6万人を入植させる予定で，既に5000戸の

入植を完了した。

T Umnoマラッカ支部問題，一応落着一一一統一マレ一国民組織Umnoマラッカ

支部代表とラザ、ク副首相， Ghafar無任所相との問で話合いがもたれ，総選挙ま

で論争を差し控えるとの決定がなされた。 (3日， 7月27日参照〉

V合弁自動車組立工場創業一一日本（東洋工業，住友商事〉，フランス（プジョ

ーなど 2社〉，マレーシア（Asia Motorsなど 2社〉の合弁自動車組立工場・ Asia

Automobile Industryが生産を開始した。資本金450万ドノレ（日仏各36.4%）で

年産3000台の予定。

17日 T Kemebu濯瀧事業，圏内会社が落札一一一1971年までに完成予定の Kernel】u瀧

瓶事業工事の一部を国内会社 KienHuat Contruction Co.が5480万ドルで落札

した。同事業は総工費7500万ドノレと見積られ，既に世銀から3000万ドルの借款を

受けている。

18日 V比国大統領，版図法に署名一一ーフィリヒ。ンのマノレコス大統領はサパを自国領

とする版図法に署名した。これに対しマレーシア政府は緊急閣議を聞き， Hamil

駐比大使の召還を決めると共に， 「このような侵略行為に対しては断乎闘う」と
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の戸明を発表したo

v国際錫理事会，輸出制限を決定一一17・18の両日ロンドンで聞かれた国際錫

理事会 ITCにおいて， 19日から12月31日までの 6カ国（マレーシア，タイ，イ

ンドネシア，ボリビア，ナイジエリア，コンゴ〉からの輸出量を 4万2950トンと

し，そのうちマレーシアの比率を昨年の生産占有率に合せ47.16% Cニ 2万0255

トン）とすることが決定された。これに関し Lim商工相は，アメリカに備蓄錫

放HJを控えるよう要請し， JamilJan輸出品統制官は， 「今年マレーシアでは

2.5 %の減産をすることになろう」と述べた。なお現在錫理事会の緩衝在庫量は

1万1290トンで某金総額20007:fポンド中1400万～1500万ポンド相当といわれるo

vタイとの国境委員会開く一一タイとの国境委員会がラザク副首相， Daweeタ

イ国防次官を首席代表として，パンコクで聞かれ， 21日には「両国は国境地帯の

共産ゲリラ（少なくも1000名）の絶滅のために，軍事・経済・社会・政治面での

あらゆる手段を用いて，共同行動を強化する」との共同F・明が発表された。なお

Dawee国防次官は18f3, 「陳平 ChingPengマラヤ共産党の補佐官に，回教徒

Raschid Maydin, Abdullahの2名が含まれている」と語った。

また Sheikh内務次官は4日「国底地帯での掃討作戦により，追い立てられて

ゲリラに加わる者が増え，ゲリラは一時の500人から1000人に増えた」と語った。

v雇用（制限〉法発効一一日誌8月21日参照。

19日 V比国との外交関係，一時停止－ーラーマン首相は 2時間の緊急閣議の後「フ

ィリピンとの外交関係を一時停止し，駐比大使館員を引き揚げさせる」と発表し

7こ。

v対比密輸防止協定を破棄一一ラーマン首相はまた「フィリピンとの密輸防止

協定（97年12月1日発効〉を破棄し，サパに駐在しているフィリピン側税関吏3

名の帰国を要請する」と語った。

V反フィリピン・デモ一一フィリピンの版図法制定に抗議して，クアラノレンプ

ーノレ，ペナン等で連合党，民主行動党 DAP，人民運動 GRM，マレーシア人民

行動戦線 MPAF各党党員など多数がデモを行なった。

vサバに英ジェット戦闘機5機派遣さる

v米国はサパをマレーシアの一部と認む一一一アメリカのマクロスキー国務省報

道官は記者会見で「サパをマレーシア連邦の一部と認める」と述べた。

vフィリピン上院指導者，サバ問題で、米国を批判

V国王夫妻，サラワク訪問
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Vブルネイの Hαssanalスルタン，訪英一一プノレネイの Hassanalスノレタンがイ

ギリスを訪れ， トムソン連邦相らとブノレネイの政治・軍事問題を話し合った。席

上マレーシア・シンガポール・ブノレネイ 3国の共同防衛条約，英軍の駐留継続な

どについても話し合われたという。

V駐マ豪州軍の支出一一オーストラリアのフェアホール国防相が議会で発表し

たところによると，マレーシア駐留オーストラリア軍（パターワースに空軍，

Terendakに陸軍）の今年6月30日までの支出累計は，施設・装備費1572万5000

オーストラリア・ドノレ（5350万M f'；レ〉，維持費7954万A ドノレ（ 2億70000万M ド

ノレ〉で，今年度（68年 7月～69年 6月〉支出見込みは施設・装備費69万2000Aド

ノレ（235万M ドノレ〉，維持費810万4000ドノレ（2750万M わけという。

20 B V各地で反マルコス・デモ

Vサバのフィリピン人労働者を締出し一一－Manickavasagam労相は，今後当分

の間フィリヒ。ン人労働者のサパ入国を認めないと発表した。また同相によれば，

昨年12月 1日の密輸防止協定発効以来フィリピン人労働者に与えられた許可証は

2万3000，永住権を与えられたフィリピン人労働者は2710人であるが，かれらも

不法行為 tricksを行なった場合には追放されるという。

vサバ問題，アメリカは中立一一アメリカのマクロスキー国務省報道官は19日

の発表について「アメリカが中立を逸脱したとの解釈は正しくない。これは事実

を述べたものであり，領土問題に介入しないとのアメリカの伝統的政策に変化は

ない」と述べた。

v豪州軍撤退の可能性一←UPIキャンベラ発20日によると，オーストラリア

政府は，サパ紛争に捲き込まれることを防ぐため，マレーシア駐留軍の撤退を早

めることを考慮中という。しかしハズラク外相は23日国連総会出席の途中シンガ

ポールに立ち寄った際，この報道を否定した。

21日 Vサパ問題，シンガポールはマレーシア支持一一シンガポール政府は「サパの

現状を力によって変えようとするものは友好的な隣国に対する侵略である。シン

ガポールはサパをマレーシアの固有の領土と認めている」との声明をマレーシア

外務省に送った。

v学生，比国大使館に乱入 ーマラヤ大学生500人がフィリピン大使館にデモ

をかけ，一部は構内に乱入し国旗を引き降すなどして気勢をあげた。これにたい

しマレーシア政府は遺憾の意を表明した。

v民兵を増強－Bahaman法務相は民兵組織を現在の 3500人から「対決」時
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代と同数の 2万5000まで増強すると発表した。また Sheikhベノレリス州首相も 2

万2000の州志願兵を組織すると述べた。

22日 Vマルコス比国大統領，首脳会談提唱一一フィリヒ。ンのマノレコス大統領は，サ

パ問題について，バンコクか東京で首脳会談を聞きたい，と述べたo

vフィリピンゲリラと戦闘？一一－Manila Daily Bulletin 22日は，サパの

Tungku山でフィリピン人ゲリラとマレーシア政府軍との問で戦闘が起り，ゲリ

ラ2名が殺されたと報じた。 （両国政府はこの報道を否定）

Vサパに増派一一一ラザク副首相はパンコクから帰って， 「不測の事態を避ける

ため，第9大隊の 450人をサパに派遣した」と述べた。

Vソ連でも合成ゴムへの転換進む一一ソ連輸出公団 RaznoExportのエフゲ、ニ

イ・マンコフ総裁が明らかにしたところによると，ソ連の合成ゴム生産は着実な

進展を見せ，天然ゴムとの置換えも進んでいる。今年の輸出最は昨年の 5万340°

トンを上回るという。一方 FinancialTimes 25日によると，ソ連は天然ゴムの

価格を抑えるため，マレーシアから購入した天然ゴムの一部を最近ロンドン市場

で放出したという。

23日 V首脳会談に応ず（？〉一一ラーマン首相は，フィリピンが両国関係の正常化を

望むならラーマン・マルコス会談にでもラザク・ラモス会談にでも応ずる，と述

べた。

24日 Vサパ問題，まず閣僚会議（？〉一一一フィリピン大統領府は，両国首脳会談に先

き立ち閣僚会議を開くことになろうと発表した。

V各地で反フィリピン・デモ続く一一ジョホール・パノレーで 1万5000人が反フ

ィリピン・デモを行ない，マルコス大統領の人形を焼いたほか，各地で反フィリ

ピン・デモが行なわれたo

vマニラで反マレーシア・デモ一一マニラで 2干名の青年が反米英マレーシア

を叫んでアメリカ大使館にデモを行なった。

Vサバ問題，中国の見方一一香港の共産系紙はサパ問題を次のように論じてい

る。

今日フィリピンはアメリカの支配下にある。フィリピンは未だ真の独立をか

ちとっていなU、。ラーマン・マルコス支配体制は米英帝国主義の｛鬼備である。

イギリスのサパ問題に対する態度ははっきりしている。それはかれらがサパ支

配の維持を望んで、いるからである。アメリカは表面で‘はサパをマレーシアの一

部と認めているが，裏ではフィリピン政府にサパ要求をそそのかしてし、る。従
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ってフィリヒ。ン人民は米英マの総てに反対しなければならない。サパ請求権を

放棄し，自らのアメリカ支配からの独立のために闘わねばならない。サパ人民

はマレーシアにもフィリピンにも編入されることを望まない。かれらはサパが

イギリスやアメリカの植民地と看倣されることを欲しない。かれらが求めてい

るものは独立である。

vタイへの砂糖密輸一一一CentralSugar Berhadの明らかにしたところによる

と最近タイへの砂糖密輸が培え，国内の砂糖不足を引き起しているという。 ( 1 

ピクノレ当りタイでは40ドノレ，マレーシアでは29ドルと言われる〉

25日 Vポンド準備保証協定式立一一←大蔵省の発表によると，訪英中の Tan蔵相と

ジェンキンス英蔵相との間でポンド準備の価値を保証する協定が成立した。同協

定によれば，イギリスはマレーシアが全外貨準備の10%を超えて保有するポンド

準備の全額を米ドノレで、保証する。他方マレーシアは最低40%のポンド保有率を維

辞せねばならない。またこの協定は25日から 3年間有効で，両国政府の合意によ

り更に 2年ごとの延長が可能である。 (7月28日参照）

v対比不可侵条約を提唱一一ZainAzraari外務次官補は「フィリピンと不可侵

条約について話し合う用意がある。サパ問題については，何ら話合し、の必要がな

い」と述べた。

vソ連はマレーシアを支持か一一クズネツオフ駐マ・ソ連大使は，サパ問題に

ついて「サパ住民の意見が尊重されるよう希望する。先頃サパを訪‘れたソ連のジ

ャーナリストは，サパ住民がマレーシアにとどまることを望んでいると書いてい

るj と語っfこO

vサバ・フィリピン人協会，比政府を批判一一コタ・キナパノレ・フィリピン人

協会の EddieSulit会長は，「サパにいるフィリピン人は誰一人としてフィリピ

ンのサパ請求権を認めない」とマルコス大統領の版図法署名を批判した。

V東海岸で軍事演習 マレーシア東海岸 Tioman品で 4千人の軍隊が出動

してゲリラ戦に備える演習が行なわれた。

26日 T HAmid駐比大使帰国一一Hamid駐フィリピン大使が帰国し， 27日にはラー

マン首相にマルコス比大統領からのメッセージを手渡した。同大使はまた27日の

記者会見で， 「フィリピン人破壊分子がサパに侵入している」と警告した。

vインドネシアはマを支持か一 ラーマン首相はサパ問題に触れて， 「インド

ネシアはマレーシアが攻撃されれば援助すると約束した」と述べた。

vマ政府，タイに装甲列車を贈る
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27日 v外国為替相場に 2地域制－ーマ・シ両国は国際貿易の進展に合わせるため，

10月1日から外国為替レートを 2地域相場制 two-tiersystem of price quotation 

にすると発表した。この制度によると，第1基準 atone levelではレートは M.

s. ドノレより高い価値をもっ外国通貨1単位あたりで定められる。 これにはポン

ド，米，カナダ，オーストラリア，ニュージーランド.F，レ，南アラピア・デイ

ナノレが該当する。第2基準 atthe second levelでは， M.S.ドルより低い価値

をもっ外国通貨 100単位あたりで定められる。

V対比会議開催の条件一一ラザ、ク副首相は記者会見で，フィリピンカサパ請求

権問題をもち出さなければ，両国の緊張緩和のため会談を聞く用意がある，と述

べたo

vマルコス比大統領， 「真の敵は英国」と強調

28日 ▼サラワク州議会，解散を延期――サラワク州議会は，10月3日に行われる

予定の州議会解散（ 5年間の任期切れ〉を連邦議会解散まで延期し，議席数を現

行36から48にふやす憲法改正案を可決した。

T ASEAN商工業会議開く一一東南アジア諸国連合 ASEANの商工業会議がフ

ィリピンのマニラで聞かれ，域内関税障壁問題，経済協力などについて話し合っ

fこ。

Vラーマン首相，フィリピンの回教徒弾圧を非難

Vサバ駐在の比国税関吏に離国勧告

29日 ，比国，駐サバ税関員2名の召還に応ず一一フィリピン政府は次のような覚書

を駐マニラ・マレーシア大使館に手交した。

密輸防止協定はサパに対するマレーシアの主権を認めたものではない。しかも

同協定の破棄には 6カ月以前の事前通告を必要とする。フィリピンは税関員引揚

げを認めるものではないが，身の安全が保障されない現在， 2名の帰国を命ず

る。

Vペナンで 5千人が反フィリピン・デモ

vパキスタンもマレーシア支持一一シンガポールを経てマレーシアを訪れたパ

キスタンの S.M. Yusuf外務次官は， 「サパはマレーシアの一部である」と述

べてマレーシアの立場を支持することを明らかにした。

Vイギリスから貿易使節団一一－W.R.P. King氏を団長とする17名のイギリス

貿易使節団が来マし， 30日には Lim商工相らと会談した。席上 Lim商工相は，

「イギリスが合弁事業を行なわないなら，わが国の市場を失うことになろう」と
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シンガポール（ 9月〉

述べた。

30日 Vマ・シ共同防衛を討議 ラーマン首相，ラザク副首相はクアラノレンプール

でシンガポールの Lim国防相と会談し，サパ問題，両国共同防衛問題について

話し合った。

vケンラタン，マラッ力で l万人以上の反マルコス・デモ

V西独から 5人の平和部隊

Vアルゼンチン大使，信任状提出一一一アルゼンチンの LouisF. Castells大使

（！駐ノミンコク）が，国王に信任状を提出した。

シンガポール

1 B f Keppel Shipyard設立一一港務局ドック部の機能を譲り受けて政府所有の Kep-

pel Shipyard (Private) Ltd.が設立された。同社は 6個の乾ドック（最大885フ

ィート×92.5フィート）， 3000フィートの修理埠頭berthなどをもつことになる。

現在の年間収入見積りは 3500万ドルで， 5年内に 5000万ドルまで増大させる予

定という。また社長には韓瑞生 HonSui Sen基地転用局長官が就任し，経営

(managing agent）はイギリスの SwanHunter社が行なう。 Ho社長は 8月31日設

立にあたって発表した声明の中で船舶修理産業に関し次の数字を明らかにした。

粗収入1億ドノレ（将来4億ドノレまで拡大できる見込み〉， 国内総生産への寄与

額7000万ドノレ（ 2%入労働者1万人， 3大会社（SembawangShipyard (Pte), 

Keppel Shipyard, JuronεShipyard）の市場占有率85%。

v北朝鮮へ国会議員代表団一一季昭銘 LeeChiaw Men教育政務次官ほか 3名

の国会議員代表団が，政治・社会・貿易状態を視察するため，朝鮮民主主義人民

共和国を訪れた。一方は政府首脳と会談したほか，建国20周年記念式典にも出席

した。

v中央準備基金（修正〉法発効 先に可決された中央準備基金法 CPFAが

発行し，同時に住居当初供託金が次のように定められた。

(1) 既に店住しており，購入を希望している場合。

付） 1室 100｝：＇；レ， （吋 2・3室 300ドル

(2) これから居住しようとする場合。
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シンガポール（ 9月〉

付） 1室 300ドノレ， （ロ） 2室 900ドノレ， 付 2室改良 1000ドlレ

付 3室 1200ドル， 的 3室改良 1500ドル

またこの改正によって次の諸点が認められた。

(1) 基金に 300ドノレ以上の残高があれば当初供託金支払いのために基金からの

引出しができる。

(2) 基金への拠川月額が住民費月賦額を上回る場合，拠If＼金を使用できる。（ 7

月31日参照）

V郵便貯金の上限を撤廃一一郵便貯金の上限（ 4万ドル）が撤廃され，同時に

引出し最高額も 200ドルから 500ドノレに引き上げられた。これは国内預金の活用

を強化するため。なお6月末現在の郵便貯金は26万7684人， 3893万2800ドル。

V船船拘留でインドネシアに抗議一一船務公司は，先月末不正事件に連座した

との理由でシンガポーノレの船が拘留されたことに関して，インドネシア政府に抗

議した。

2 B Vタイと航空協定調印

3 日 Vジュロン工業団地拡張事業一一ジュロン工業団を1000エーカー拡張する工事

（総工費：：moo万ドノレ）の第 1段階として，ジュロン川の東500ヱーカーの造成工

事が開始された。

V職業斡旋委員会設置 新規学卒者に職業を紹介するための職業斡旋委只会

Vocational Guidance Steering Commiteeがこのほど設立された。

T NTUC指導部への批判一一シンガポーノレ出版労働者総同盟 SGPWUはl,iJ労

組結成56周年記念誌上で，全国労働組合会議 NTUC指導部を「無力無能」と非

難し， 「政府と労組との利害に対立のあるH年， NTUC /1＼身議員はどちらに忠誠

を示すべきか」と詰問している。

4 日 V アメリカからの民間投資一一アメリカ大使館1等書記官がこのほど発表した

ところによると，シンガポールにいるアメリカ人のこれまでの投資額は次の通り

で， 70年までには 2～3倍になる見込み。

石油精製および販売 1億2000C万Sドノレ〉

その他製造業 2500 

商業 3000 

＼
J
ノ等融金

ノ、

輪

開
運

展
他

計

商

mi．
鴻

ト

po 

’v
ハ
リヮ“

1000 

1億8500
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シンガポール（ 9月〉

5 日 v国際金融会社 IFCに加盟

6 日 V不正取引で‘業者に警告一一TangSee Chim大蔵次官は， 8月末のインドネ

シアでの不正取引（インドネシア政府の発表によると，損害は3500万米ドノレ〉発

覚について次のように語った。

シンガポーノレの18社が連座しており，わが国の名を汚した。今度の事件によっ

て，シンガポールは商品をインドネシア当局に手渡し照合を受けてからしか支払

いを受けられなくなった。

v南ベトナムから 3人の国会議員代表団

7 日 V来年は防衛費大幅増一一Goh蔵相はシンガポール大学経済学会で、演説し来

年度予算について次のように述べた。

来年末までに防衛費は国民総生産の10%となろう。 3億ドノレ以上の支出をどう

賄うかは詳細には決めてないが，多くを増税に負うことになると思う。他省予算

の大幅削減は当然だ。来年度予算は苦痛あるものとなろう。

9 日 V海運同盟，運賃引上げ 海峡／ニヨーヨーク海運同盟 S/NYConference 

はこのほど12月1日からの10%の運賃引上げを発表した。これに対しシンガポー

ル海運作業委員会は 9日，マ・シ両国関係者に同同盟のボイコットを呼びかけた。

11日 V豪州貿易使節団来シ

12日 V昨年度のイギリス政府援助一一星川、旧報12日によると， 1967年度のイギリス

政府からの援助は190万5000ポンド（約1400万わけだった。

V台湾との観光協力一一台湾から呉慶聡 L.J. Chiang観光事業協会会長を同

長とする12人の観光使節団が来シL，シンガポール観光振興局との間で両国の協

力について合意を見た。

14日 v英国会議員代表団来シ一一10名のイギリス国会議員代表団が香港訪問の後マ

レーシアを訪れ，政府・軍首脳と会談した。

17日 V所得税増徴はせず一一－Goh蔵相は来年度予算について次のように述べた。

(7日参照）

資本課税，所得税，法人税などの増徴は，投資を抑制することになるめで行な

わない。支払能力のあるもののみに課する税を導入することになろう。

v電話の増加一一電話局年報によると， 電話台数および電話局収入は 1966年

9万4664台， 1716万9045ドノレ。 1967年 10万6124台， 1897万2963ドノレで、前年に比

らベ67年は 1万1460台， 180万3918ドノレの増加となっている。

V日本との合弁インク会社一一大日本インキはこのほど三井物産，KonthaiCo. 
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シンガポール（ 9月〉

と合弁で DainipponInk & Chemicals (Singapore) Ltd.を設立した。授権資本

金60万ドノレ，月産2万ポンドの予定。

19日 V台湾系企業は20一一台湾商社駐シ代表が明らかにしたところによると，シン

ガポールの台湾系企業は現在合版，繊維，衣服，化学，鉄板など20企業で大部分

が合弁という。

20日 V鉄鋼線などに輸入税一一麦芽エキス，飲料，小麦粉（ポンド当り80セント〉，

鉄鋼線（トン当り 70ドル〉，アルミニウム又はステンレス製品（従価20%）など

の輸入税が新設された。

22日 Vインドから貿易使節団

23日 Vオーストラリアと租税条約の話合い

24日 f Esso，石油精製所建設一一経済開発庁 EDBの HonSui Sen長官の発表に

よると， Essoは近く総工費2億ドノレの石油精製工場（シンガポーノレで、四つ目〉

の建設に着手する。生産開始は71年前半で日産8万パーレノレ，従業員1600人の予

定。

26日 V英資本は進出を曙曙 イギリス工業連盟の L.A.Raynerマ・シ駐在代表

は西シンガポーノレ・ロータリークラブで演説し， 「最近の Grierson報告（ 8月

22日参照）はイギリスからの投資の促進を掘っているが，サパ問題，共産ゲリラ

の活発化などから，それには非常な危険を伴う」と語った。

V基地労働者， 11月までに更に 430人失業一一陸軍労働者組合 ArmyCivil 

Serrice Unionの V.R. Balakrishna委員長の発表によると，今年11月までにさ

らに 430人の陸軍関係労働者・が解雇される。

27日 vパキスタン外務次官来シ一一一パキスタンの S.M. YL山下f外務次官が北朝鮮，

中国， 日本，インドネシアをまわった後シンガポーノレを訪れ， Rajaratnam外相

らと会談した。

V英保守党， 71年以降も極東空海軍を維持か一一イギリス保守党の IanOrr-

Ewing議はは， 「71年以降，スエズ以東の英軍は主に空海軍となろう」と述べ

た。

v外国為替相場に 2地域制一一マ日誌27日参照o

v防衛基金， 700万ドルを超える

28日 Vイギリスから貿易使節団－W.R.P. King・MintBirmingham Ltd.社長

を団長とする17人のイギリス貿易使節団が来シL，貿易の拡大，合弁企業の設立

などについて話し合った。
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シンガポール（ 9月〉

29日 Vイギリス国会議員代表団来シ Will Hannan氏を団長とするイギリス国

会議員代表団が来シし，リ一首相らと防衛問題などについて話合いを行なった。

30日 T Lim国防相，マ・シ共同防衛を討議 マ日誌30日参照。

北力リマンタン民族解放同盟設立4周年記念論文

「解放J誌（北カリマンタン） 7月号社説

4年来，北カリマンタン民族解放同盟は， 断固として大衆に依拠し，自力更生の原

則を堅持して，農民に依拠し， 広大な農村地医に強回な草命根拠地を打ち立て，農村

で都市を包囲し， 最後に政権を奪取するという毛主席が教えている人民戦争の戦略戦

術を実行してきた。 このため， 「マレーシア」反動政権は百方手を尽して民族解放同

盟を消滅させ，人民武装勢力を消滅させようとしたが， それらはすべて恥ずべき失敗

に帰した。北カリマンタン民族解放同盟の組織は，都市で，農村で，辺境地区で急速

に発展し，辺境地区の人民武装部隊と農村根拠地は，敵の「統一包囲討伐」の中で堅

持されてき。たこれは北カリマンタン人民の勝利であり， 北カリマンタンにおける毛

沢東思想、の勝利である。

4年来の闘争の経験は，次のことをわれわれにはっきりと告げている。持久的な武

装闘争を発展させ，堅持するには，労働者階級の指導のもとに，労農同盟を基礎とし，

団結できるすべての勢力と団結する広範な民族統一戦線がなければならない。そうで

あってこそわれわれの勢力を発展させ，強大にして，武装闘争を行なうことができる。

また， 4年来の闘争の経験は次のことをも証明している。民族統一戦線を固め，強

大にし，とくに民族ブルジヨア階級と団結するには， 強大な武装勢力をもたなければ

ならない。

4年来，民族解放同盟のメンパーは実際の闘争の中で， 「議会選挙」， 「議会民主主

義Jは反動政権が人民をペテンにかけるために用いる装飾品にすぎず， 武装勢力に対

する人びとの関心をそらすものであるということをいっそうはっきりと見て取った。

経験はわれわれに告げている。断固として草命武装勢力で「マレーシア」反動政権の

反草命武装勢力を打ち負かし，人民を弾圧し，支配する「マレーシア」反動政権の国

家機関を粉砕することによってのみ，政権を奪取することができるということを。
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マレーシア，シンガポール（ 9月〉

4年来の闘争の経験は次のことを証明している。われわれは，武装闘争を堅持しな

ければならないだけでなく，その他の合法，非合法の闘争を堅持しなければならない。

それらはすべて，武装闘争の必要に呼応し， 武装闘争に奉仕するものとしてとらえな

ければならない。

現在，世界人民の反帝国主義・反修正主義の闘争の情勢はきわめてよい。世界人民

の偉大な教師毛主席が自ら起こし指導している中国のフ。ロレタリア文化大革命はすで

に決定的な勝利をかちとった。 このことは，全世界人民の革命根拠地が固まり，発展

していることを保証するばかりでなく， 全世界人民の革命の最後の勝利をも保証する

であろう。国内にあっては， 「マレーシア」反動政権に反対する情勢も大いにすばら

しい。反動政権の政治・経済危機は深刻化し，人民の政治的自覚がたえず高まってお

り，新たな革命の高まりが必ず来る。

現在，世界はすでに偉大な毛沢東思想、の新たな時代に入っている。世界の被抑圧人

民と被抑圧民族は，渇きをいやすように毛沢東思想を学び， 掌握し，毛沢東思想、の導

きのもとに，つぎつぎにしっかりと銃を手に， 武力によって政権を奪取する闘争を行

なっている。北カリマンタンの革命的人民は，全世界の革命的人民と同じように，毛

沢東思想の学習と応用に力を入れている。われわれは，毛沢東思想、を武器としている

北カリマンタン民族解放同盟は， 前途に横たわるさまざまな障害・困難を克服し，北

カリマンタンの広範な革命的人民を指導して， 自由・解放をめざす闘争を進めること

ができ，最後の勝利は必ず北カリマンタン草命人民のものである， ということを確信

している。 （中国通信世界ニュース 9月18日号より〉
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マレーシア，シンガポール

サパをめぐるフィリピンとの係争は，依然解決の方向を示していない。国

連総会に出席中のラモス・フィリピン外相と Ong駐米マレーシア大使との

話合い（11日〉で，ラザク副首相・ラモス外相の東京会談開催が本ぎまりに

なったかに見えたが，その後マレーシア側が“マレーシアのサパに対する主

権を認め，会談で、はサパ請求権問題を議題としない”ことを会談の前提条件

としてフィリピン側に要求したのに対し，フィリピンが“マレーシアがサパ

を領有していることは事実であるが，領土・人民についての代表権は認めら

れない。領有権は会談の結果に従うもの”との態度を明らかにしたため，東

京会談は開催受諾後わずか3日にして，砂上の楼閣のごとく消え去ってしま

った。

15日から開かれた下院緊急議会では，満場一致でフィリピンの「サパ併合

法J無効が宣言された。 17日まで 3日間続けられた討論の中で注目されるの

は，（1)1与党議員がソ連からの地対空ミサイルSAM購入を示唆したこと，

(2）人民進歩党 PPPの Seenivasagam議員が「サパの住民は今日まで真の選

択権を与えられていない」と政府を批判したこと，（3）サラワク統一人民党 S

UPPが初めてサパ・サラワクのマレーシア加盟支持を明言したこと， など

であろう。ソ連製ミサイノレ購入が事実で、あるとすれば， 5月末ラザク副首相

が訪ソした際取り決められたものであろう（5月11日，同23日参照）。ソ連は

サパ問題においてマレーシア支持を表明しており，ラーマン政権との接近は

急速に深まっているようだ。

フィリピンとの外交関係は先月以来停止されたままだが，マレーシア政府

は駐フィリピン大使館員の引揚げを完了する一方，フィリピン政府に対して

駐マ大使館員の引揚げを再三要求し， 24日には大使館員の外交官としての地

位の否認を通告した。他方フィリピン政府は国交断絶のない限り駐在を継続

すると述べており，この面での奇妙な対立も当分続くと思われる。
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ラモス外相は東京で、サパの分割統治，共同開発を提唱したが，マレーシア

は全く受けつけなかった。しかしこの「共同開発Jあたりがやがてこの問題

を解く鍵になるのかもしれない。

シンガポーノレ政府は17日， 「対決」時代に潜入して爆破工作を行ない 34'1 

を死亡させたインドネシア海兵隊員2人（インドネシア人）の絞首刑を執行

した。インドネシアのスハノレト大統領は再三にわたって助命を要請したが，

シンガポーノレ政府は「市民を殺害した罪は許せないJ (17日の特別声明〉と

してこの要請を拒否したものである。インドネシア政府は 2人に国民英雄の

称号を与え，「対シンガポール関係の全面的再検討」（21日マリク外相）を開始

した。インドネシア国内では反シンガポーノレ運動が爆発し，シンガポーノレ大

使館，大使公邸などが学生デモ隊の乱入によって室内を滅茶々々に破壊され

た。両国の貿易も，回教組織，軍関係組織のシンガポール製品ボイコット運

動，政府の中継貿易削減決定によって，一時は完全に杜絶した。その後月末

になって一応取引は再開されたが，インドネシアは「消費国との直接貿易J

という原則を容易に降し難いだろうから，月平均8000万Sドノレにまで回復し

ていたといわれる両国貿易が通常の形態で復活することはまずあるまい。

シンガポール政府は処刑を強行した際，インドネシアの反応がこれほど強

いものだとは思わなかったに違いない。スカルノ時代の海兵隊員だから，ス

ハノレト政権が腹を立てるはずはないと見たのかも知れない。確かにこの 8月

マレーシアで「対決J政策に協力し逮捕されていた13人（中国系マレーシア

人）の処刑を執行するか否かが問題になった時，インドネシア政府は完全に

黙殺の態度をとり，反対したのは逆に左翼を主体とする野党と労働者であっ

たくマレーシア日誌8月14日， 24日参照）。従ってインドネシア政府が今回

初めてこのような姿勢を示したことはある意味で一貫性を欠いているといえ

る。受刑者がインドネシア国籍をもっていたか否かは別として，中国人かイ

ンドネシア人かが最大の評価の分岐点となり，インドネシア人を処刑したシ

ンガポールに対し怒りを爆発させたとしか考えられない。むしろ反中国人運

動の一環として今回の反シンガポール運動が展開されたとも看倣し得ょう。

インドネシアの総輸出の65%はシンガポーノレを経由するものといわれてお

り，シンガポールの中間利潤も相当な額にのぼっている。中には不当な詐取
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もあるらしく， 8月末には3500万米ドルに達する不正事件が発覚している。

インドネシアが貿易をシンガポールに依存しなければならないのは，加工業

の未発達，大型船の不足（インドネシアが100トン級の内海運航船しかもたな

いのに対し，シンガポーノレは1000～2000トン級の外航船を所有している〉外

国為替市場の不備，貿易業者の不足，などによるものだが，インドネシアが

この事件を契機にマレーシアとの貿易を拡大する動きに出ていることは注目

に値する。いずれにしてもインドネシアは「自立化」を進めようと努力する

だろうから，シンガポールとの貿易は不安定さを増すと思われる。

シンガポーノレのリ一首相は14日から 4日間国賓として日本を訪問し，佐藤

首相，三木外相らと会談した。 19日；発表された共同声明には“両首相は長期

的な経済協力の推進について意見の一致を見た”と述べられている。リー首

相はこのあとカナダ，アメリカ訪問に向っかた。

錫の価格は 9月18日の輸出制限決定以来比較的安定した動きを示している

が，今月末には漸く昨年末の水準， ピクノレ当たり 580ドノレを回復した。

マレーシア

1 日 vラーマン首相，サバを視察一一ラーマン首相は3日間にわたるサパ視察のた

めコタ・キナパノレに到着，ただちに Mustapha州首相，軍・警察首脳らとサパ防

衛問題について話し合った。

Vシンガポールと共同防衛軍を一一ラーマン首相はサパ訪問に先き立って，今

やシンガポーノレと共同防衛軍を設立する時であると述べた。

vフィリピン，駐マ大使引揚げせずと発表

2 日 vサラワクで反フィリピン・デモーーサラワクで5000人が反フィリピン・デモを

行ない， Sli州首相， Ningkanサラワク国民党 SNAP委員長， 王其輝OngKee 

Huiサラワク統一人民党SUPP委員長らがサパ併合法非難の演説を行なった。

V比国の駐サバ税関吏3名帰国

vフォード財団の援助一一ーフォード財団の発表によると，同財団はこの 9月30

-173- 一（213）ー



マレーシア（10月〉

日までの 1年間にマレーシア・シンガポーノレ両国に 568万8000Mドルの援助を与

えた。主な内訳は次の通り。

政府開発計両 172万8000Mドノレ

Scrdang農業大f芋共同開発計画 144万M ドル

在米農業局職員研修費 頃 21万M ドノレ

シンガポール技術学校 135万Sドノレ

(1967年11月14日参照）

3 日 V比政府，ビザ延長を停止一一フィリピン政府当局は，フィリピン在住マレー

シア人（現在実業家，学生など200人〉のピザ、延長を認めないと発表した。

v在サバ比国人の労働継続を保障一一一Lim商工相は，サパにいるフィリピン人

労働者が継続して働くことを歓迎すると述べた。また同相は先月破棄された密輸

防止協定に関して「フィリヒ。ンの豪商はサパとのパーター取引で暴利を得ている

が，そのためにフィリピン政府は数百万ペソの損失を蒙っていた！と語った。

v軍7干名がサバ派遣準備態勢に

' 8月の錫生産量減る一一統計局の発表によると， 8月の錫関係統計数字は次

の通り。

鉱石生産量

鉱山数

うち

14万4879ピクル

1088 

dredger 62 

gravel pump 981 

(7月， 14万8424〕

(7月， 1079)

鉱山労働者 4万8443人 p月， 4万8485)

v米国から平和部隊一一アメリカから新たに49人の平和部隊が到着した。これ

でマレーシアの米国平和部隊は 500人（65%は教育， 35%は農業・保健に従事〉

になった。

4 日 Vタイ国境警備隊，ゲリラ30人と交戦一一一マレーシア国境作戦司令部の発表に

よると，グイ国境警備隊は 9月末， 30人のゲリラと交戦し， 1人を死亡させた。

また10月 3, 4の両日には 3人を死亡させたが，警備隊も 1人の死者を出した。

v対比首脳会談，サバ問題抜きなら賛成一一ラーマン首相はマルコス・フィリ

ピン大統領が両同首脳会談を提唱したことに関し， 「サパ問題以外の両国関係改

善についてなら応じよう」と語った。

Vロンドン枢密院で Ningkan前サラワク州首相敗訴一一サラワクの Ningkan前

サラワク州首相は，同氏を罷免した1966年 9月14日の非常事態宣言の違憲性をロ
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ンドン枢密院に提訴していたが，枢密院は4日，この訴えを却下した。

5 日 Vマラヤ大学学生同盟，大学の自治を要求 マラヤ大学学生同盟UMSUの

Syed Hamid Ali書記長は声明を発表し，政府に対して大学の自治と思想の自由

を要求した。

vパハン州の開拓計画一一ノぐハン州の HajiYahya首相の発表によると，同州

は来年度入植者用土地開拓事業に300万ドルを支出する予定。

6 日 vサバ・フィリピン人協会統合一一サパ・フィリピシ人協会FASのEddie

Sulit会長は，コタ・キナパyレ， サンダカン， タワウの 3フィリピン人協会の統

合を発表した。会員数は 1万4000。

vサバで6万8000人が兵役登録

v比国大統領，米ミサイル譲受けと発表

v東海岸で軍事演習一一東海岸Tioman島で空陸軍5000人が6日から 1週間に

わたって軍事演習を行なった。

7 日 v駐比大使館員，引揚げ完了一一ラザク副首相の発表によると，駐フィリピン

大使館員は外交官特権diplomaticstatusをもたない 3名を除いて， 既に全員が

引き揚げた。

v対比会談の可能性一一ラザク副首相は記者会見で「サパ問題を議題にせずに

閣僚級会談を開くというマルコス大統領の最近の提案は，両国の緊張緩和に役立

とう。会談場所は ASEAN内の首都・ジャカノレタかパンコクが望ましいが，他の

アジアの首都でもよい」と語った。

8 日 v首脳会談の正式通告を待つ一一ラザク副首相は記者会見で，タイ，インドネ

シア両国外相がラザ、ク・ラモス（註〉会談を提－唱したとの報道に関して「フィリピ

ンの正式な直接通告を符っている」と語った。

（住） ラモス外相はフィリピン代表として同連総会に出席中o

T Zaiton Ibrahim初代駐ソ大使赴任－3月27日参照。

v日本との合弁電線工場一 古河電工， 日商岩井は現地資本と共同で Bukit

Tigaに電線企業 FarEastern Cables, Malaysiaを設立する準備を進めてきた

が， 日本政府の認可がおりたため，このほど建設に着手した。資本金80万ドノレで

出資比率は古河24o/o, 日商16o/o, 現地側60%。来年3月から月間100トンのプラ

スチック電線，通信ケープノレなどの生産を行なう。

9 日 Vマ・比両国国連大使が会談一一マレーシア外務省は10日， Ong国連大使がフ

ィリピンのロベス国連大使と会いラモス・ Ong会談について話し合ったことを明
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らかにした。

vまず閣僚級会談か一一一フィリピンのラモス外相は「首脳会談への準備として，

無条件で閣僚級会談を開く用意があるjとの文書をマレーシアの OngYoke Lin 

国連代表に手交した。また同外相は，ラザク副首相と東京で話し合うことになろ

うと述べた。

vインドネシア，調停に乗り出す（？〉一一ジャカノレタの外交筋が報ずるとこ

ろでは，インドネシアのスハルト大統領は， サパ問題調停のため AliMurtopo 

准将をマ・比両国に派遣したという。

vオーストラリア，マに飛行中隊増派か→一一オーストラリアのフェアホール国

防相の発表によると，同国は一定の条件付きでミラージュ飛行中隊をパターワー

スに増派する予定という（現在1飛行中隊駐留〕。同相はまた他の東南アジア諸

国も含めた防衛条約の締結を希望すると述べた。

10日 V比国に正式の情報伝達を申し入れ一一外務省スポークスマンは，フィリピン

政府が両国の話合νJこすついて混乱した情報を流していると非難し，外交Yレートを

通じて正式に申し；入れるよう要求した。

vサパでフィリピン人ゲリラと衝突か一一マニラの DailyMirror, Evening 

News両紙が信頼できる情報筋の話として伝えたところによると，サパで、最近マ

レーシア軍とフィリピン人ゲリラ（フィリピン解放軍FLF）との戦闘があり，

70人が死亡したという。しかしマ・比両国の当局者はこの報道を否定した。

11日 vラモス・ Ong会談一一一翁鏑麟OngYoke Lin駐米大使はニューヨークでフ

ィリピンのラモス外相と会談した。席上ラモス外相は「今月末，東京でラザ、ク副

首相と首相会談準備のため話し合いたいJと提案した。

12日 vラザク副首相，ラモス提案を歓迎一一ラザ、ク副首相は，ラモス比国外相の東

京会談提唱（11日〉について「閣僚会談の基礎がある程度築かれた」と語った。

13日 vラザク・ラモス会談を受諾一一一ラザ、ク副首相は， 「ラモス外相の東京会談提

案について検討した結果， 10月22日に東京で両国の緊張緩和と首相会談の可能性

とについて話し合う。サパ問題は議題に含まれない」と発表した。

14日 T ASEANの共同市場化を委員会で討議一一Ismailbin Amia東南ア諸国連合

ASEAN事務官の発表によると，先にパンコクで聞かれた ASEAN商工業会議で

限定的共同市場化を検討するための委員会，共同貿易使節団の結成が決議された。

V税関当局者， 外国資本家を非難一一関税諮問局TABのHajiSujak局長は，

一部外国資本家を非難して次のように述べた。
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かれらは本国の保証を楯に一片の紙切れでマレーシアの銀行から金を借りて事

業を始め，収益があがるようになればそれを全部本国にもち帰ってしまう。

v首脳会談はサバ問題抜きで（？〉一一一ラザク首相はラーマン・マルコス会談

の可能性について， 「サパ問題をとりあげないという確約のない限り応じられな

い」と諮った。

vサラワク国民党副党首離党一一サラワク国民党 SNAPの黄仏徳WeeHood 

Teck副委員長は，党を離れ政界から引退すると発表した。同氏の離党はサラワク

連合党と協力する試みが失敗したためといわれている。

v西マレーシアで日本車ふえる一一マレーシア自動車協会が発表した統計によ

ると，本年 1～8月の西マレーシアの自動車輸入台数は8108台となった。国別内

訳は西独1969台， H本1742台，英国1571台，イタリア 1227台，フランス 833台，

スウェーデン649台，オーストラリア77台，米国40台で， 日本は総輸入の21.5%

を占めた。

昨年1年間の輸入上位5ヵ国は西独3219台，日本2674台，英国2602台，イタリ

ア2086台，フランス1701台となっている。一昨年までは英国が圧倒的に首位を占

めていたが，特恵関税の廃止で後退し，代って西独が2位から 1位へ，日本が5

位から 2位へそれぞれ進出した。

しかし本年9月以降の輸入は，昨年の販売実績の 1%という，ほとんど輸入禁

止に等しい制限措置が取られているため，各国とも輸出が激減した。 （時事〉

▼マラッカ州，英援助額の5分の1交付を要請――マラッカ州のTalib首相は，

同州 Terendak基地からの英軍撤退によって惹き起される3000人の失業者を，工

業・農業における新事業に吸収するため，イギリス援助2500万ポンドのうち 500

万ポンドを同州に交付するよう要請した。 (5月30日参照〉

Vアメリ力から平和部隊22人到着一一3日参照

15日 v緊急議会聞く一一フィリヒ。ンのサパ併合法に対する善後策を討議するため緊

急、議会が開かれた。この日はラーマン首相ほかが次のようなマルコス非難演説を

行なった。

ラーマン首相

フィリヒ。ンはサパ周辺の諸島に軍隊を増派している。われわれは平和を望ん

でいるが領土の 1寸たりとも譲りはしない。スルーのスルタン位継承者がフィ

リピンに譲渡できるものは，現在マレーシア政府が支払っている年金だけだo

M大統領の息子Nicasio0叩 ienaを.Ll・とするシンジケートが，イギリスに年金
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の増額を要求したことがあったが相手にされなかった。サパ併合法はコレヒド

ーノレ島事件で明るみに出た特殊兵の存在を合法化するためのものだ。

陳志勤TanChee Koon議員（人民運動 GRM)

フィリピン政府の行為は許せないが，マレーシアが英空軍への出動要請など

武力を誇示しようとしたのは得策でない。

D. R. Seenivasagam議員〈人民進歩党PPP)

6月に聞かれたパンコク会談の失敗は主にフィリピン側の責任だが，マレー

シア側代表がフィリヒ。ン側代表を侮辱したことにも起肉している。サパ人民は

今まで真の選択権を与えられていない。彼等はマレーシアに加わるか否かにつ

いて問われたことはない。

王其輝 OngKee Hui議員（サラワク統一人民党 SUPP)

サラワク人民はサパ人民と共に侵略と戦う。統一人民党はマレーシアの結成

そのものに反対したことはなく，結成の方法に反対したに過ぎない。

T Sardon運輸相，バンコクでのアジア・ハイウェー調整委員会に出席

V比国外相，国連で「サバ領有権は保留」と演説一一フィリピンのラモス外相

は国連総会で演説し， 「フィリピン政府は問題の完全解決までマレーシア政府の

サパ人民および領土についての代表権を認めない」と述べた。これに対しマレー

シアの Ong国連大使（兼駐米大使〉は「それでは閣僚級会談は開けないj と抗

議した。

v郵便局貯蓄銀行の現況一一ー西マレーシア郵便局貯蓄銀行1967年報は，同行の

近況を次のように伝えている。 （単位万ドlレ〕

キlj 潤

国外投資の損失
（ポンド切下げによる〉

累積準備基金

預金口座所有者

預金残高

投 資 額

1966 1967 

210.9 278.1 

782.6 

1931.7 

122.3 （万人） 134.3 （万人）

819.0 1,038.8 

22,640 

うち国内公債 ー 17,257 

16日 v与党議員，ソ連製ミサイル購入を示唆一寸車合党の Mahathir議員は議会で，

ソ連製地対空ミサイlレSAMを購入していることを示唆した。

v東京会談流会か一一ラザ、ク副首相は国会で， 15日の国連総会におけるラモス

一（218）ー -178ー



マレーシア（10月〉

演説を非難して「フィリヒ。ンが私をサパを含むマレーシアの副首相として認めな

ければ東京に行かない」と述べた。

V比国，サバ請求権放棄要求を拒否一一一フィリピンの Ingles外相代理は記者会

見で「東京会談開催に関しフィリヒ。ンがサパ請求権を放棄したとするマレーシア

政府の見解はあたらない」と述べた。

Vコレヒドール島事件の真相（？〉一一－Senu情報相は国会で3月のコレヒド

ール島事件について次のように述べた。

コレヒドーノレ島事件についてフィリピン上院に提出された報告書には，独立作

戦 ProjectMerdekaの真の目的が，不法分子のサパ侵入を防止することでなく，

サパに侵入してサボタージュを組織するととにあったことが明記されている。マ

ルコス大統領はわが国を訪問した際（ 1月9日〉にもクアラノレンプーノレから独立

作戦に指令を与えていた。

17日 Vサバ併合法無効を満場一致で決議 15日から聞かれている緊急議会で，フ

ィリヒ。ンのサパ｛井合法を無効とする宣言が満場一致で採択された。

そのほか今国会で成立した法案は次の通り。

0暫定開発予算：来年度4ヵ月分の開発予算3億2490万ドルを暫定的に定めたも

の。

0マレーシア共通関税（第1修正〉法

0同 （ベナン包含〉（第16修正〉法：ベナンへのゴム輸入に課税するもの。

V比国，マの条件を拒否一一フィリピンの Ingles外相代理は記者会見で， 「マ

レーシアのサパに対する主権を認めなければ閣僚級会談も開かないという条件

については公式には聞いなていし，決して認められるものでない」と語ったo

vココナット共同管理機構設立へ一一一セイロン，インド，インドネシア，マレ

ーシア，シンガポーノレ，フィリピン，タイの 7ヵ国はパンコクで会議を開き，コ

コナットの生産・加工・販売を共同で管理するアジア・ココナット共同体ACC

の設立を決定した。 7ヵ国の世界ココナット生産量に占める比率は80%。

18日 V比国の留保条件に変化（？〉一一フィリピンのラモス外相は Ong駐米マレ

ーシア大使に対して「フィリピンはサパが領土的にマレーシアに統合されている

ことは認めるが，それは請求権とは関係がない」との書簡を手渡した。これは従

来の「マレーシア側のサパ領有は認められない」とする立場から一歩譲歩したも

のとも考えられる。

Vサバにインドネシア領事館 インドネシアの初代サパ駐在領事Suparno中
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将が着任し，空港で多数のインドネシア人の出迎えを受けた。領事館員はそのほ

か 3名の予定o

T Rahman Talib駐エジプト大使病死一一RahmanTalibエジプト駐在大使が心

臓麻部のため死亡した。同氏は独立（1957年〉以来1964年に保健相を辞任するま

で，運輸相，商工相，教育相を歴任し，今年1月カイロに赴任した。

19日 V東京会談流会一一フィリピンのラモス外相はマレーシアの Ong駐米大使に

「サパのマレーシア加盟は会談の結果に従うべきであり，それが認められない現

在，東京会談は無益である」とのメッセージを手渡した。これによって東京会談

開催の見込みは全くなくなった。

vペナンにインドネシアとの貿易決済機関一一マレーシア商会連合UCCMと

インドネシア・マレーシア商工会は， 7月の通商協定に基づき，近くべナンに決

済業務を行なう機関を設立する。これによってインドネシアはシンガポー／レへの

輸出をベナンに転換させる方針という。

v在マ・シンガポール人を再登録 シンガポーノレの LienYing Chow駐マ

高等弁務官の発表によると，マレーシアに居住するシンガポーノレ人を対象に， 11

月1日から）訂作登録が行なわれる。これによって在マ・シンガポール人は市民権

証明書， ILi生証明書，身分証明書の所有を義務づけられる。

20日 Vサバの都市人口急増 統計局はこのほど，サパの1967年度人口調査の結果

を次のように発表した。

農村から都市への原住民の流入が目立っており，都市人口は平均年7％，最近

では 9%増加している。その結果16都市の中国人比率は1951年の70%から60%に

減少した。そのうち 3大都市（コタ・キナパノレ，サンダカン，タワウ〕の人口は

同じ期間に190%増加した。また人口総数は60万を越えた。

Vジョホール州補選で、連合党勝利一一HajiAbdnllah議員（連合党〉の死去に

伴うジョホーノレ州 SegamatUtaraの下院補欠選挙結果は次の通り。前回の選挙

では4975票差で連合党が勝っている。

Musa Hitam (Umno中央委員） 9485 

李亜明 Lee Ah Meng （民主行動党州委員長〕 5731 

（票差） (3754) 

投票総数 15427 投票率 74.24% 

Vアジア国家開発セミナー聞く一一アジア12ヵ国の経済開発担当官を集めて国

家開発セミナーがクアラルンプーノレで、聞かれた。参加国は次の通り。アフガニス
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タン，セイロン，インド，ラオス，ネパーノレ，韓国，南ベトナム，シンガポーノレ，

タイ，パキスタン，マレーシア。 （ピノレマ，カンボジアは出席を拒否し，フィリ

ピン代表は25日到着した。〉

21日 V農業調査開発研究所設立一一一同セミナー開会式でラザク副首相は，農業開発

の重要性を強調し，マレーシア農業調査研究所Mardiの設立を発表した。

T Yusof下院議長，日本訪問

22日 v駐マ・比国大使館員は引き揚げず一一フィリピンのマルコス大統領は，マレ

ーシア側が外交関係を断絶しない限り，駐マレーシア大使館員は引き揚げない」

と語った。

vオーストラリア，ペラ州の地下資源を調査一一ペラ州開発公社とオーストラ

リアの KennethMcMahon and Partners Pty. Ltd.の問で Temenggor峡谷の

地下資源調査についての契約が調印された。

v韓国でコロンボ・プラン闘僚会議聞く一一一Lim商工相出席。

23日 vマ・シ・香港中国人貿易業者会，ロンドンに設置さる

24日 Vラザク副首相，サパ訪問

v比国大使館員の地位を否認ーラザク副首相はサパ・サラワク旅行に先き立

って記者会見し， 「フィリヒ。ン政府は駐マ大使館員全員の引揚げを公式に通告し

て来た（注）。したがって同大使館員の外交官としての身分は既に失われている」と

述べたこ。れに対しフィリピンの Ingles外相代理は， 「フィリピンは大使館を維

持する。 8月の“冷却”協定にしたがって未だ大使館員の過半が残っている」と

反論した。

（注〉 7月20日付文書。

vマラッ力州政府，近くオイル・パーム植付地4千エーカーを開拓と発表

Vタイ国防省代表来マ－SukPerunavin中将を団長とする 5名のタイ国防省

代表団が来マし， TengkuOsman Jewaマレーシア軍司令官らと軍機構の整備，

国境ゲリラの共同掃討などについて話し合った。

25日 V今年末までに 2万戸入植ー←連邦土地開発局FLDAの SurjitSingh計画係

長が発表したところによると，同局はこれまでに 1万5200戸を入植させ，今年中

には 2万戸の入植を完了する。また現在入相農家の自立化促進の方法が研究され

ているという。

’Berjuntai社，新錫鉱閉撃一世界最大の錫生産会社BerjuntaiTin Dredging 

Bhd.のH.M. Fuller会長は， 1000万ドルを投じて同社7番目の錫鉱（dredge）を

Q
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マレーシア（10月〕

聞くと発表した。工事は来月に始められ2年半後に操業する。波諜の深さは最高

120フィート，年産900万立方ヤードの予定。

vブルネイ空港建設， 560万ポンドで英会社が落札

26日 Vブルネイのスルタン帰国一一←9月19日以来イギリスでトムソン連邦相らと独

立についての会談を行なっていたブツレネイの Hassanalスルタンが帰国した。会

談は意見の一致をみないまま終り，更に話合いが続けられることになったと言わ

れている。

Vインドネシア・ペナン間貿易拡大か一一インドネシアの MubaramSumadi開

pradja駐ベナン領事は「シンガポーノレとの貿易をやめ，ベナンとの直接貿易に切

り換えたい」と述べた。一方マレーシア国際商業会議所MICCのB.C. Engel 

ペナン支部長は「ぺナンはスマトラに加工・輸出機能を充分に提供で－きる」と語

った。

v英系会社，ゴムからオイル・パームへの転換進む一一イギリス系の Kulim

Rubber Plantations社はゴム閏2305エーカー，加工工場1を38万1150ポンドで売

却し，オイル・パーム園1893エーカーを38万7956ポンドで購入すると発表した。

27日 vバターワース埠頭完成一一一1965年以来Zublinand Gammon （西独〉の手で

進められていたバターワース深水埠頭建設工事が一部終り uu，国王， Sarclon運

輸相らを迎えて竣工式が行なわれた。総工費5700万ドノレで，政府支／：H4430万ドル

（うち西独からの借款 16:10万ドノレ〕，ペナン港湾委員会PPC支出1270万ドルで

あった。

（注） 完成したのは三つの通常i-1;1頭conventionalberth （全長1800フィート〉

で， 70年までに三つのコンテナー埠頭 containerberth （総工費4500万ドル〉

も完成する。これに上って年間荷扱量は300万トン以kになる見込み。

v港湾造成事業に 5年間で 1億2450万ドJレ一一一Sardon運輸相は上記式典で演

説し，連邦政府が今後5年間に 1億2450万ドノレを投じて港湾造成事業を行なうこ

とを明らかにした。

総工費の内訳は次の通り。

バターワース港コンテナー埠頭 4500万ドル

クチン港 1700 

シブ埠頭 1000 " 

サンダカン港 2500 " 

コタ・キナパノレ港 2750 
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Vサバ・比国聞の飛行機運行停止 Cathay Pacific航空は，コタ・キナノミル

＝マニラ聞の定期運行（週3便）を暫定的に停止したと発表した。

Vサバを共同開発（？〉 訪日中のラモス比国外相は東京で， 「ラーマン首

相は最近駐マ・フィリピン大使にサパにおける資源の共同開発を提案した」と語

った。しかしマレーシア外務省は28日，全くのっくり話としてこれを否定した。

vブルネイでソ連製織布急増一一一プノレネイではこのところシンガポール経由の

安価なソ連製織布の輸入が急増し，中国製・日本製を圧迫しているという。

vインドネシアと合弁漁業会社設立へ一一食料加工工場建設，家畜輸入などに

ついて話し合うためにインドネシアに向った Ghazali農業相は出発に先き立って

「漁業権問題を解決するため両国合弁漁業会社を設立し，いずれの領海でも操業

を認めることとしfこい」と言吾っfこ。

v労裁長官死去一一一労働裁判所の GeorgeOehlers長官が心臓麻庫のため死去

した。同氏は1908年シンガポーノレに生まれ， 1955年シンガポール立法議会初代議

長， GO年独立後の初代国会議長， 1963年シンガポール公益事業庁長官を歴任し，

1965年マレーシア労裁長官に就任した。

28日 vラザク副首相，サラワク訪問

v円借款64万5000ドル一一石田日本輸出入銀行総裁と Hussain駐 H大使は，

7700万円（64万5000Mドノレ〕の円借款供与契約に調印した。

vスウェッテンハム港の荷扱量増加一一一このほど発表されたスウェッテンハム

港務局年報によると，昨年度の同港荷扱額は24億7900万ドルで前年比16.57%増。

これは主にソ連へのゴム輸出，オーストラリアへの木材輸出，日本への錫インゴ

ツト，鉄鉱輸出増加によるものO なお港務局従業員は事務員の 142人削減によっ

て1188人になった。

29日 Vインドネシア，ジャカルタでのマ・比会談を提唱一一一インドネシアのマリク

外相は記者会見で， 「マレーシア・フィリピン両国がジャカノレタで話し合うこと

を歓迎する」 と述べた。またマレーシアが東南ア諸国連合ASEAN加盟国にフ

ィリピンでの主権代行を求めているとの報道については論評を避けた。

vサバ分割統治案を拒否一一一サパ・サラワク旅行から帰ったラザ、ク副首相は，

サパを分割統治しようとのラモス提案を拒否すると語った。

V天然ゴムの比重減少の一途一一一〔ジュネーブAP〕UNCTAD（国連貿易開

発会議）は世界のゴム市場に占める天然ゴムの割合は今後10年間に減る一方であ

り，価格も最低になるだろうという報告書を発表し，そのなかで次のようにのベ

qa 口。
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ている。

天然ゴムの占める割合は1966年には38%であったが，1975年には34%になろう。

1966年から1975年の聞に世界の天然ゴムの消費量は253万トンから343万トンにふ

え，生産は282万トンから343万トンにふえよう。

3大生産国のなかでは西マレーシアが年間3.9%という平均以上の伸びを示し，

セイロンが3.0%，タイカ＇＞ 2.4%と伸びるだろう。価格は1966年にはポンド当り23.6

米セントであったが， 1970年には22.5米セントになろう。 （日刊工業新聞31日〉

▼ケランタン州 1こ土地開発を勧告一一Manickavasagam労相はコタ・パノレーで，

ケランタン州政府に対し7000人の失業者を吸収するため土地開発を推進するよう

要請した。

T 10万人の児童に無料給食一一福祉省の発表によると，来年度西マレーシアで

児童福祉協議会 MCCW（民間団体）の無料給食を受ける児童は現在の 6万人か

ら10万人に増大する。

30日 V西独で初の外債発行一一ドイツ銀行はこのほどマレーシア政府の外債1900万

M ドノレく年利7%，満期5年〉の引受けを受諾し， Ahclul Khalid駐西独大使と

の間で契約をとりかわした。マレーシアがニューヨーク，ロンドン以外で外債を

発行するのはこれが初めて。

v錫価格，今年の最高に 海峡錫価格は 9月の輸出制限決定以来ピクル当り

570ドノレ前後でソト康を保っていたが， 30日には589ドル12.5セントを記録して今年

にはし、つての最高となった。

Vフィリピン，ミンダナオ南方で大規模な軍事演習

31日 Vサパ派遣労働者数一一Manickavasagam労相はサノ刊こおける西マレーシア，

フィリピン人労働者の実情を調査するためコタ・キナパノレを訪れ，阿マレーシア

の労働背2200人が既にサパに派遣されていることを明らかにした。

シンガポール

1 日 V開発銀行設立さる【一一韓瑞生HonSui Sen経済開発庁 EDB長官によって

シンガポール開発銀行DBSの設立が発表された。同銀行の援権資本は 1億ドル，

政府払込資本4900万ドルで貸出は 1億2800万ドルまで認められる。当初は工業へ
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の貸付が主体となるが，将来商業への貸付や輸出信用も行なう予定。またドイツ

信用銀行，アジア開発銀行，世界銀行などからの借款も受ける。なお西独の専門

家3人が補佐にあたる。

3 日 V西独に販売代理店一一西ドイツ情報局の発表によると，ベルリン見本市に出

品しているシンガポールの製造業者は，見本市終了後ハンブノレク，フランクフノレ

ト，デュツセノレドノレフ， ミューニッヒなどに自転車等の販売代理店を設立する0

6 日 Vイギリス通商使節団来シ－W.R. P. King氏を団長とする17名のパーミン

ガム商工会議所代表団が来シし，貿易の拡大と合弁事業の推進を話し合った。

7 日 V豪』1111cの2重課税回避協定難行一ーーオーストラリアのゴ一トン首相は，豪・

シ両国の 2重課税回避の話合いが進展せず，なお継続中であると述べた。シンガ

ポーノレ側は減税分を借款とすることを希望していると言われる。

Vインドから経済使節団一一インドから Sharma国家経済評議会理事を団長と

する12人の経済使節団が来シした，同団長は 8日「シンガポーノレとの貿易は対東

南アジア貿易の足がかりとして重要で、ある」と語った。

vバリ島観光開発を促進一一先頃インドネシアのパリ島を訪問した Ngian

TonεDow観光振興局副局長はこのほど政府に対しホテル建設などを積極化し，

観光開発を促進するべきであるとの報告書を提出した。

vマレーシア市民副祉協会 MCWA結成

8 日 vチェテカ通信東南ア本部設置さる一一チェコのチェテカ通信は，このほど東

南アジア本部をジャカノレタからシンガポーノレに移した。共産国のシンガポールへ

の通信社設置はソ連のタスに次いで2番目。

, ECAFEの地域港湾セミナー聞く一一ECAFEの地域港湾セミナーが，米英ソ

日，マレーシア，シンガポールなど22ヵ国60人の代表を集めて，シンガポールで

聞かれた。

9 日 インドから経済視察団 Mervyn Silgardo氏を団長とするインド経済視察団

が，棒鋼工場billetsteel建設の可能性を採るため，シンガポーノレを訪れた。

vマレ一人大学生への奨学金支払いを停止

10日 v石川島播磨との新合弁造船所一一政府発表によると，経済開発庁 EDBと日

本の石川島播磨重工との新たな合弁造船会社が1969年半ばまでに設立， 1972年中

に完成される。同社は造船だけを担当し， 同じく EDBど石播の合弁であるジュ

ロン造船所が修理部門を担当することになるという。新造船所の造船能力は当初

2万トン最終的には 7万トンで，当初の従業員は1000人の予定。また出資比率は

に
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EDB 60%，石播40%。

11日 V米資本導入を積極化 ロンドンでの英連邦蔵相会議，ニューヨークでの国

際通貨基金総会に出席した Goh蔵相は10日帰国し， 11日の記者会見で次のように

語った。

アメリカの24社から投資の申し入れがあった。アメリカはシンガポールの労

働者訓練事業，投資奨励策に関心をもっているので，シカゴ，デトロイトに投資

促進局wつを設置したい。そのほかオランダの援助で木造組立住宅事業，コーネ

ノレ大学の援助で、ホテノレ経常訓練センター設立を計画している。ロンドンでマレ

ーシアのTan蔵相と会ったが，マ・シ両国共同市場化については話さなかった。

（沌） 1967年 4月24日， 9月20日， 11月13日および1968年10月17日参照。

12日 Vリ一首相，香港訪問ーリ一首相は日本に向う途中，香港に立ち寄った。同

首相は空港での記者会見で「シンガポーノレがかつてマレーシアの一部であったよ

うに，サパはマレーシアの一部である」と語った。またこの日の外国記者団との

会見では，香港はシンガポーノレの手本であるとして両国経済の類似性，シンガポ

ーノレにとっての香港資本の重要性を強調した。

席上， リ一首相が明らかにしたシンガポールの統計数7・は次の通り。

1967年度 1人叶り同氏所得 1800 Sドノレ

香港資本（払込み） 1520万Sドノレ

同（外同資本総領に占める比率〉 5.2% 

香港からの同定投資総額

香港との合弁企業

香港系企業従業民数

4300万ドル

50社

7250人

13日 Vサバ問題，マに軍事面でも協力か ナショナリズム克服 BeyondNatio司

nalismセミナーに出席するため，パンコクに着いた Rajaratnam外相は， 「マレ

ーシアがフィリピンから武力攻撃を受けた場合，シンガポールは軍事協力を申し

入れよう」と語った。

14日 Vリ一首相，日本訪問一一リ一首相は Hon経済開発庁長官らを伴い国賓とし

て日本を訪問し， 15日には佐藤首相，三木外相らと会談した。会談の席上日本側

がアジア太平洋閣僚会議ASPACへの参加を強く要請したのに対し，リ一首相は

「シンガポールにとって経済的利益になるならば参加を考慮する」と述べた。リ

一首相はまた近く 500人の造船労働者が訓練のため日本に送られること，相互協

力を推進したいこと，イギリス保守党の極東政策を注意深く見守ることなどを明
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らかにした。

15日 Vインドネシア工作員助命嘆願を却下一一ー政府は， 1965年にシンガポールで爆

破工作を行ない， 3人を死亡させたインドネシア海兵隊員2名（インドネシア人〉

に対するインドネシア大使館からの助命嘆願を却下した。

16日 Vスハルト大統領の助命要請を却下一一スハルト・インドネシア大統領の特使

として派遣された Tjokropranolo准将は， Goh首相代理（蔵相〕， Yusof大統領

と会い，対決時代に逮捕された 2名の工作員の死刑執行猶予を要請した。しかし

シンガポール側はこれを拒否した。一方インドネシアの Budiardjo情報相は「死

刑が執行されれば，両国の友好関係を再検討せねばならない」と警告した。

f Rajaratnam外相，タイ訪問－Rajaratnam外相はアジア出版財団総会に出

席するためタイを訪問した。

v外相，ソ連の進出に警告－Rajaratnam外相はバンコクで「近い将来アジ

アから西欧諸国が完全に撤退し，ソ連が進出することを覚悟せねばならない」と

語った。

v外資合弁会社数一一一日本経済新聞によると，昨年末の外資合弁会社は243社，

雇用人員 1万6400人であった。

17日 Vインドネシア工作員を処刑一一対決H寺代のインドネシア工作員2名の死刑が

執行された。遺体は夕方特別機でジャカノレタに帰ったが，政府は国民英雄の称号

を与え空港や沿道には多くの市民が出迎えた。

一方シンガポーノレ政府は次のような特別声明を発表した。

対決時代に破壊工作で逮捕されたインドネシア人のうち， 43人は1966年のク

リスマス・イヴに釈放された。時限爆弾をもち込んで爆発させたが， 1人も死

者を出さなかった事件の首謀者2人については，インドネシア政府の要請を容

れ昨年5月釈放した。しかし今回の 2人はシンガポーノレ市民3人を爆死させ30

人を負傷させている。死亡した3人のうち 2人は香港・上海銀行のまじめな事

務員だった。昨日 Yusof大統領， Goh首相代理はスハノレト大統領の特使Tjo・

kropranolo准将に会い，同大統領の要請を慎重に討議・検討した結果この（死

刑）決定に至った旨を伝えた。シンガポール政府はインドネシア政府が対決政

策の清算に苦慮していることを充分理解している。

2人はいずれもインドネシア軍人であり処遇は1949年のジュネーヴ協定に準

拠すべきであるとの主張もあるが，それは法廷においてのみ有効であり，死刑

判決は既に最終審で決ったことである。執行延期についても慎重に考慮したが
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最終決定で減刑不可能なものを引き延すのは苦痛を長びかせるだけであろう。

なおマレーシアのラーマン首相も死刑猶予の要請を行なった。

vジャカルタ大使館襲撃さる シンガポール政府が2名のインドネシア海兵

隊員の死刑を執行したことに抗議して，ジャカノレタで数百名の学生がシンガポー

ノレ大使館と大使公邸を襲撃し，室内をメチャメチャに壊した上，公邸に放火した。

大使および館員は避難していたため無事だった。またマリク外相はこれより先，

Fシンガポーノレに報復措置をとる考えはない」と語った。

v駐シ・インドネシア大使館閉鎖一一一インドネシア政府は，海兵隊員の死刑執

行に抗議して，駐シ大使館を一時的に閉鎖した。

v近くロンドンに投資促進局開設一一一1週間にわたる経済視察を終えた BBC

放送のDouglasMu時開ridge海外部長が明らかにしたところによると，シンガポ

ーノレ経済開発庁 EDBは， 近くロンドンに投資促進センターを開設するという。

(10月11日参照〉

T Rajaratnam外相訪マー－Rajaratnam外相はバンコクからマレーシアに向か

いラーマン首相，ラザク副首相ちと会談した。

18日 Vマリク外相，学生を慰留一一インドネシアのマリク外相は学生に対し「昨日

の事件によって惹き起されたシンガポールとの緊張関係は緩和せねばならない。

その努力を非難するならば，私を罷免せよ」と呼びかけた。

vソ連船の入港増加一一一シンガポール・ソ連海運代理店SSSAのNgQuee 

Lam会長の発表によると，現在ソ連船は月平均40隻シンガポールに入港し， 2万

トンのゴムをソ連に運んでいる。また運賃は極東海運同盟FEFCより 20%安い

という。

19日 Vマリク外相， 「シとの外交断絶は考えず」一一インドネシアのマリク外相は

記者会見で， 「シンガポールとの外交関係断絶は考えていない」と語った。

V外相，インドネシアとの友好維持を強調一一Rajaratnam外相はクアラノレン

フ。ーノレで， 「マリク・インドネシア外相の友好維持演説を歓迎する。緊張をこれ

以上高めではならない」と語った。

Vインドネシアでシ製品ボイコット運動一一一インドネシアの回教系労働組合お

よび陸軍系組織Soksiはジャカルタで，シンガポールの製品・船舶・工場・ゴム

精製工場をボイコットする運動を開始した。

Vリ一首相，日本との経済協力を強調一一リ一首相は日本出発にあたって記者

会見し，佐藤首相，財界代表との会談について触れ，「援助よりも経済協力を望む。
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佐藤首相とは将来の東南アジア防衛について話し合った」と述べた。またこの日

発表された共同声明には「両国首相は長期にわたる経済協定の推進について意見

が一致したJと述べられている。なおこの日東京のリー首相の宿舎にインドネシ

ア人留学生70名がおしかけ，海兵隊員2名の処刑に抗議した。

20日 v駐インドネシア大使館員， 3名帰国

V リ一首相，カナダ訪問 リー首相は日本を発ってカナダに到着した。この

訪問はプリティシュ・コロンピア大学の招待によるもので，同大学で 3回にわた

って講演したほか， トノレド一首相ち政府首脳と会談した。

v上半期の織物輸入一一一シンガポール国際商業会SICCの報告書によると，今

年上半期の織物輸入量（主要因のみ〉は次の通りで，日本が依然1位を占めてい

る。 （中．位， 100万平方ヤード）

日 本 63 中国 56 ソ連日7

パキスタン 35 香港 19 

V冷蔵庫などの輸入を自由化一一電気冷蔵庫，インスタント食品，万年筆など

の輸入が自由化された。

21日 vインドネシア，対シ関係を再検討一一一一インドネシアのマリク外相は，シンガ

ポーノレ政府による海兵隊員死刑執行以来，東ジャワを中心として反中国人運動が

激化していることに関して， 「新たな対決は避けねばならないが，シンガポール

との関係を全面的に再検討しているJと語った。

Vインドネシアの反シ運動激化一一一東ジャワのスラパヤで、高校生・青年行動戦

線 Kappiを中心とする反シンガポール・反中国人デモが起り，家屋500戸， 自動

車300台が破壊・焼却され， 3人が死亡した。またスマトラの Djambiではシン

ガポール所有のゴム精製工場，中国人住居が破壊された。

vクアラルンプールでも反シ・デモーークアラノレンプールのシンガポーノレ高等

弁務官官邸に， 30名がインドネシア海兵隊員処刑に抗議してデモを行なった。

22日 Vインドネシアの対シ政策は不変（？〉一一－Raman駐インドネシア大使はマ

リク外相と45分間にわたって会談した後， 「外相はシンガポーノレとの関係を変え

ることはないと保障した」と語った。一方スミトロ貿易相は記者会見で，シンガ

ポールに対して“穏かな経済的措置円をとることを明らかにした。

T Jek文化相， 日本訪問一一一Jek文化相は， Friedrich-Ebert財団主催の宗教セ

ミナーに出席するため日本を訪れた。

V 日本語ガイド養成コース設置 観光振興局 TPBは， 日本人観光客の増加
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に伴い来月から日本語ガイド養成コースを設けると発表した。

vソウルでコロンボ・プラン閣僚会議一一戸Barker法務相出席。

23日 v学生が反政府デモ一一Changi刑務所における政治犯の虐待に抗議して， 約

30人の学生がデモを行ない，パス 1台に放火した。

vスハルト大統領，対シ貿易停止を示唆一一インドネシアのスハlレト大統領は

Bancljarmasin放送を通じて演説し，「インドネシアの総輸出量の60%がシンガポ

ーノレ経由だが，われわれがシンガポーノレを養う必要はどこにもない」と貿易の停

止を示唆した。

24日 Vインドネシア，対シ貿易を制限一一インドネシアのブ？ディアノレジョ情報相は

閣議後次のように発表した。

シンガポーノレ政府による死刑執行は，わが国の経済改革への眼を聞かせてく

れた。スハノレト大統領は消費国と直接貿易するよう悶民に訴えている。シンガ

ポーノレとの通商関係は維持するが，中継貿易は停止し，経済的自立を図る考え

だ（il:）。

またインドネシア移民同は，インドネシア人のシンガポーノレへの渡航を禁止

し一旦帰国したシンガポール人の再入国を制限すると発表した。

（注〉 現在インドネシア入港中のシンガポール船は，積込みを拒否されている

という。またr,1aw1の月平均貿易額は約8000S万ドル。

V工業団地の拡大一一ジュロン市運営公社JTCのWoonWah Sian会長の発

表によると， ジュロン以外の工業団地（Kranji,Sungei Kaclut, Kallang Basin, 

Kallang Park, Kampong Ampat, Kampong Tiong Bahru, Redhill, Tanglin 

Halt, Tanjong Rhu）の労働者数は6300人で， 全工場が全而操業にはいれば3万

1000人に増大するという。またジュロン工業同地は現在了，場数137, 労数者数1

万4000で，建設中の33工場，計ー画中の44工場が操業に入れば労働者数は 2万7500

になるという。

V政府・民間科学技術会議聞く一一政府・民間科学技術協力会議が24日から 3

日間聞かれ，労働力の調査・訓練・分配などにおける政府の介入強化を決議した。

25日 Vインドネシア，対シ輸出をマレーシアに転換か一一インドネシア輸出業者協

会は，ゴム，コプラ，コーヒー，パーム・オイルなど未加工品の輸出をシンガポ

ールからマレーシアまたは香港に転換することを決定した。

Vインドネシア国営海運 Pelni，シへの運行を暫定的停止－8月5日参照。

26日 Vマリク外相，対シ貿易維持を訴える一一インドネシアのマリク外相は，船主
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協会に対し次のように訴えた。 「シンガポールとの貿易杜絶は経済を悪化させる

だけだ，先日の政府呼びかけは消費国への直接輸出促進を要請しただけで，対シ

貿易の停止は命じていない。加工品輸出のためには港湾施設・加工工業が不充分

であり，早急に整備する資金もない。J

T Woodlands基地を工業団地に一一一ジュロン市運営公社JTCの温華想Woon

Wah Siang会長は Woodlands英海軍基地と Sembawang-seletar地区に工業団

地を造成すると発表した。前者は英軍撤退後本格化するもので既に調査を開始し

たが，後者は非合法居住者が多く着手までには時聞がかかるという。

27日 Vモリス英国防相来シ イギリスのモリス国防相（施設担当〉が，英軍施設

視察のために来シした。

28日 vフィンランド貿易使節団来シ

29日 Vインドネシア，貿易制限を緩和 インドネシア海運局は，既に契約した分

についてはシンガポールとの取引を許可すると発表した。これによって信用状が

10月18日以前に開かれている場合にのみ，積荷・荷揚げが許可された。

v政府による職業訓練の必要性一一70年代の経済開発セミナーで H.H. Tan講

師は政府が企業の職業訓練を直接補助するよう要求した。

V食料品価格など上昇一一一インドネシアからの輸入社絶によって，このところ

コーヒー，食肉，胡搬などが値上りしている。

30日 Vインドネシア貿易，一部復活へ一一インドネシアが貿易を制限していたため

シンガポーノレで待機していた商船の一部が制限緩和によって再びインドネシアに

向かった。

V将来はインドネシアから追放（？〉一一インドネシアの Budiardjo情報相は

閣議後「シンガポールと敵対したくはないが，将来はインドネシアの経済から追

放するであろう」と述べた。
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西マレーシア

サ ハ

サラワク

南ベトナム

アメリカ

イギリス

日 本

シ ン ガ ポ ー ル 貿 易 統 計

主要国別貿易額 （単位 100万Sドノレ）

907.68 

134.85 

152.66 

256.44 

161.52 

184.84 

123.34 

823.82 

131.03 

141.47 

305.14 

243.96 

211.69 

156.06 

943.54 

40.72 

182.15 

3.74 

210. 75 

408.06 

463.68 

945.97 

31.64 

198.64 

1.96 

245.50 

352.94 

547.17 

タイ I 117.58 I 129.63 I 161.85 I 145.35 

香港 I 120. 40 I 116. 86 I 112. 93 I 125. 18 

中 国 I 137.22 I 95.80 I 271.66 I 381.80 

クウェート｜ 4.69 I 5.07 I 154.80 I 223.08 

オーストラリア I 70.30 I 73.oo I 189.32 I 196.84 

イラ ン｜ 7.87 I 6.15 I 114.62 I 151.16 

両共計下三示：石r 3必 9.50 4,065.69 1 全！？？竺ー
（出所〉 統計局（中華総商会経済月報68年10月）

最近2ヵ年のシンガポール訪問者数 （単位人〉

1966年 1967年 1966年 1967±f 

アメ リ カ 33,850 53,548 ニュージーランド 3,264 4,072 

イギリ ス 23,751 29,803 中 国 3,114 4,062 

オーストラリア 18,957 26,768 オラ ンダ 2,534 4,015 

インドネシア 483 17,288 プノレネイ 2,025 2,935 

日 本 8,529 12,273 その他共計 128,670 204,852 

イ 〉〆 ド 6,412 10,432 

（出所） Monthly Digest of Statistics 1968年7月号
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主 要 商 品 別 貿 易 額 （単位万トン， 100万Sドル〕

名 I : ht-ii 出

（三クス…川；； 1 ；：：：；！ ：；；：；（ ；；：；： 
ム（鳩） 1 1 r 1 日9 I 

752.6 

744.8 

6.6 

7.8 

I ：；（ど）I ::: I ::ri. 
ココナット油 I I I I I 

コプラ I I I I I 

プラケーク I:; I I I I 

コ一ヒ一（未妙） I I I I I 1: 

板 I I I :::: I I 

藤～

一ムオイノレ I:; I :::: I ::: I I :6・3 

パ岬 I l : 立I I :::: I : ： ； 
材 I I I I I :1.s 

I : I I I I 
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シンガポール（10月〉
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マレーシア，シンガポール

マレーシア警察は 9日未明，西マレーシアで共産主義者の一斉検挙を行な

い，女性11人を含む 116人を逮捕した。捜査はその後も続き，月末までには

140人以上が逮捕されたといわれる。 Hamzah副内務相の述べるところによ

れば， リストには 200人が挙げられていたが， “大物” 60人は逃走したらし

し、。

同じ 9日に政府は共産主義者に関する白書「暴力による絶対権力への道」

を発表し， 5月に逮捕した労働党の許啓針 KohKay Cham委員長を釈放し

た。労働党役員ではこのほか劉元華 LohWen Hua副書記長が2目前の 7

日に釈放されているが， 2人とも釈放に相前後して共産主義からの転向を表

明している。これらの点から判断すると，今回の一斉検挙はかなり長期にわ

たる周到な準備の下に行なわれたものと思われる。マレーシア人民運動 GR

M の TanChee Khoon書記長（元労働党中央委員〉は14日，「Koh委員長

は特務機関から労働党に送り込まれた者ではないか」とさえ述べている。

今回の検挙は主に労働党員を対象としたものであり，同党の指導者は悉く

逮捕されるか，地下に潜るかしたと思われる。労働党は昨年11月のペナン暴

動以来弾圧に次ぐ弾圧を受けてきたが，今回の大量逮捕で少なくともその左

派は潰滅的な打撃を蒙ったといえよう。逮捕者の中にはその他に人民党，全

マラヤ回教党PMIP両党党員，労働組合指導者，学生活動家などが含まれて

いる。人民党内に共産主義者がいることは言わば当然であろうが， PMIP内

しかもその中央委員内に共産主義者がはいっていたことは（もし事実とすれ

ばλ マレ一人の聞にも共産党支持者が増大しつつあることを示しており，

興味深い。タイ国境で活動しているゲリラの中に，回教徒が少なからず含ま

れていることが最近明らかにされているが，両者の聞には何らかの関連があ

るのかも知れない。

いずれにしても，これによってマラヤ共産党は都市における活動機関をほ
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マレーシア，シンガポール（11月）

ぼ全面的に失ったと見なければならず，タイ国境における武装部隊の活動も

かなりの打撃を受けるものと推察される。

サパをめぐるフィリピンとの係争は益々泥沼の様相を呈してきた。マレー

シアの駐フィリピン大使館は12日，フィリピンの駐マ大使館は29日にいずれ

も閉鎖され，両国の関係は完全に凍結された。マレーシア政府はフィリピン

政府との同席を嫌って，タイ，インドネシア両国政府がベトナムの新局面（北

爆停止に伴うもの）を話し合うために提唱した東南アジア諸国連合ASEAN

外相会議の開催を拒否し，来月開かれるアジア議員同盟会議への出席も断わ

った。フィリピンは，日本，アメリカなどが最近サパへの資本進出を積極化

していることを憂慮し，放置すればマレーシアのサパ領有を完全に固定化す

ると判断しているのかも知れない。

インドネシアとシンガポールとの関係はさほどの緊張も生まずに改善され

つつあるが，貿易面ではインドネシアが未加工・下級ゴムの輸出を禁止した

ため混乱が起っている。この措置はシンガポールのゴム加工業者にとって打

撃であるばかりでなく，インドネシアのゴム生産者（特に小規模生産者〉に

とっても非常な痛手であろうから，果してどれほど有効なものか疑問なしと

しない。

シンガポールは 9日，マレーシアは11日，相継いで IMF8条国移行を発

表した。 8条は（1）経常的支払いに対する制限の撤廃，（2）差別的通貨措置の禁

止，（3）外国保有残高の交換可能性，の 3項目を義務として規定しているが，

シンガポール政府がその声明の中で， 「わが国の通貨はこれまでも完全に交

換可能であり，支払い・交換についていかなる制限もなかった」と述べ，マ

レーシア政府も「従来も為替制限をしておらず， 8条の義務を受容できた」

と発表しているように， 8条国移行によってもさほど大きな実質的変化はな

いと思われる。しかしガットの規定（「締約国は為替上の措置によってこの

協定の規定の趣旨を没却し，又は貿易上の措置によって国際通貨基金協定の

規定の趣旨を没却してはならない」……15条4項〉から，国際収支の不調を

理由とする輸入制限も認められなくなり，両国産業界が新たな試練の時を迎

える可能性もある。金・外貨準備については，シンガポールは堅調に増加を

続けているが，マレーシアは近年，大幅な減少を示しており（1965年末23億
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マレーシア（11月）

3350万M ドノレ， 1968年 5月末18億4450万M ドル〉，為替制限撤廃はこの面にも

不安を喚起させるものとなろう。

（注〉 ラザク副首相13日発表による逮捕者数は次の通り。なお逮捕者氏名は星川、！日

報10日の記事（推測）による。

セランゴール州：蘇錦祥 SawKim Siang （党副委員長〉，梁新凌（全国印刷工友

連合会代表〉，陳沢農（南洋大校友会総務〉，王↑旦光（人民党州委員会スポーク

スマン）など労働・人民両党および労働組合関係者 33名。

ベナン州：労働党員 20名。

ジョホールリ十｜：学生，労働組合活動家，労働党員など計 54名。

ベラ州：労働党員 3名。

ケダ州、｜：労働党員 3名。

マラッカ州、｜：労働党員，南洋大卒業生など 10名。

ケランタン州： Ahmadbin Y atim (PMIP中央委員，州議員〉ほか 4名。

N.スンピランチトI: 6名。

パハン州： 6名。

ベルリス州： 3名。

マレーシア

1 日 Vラーマン首相，北爆停止を論評 ラーマン首相はジョンソン米大統領の北

爆停止決定について「共産主義者がこの提案にまじめに応えなければ，起るべき

結果の責任は彼等が負わねばならない。共産主義者とは絶対に共存できないのだ

から，新たにベトナムを分割しなおす必要がある」と語った。

V公務員の停年を引下げ 政府は公務員の停年を現行の 60才から 55才に引

き下げた。これによって公務員6万1000人中約6000人が 6ヵ月内に退職すること

になった。

2 日 V対インドネシア国境問題会議 インドネシアとの間で10月31日から続けら

れていたボルネオの両国国境問題についての会議が終り，昨年5月にジャカノレタ

で調印された国境協定を11月26日から発効させること，同日以降，居住民が国境

を越える際は最寄の管理局 controlpostが発行した越境証を必要とすること，な

どで合意を見た。
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マレーシア（11月〉

V人民運動党首， Famaを批判一一マレーシア人民運動 GRMの Alatas委員

長は，連邦農業市場局 Famaの水産物市場介入について，「Famaは魚類取引へ

の介入によって私企業を圧迫してはならない。漁民への貸付け，冷蔵施設の設置

などを行なうべきである」と述べた。

Vマレーシア人民運動 GRM青年部結成さる

3 日 f Batu Tiga工業団地の現況一一セランゴール開発公社 SDCの発表によると，

Batu Tiga工業団地の工場数，従業員数は24工場， 2000人で， 6工場が建設途中

にある。また2年内にさらに20工場が設立される見込み。

Vサラワクでもオイル・パームへの転換進む一一一サラワク第4区でこのほどゴ

ム園557エーカーのオイル・パーム園への転換事業が開始された。これは政府の

手になるもので入植は57戸。政府は70万ドノレの加工工場を建設するほか必要な機

器，肥料， 1エーカー当り 250ドノレの補助金を支給する。 10年後には 1戸当りの

月収は 200ドルに達する見込み。サラワクではこのほか英連邦開発公社 CDC,

オイル・パーム閤開発公社 OPLDCによるオイノレ・パーム事業が計画されてお

り，全事業が完了すればサラワクのオイノレ・パーム植付面積は約9000エーカーと

なる。

4 目 v東南ア運輸通信会議聞く一一東南アジア運輸通信会議が，マレーシア，シン

ガポーノレ，アメリカなど 9ヵ国を集めてクアラノレンプーノレで、聞かれた。席上アメ

リカは調査事業への 120万米ドノレ援助を明らかにした。このうちマレーシアにつ

いては Kuantan-Segamat高速道路，クチン＝コタ・キナパノレ通信施設，サンダ

カン， コタ・キナパノレ両港改良の各事業に計40万米ドノレ（＝120万Mわりが与

えられる。

T 70年までに更に7000戸を入植 連邦土地開発局 FLDAの Taib局長の発

表によると，同局はこれまでに81事業（ゴム値付12万8000エーカー，オイル・パ

ーム 9万2000エーカーなど）を行ない， 1万5000戸を入植させたが， 1970年まで

に更に7000戸の入植を行なう予定。

5 日 V自動車登録台数減る一一自動車組立業者協会MAAのJ.M. Pratt会長が発

表したところによると， 65年以降の新車登録台数は次の通りで漸減傾向にある。

1965年 16,987台 1966年 16,563台 1967年 15,122台

6 日 T ASEAN外相会議を断わる一一ラーマン首相は記者会見で，インドネシアのマ

リク外相の提案したベトナム問題に関する東南アジア諸国連合 ASEAN外相会

議について，「ASEANがベトナム問題解決に役立つとは思われない」と述べて
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マレーシア（11月〉

間接的に拒否回答を行なった。

v錫鉱山で労働日を削減一一一マレーシア鉱山経営者協会MMEAの発表による

と， 9月の錫輸出制限以来英系 3鉱山（労働者累計300人）で労働日を月26日か

ら22日に，極端な場合には 1日に減少させている。なおこの日同協会と全国鉱山

労働者組合NMWUとの話合いが行なわれ， 「輸出制限の影響は予想、よりきびし

く，特にヨーロッパ系鉱山で深刻である。生産制限は既に 3鉱山で労働日削減の

形で実施されている」との共同声明が発表された。

v比国大使館員引揚げを正式要請

7 日 Vラーマン首相，ニクソン当選を論評一一一ラーマン首相はアメリカ大統領選挙

でニクソン氏が当選したことについて， 「自由諸国への援助を継続してくれるよ

う希望する」と語った。

v労働党副書記長転向一－8月14日に逮捕された劉元華 LohWen Hua労働

党副書記長（30才〉が釈放され，同時に共産主義の放棄を表明した。同副書記長

はジョホール州出身で、入党は1958年O

Vサラワクでゲリラ 2人投降一一サラワク第 1区で2名のゲリラ（ステン銃，

ライフノレ所持〕が投降した。これで今年中に投降したサラワク・ゲリラは26人に

なった。

V比国機，マ領空を侵犯（？）一一外務省は「フィリピンの戦闘機2機が 5日，

4分間にわたってサパ近海のマレーシア領空を侵犯し， マ海軍・ N.スンピラン

号の近くを飛び、回った」と発表した。一方フィリピン側は侵犯の事実を否定し，

マレーシアの軍艦が比国領海を侵犯していると非難した。

v海峡錫価格，ピクル当り 600ドルを越える

Vサパ州政府，平和部隊の受入れを断わる一一サパ州政府は，平和部隊の受入

れを今後一切行なわないと発表した。サパには現在アメリカ，日本などから 100

人を越える平和部隊が派遣されている。

8 日 v国境ゲリラ，労働党員を秘密訓練（？）一一Hamzah副内務相の発表によると，

労働党内の 1部には，タイとの国境にいるゲリラから密林中で 1ヵ月前後の軍事

訓練を受ける者がおり，内務省は情報に基づいてすで、に数人の党員を逮捕してい

るという。

v主任判事に初の中国人－Azmibin Haji Mohamed氏の裁判長 LordPre-

siclent昇格によって空席となった主任判事 ChiefJusticeに，中国人として初め

て H.T. Ong最高裁判事が任命された。

Q
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マレーシア（11月〉

9 日 v共産主義者の一斉検挙始まる一一内務省は次のような特別声明を発表して，

西マレーシアで共産主義者の一斉検挙が始められたことを明らかにした。

政府は「暴力による絶対権力への道」と題する白書（注）を公刊し，その中でマ

ラヤ共産党および連合戦線がわが国の安全と秩序におよぼす脅威について論述し

た。この脅威に対処するため，警察当局は今朝西マレーシアで、共産主義軍事活動

従事者 116名（男 105名，女11名〉を逮捕した。逮捕はさらに続くはずである。

（注〉 動Jf,J分析資料 No.48「マレーシアにおける左翼武装闘争の現状」参照o

v労働党委員長転向一一5月2日に逮捕された労働党の許啓針 KohKay Cham 

委員長（マラッカ州議員）が釈放された。許委員長は釈放に先立つて，共産主義

の放棄を表明した。委員長自身の声明によれば同氏はシンガポーノレの中正 Chung

Cheng中学時代から共産主義活動を始め，抗英同盟，南洋大学親共統 a戦線に加

わった後， 1961年に指令を受けてマラヤ連邦（当時）にはいり，労働党に入党し

たo

v中国系錫業者， 輸出割当の撤廃を要求一一イポーの錫鉱山経営者 Foo Yin 

Shung氏はラーマン首相に対し「輸出割当制をやめ，政府が販売量の 5%を在庫

として保持すべきである。輸出制限は過去5年間の生産実績によっているため，

アジア人系鉱山に不利である」との要請文を送った。

10日 v共産主義者21人を逮捕一一一ラザク副首相は共産主議者の検挙について次のよ

うに発表した。

今朝更に戦闘的共産主義者 militantcommunist 21人を逮捕した。昨日来押

収した文書によると，共産主義者はわが国で、武装闘争の開始を目論んでいた。

マラヤ共産党は中国共産党の指令下にある。共産主義者はラジオの他にパンフ

レツトや密使 couriesによって北京と接触していた。またシンガポーノレの共産

主義者とも接触があった。

Vサラワク第2区でゲリラ 1人殺害一一一警察スポークスマンは14日， 「サラワ

ク第 11>(で10日共産ゲリラ・キャンプを発見して砲火を交え， 1人を射殺した」

と発表した。

f MCA党員， 5万人増加一一マレーシア中国人協会は， 3ヵ月の党員獲得運動

によって新たに 5万人が入党したと発表した。 (8月27日参照〉

11日 f IMr 8条国に移行－Tan蔵相は次のような戸明を発表して，国際通貨基金

IMF 8条同への移行を明らかにした。

当国は IMF8条国への移行を受諾する旨11月4日付で IMFに通告した。
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マレーシア（11月〉

8条を受け容れた国は， IMFの認可なくして国際取引における通貨の支払い，

交換を制限できず，差別的通貨協定を締結できず，複数交換レートを採用でき

ない。外国保有残高は自由に交換されることになる。第2次大戦後多くの国が

この義務を受容できなかったため， IMFには14条という過渡条款がある。こ

の条項は為替制限の維持（必要な場合には採用〉を認めている。マレーシアは，

1958年 IMFに加盟した際8条の義務を受容できなかった。 8条国移行の可能

性は1959年以降度々考慮されてきた。しかし多くの主要国が14条国にとどまっ

ている段階では，マレーシアが為替制限をしておらず， 8条の義務を受容でき

たとしても，そのような決定は時期尚早であった。しかも当時マレーシアはシ

ンガポーノレ，ブノレネイと通貨を共有していた。昨年6月自国通貨を発行して以

来，マレーシアの国外における信用は高まり，基礎経済の強固さは益々明白に

なってきた。そのため政府は 8条国への移行を再検討し，実施にふみきったo

v共産主義者の逮捕続く一一警察はこの日も戦闘的共産主義者の逮捕を続け，

これまでの逮捕者は 140人を超えた。労働党の SoonThianマラッカ州委員長は

政府に抗議して「新たな党員獲得運動を開始するが，来年の選挙はボイコットす

る」と述べた。

T PMIP党員も逮捕一一全マラヤ回教党 PMlPは声明を発表し，今回の共産主

義者一斉検挙で，同党の中央委員・ Ahmadbin Y atimケランタン州議員が逮捕

さ.h,たことを明らかにした。

V人民党委員長，平静呼びかけ一一人民党 PRMのKassim委員長は，最近の

共産主義者一斉検挙について「我々は冷静を保ち，社会主義実現のために闘わね

ばならない」と党員に呼び、かけた。

' パハンd*I補選，連合党候補が無投票当選－RahmanTalib駐エジプト大使

（統一マラヤ国民組織Umno）の死去に伴うケランタン州の下院議員補欠選挙は，

連合党の MohamedTaib前州公益委員と無所属の Karimbin Haji Hussein氏

とが届け出たが， Karim氏の届出書類不備が判明（連合党の訴えによる）したた

め， Mohamed氏が無投票で当選した。

v大昭和木材，操業開始 大昭和製紙と Astraco(Malaysia) Scln. Bhd.と

の合弁会社・大昭和マレーシア木材工業有限公司 DaishowaMala｝アsiaWood 

Products Scln. Bhd.が操業を開始した。同社はゴムの古木をチップにして日本

に輸出する会社で，月間生産量は 1万8000トンの予定。資本金は 100万ドルで、大

昭和の出資率は90%。

。。
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12日 V駐比大使館を閉鎖一一外務省は，駐フィリピン大使館を完全に閉鎖し，残っ

ていた館員3人も引き揚げる，これは外交関係の断絶を意味しない，と発表した。

今回の決定はバンコク駐在のマレーシア大使館を通じてフィリピン側に通告され

たものである。 (9月19H, 10月7日参照）

V米石油資本，ブルネイに進出一一アメリカの AshlandOil and Refining Co. 

はこのほどプノレネイ立法評議会 LegislativeCouncilとの間で， ブ、ノレネイ＝ムア

ラ地区を中心とする1139.2平方マイノレの石油採掘権契約に調印した。

Vサバの労働条件一一サパ州政府が66年から67年にかけて行なった同州労働環

境調査の結果がこのほど発表された。要旨次の通り。

調査は全労働力人口の60%を対象に行なわれた。伝えられる労働力不足は正

確でない。農園estate以外の民間部門では不足はなく，農園でも最近のゴム値

下りからこれ以上労働者を雇うことは非経済的になりつつある。農園労働者は

52.9%がフィリピンもしくはインドネシア国籍であった。かれらの滞在期間は

短かし労働力の不安定化する要因になっている。マレーシア移民基金局MM

FBの第 1回応募労働者の期限は69年 1月に切れるが，同局が西マレーシアか

らの一定数の移住労働者を確保できれば，労働力不足は解決できょう。連邦・

州両政府が外人労働者を排除しようとするなら，同局の活動を拡大せねばなら

ない。

原住民は西海岸側に集中しており，東部で労働力不足が著しい。しかもオイ

ノレ・パーム，ココナット植付け事業などが行なわれているのは東部である。

教師の質が良くないことも判明した。小学校教師の56.6%は小学校教育しか

受けておらず，そのうち58.6%は如何なる教員訓練をも受けていなし、。

食堂従業員 catering，理髪師，印刷労働者，手工業労働者などは不足して

いるが， 建設， 卸売り， 小売り， 輸送業などには労働力不足はない。労働力

不足は科学・技術上の知識を要する職種で深刻である。政府機関をとってみれ

ば，自動車技師は85%不足，石工は80%不足，鍛冶屋は43%不足である。

13日 V逮捕者の大半が労働党員一一ラザ、ク副首相は今回の共産主義者逮捕について

次のように発表した。

検挙はすでに 140人に達し現在も継続中である。逮捕者の大多数は労働党の

幹部・党員であり，人民党員は少数，労働組合活動家は数人， PMIP党員はわ

ずか 1人である。また南洋大退学者6人，中国系中学卒業者13人も含まれてい

る。
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14日 T Tan Chee Khoon議員，一斉検挙を非難一一一マレーシア人民運動 GRMの陳

志勤 TanChee Khoon書記長（下院議員〉は，最近の共産主義者一斉検挙を非

難し，「このような行為は青年を非合法・院外活動に導くだけだ」と述べた。（動

向分析資料 No.48「マレーシアにおける左翼武装闘争の現状」参照〉

vラーマン首相，共産主義の浸透に警告一一ラーマン首相は共産主義の浸透に

警告して「マラヤ共産党は中国と毛沢東の偉大さを吹き込み，国内を分裂させよ

うとしている。全マラヤ回教党PMIPの一部はタイの共産主義者と協力関係にあ

るJと述べた。

v毛沢東選集の販売を禁止

Vサラワク第 1区で共産ゲリラ 3人を殺害

T ASEAN外相会議を公式に拒否一一ラーマン首相は，タイの提案した東南アジ

ア諸国連合 ASEAN外相会議開催を公式に拒否して「マレーシアの考えとフィ

リピンの考えとは全く相容れないものであり，会談は事態を一層悪化させるだけ

だろう」と言吾った。

15日 v中国，ソ連のマレーシア接近を非難 北京放送は，ソ連のクズネツオフ駐

マ大使が10月革命51同年にあたってソ連・マレーシア関係の一層の緊密化を強調

したことを非難し， 「ソ連現代修正主義は米英帝国主義の手先・ラーマン塊偶政

権との結託を益々強めているJと述べた。

16日 V共産主義者検挙，大物は逃走（？）一一ラーマン首相は最近の共産主義者一斉

検挙について「“大魚”は警察の網の日をくぐって逃走したJと述べた。

T Famaに胡椴委員会設置さる

17日 T 60人は逃亡一一一Hamzah副内務相は共産主義者一斉検挙について「60人以上

が逃亡した。そのうち数人は最高指導者である。かれらの何人かはシンガポール

の友人宅にかくまわれており，その他は地下に潜ったJと発表した。

V人民党委員長，政府を非難一一人民党 PRMのKassimAhmad委員長は同

党ペナン支部の第13回年次大会で次のように演説し，同党内に共産主義者が潜入

しているという政府の主張に反論した。

党の中に外部勢力がはいっていることは事実だが，それは何も目新しいこと

ではない。連合党や帝国主義者の手先もはいり込んでいる。我々はやがてこれ

らの破壊分子を追放するであろう。政府の発表した白書（前掲分析資料参照〉

は連合党の政治的ペテンである。

v世銀に援助を要請一一一国家電化局 NEBは， 同局発電所建設事業（Port
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Dickson発電所6万kw2, Prai発電所3万kw1）に世界銀行などから6900万M

ドノレの借款を要請すると発表した。

18日 Vフィリピン側も大使館員引揚げへ一一フィリピンのラモス外相は， 「駐マレ

ーシア大使館員は不当な圧迫を加えられており，最早クアラノレンプールに留って

おれない。引揚げは近日中に行なわょう」と語った。

Vサラワク第2区でゲリラ 3人殺さる一一サラワク保安隊はサラワク第2区で

ゲリラ・キャンプを発見して15分間銃火を交え， 3人を射殺した。保安隊側も死

者1人を出した。

19日 V共産党は武装闘争開始直前（？）ーラーマン首相は共産主義者一斉検挙につい

て「共産党はいつで、も武装闘争を開始できる準備が整っていたJと語った。 （前

掲動向分析資料参照〉

V豪州軍， 71年まで駐留継続ーオーストラリアのゴ一トン首相は議会で，「マ

レーシア・シンガポールへの駐留は少なくとも1971年まで続ける。長期的防衛政

策は来年明らかになろう」と語った。

V錫価格高騰一一海峡錫価格は11月にはいって次第に高騰し， 19日には1966年

7月19日以来の最高値であるピクノレ当り 639ドノレを記録した。これは輸出制限の

効果のほかに，（1）フラン・ポンド危機（これは24日のドゴーノレ大統領声明でフラ

ン切下げが回避され，一応落着した）による貴金属買い，（2）アメリカ東海岸の港

湾スト（12月に突入すると予想されている）， (3）アメリカ備蓄錫放出は当分ない

と判断したこと，などが原因とみられる。

v対シンガポールニ重課税回避協定成立

V支出削減か増税か－Tan蔵相はマレーシア中国人協会MCA機関誌上で，

「収入と支出の逆鞘を埋めるため，政府支出削減か，増税か，あるいはその双方

かを実施せねばならないJと述べた。

Vベナンに保税区域一一一ラザク副首相は Wongペナン州首相と会談した後，

「ベナンに税関の規制を受けない保税区域を二つ設けることになったJと発表し

fこO

20日 V外国為替取引を停止一一西欧諸国がフラン危機のため外国為替取引を停止し

たのに伴い，マレーシア・シンガポーノレ銀行協会も「外国為替（シンガポール，

ブノレネイ通貨は除く〉取引を停止する」と発表した。 （再開は26日〉

Vニュージーランド軍も71年まで駐留一一一ニュージーランドのホリオーク首相

は「ニュージーランド軍は1971年までマレーシア・シンガポーノレ両国駐留を継続
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する。それ以降の長期計画は他の固と話し合って決定する」と声明を発表した。

Vサバ侵入のフィリピン人を釈放一ーナト務省はこのほど， 「サパ侵入を企てた

25人のフィリピン人を釈放した。かれらがサパの安全に脅威をもたらさなかった

ことに満足している」と発表した。 C 3月14日参照）

21日 V錫の共同譲渡在庫設置－FinancialTimes 21日によれば，政府はこのほど

錫生産割当未消化錫鉱山の割当分を生産過剰鉱山に譲渡する共同譲渡在庫 com-

man surrender poolを設置した。

23日 v対インドネシア貿易協定改定を検討 Lim商工相は中華総商会代表者会議

の席上， 「対インドネシア関係の好転に伴い，貿易協定を再検討したい。またパ

｝ター取引促進のため港湾改良工事を行ないたい」と語った。

24日 Vペナン暴動 1周年記念デモ一一ペナンで昨年の反政府暴動 1周年を記念して

労働党関係者400人がデモを行なった。警察当局は終夜警戒を続け，労働党員2

人を逮捕した。

25日 v比国大使館員引揚げへ一一外務省スポークスマンは「フィリピン大使館に議

定書を手渡し，館員引揚げ手続きを総て認めた」と発表した。なおフィリピン大

使館は23日以来，正式な引揚げ通告をマレーシア外務省に手交しようとして拒絶

されている。

vタイ，水上警察共同作戦を拒否一一タイ警察当局は，マレーシア側から要請

のあった両国水上警察による国境地帯のゲリラ・密輸共同排除作戦を拒否すると

発表した。同発表はまた「国境附近に警察を増派する」と述べている。

vベナンで労働党員さらに l人逮捕

vソ連労組代表来マー－S.A.グラチェフ自動車運輸労働組合中央委員ら 3名

のソ連労組代表団が， マラヤ輸送労働者組合 TWUMの招きでマレーシアを訪

問した。

vフランスからヘリコプター 5機購入一一一国防省はフランスから Alouetteill 

型ヘリコプター 5機を購入する契約を行なった。 2機は空軍， 3機はサパ州政府

に譲渡される。

v駐ア連合大使後任に Hamid氏 Talib氏死亡のため空席となっていた駐ア

ラブ連合大使に HamidJumat前駐フィリピン大使（52才〉（的が任命された。

（注〉 9月27日までマニラに駐在。

26日 V錫，輸出制限続けば来年度8千トン不足（？） ロンドンの VivianYounger 

and Bond Ltd.がこのほど発表したところによると，錫は現行輸出制限を来年い
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っぱい継続させ，アメリカが備蓄錫放出を行なわなければ，来年は8000トンの供

給不足になるという。

vマニラでのアジア議員同盟に参加せず一一下院事務局は，「来週マニラで聞か

れるアジア議員同盟総会は断食期間中であるから代表を送らない」と発表した。

vマラッ力海峡安全調査を許可一一川上海上保安庁水路部参事官を団長とする

日本政府代表団は，マラッカ海峡の安全度調査について，マレーシア政府の許可

を得た。調査は早ければ来月から開始される。これに要する経費は日本政府（ 2

千万円〉，日本船舶各社 C1億円）が負担する予定。

V住友グループもサバ進出か一一一フランスの国営石油会社 SNPAは， 日本に

対しマレーシアのサパ地区で石油資源の共同開発を申し入れているが，これに対

し住友商事，芙容興業など住友グノレーフ。が参加について検討をはじめた。 SNPA

との話合いがつけばSNPA，住友グループ，帝国石油（または現地法人のサパ・

テイセキ・オイノレ）の合弁会社が設立されることになる見通しだが，これが実現

すると，日本としては，はじめての外国石油企業との本格的な共同開発事業とな

る。 （日刊工業新聞〉

Vインドネシアとの国境協定発効

27日 vブルガリア，通商代表部設置一一一プノレガリア通商代表部がクアラノレンプーノレ

に設立された。東欧共産圏のうちではソ連に次いで2番目。 (5月20日参照〉

v近く再び5ヵ国防衛会議か一一ラーマン首相は記者会見で，（1）近く再び5ヵ

国防衛会議を開くこと，（2）来年 1月ロンドンでの英連邦首相会議に出席すること，

を明らかにした。

V保健相，福祉相を入替え一一ラザク副首相は，呉錦波 NgKam Poh保健相

（前副蔵相〉と HajiAbdul Hamid Khan福祉相を入れ替えると発表した。（ 3

月14日， 5月号資料参照〉

v政府買入れゴム在庫払底一一Lim商工相の発表によると，このところアメリ

カのゴム買付けが増加したことなどのため，政府が昨年9月以来買入れていたゴ

ムの在庫は， 8月8日に放出を開始して以来漸減し，今月初旬には完全になくな

っfこという o

v農業開発銀行の設立を決定一一AzizYassin連邦農業市場局 Fama副局長は，

政府が農民への資金貸付のため農業開発銀行 ADB設立を決定したことを明らか

にした。

28日 v林有福元シンガポール首相の Tun位を剥奪一一国王は，「林有福 LimYew 
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Hock氏の Tun位を11月13日に取り消した」と発表した。 Lim氏は1914年シン

ガポーノレに生れ， 1956年から59年まで労働党首としてシ首相を務めた。この間，

1958年に Tunの称号を与えられ，その後オーストラリア駐在高等弁務官を歴任

した後1966年マレーシアの外務次官補となり，との 8月辞任したo

v人民党，総選挙参加を決定

Vサラワク連合党，候補者割当てで合意一一一サラワク Bumiputra党の Abdul

Taib委員長（連邦政府副商工相〉は，サラワク連合党内 3派の下院選挙候補者

割当てを次のように発表した。

Pesaka党 25 Bumiputra党 15

サラワク中国人協会 SCA 11 

T Tan蔵相，青年入植計画の経費節減を訴える一一Tan蔵相はノfハン州 Bukit

Gohにおける青年失業者入植事業を視察した後，「 1人当り5400ドルもかかり，

10万人を入植さ iせるためには 5億4000万ドルも必要となる。経費を大幅に節減し

なければならないJと語った。

29日 V比国大使館閉鎖一一Christobal代理大使ほかマレーシア駐在フィリピン大使

館員全員が，シンガポール経由で、帰国した。

Vサラワクで住宅政策を推進一－Kaw地方政府・住宅相はクチンで，政府が

共産主義者一掃のため，サラワクで低価格住宅建設を推進していることを明らか

にした。

30日 v解放区（？）の出現に警告一一Hamzah副内務相は「政府は毛沢東思想、による

共産主義訓練キャンプの全国的拡大を監視している。共産主義者は農村をそのよ

うに組織しようとしており，すでに政府はジョホーノレ，マラッカ両州でかかる組

織を発見した」と語った。

Vベナン市長，交通事故で死亡一一黄添寿 OoiThiam Siewペナン（ジョー

ジ・タウン〉市長（人民党ベナン支部委員〉が交通事故で死亡した。同氏の略歴

は次の通り。

1914年ベナンに生まる。

1950年 マレーシア労働組合会議 MTUCベナン支部役員。

1959年ジョージ・タウン市長。

1965年 1月 社会主義戦線ペナン支部副委員長。

1965年12月 労働党離党。

1967年 ジョージ・タウン市長に再選。

Q
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1968年11目18日 人民党ペナン支部委員。

Vベナンに中国商品百貨店一一ペナンに中国産品販売店 OrientalEmporium 

が閉店した。

シンガポール

1 日 v外相，北爆停止を論評一一ラジャラトナム外相は，ジョンソン米大統領の北

爆停止決定について次のように語った。

歓迎はするが確実な和平の到来まで見守らなければならない。ベトナム戦争

はアメリカのアシア（特に東南アジア〉問題に対する限を曇らせてきた。戦争

終結が早いほど，アジア諸国の関係およびアジア・アメリカ関係の正常化は早

いであろう。

2 日 vシ船を制限せず一一インドネシアのセダ運輸相は「インドネシアに入港する

シンガポーノレ船に制限は課さないが，厳重な統制下におく。シンガポールを通じ

ての中継貿易は権力排除して行く」と発表した。

3 日 v近く新海運公社設立か一一シンガポール貿易協会 TAS内の海運作業委員会

SFWCは，近く新海運公社 ShippingConsortiumを設立すると発表した。運賃

は極東海運同盟 FEFCより25%安い予定で，すでにノーノレウェーなどの 6社が

加盟を受諾したほか，ソ連・東欧との話し合いも進んでいる。

4 日 Vインドネシア，貿易制限を撤回へ一一一インドネシア海運局は，シンガポーノレ

との貿易制限を撤廃すると発表した。しかし同国政府はシンガポーノレ・香港所属

船に対して， 3ヵ月の荷揚げ・船積み期間を改定し，不定期航路制度（任意の港

で積み降しできるもの〉を廃止することを考慮中という。シンガポール海運業界

は，これによって積荷のないまま帰港を余儀なくされることを恐れている。

V商業での失業者増大一一シンガポール手工業・商業労働者組合SMMWUの

Joseph Tan書記長は政府に対し，職業再訓練事業および失業手当基金法（67年

12月5日参照）を民間企業からの失業者にも適用するよう要請した。同書記長に

よれば，これは保護関税の実施によって貿易業が打撃を受けたこと，労働関係（修

正〉法によって賊首が容易になったことなどによるもので，今年6月の登録失業

者6万6798人のうち 1万5700人が商業関係であった。
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シンガポール（11月〉

6 日 vインドネシア，下級ゴム輸出を禁止一一｝インドネシア政府は未加工下級ゴム

の輸出を禁止すると発表し，同時にジャカノレタ，マカッサyレ，メダン，チラトジ

ヤツフ。を自由貿易地とする計画を明らかにした。

V青年が反政府デモ一一一青年約40人が反政府デモを行ない，パス 1台に放火し

た（10月23日参照）。警察当局は 7日，このデモに参加した社会主義戦線 BS党

員5人を逮捕した。

7 日 Vインドネシアに抗議一一P.S. Raman駐インドネシア大使は，大使館および

大使公邸が学生の襲撃を受けたことに関して，マリク・インドネシア外相に抗議

文を手交した。

8 日 vアメリカから金を購入ー一一アメリカ商務省の発表によると， 9月に米国から

輸出された金1170万米ドノレのうち1130万米ドル C=3370万Sドル〉がシンガポー

ル向けで、あった。なおシンガポーノレが金の購入を始めたのは自国通貨発行を開始

した1967年だが，今年上半期のアメリカからの金購入額は 1億5900万Sドルにの

ぼっている。

V米国から肥料会社など進出一一ニューヨークにあるシンガポール投資促進局

が発表したところによると， アメリカの肥料会社 InternationalMineral and 

Chemicalsは近く東南アジア市場向けの貯蔵庫（貯蔵能力2万4000トン，総工費

50万米ドノレ〉をシンガポーノレに作る。また時計会社 W.M. R. Watch Case Cor-

porationも，スイス，香港の投資家と合弁でシンガポーノレに時計会社を設立する 0

9 日 T IMF 8案国へ移行一一政府は次のような特別声明を発表して， 国際通貨基金

の8条国に移行することを明らかにした。

独立国シンガポーノレは1966年8月 IMFに加盟した時から，実質的には 8条

国であった。わが国の通貨は完全に交換可能であり，通貨の支払い・交換につ

いて如何なる制限もなかった。しかしながら 8条の採用は変更できない課程で

あり，わが国が IMFの新会員であるという事実から見ると，わが国はまず過

渡条款として14条を選択したのである。

シンガポーノレが最初に加盟して以来， IMF当局者は常に，充分強固な通貨

をもっているのだから 8条国に移行するようにと勧告していた。この問題は先

月 Goh蔵相がワシントンでの IMF年次総会に出席した際再びとりあげられ

た。シンガポールの公的外貨準備が，昨年10月末の14億4500万Sドノレから現在

では19億4200万Sドノレに増大したことは重要であり，政府はこの点を考慮して

8条国への移行を決定した。
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シンガポール（11月〉

v輸出振興機関設立一一5日に設立された半官半民の貿易公社・ IntracoLtd. 

が営業を開始した。同公社は授権資本金5000万ドル（政府30%，民間70%）で，

(1）輸出市場開拓，（2）対共産圏貿易に際しての交渉能力の強化，（3）国立海運会社へ

の資本参加，（4）海外事務所の設置，（5）製造会社への貿本参加などを業務とする。

社長は沈基文 SimKee Boon大蔵事務次官。 (4月16日参照）

v仏からヘリコプター購入一一一国防相は，「フランスから AlouetteE 型ヘリ

コプターを購入する。そのため11日に同国に訓練受講者10人を派遣する」と発表

した。

10日 Vジュロン造船所，陸上機器部門を積極化一一石川島播磨重工業はプラントお

よび運搬機械，石油掘削装置など陸上機器の東南アジアへの進出拠点としてシン

ガポーノレのジュロン造船所を積極的に起用していくことになった。

こんど石川島播磨車工業がジュロン造船所を積極的に起用していくことになっ

たのは，①国際的なコスト競争が激しくなるにつれ，輸送費の軽減が急がれてい

る，②アメリカやほかの日本メーカーもシンガポールを東南ア進出の基地として

仕事を進めるという新しい情勢が出てきた，③ジュロン造船所の修繕船にかける

力点を引下げ，陸上部門の新しい分野をふやす必要がある，などからきている。

（日刊工業新聞）

13日 vリ一首相，カナダ首相と会談一一カナダ訪問中のリ一首相は， トノレド一首相

と会談した。会談後リ一首相は「1972年までに東南アジアは別の安全保障協定を

締結する必要がある」と語った。

v日本と合弁でセメント製造一貫工場一一小野田セメントはシンガポール政府

と現地の華商ホンレオン・カンパニー（社長郭芳楓氏〉ならびに三井物産との合

弁で新会社を設立し，シンガポーノレにセメント製造工場を建設するとの基本方針

を固めた。これはセメント需給ノξランスを図るうえから，早急に工場設備を建設

して欲しいとのシンガポール政府の希望が強いためで，この線にそい来年末をメ

ドに月産2万～ 3万トン規模のセメント焼成キノレン，原料ミノレ，セメントミノレな

どの設備を建設， 1970年早々にも生産を軌道に乗せたいとの意向を示している。

ところでシンガポールには現在ノξン・マレーシア（石川島播磨，丸紅，ホンシ

ンの合弁〕亜洲セメント（台湾、系〕およびシンガポール、洋灰廠有限公司（小野田

セメント，三井物産，ホンレオンの合弁〉の三つのクリンカー工場があり，それ

ぞれ自国からクリンカーを運び現地で粉砕し；製品化しているが，近年同国では経

済開発にともなうセメント需要が急増，品不足の傾向が強まっている。
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シンガポーノレ（11月〉

クリンカー 3工場の年間生産能力 60万トンに対し最近の年間セメント需要は

100万トン近くにも達し， 需給事情はかなりひっ迫している。こうした状況を背

景にシンガポール政府が，かねて現地と密接なつながりを持つ小野田セメントに

対し，セメント製造工場の建設を依頼してきたもので，セメントの製造規模はそ

れほど大きいものではないが，セメントメーカーが海外に製造工場を建設するケ

ースは前例がないとされている。 （日刊工業新聞〉

14日 vブルガリア国会議員代表団来シ一一一P.クパディンスキー副首相を団長とす

る6名のブノレガリア国会議員代表団が来シした。同副首相は空港で， 「シンガポ

ールの工業建設を援助したい」と語った。

V リ一首相訪米

vフィリピンから米穀販売使節団一一一フィリピンから19名の通商使節団が来シ

し，シンガポールへの米穀輸出促進について話し合った。なおこれまでフィリピ

ンは米の輸入国であった。

15日 Vインドネシア，ゴム滞貨一一アンタラ通信が15日報じたところによると，イ

ンドネシアの Djambi地方では下級ゴムの輸出禁止令のため，シンガポーノレの商

社が買付をやめ，シンガポール人所有の精練所も操業を停止した。そのためすで

に下級ゴム 1万7000トンが滞貨となっているという。

v米国銀行家来シ一一アメリカ FirstNationl City BankのG.S. Moore頭取

が来シし，シンガポールに同行の海外投資局 OverseasInvestment Corporation 

を設置することを明らかにした。

17日 vバリ島観光開発で合意一一Goh蔵相は，インドネシアがパリ島の共同観光開

発に原則的に同意したと発表した。同蔵相によれば，この事業は米国スタンフォ

ード研究所の援助で行なわれる。

18日 v来年から第2国語教育採用一一Ong教育相は「来年から学校で第2国語教育

を行なう。中国語学校では数学・科学を英語で，英語学校では市政学，歴史学を

中国語で数える」と発表した。

19日 v対マレーシアニ重課税回避協定成立

vスウェーデン貿易使節団来シ

20日 V外国為替取引を停止一一マ日誌20日参照。

T Nissan Mato叫正式創業一一7月31日参照。

21日 v香港への投資一一－N.C. Choy経済開発庁 EDB香港駐在代表が明らかにし

たところによると，シンガポーノレは香港の映画産業（80%がシ資本〉，不動産業，
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シンガポー／レ（11月〉

ホテノレ産業などに相当額の投資を行なっているという。

22日 v近く台湾に通商代表部設置一一外務省スポークスマンの発表によると，シン

ガポーノレ，台湾両国は近い将来相互に通商代表部を設置することに同意した。

vフランス代理大使，大使に昇格一一一フランスの EdouardHutte駐シ代理大

使が大使に昇格した。同氏は64年に駐シ総領事， 65年8月に代理大使に任命され

ていた。

v米国から下院代表団一一一アメリカから 7名の下院外交委員会代表団が来シ

し， 23日にはラジャラトナム外相と英軍撤退，ベトナム問題などについて話し合

った。一行は24日マレーシアに向った。

24日 Vインドネシア，拘留船4隻を釈放一一ーインドネシアのセダ運輸相は， '27日，

8月末の不正事件に連座した廉で拘留していた香港・シンガポール船舶のうち，

4隻については無罪が判明したので24日釈放した」と発表した。

26 B Vインドネシアから議会代表団一一一インドネシアから 3名の国会議員代表団が

東南アジア訪問の一環としてシンガポールを訪れた。 ImronRosjadi団長は記者

会見で「過去のいきがかりを忘れて友好に努めたい」と語った。

27日 vマルタ首相来シ一一一マノレタの GiorgioBorg Oliver首相が来シし， Goh首

相代理（蔵相〉らと会談した。

28日 T Gho蔵相，東欧諸国との通商拡大を強調

Vユソフ大統領，マレーシアを非公式訪問

29日 V帝人との合弁会社設立さる一一経済開発庁 EDB，国内企業，帝国人絹（日

本〉の合弁織物会社 SingaporeTextiles Industries Ltd.が正式に発足した。木

綿・合成繊維織物など年間1800万平方ヤード（2000万～3000万ドノレ相当〕を生産

する予定。当初の従業員は 700人。

30日 V技術産業開発局設置一一経済開発庁 EDBの下にこのほど技術産業開発局 E

IDAが設置された。同局は金属， 電気工業などの技術訓練を行なう機関で，来

年度は1000人以上に訓練を実施する。同局にはすでに国連から 450万Sドノレ，日

本から 250万Sドlレ，フランスから 100万Sドノレ，イギリスから 200万Sドノレの

施設援助があった。
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マレーシア，シンガポール

マレーシア

1 日 Vジョホール州で今年中に 4共産キャンプ摘発一一警察当局の発表によると，

ジョホール警察は今年5月以降少なくも 4個の共産キャンプを摘発した。最大の

キャンプは Pontianの珍泉 Chuan Sengパイナップノレ圏内にあり， その他は

Kluangに2, Kota Tinggi近郊に 1であった。被逮捕者の中心は労働党員，中

国語高等学校生で，学生の逮捕者は50人を越えている。

, MTUC第18回年次大会一一マレーシア労働組合会議 MTUC第18回年次大会

は11月末に聞かれ1日に終った。なお労働省の発表によると，西マレーシアの全

既登録労働組合277，組合員数36万2000人のうち， MTUCに加盟しているのは

それぞれ95,29万7000人で工業部門に多いという。

2 B V 豪州•I との軍事援助会談一一オーストラリアから R. W. B. Davies補給局次

官ほか2名の軍事代表団が来マし，マ国防省当局と飛行機援助などについて話合

いを開始した。なおオーストラリアの対マ軍事援助は， 68～70年に1600万オース

トラリア・ドル（＝5000万M f:＇；レ〉と定められている。

v地域協力は中絶（？）一一ラザク副首相は「フィリヒ。ンがサパ請求権を放棄し

ない限り東南アジア諸国連合 ASEANの協力はあり得ない」と述べ，東南ア反

共軍事同盟については「必要性を認めない」と語った。

Vサバでフィリピン人実力者逮捕さる一一サパ警察は 9日， 10年来サパに住ん

でいるフィリピン人の有力な実業家（紡績店など経営） Bachtigal bin M. Tam-

buyongを破壊活動の廉で2日に逮捕した，と発表した。また Hamzah副内務相

は10日，「3人のフィリピン人破壊分子を 2ヵ月前サパから追放した」と発表し，

Gilongサパ関係相も同日，「フィリピン人労働者に対し特別身分証明書を交付す

る」と語った。

vフィリピン外相替る一一フィリピン政府はラモス外相が病気のため辞任し，

後任にはロムロ前国連大使教育相が就任する，と発表した。新外相について The

Straits Times 4日の社説は，未知数であるとしながらも両国関係好転の兆と評

価している。
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マレーシア（12月〉

v開発公債 1億ドル発行一一政府は 1億ドノレに及ぶ3種の開発公債（年利5.75

%，満期3年； 6%, 5年； 6.25%,20年〉を発行した。これは今年3度目のも

のである（ 3月2日， 8月11日， 9月6日参照〉。引受けは 28日の締切りまでに

5000万ドル超過となり，全額が認められたo

T Fama，米購入事業をケランタンに拡大一一連邦農業市場局 Famaの Ghafar

局長は，来年 1月1日から米購入計画をケランタン州でも実施する，と発表した。

同計画によれば，籾の購入には Famaの許可を要することになる。（1967年9月

特記事項参照〉

Vサラワクに日本との合弁チップ工場 日本の興国人絹パノレフ。はサラワクに

パノレフ。用チップの合弁会社 SarawakWoodchip （資本金 10万ドノレで興人51%)

を設立，来春から操業を始めることになった。計画では連邦政府所有林からマン

グロープ 100万立方メートノレの払下げを受け，チップにして日本に輸入，化繊原

料として使うことになっている。

v日本にゴム研究所支所設置か一一マレーシアゴム研究所の LiewSip Hon副

統制官の発表によると，同研究所は天然ゴム消費者への技術勧告のため日本に支

所を設置する予定という。

Vブルネイ，固有農地を払下げか一一一プノレネイの Hassanalスルタンは，国内

農地の80%以上を占める国有地の一部を家臣 subjectに払下げ，農業開発を促進

させる考えという。

3 日 V労働党，選挙ボイコットを呼掛け一一労働党は，次の要求が実現されない限

り連邦議員（現在 1名）を辞任させ，来年の総選挙に対しボイコット運動を開始

する，と発表した。（12月6日， 26日， 30日， 31日参照〉

(1) 全政治犯の釈放と国内治安法の廃棄。

(2) 閉鎖された政党支部の再開。

(3）演説・出版・スト・デモ権の確立。

(4）選挙期間中の政党指導者逮捕の禁止，諸政党によるラジオ・テレビ使用

の許可。

(5) 開発税，電話呼出料（10セント〉，雇用許可制，漁業市場庁 FMB（提

案中〉の廃棄。

(6) 沿岸漁業の安全性確保。

(7) 土地なき農民に対する土地の供与。

(8）民族産業の育成，外国資本保護政策の放棄。
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マレーシア（12月〉

(9) マレ一人教育の促進，国立大学設立への補助，中国語，インド語の公用

語化。

ω 参政権取得年齢（現行21）の18歳への引下げ。

T 200万ドルの円借款－Hussain駐日フィリピン大使と石田日本輸出入銀行

総裁は， 2億2800万円（キ 200万M わけの円借款に調印した。これは67年9月

12日に成立した円借款120億円に基づく 7番目のもの。 (10月28日， 8月7日参

照〉

4 日 Vタイ側国境でゲリラと交戦，警官 4人負傷一一マレーシア・タイ合同国境警

備隊はタイ側の Betong地区で約 150人のゲリラと交戦し，タイ警備隊員5名が

負傷した。

V国連，今後5ヵ年間に連邦土地開発局 FLDAに3200万Mドル援助を決定

5 日 vラーマン首相，再度立候補を表明

Vサラワクは米作に不適一一Ghazali農業相にこのほど提出されたサラワク米

作予定地土壌調査報告によると，同州、｜クチン郊外海岸2万エーカーのサンプノレ調

査では，硫黄分が異常に多く， 75%が米作に不適であることが判明した。調査地

域は地理的に米作可能地として選ばれたもので，他の地域への米作導入は一層困

難という。

6 日 Vフィリピン，サパ問題を暫時棚上げか一一フィリピンの ManilaChronicle 

6日の報ずるところによると，同国政府はマレーシア連合党がサパ問題を総選挙

の材料に使うことを防ぐため，サパ問題を当分棚上げにする予定という。

v林建寿労働党副委員長は党内で孤立か 労働党の林建寿 LimKean Siew 

副委員長（連邦議員〉は最近の同氏の立場について次のように語った。

選挙ボイコットについての党の決定を支持するが，私はこの決定を採択した

党会議に出席していなし、。党の勢力は政府の逮捕で弱体化した。私は咋年党副

委員長に選出されたが，この会議にも出席しなかった。現在もこの地位にある

か，党員であるかについては言えない。議員を辞するべきか否かはまだ決めか

ねている。 (31日参照〉

vオーストラリア，錫輸出制限を発表

7 日 V国営海運会社設立一一Tan蔵相は国営海運会社・マレーシア国際海運公社

MISCの設立を発表した。同社の授権資本金は2000万ドノレ，当初払込み資本600

万ド／レ〈うち政府 100万わけで，血債協定に基づいて日本から無償供与される

貨物船2隻（2500万ドル〉を主体に 4～6隻の商船を運航して極東ニヨーロツノミ
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貿易を行なう。同社は設立と同時に内外で職員・乗組員の訓練を開始し，また極

東海運同盟 FEFCに加盟申請を行なう。

役員は次の通り。

郭学年 KuokHock Nien マラヤワタ，マラヤ精糖MSM各会長

Ismail him Dato Abdul Rahman 前内相，マラヤ銀行会長

G. K. Rama Iyer 総理府次官補， NationalPineapple 

Connery社長

曹文錦 TsaoWen King マラヤ紡績会長

V西独から 100万ドルの漁業技術援助一一西独との間で，漁業技術・装備援助

100万M ドノレを受ける契約が成立した。これは今年 1月30日に調印された技術援

助条約に基づくものである。

Vタイ側国境で両国合同保安隊，ゲリラと交戦一一タイ側国境の Betongで両

国々境保安隊が多数のゲリラと交戦し，タイ保安隊員3名，マレーシア保安隊員

1名が負傷した。

f C. Y. Choy前ベナン市長，非合法出版で有罪一一第 1刑事法廷は，労働党財

務委員の崖耀才 C.Y. Choy前ペナン市長に対し，同党ベナン州機関紙 Berita

Buroh （労工報〉を非合法出版していた廉で罰金1500ドノレもしくは禁鋼6ヵ月を

言い渡した。

Vイタリア通商使節団来マ

v英駐留軍解雇労働者間頭一一ジョホール州の OthmanSa'at首相が明らかに

したところによると，英海軍に雇用されているジョホール州民は 8千人で，州政

府はかれらの失業後土地を供与し農業開発にあたらせる考えという。

8 日 Vサラワク第3省でもゲリラ共同掃討作戦一一東マレーシア軍司令官 Ibrahim

bin Ismail准将の発表によると，同軍はインドネシアの共産主義者掃討作戦と歩

調を合わせ，第3省のインドネシア国境一帯で大規模な掃討作戦を行なっている

という。

f Khaw住宅相， イタリア訪問一一一Khaw地方政府・住宅相はイタリア訪問に

先立つて記者会見し， 「イタリア政府と来年から始めるジョホーノレ州プレハブ住

宅事業（総経費2500万ドル）への長期借款などについて話しあいたい」と語った。

V新駐韓国大使一一去る 7月死亡した Bahadun bin Haji Hassan駐韓国大使

の後任に Hashimbin Sultan現駐ピノレマ大使が任命された。

vブルネイに新政党 プノレネイで新政党・人民国家党 People’sNational 
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Party (Perkara）が結成された。委員長は元警官の Sulaimenbin Mohamed 

Ja’afar氏で現政権を全面的に支持している。

vマレ一人所有パス会社 Sardon運輸相の発表によると，マレー人所有の

パス会社は1957年の12社（資本金総計120万わけから現在24社（570万わけ

にまで増加した。

9 日 英軍撤退は5億ドルの収入滅一一一Tan蔵相は TheAlliance誌のインタビュー

で英軍撤退について次のように述べた。

イギリスからの撤退穴埋め援助は 1億8400万ドルと定められたが，実際のギ

ャップはこの 3倍以上ある。この打撃にうちかっため，政府は農地開拓に最重

点をおいて取り組んで行く。

v大ゲリラ・キャンプを発見一一一Hamzah副内務相の発表によると，タイ・マ

レーシア合同国境警備隊はこの 1週間連日ゲリラと砲火を交え， 4日には Betong

で200人を収容できる重装備キャンプを発見してこれを占拠した。ここには米，

木製ライフノレ，火薬，カーピン銃などがおかれていた。一方タイ警察の発表によ

ると，このキャンプは陳平 ChinPeng共産党書記長の片腕 LangKiang Fueng 

の司令部で，内部にはトンネノレが掘られ，台所2，作業室54，バスケット場1が

ついていたという。

10日 V搬入出版物規制を強化一一Hamzah副内務相は， 「中国が香港を通して盛ん

に反マレーシア宣伝物を送り込んでいるので，海外からの出版物は厳密に検査す

る」と語った。なおシンガポールで発行されている StraitsTimes，南洋商報，

Utusan Melayu, Tamil Nesaなども Suban空港で数時間差し止められた。一

方内務省は11日， 「郵便物は原則として開封しないが， “破壊分子”からの特殊

文書がはいっていることが明らかであればこれを没収する」と語った。

vタイで ECAFE閣僚会議一一一国連アジア極東経済委員会 ECAFE閣僚会議が

20ヵ国からの代表を集めてタイのパンコクで聞かれ，マレーシアからはラザク副

首相が出席した。この会議では，（1）アジア経済協力閣僚会議 CMAECの設立，

(2）海底鉱物資源開発のための委員会設置，（3）アジア諸国合同海運会社設立，など

が決定されたo

vサラワク第2省でゲリラ 2人殺さる一一軍スポークスマンの発表（11日〉に

よると，保安隊はサラワク第2省でゲリラと交戦し 2人を殺害した。

vタイ警察，国境に 300人増派と発表

11日 V国境付近でゲリラ支持者 157人を逮捕一一ケダ国境作戦委員会スポークスマ

qo 
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ンの発表によると，最近国境付近でゲリラ支持者 157人（うち数人は女性〉が逮

捕された。また同発表によれば，現在国境に展開中の警察野戦軍は 3中隊だとい

う。一方マレーシア内務省スポークスマンはこの日，先に発見したテロリストキ

ャンプの司令官〈と目される〉郎記風 LangKiang Fuengについて，「彼は緊急

事態の12年間（1948～60年〉にも活動していた共産党高級幹部の 1人で，現在は

共産テロ組織第12大隊司令官である」と発表した。

vオーストラリア， 71年以降も駐留継続か一一ーオーストラリアのゴ一トン首相

は記者会見で，英軍撤退に備えての新防衛政策ができあがった，と発表した。同首

相は詳細について何も明らかにしなかったが， 12日の SydneyDaily Telegraph 

は， 「71年以降も小規模の空海軍と不特定規模の陸軍をマ・シ両国に駐留させる

ことになった」と報じている。

12日 Vサバ問題，再び冷却期間で合意一一ECAFE閣僚会議のためパンコクに集ま

った6ヵ国（マレーシア，シンガポーノレ，インドネシア，タイ，フィリピン，オ

ーストラリア〉外相は12日，昼食を共にして話し合った。タナット・タイ外相が

13日発表したところによると，この日の会談でフィリピンにマレーシアのサパに

対する主権を認め，国交回復を図るよう要請した提案が採択されたほか，ラザク

副首相とラモス比国外相との間で，サパ問題に再び、冷却期間をおくことに合意を

見た。これについてラモス外相は14日， 「ラザ、ク副首相をサパを含むマレーシア

の副首相として認めるが，これはフィリヒ。ンのサパ請求権を否定するものではな

い」「“一定の条件付きでマレーシアのサパに対する主権を認める”との提案を政

府に提出する」と語った。

v国境治安対策を強化 Hamzah副内務相は， 「タイ国境の治安対策強化計

画を立案した。これを早急に実施する」と語った。

Vサラワクへの連邦政府交付金，予定より少額（？）一一Sliサラワク州首相が

州議会で明らかにしたところによれば，協定に基づく今後5年間の連邦政府交付

金は期待額を大きく下回った。 69年度の同州予算は歳入5030万ドノレ，歳出6850万

ドノレで，州政府は連邦政府に交付金増額を要求している。なお過去5年間の連邦

政府交付金は5900万ドルだった。 Sli州首相ら州代表は17日クアラルンプールで

Tan蔵相らと会い交付金増額を要請したが容れられなかった。

14日 v国境のゲリラ共同掃討を強化一一訪タイ中のラザク副首相は Dawee国防次

官と会談し，国境におけるゲリラ共同掃討の強化について合意に達した。なおラ

ザク副首相はゲリラ・密輸取締りのため両国共同海上警備が行なわれていること
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を明らかにした。

v米国から 390万Mドルの食糧援助一一アメリカの駐マ大使館が発表したとこ

ろによると，同閏は来年前半マレーシアに 1万2000トン， 390万Mドル担当の食

糧援助を行なう。これはマラッカなど 3州の 1万6000戸の入植事業に用いられ

る。

Vインド人に国内投資を要請－Manickavasagam労相はマレーシアにいるイ

ンド人に対し，資本を国外に送らず国内で投資するよう要請した。

v国連，ペナン漁業訓練センターに 400万Mドル援助

15日 Vサバの米収穫量増える一一サパ州農・漁業省の発表によると，同州の米二期

作地は4000エーカーぱ増大し，生産量が急増した。その結果今年1～9月の米輸

入量は3400トン（昨年同期6700トン〉に減少した。またサパ米作庁 PBは現在耕

転機 160台， トラクター10台，収穫機20台を所有している。

vマラヤ大学学生同盟，左傾か一一マラヤ大学学生同盟中央評議会は，路線の

対立をめぐる全役員総辞職の後，投票によって SyedHamid人民党 Pantai支部

長を中心とする社会主義者が総てのポストを獲得して臨時評議会を結成した。委

員長は KhongKim Hoong，書記長は SyedHamid。

v身分証明書発行数一一Hassanbin Haji Mohamed Noh国民登録管理官の発

表によると，現在の身分証明書発行数（12歳以上に交付〉は 650万で内訳は次の

通り。

サ ノ、 30万 青色（マレーシア国籍） 525万

サ ラ ワク 50万 赤色（永住権取得） 50万＊

西マレーシア 570JI 緑色（暫定居住） 4万

茶色（刑事法による検束） 700 

牢毎年4～5万増加。

16日 V漁民の貧困一寸車邦農業市場局Famaの漁業調査報告によると，漁民の月平

均所得は80ドノレで， クアラノレンプーノレの水産物価格の36%が卸売り商， 14%が小

売商， 41%が漁民の取り分という。

V西マレーシアでも米輸入減る一一一統計局の発表によると， 1～9月の米輸入

量は20万3208トンで昨年同期より 4万5000トン減った。

17日 V銀行では旧通貨の交換を継続一一大蔵省は，「BankNegaraおよび商業銀行

では， l月16日以降も旧通貨の新通貨との交換を認める」と発表した。これは商

人などからの要請に応えたものである。 (6月4日参照〉
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19日 v回教徒に共産党への警戒呼び掛け一一ラザ、ク副首相は， 「タイ国境のマレ一

人共産党員は再び破壊活動を強めており，最近は回教徒指導者にマレ一語の文書

を送り，共闘を呼びかけている。われわれは警戒を強めねばならない」と語った。

一方セランゴール州の Harun首相は1813，マラヤ民族解放軍 MNLAから手紙

を受け取った，と語ったo

vサラワク統一人民党中央委員釈放一一ー去る 8月14日に逮捕されたサラワク統

一人民党 SUPPの丁秋明 TengChiew Beng中央委員が釈放され，転向を表明

した。なお8月14日逮捕された3名の SUPP指導者のうち，林金声 LimKim 

Seng中央委員は 9月に釈放されている。

20日 V錫理事会，再び輸出制限を決定一一17日からロンドンで聞かれていた国際錫

理事会 ITCで，錫輸出制限を 3ヵ月延長し，来年1～3月の6ヵ国の輸出量を

3万8000トン（マレーシア 1万7920トン，ポリビア6640トン，タイ5613トン，イ

ンドネシア3575トン，ナイジエリア2488トン，キンシャサ・コンゴ1764トン〉と

することが決定された。 1日あたりの輸出量では，去る 9月18日の決定よりわず

かに多くなっている。

vベトナム帰休米兵，ペナン来訪を 4ヵ月停止一一バター・ワース飛行場改修

工事のため，アメリカのベトナム帰休兵は来年3月から 4ヵ月間ペナン来訪を中

止することになった。帰休兵がペナンに来るようになったのは 2年前からで，こ

れまでに 3万6000人が訪れ2200万Mドルを落していったという。

22日 ' 3国で海底鉱床掘撃一一Ya’akub土地鉱業相の発表によると，アメリカ，イ

ギリス，オランダの各 1社が西マレーシアの海底鉱床掘撃権を獲得した。アメリ

カはベナン，ベノレリス，ケダ沿岸，イギリスはベラ，セランゴーノレ沿岸，オラン

ダはN・スンピラン，マラッカ，ジョホーノレ沿岸で、掘撃を行なう。

f MIC年次大会 マレーシア・インド人会議派 MIC（党員7万名〉の年次代

表大会が聞かれた。

Vセランゴールの新』1111都一一一セランゴール州スノレタンは， BatuTigaに建設さ

れる新州都の名前を ShahAlamとすると発表した。

23日 vフィリピン，サバ解決で修正案一一フィリピン外交委員会は， 「マレーシア

のサパに対する主権を認めよ」とする 6ヵ国外相提案（12日〉を拒否し， 「マレ

ーシアがサパを支配している現実は認めるが主権は認めない」との修正案を採択

した。一方これに対しマレーシア外務省は24日，遺憾の意を表わした。

vブルネイも英とポンド準備保障条約一一ブノレネイの JohnLee財務長官は立
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法議会で，イギリスとの聞にポンド準備を米ドノレで、保障する話合いがついたこと

を明らかにした。同長官によると，現在ロンドンにあるブノレネイのポンド準備は

G億8600Bドノレ（宇8700万ポンド〉である。

vブルネイの来年度予算一一プノレネイ立法議会に提出された来年度予算は総額

1億3000万ドノレで，内訳は防衛費3200万ドル，教育費1850万ドノレ，保健費1790万

ドル，公共事業費1300万ドノレなど。

26日 ▼労働党セランゴール州議員，同州地方議員，全員辞職 労働党スポークス

マン葉源生YapNgen Sang氏の発表によると，セランゴーノレ州内の全議員25名

（胡漢光 WooHon Kong州護主員，呉慶喜GohKen Heeクラン町会議員など〉

が連合党の非民主的行為に抗議して議員を辞職した。 Goh氏によればこれは党

中央委員会の決定に従ったものである。

v対シ二重課税回避協定成立 マレーシアの新所得税法制定にもとづく，シ

ンガポールとの二重課税回避協定改定の話し合いが終り， Jamal駐シ高等弁務官

と Gohシンガポール蔵相との間で調印が行なわれた。なお66年に締結された協

定は今年12月31日まで有効で，来年 1月 1日から新協定が発効する。

vラーマン首相，自主防衛を説く一一ラーマン首相はイギリス軍撤退について，

「外国の保障はそれを記載した紙より弱いものだ。われわれが頼れるのはかれら

の良心と友情だけだ」と語った。

27日 ケランタン州で共産主義者6人逮捕一一一警察当局はケランタン州 KotaBahru 

で，共産主義宣伝ポスターを市内に貼った青年6人を逮捕した。

vタイ警察軍，国境ゲリラと交戦一一タイ警察の発表（29日〉によると，同警

察国境警備隊は Sadaoソンクラー県付近のジャングノレで、5人のゲリラと交戦し，

I人を殺害した模様。また同発表によると， Sadao付近での戦闘はこの 2年間な

かったという。

28日 vラーマン首相，英連邦憲章作成を考慮一一ラーマン首相は英連邦首相会議出

席に先立つて記者会見し「イギリスが引退しようとしている今，英連邦を有用な

ものとするため憲章の作成を要求する」と語った。

v公務員労組第10回年次大会一一公務員労働組合会議 Cuepacs第 10回年次大

会がクアラノレンプールで聞かれ，（1）全公務員を含めた単一労組・全国公務員労働

組合 NationalUnion of Employees in the Pubic and Civil Servicesの結成，

(2）上院に労組代表議員を認めること，（3）週 5日制，などを政府に要請すること，

が決議された。
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29日 ▼セランゴール州議員補選で連合党勝つ――Chin Kek Kum議員（人民党一

一拘留中〉の辞職に伴うセランゴール州 Serdangの州議員補欠選挙結果は次の

通り。同区はこれまで＇ 10年間人民党が握っていた。

前回（1964年） 今回

曽国幹 ChimKek Kum （人民） 荘油福 ThuanPail王 Phok（連合） 6535 

7621 林吉祥 LimKit Siang （民主行動） 5928 

（連合） 5835 陳行水 TanHan Swee （民政運動） 1330 

投票総数 1万4004, 投票率 58%

？ 

30日 Vペナンでも労働党議員全員辞職一一一労働党の崖耀才 C.Y. Choyベナン州委

員は，連合党政府の非民主的行為に抗議して，同州内の労働党地方議員は全員辞

職すると発表した。辞職議員の氏名は次の通り。

州議員 陳福興 TanHock Hin （党副書記長〉

許平城 KhorPeng Seah （党中央委員〉

市会議員 桂耀才 C.Y. Choy (Kampong Embon) 

荘連来 Ch’ngLean Lye (Kilang Papan) 

隣席興 LohBan Hin (Prangin) 

陳忠武 TanChong Boo (Pahat Batu〕

村会議員 S’nεAh Teik ら4名

▼ジョホール州でも労働党地方議員18名辞職――ジョホール州Pandan地方議

会の PangLock Meng前議長は，同州内の 3地方議会で計18名の労働党議員が

辞職したと発表した（注〕。また同氏によれば州内労働党議員は近く全員が辞職す

るという。

（注） 議会名は次の通り。（カッコ内は残る他党議員数〉

Simpang Rengam 8名 （0)

Bukit Siput (Segamat) 7名（ 1) 

Pandan (Johore Bahru) 3名（3)

v民主行動党，民政運動党に総選挙での提携呼び掛け

vパキスタンとの合弁ジュート袋工場一一一パキスタンとの合弁ジュート袋工場

Gilani Jute and Textile Millsがパターワースに完成した。資本金 1000万ドル

で当初の従業員は 500人。

31日 V林建寿議員も辞職一一労働党の林建寿 LimKean Siew副委員長は連邦議

員，ベナン州議員を辞職すると発表し，更に次のように語った。
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シンガポール（12月〉

私はクリスマス以来ペナンを留守にしていたが，州内議員の辞職を知って辞

職を決意した。昨年陳福興 TanHock Hin党州委員長が逮捕された時辞職し

ようと思ったが，党からとめられた。現在 C.Y. Choy氏を除いて党中央執行

委員は総て逮捕されている。

なお林氏は労働党の唯一の連邦議員だった。 (6日参照〉

Vラーマン首相，一斉辞職を非難一一ラーマン首相は労働党の議員一斉辞職に

ついて，民主主義を無視するものと非難し， 60日以内の補欠選挙を規定している

憲法を修正することもあり得ると述べた。

vラーマン首相，オーストラリア，ニュージーランドの駐留継続を要請 ラ

ーマン首相は防衛問題について次のように語った。

オーストラリア，ニュージーランドは駐留を継続してくれるものと思う。両

国が駐留軍の大半をペナンからシンガポーノレに移動させると決定したとの報道

については，私は決定をとめるわけにはいかないが，移動を公正とは思えない。

両国はイギリスと歩調を合せているが， 71年までには変化が起きるだろう。 5

ヵ国防衛会議は来年2～3月にシンガポールで、聞かれよう。

シンガポール

1 日 V公益事業庁，今後3年間に 2億4600万ドル支出一←公益事業庁 PUBのOng

Swee Law長官の発表によると，同庁は来年以降3年間に 2億4600万ドルを支出

する。また68年度の事業利益は2890万ドルになる見込みで，当初の見積り額2320

万ドノレをかなり上回った。

2 日 v日本とマラッカ海峡調査で合意一一滞シ中の日本政府マラッカ海峡特別委員

会代表と政府との会談で，政府は日本側が提示した事業計画に全面的に合意した。

Vインドネシア，シの海運会社に無罪判決一一一インドネシア政府は，シンガポ

ールの UniqueShipping社をブラック・リストから外し通商を許可した。同社

は去る 3月末の不：iF：事件に連座した疑いがかけられていた。

Vイタリア通商使節団来シ一一イタリアから30名の通商使節同が来シし， G日

まで合弁企業の設立，貿易の拡大などについて話し合った。
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シンガポール（12月）

3 日 v予算国会聞く一一英軍撤退繰上げ発表（ 1月16日〉後初の予算国会が聞かれ，

Goh蔵相は総額10億2489万ドル（うち治安・国防費3億1380万ドノレ）の普通予

算， 3億2167万ドノレの開発予算を発表し，国防力の充実を強調した。また会計年

度が従来の府年から 4月～ 3月に改められ，来年度予算は70年3月までを包摂す

るものとなった。 （資料参照〉

その他，今国会で成立した主要法案は次の通り。

01968年第2次追加予算

01968年度第3次追加予算：国防費（飛行機，軍艦，装備に） 1900万ドノレ，

基地失業者訓練43万ドル，同年金，退職金23万ドノレ

0関税（修正）法

0 漁民登録（修正〉法

0志願動員法

0薬品（広告販売〉 （修正）法

0印紙（修正〉法

0商船（修正〉法1968 シンガポール籍船への優遇措置を定めたもので，

次のような規定を含んで、いる。

(1) シ市民以外の所有する船舶にもシ国籍登録を認める。

(2）登録料，重量税の軽減と20年間据置き，所得税の免除。

(3）船員の25%以上をシ市民とする場合は，重量税を50%払い戻す。

なお11月30日現在のシ籍船は 349隻， 24万2000トン。

12日から行なわれた討論の中で Ong教育相は 2ヵ国語教育の実施，技術教育

拡大のための中学校の改変， 4職業教育機関の設置，を明らかにした。また Seah

Mui Kok議員（全国労働組合会議 NTUC書記長〉は，労働者のみに重荷を負

わさず，有産者への課税を重くするよう要求した。一方この国会の質疑について

Sunday Tinies 22日は，政治・経済のぬけた日常茶飯事ばかりの「実りなき国

会」と批判している。

4 日 V豪州｜紙， 69年度予算を称賛一一オースラリアの新聞 Australian4日は，

Goh蔵相の発表した69年度予算について，「自主防衛確立への努力を歓迎する。

オーストラリアは貿易と援助によってマレーシア・シンガポール両国を支援する

であろう」と述べた。

5 日 V今年度自然増収一一TheStraits Times 5日の社説によると，今年度国庫歳

入実績見積りは当初予算の 6億4700万ドルより6400万ドノレ多い7億1100万ドルで、
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ある。

v対オランダニ重課税回避協定成立

6 日 V英軍からの解雇者一一イギリス極東軍の発表によると，今年4月 1日から11

月30日までの 8ヵ月間に同軍から解雇された労働者数は海軍3592Cうち 3283は

おmbawang造船所に再雇用），陸軍580，海軍 161，計4333であった。

v日本舶用機械の進出一一日本舶用機械輸出振興会（会長＝川本良吉氏〉はシ

ンガポールを日本舶用機械メーカーの“一大進出基地”とする意向である。この

ため振興会はシンガポールに10数億円の舶用部品を常備する大部品ストックセン

ターを設置するとともに，わが国舶用機械メーカーの合弁会社設立による企業進

出を図ろうとしている。来年早々からシンガポール政府関係者と，マスタープラ

ンの作成作業を開始するとともに，関係メーカー数社をピックアップし，マスタ

ープラン作成作業と並行して，企業の現地進出体制を整えるために「実行委員会J

を設置する意向である（日刊工業新聞6日）。

V農村電化の進展－TheStraits Times 6日によれば，公益事業庁 PUBは

63年からの 5年間に農村電化事に1230万ドノレを投じ，農村地区の15万人に電気を

供給した。これは農村人口60万の 4分の 1に当る。

8 日 V Sembawang造船所，正式創業一一国営 Sembawang造船所が，イギリス海運

から施設機能を正式に譲り受け操業を開始した。同社は英海軍雇用労働者3300人

をそのまま引き継いで，専ら船舶修理を行なう。また英軍・民間人 300人も当分

補佐にあたる。現在10万トンまでの船隻収容力をもっているが，近く 1400万ドノレ

を投じてこれを 3倍に拡張する予定。 (6月24日参照〉

10日 Vリ一首相，ジョンソン大統領と会談 滞米中のリ一首相は，ホワイト・ハ

ウスにジョンソン大統領を訪れ，非公式に話し合った。会談内容は東南アジアの

安全についてであったと報道されたが，正式には何も発表はなかった。

V ECAFE閣僚会議にラジャラトナム外相出席

11日 vシンガポール交通の労働争議一一シンガポーノレ交通会社労働組合（3000人〉

は，仲裁裁判所 ArbitrationCourtが3週間のボーナス要求を却下し 1週間分支

払いの裁定を下したことに抗議し，この日全面無賃運転を行なった。一方全国労

働組合会議 NTUC，シンガポーノレ交通労組両執行委員会はこの行動を“迷妄分

子の仕業”と非難した。

v陸軍訓練所開設一一一陸軍訓練所 ArmedForces Traini叩 InstituteがTE式に

開設された。
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12日 vリ一首相，ベトナム問題を論評一一滞米中のリー首相はコロンピア大学でベ

トナム問題について講演し， 「ベトナム戦争は東南アジア諸国が将棋倒しになる

ことを防ぐためであり，アメリカの怠大な財の消費は，それら諸国に経済・社会

・政治改革の時を与える場合にのみ意味をもっ」と述べた。

13日 Vリ一首相，ウ・タント国連事務総長と会談

15日 Vリ一首相帰国 10月12日以来香港，日本，カナダ，アメリカを訪問してい

たリ一首相がタシケント，コペンハーゲン経由で帰国した。

17日 vソ連初代駐シ大使，来月着任か一一外務省はソ連の初代駐シ大使（特派全権

大使 AmbassadorExraodinary and Plenipotentiary) I. I.サフロノフ氏が来月

中に着任すると発表した。サイロノフ氏は元駐中国・オーストラリア大使館顧問

で48歳。 (6月8日参照〉

V電子部品工場創業一一シンガポール初の電子部品工場 NationalSemicon-

ductor (Pte) Ltd.が操業を開始した。同社はアメリカの NationalSemiconductor 

Corporationと経済開発庁 EDBの合弁企業で，集積回路， トランジスターなど

を生産する。従業員は当初 150人で将来500人になる予定。

，米国石油会社 AddisonGeneral Co., (Petroleum Products) Ltd., シに東南ア本

部設立

18日 v国連からゴム海運調査団一 国連貿易開発会議からの代表団がゴム海運問題

の調査のため来シした。

19日 Vブルガリア，新航路開設一一一ブルガリアの S.A.スタンチェフ代理大使は，

同国が来月からマ・シ両国＝地中海・黒海，マ・シ＝西欧，近い将来シンガポー

ノレ二オーストラリアの新航路を開設すると発表した。この航路に就役するのは当

面 2隻，将来4隻になるという。

20日 V対インドネシア関係は正常化－Raman駐インドネシア大使はクリスマス

休暇で帰国し， 「インドネシアとの関係は完全に正常化された」と語った。

v経済開発序長官替る一一一Goh蔵相は，経済開発庁 EDB新長官に唐義方 I.

F. Tangを任命した，と発表した。 Tang氏はハーバード商業学校出の技師で，

国連アジア産業開発理事会主任顧問などを務め， 63年に経済開発庁にはいった。

なお Tang氏はこの日，来年前半ロンドン，ヨーロッパ，東京に投資促進局を設

置することを明らかにした。

V近く小銃工場設立一一Lim国防相は議会で，「防衛某剣士小銃工場建←設，練

習機購入にあてる」と述べた。
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V日本との合弁プラスチック会社一一日本・台湾との合弁プラスチック工場，

Tancho Plastic Industial (Pte) Ltd.の設立が発表された。これはシンガポーノレ

3で番目の TanchoGroup企業である。

21日 Vリ一首相記者会見一一ーリ一首相は記者会見で最近の海外旅行について次のよ

うに語った。

熟練労働者が間もなく払底するので，各国から技術者を招きたい。経済開発

Jf EDBは香港の技術者に永住権を提供しよう。日本の東南アジアに対する進

出意欲は西欧，アメリカ，カナダ，オーストラリアより強かった。マラッカ海

峡防衛問題では日本の協力を要請したい。ベトナムからは北ベトナム，アメリ

カが共に引き揚げ，国連警察軍などを入れるのがよかろう，そうすればベトナ

ム人は自らの政府を選ぶことができる。

23日 V社戦党員5人を逮捕一一特務警察は，社会主義戦線 BSの聞いた非合法演奏

会を急襲し， 5人を逮捕した。

24日 V旧通貨，銀行・政府間の交換は更に 6ヵ月延長一一大蔵省は， 「政府は商業

銀行の旧通貨交換請求を来年 1月16日以降も 6ヵ月間認めるJと発表した。

26日 V対マニ重課税回避条約成立一一マ日誌同日参照。

v日本の軍事進出（？）ーオーストラリアの SydneyMorning Herald 26日は，

21日のリ一首相記者会見および日本が来年7月駆逐艦隊をシンガポールに送ると

の報道について触れ， 「日本は新防衛政策を打ち出したのではないか」と述べて

いる。

27日 Vアメリ力の対シ織物輸入割当に不満一一シンガポール綿製品協会SCPAの藍

天 LamThian会長の明らかにしたところによると，アメリカのシンガポールに

対する織物輸入割当は4000～4500Sドルで，シンガポールにとっては不満な額と

いう。

28日 v防衛基金， 794万ドルを超える

29日 v昨年度観光収入一一－SundeyTimes 29日によると， 66年， 67年の観光収入は

それぞれ1億2300万ドル， 1億5800万ドノレであった。

30日 T Goh蔵相，オーストラリア訪問
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シンガポール Goh蔵相の予算演説

シンガポールの Goh蔵相が3日，議会で行なった 1969年度予算演説は次の通り。

(Straits T仰 es，星川、！日報，南洋商報より抄訳。見出しおよび表作成は訳者）

I 軍事力増強

政府は1965年，陸軍を 2大隊から 2旅団7大隊に拡張することを提案した。私は

昨年の予算演説で「イギリス政府の心情に変化がなければ，わが国の陸軍建立は計

画通り遂行されよう」と述べた。この留保条件は依然有効であり，不幸にも不安は

現実となった。撤兵繰上げ案は当初の防衛計画の基礎を打ち砕き，新たな計画が必

要となった。各大臣は，軍建設についての声明をしばしば発表した。私は8月，来

年度の防衛費が著増して国民総生産の10%に達し，税の増徴は不可避だと述べた。

防衛費の大幅急増が来年度予算の主要テーマとなる。全体主義体制下では，このよ

うな支出も秘密裡に行なえるであろうが，わが国のような議会民主制度の下では，

支出の大幅増を隠すわけにいかない。わが国の青年は数千名単位で防衛軍に編入さ ・
れている。従来， 1970年代前半までに海軍を拡充する計画も，空軍を創設する計両

もなかった。イギリスは 3年内に保護を停止するのであるから，両軍創設に一刻と

雄も猶予はできない。

1. 海軍警備艇6隻を Vosper社に発注し，現在， 2隻をイギリスで，残りを

シンガポーノレで、建造中で、ある。引渡しは1970年半ばに始まり， 71年中には完了しよ

う。現在のところ，海軍の活動は人員訓練が中心であり，これは先月完成した海軍

兵学校で行なわれている。 4人の学校が既にイギリスで訓練を受けており，更に 4

人がオーストラリアに送られる。補充兵訓練は2月に開始されよう。

2. 空軍急速に進歩しつつある。数百名中から厳選された14名が，今，イギリ

スで訓練を受けており，その他4名はフランスで、ヘリコプターの訓練を受けている。

今月中に，更に 5名，来年中には一層多くのパイロットが訓練のためイギリスに送

られよう。彼等は帰国後，シンガポーノレ飛行訓練学校で教鞭をとることになろう d

地上整備員および技術兵訓練のため，技術訓練学校が設立されよう。同校職員は今

海外で訓練を受けている。共和国空軍は1971年末までに活動を開始するだろう。編

成は， Cessnas,jet Provosts, Alouette helicopters, Hawker Huntersからなる中

一（ 268）ー -234-



シンガポール（12月）

隊となろう。 Cessnaは初歩的訓練機， Provostは基礎的ジェット訓練機兼迎撃機，

地上攻撃機となろう。空軍をゼロから作りあげるのは困難な仕事であるが，幸にも

我々には英国空軍の暖かい支援がある。 RochfordHughs空軍中将（現極東空軍司

令官〉も， 1969年2月の退役後，わが国のために尽してくれることになっている。

3. 陸軍拡充満足で、きる進展をみせている。 1965年の2大隊から，現在， 5大

隊になり，そのうち 2大隊は完全服務している。他の 2大隊が進んだ訓練を受けて

おり，来年半ばまでには完全服務するだろう。第5大隊は来年12月に完全服務とな

り，第6大隊は来年3月結成されよう。第 1, 2大隊は再編され，新たな武器を使

用し，新召集兵によって編成されている。両大隊の正規兵は他の部隊に西日置され

た。軍旅総部は今年10月に設立され，日下，完全服務中であり，来年中には第2軍

旅総部が設立される。砲兵1大隊が既に設立され， 69年半ばまでには完全服務につ

く。第2砲兵大隊も近く組織されよう。これらの隊は 120ミリ臼砲を採用する。通

信大隊，戦地工作師団も既に設立された。

その他，わが国には人民国防軍がある。これは，労働時間後或は休暇中軍事訓練

を受ける市民で編成されている。目下のところ， 3歩兵大隊が組織されており，来

年早々，第4歩兵大隊が結成される。これらの当面の職務は国内治安に限られる。

人民国防軍工兵大隊 engineerbattalionが，緊急時に市民服務を管理するため結成

された。

以上述べて来たものは，旧来の計画のままであるが，英軍撤退繰上げの結果，1971

年の軍事力を一層強化する必要が生じた。 2歩兵旅団の他，戦車・装甲車を装備し

た1装甲部隊が71年までに完全服務につくだろう。そのための準備は，目下進行中

である。車輔の発注は既に済み，幹部将校・技術人員はイスラエル装甲学校で訓練

を受けている。 23名のイスラエル軍事使節， Rochford卿を除き， これら軍官総て

がわが国の市民である。これは，わが国訓練機関のすぐれた制度の結果である。シ

ンガポーノレ武装部隊訓練学校 SAFTIでは，歩兵小隊水準の訓練の他，中隊水準の

将校訓練を行なっている。その他，砲兵学校，野戦工学学校，鞘重 Catering学校，

運転学校，憲兵学校，軍事経理学校が設立され，1969年には電子学校が設立される。

このよううな防衛体制を確立するためには，国民総生産の10%, 3億ドノレ以上が

必要である。

4. 予備軍徴兵制の結果，正規軍の他に予備軍が徐々に増加する。召集兵は 2

年の服務期間の後復員するが， 10年間予備役となり，年間 1ヵ月の全時間訓練を受

ける。この予備大隊にも武器・装備・輸送施設がわたされる。装甲部隊ほか全部隊
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員も 2年後予備役となる。したがって，全兵役期間は12年で，徴兵制施行12年後の

1979年には予備役歩兵大隊は30となる。つまり，この時，即座に動員し得る兵士が

4万5千となるわけだ。これは，どんな敵からもシンガポールを守り得る兵力であ

る。日本侵攻時，われわれに40大隊あれば，占領はあれほどたやすくは行なわれな

かったろう。もし今日，マレーシア・シンガポール両国に対して同様な侵略が繰り

返えされるならば，わが軍はコタ・パノレー海岸，スリム河流域に赴いて戦うであろ

う。この一見夢のような説明は，過去の歴史から出て来ており，両国防衛の不可分

性を示すものである。

増強速度に対する批判について述べると，現在，全応召兵のわずか20%が全時間

服務となっているに過ぎず，この比率は将来も増大することはないだろう。増強は

予備役について行なわれ，数年内にその装備を完備するだろうが， 1979年までに大

量の武器を貯えるか否かは情況次第で決定されよう。訓練された部隊と専門知識と

によって， 1971年末までにわれわれは充分な能力を完備するであろう。

先程私は，或る種の攻撃にはマ・シ両軍が共同で反撃せねばならないと述べたが，

もし50個師団が進攻するか核攻撃の脅威があれば，われわれのみでなく，世界の大

国にもかかわる問題となる。

II 英軍撤退の経済的影響とその対策

英軍関係に雇用されるシンガポーノレ人の数および年間解雇者数は，次表の通りで

ある。

英 軍 関 係 雇 用 者 数 （単位人）

年次I1967年 I1967年 I1968年 I1969年 I1970年 I1971年
雇用別 I 4 月 IJ2 月 I12 月 I12 月 I 12 月 I12 月

正規軍雇用市民 I2s,600 I 24,ooo I 19,000 I 16,soo I 11,000 I o 

補助部隊雇用市民｜ 4, ooo l 4, ooo I 3, 200 I 2, 100 I 2, 200 I o 

国内入隊者 I4,sso I 4,350 I 4,100 I 3,200 I 2,300 I o 

家庭雇用者 Is, ooo I 7, 200 I s , soo I 4, 900 I 4, ooo I o 

計＼ 42,150 1 39,550 l 3川 oI 27,300 I 19,soo ¥ o 

年間解雇（予定）者｜ - I - I 7,450 ¥ ム800I 7,800 1 附 00

昨年4月から今年末までに約1万人が失業する。そのうち 3千人は海軍ドック労

働者で， Sembawang造船所に再雇用された。 したがって，失業者は 7千名だけと

なる。

イギリスの時間表は出来上っている。英軍撤退は昨年まで遅々たるものではあっ
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たが，既に始まっている。したがって，不況対策計画も修正せねばならない。 1971

年はあらゆる点から観て困難な年となるであろうから，われわれは充分な対策をた

てねばならない。最善の失業救済策は，経済をそれに見合う速度で成長させること

であろう。新たな雇用機会はそこから生れる。

皿今年度の経済

1. 経済現況今年の経済も好調であった。貿易は拡大を続け，港湾活動も高水

準を維持した。製造業の生産・販売高は，工業生産性の伸びを反映して上昇した。

建築も大きく進歩した。つまり，あらゆる部門で満足できる成長を遂げたわけだ。

今年度の実績は次表の通りである。

1968年経済実横

｜金 額｜対前年比｜
（億ドル）｜伸び率 1

国内総支出｜ 38.5 7.7% 

1人当り国民支出 11,940ドyレ｜ 6.0 

総 投資 I 6.06 I 11.0 

（巴官ロ雪高塁）｜ (15州（前干ド

輸出（ 1～9月）｜ 28.8 

輸入（ 1～9月）｜ 38.4 

＊ 

｜数量1樫17型.4 
港量湾（1取～扱9い月貨）物 2，容65積0万トン

寄港船舶数（ 1 11,600隻 I15.0 
～9月）

同総トン数 C1 I 4, 100Jjトン｜ 11.5 
～9月）

計（ 1～9月） I 67.2 I 14.5 11 ＊人口増加を年2%と推定。

（注〉 総支出，総投資は推定。

貿易の拡大は製造業部門の成長によるものである。製造業部門が成長すれば，原

料，機械設備の輸入が必要となり，成熟すれば，同部門生産物の輸出が増大する。

今年四半期毎の工業生産指数は次の通りである。

(1966年二100)

1967年平均 1968年第 1四半期 第2四半期

111.1 121.3 129.4 

第3四半期

131.4 

また，創始産業指定企業に関する統計（1968年6月末現在）は次の通り。

稼動中の創始産業指定企業

｜ ｜前年比 l ｜金 額 ！ 前 年 比
実 数｜増加分［ （億ドノレ）増加率

企 業 数｜ 174社＊I 47社 II総固定資産投資 I 4.36 I 19% 

従業員数 I18,780人 I5,380人｜｜総生産 額 I 4. 12 I 64 

＊この他，現在日企業が建築中。
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商工業の拡張を示すもう一つの指標は電力消費量で，昨年1～9月の52万 1千キ

ロワットから今年同期は65万9千キロワットに伸びた。電力需要に適応するため，

目下，ジュロンに48万キロワットの発電所を建設中である。これは，現在の総発電

量46万4千キロワットより少々大きい。第 1段階の工事は明年6月完了し， 12万キ

ロワットの発電機が運転を開始する。 1974年までにシンガポーノレの総発電能力は94

万4千キロワットとなり， 1961年の20万2千キロワットの4倍以上となる。

土木建築部門もまた良好だったが，新家屋建設は緩慢であった。これは民間部門

の活動縮小によるものである。

1 1967年 1～6月 1

建造家屋 Is,320戸 ｜ 

同宅地而積 1 670万平方フィート｜

同建造費 I 1,200万ドル ｜ 

1附 年1～6月 ｜ 増 加 率

6,140戸 I -26.2% 

650万平方フィート｜ - 3.0 

7,830万ドル I 8.8 

観光業も好調で，旅客は昨年の驚異的増加率70.5%のためさほど大きく伸びなか

ったが，正常な増加を示した。即ち，今年1～9月に空海路シンガポールを訪れた

旅行者は18万1570名で，昨年同期比25.3%増大した。観光旅館は58軒2570室で，利

用率は83%だった。現在，一流旅館18軒（6000室）が建築中で，そのうち 6軒（1610

室〉が69年中に完成する。

銀行預金も良好であった。国際的通貨危機で英ポンド，仏フラン，米ドルが投機

筋の攻撃にされている時も，シンガポーノレの銀行預金高は増え続け， 1967年9月末

の16億5千万ドノレから今年9月末には21億0500万ドノレ C+27.3%）に達した。預金

は1967年6月以来月毎に増大しているが，これは単に経済の拡大だけからでは不可

能であり，外国からの流入が重要な貢献をなしているに違いない。そうであれば，

人々がシンガポールの貨幣，ひいてはシンガポール経済の安定性・強度に確信をも

っていることを意味する。

昨年，シンガポーノレには香港から「恐慌J状態の資本が大量に流入した。今年新

産業となって実を結んだのは，この資本流入の果実である。しかし，今後2年間は

製造業部門促進剤は香港資本でなくアメリカ資本であろう。政治紛争落着の故に，

香港からの多数の「恐慌」的照会が取り消された。しかし香港のシンガポールに対

する投資意欲は依然満足すべき水準にある。その一連の事業 Projectsin the pipe-

lineは真に利潤機会を求める投資であり，その種の投資は一層生産性が高く，長続

きするものであった。わが国の欧米における投資促進計画は，未だ初歩的段階にあ
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るとはいえ満足な成果を収めた。巨大な国際企業（殆どがアメリカ企業）が，対シ

投資の有利さに気付き始めている。彼等が着目したのは，わが国の政治的安定性，

国民が新雇用法を受け容れたことに見られる労働意欲および問題克服への決意，価

格・賃金の安定性，安定した通貨，地理上の戦略的位置，誠実な行政，知識・教育・

技能水準の高い労働者，高い生産性，すぐれた輸送機能である。これらに劣ちず重

要なのは，経済拡大法によってもたらされた投資・輸出奨励措置である。また資本

は大量にかつ好条件で利用できる。このような成功のための諸要因を，著名なアメ

リカの独立営業諮問機関 BusinessInternationalも確認した。問機関は 1968年2

月， 「世界的規模で操業する経営者への報告Jの中で，シンガポールを営業に好適

な場所であると述べた。

アメリカ企業はシンガポールにおける活動のうち，二つの分野に特に興味をもっ

ている。まず 1グループ一一一Caterpillar,Allis Chalmers, International Minerals 

Corporationなどーーは， シンガポールを東南アジア向けの配分・集積基地として

利用しようとしている。他のグループ－SantaFe-Pemeroy, Dillingham, Mc-

Dermott, Proconなど一一一は， わが国を東南アにおける石油・鉱物資源開発事業

のための供給・製造基地にしようとしている。わが国は総ての必要な技術・支援用

役を効率的に提供できる。これは大国際企業の利益であるばかりでなく，近隣諸国

にとっても利益となろう。何故なら，効率的な支援基地があればその国の開発計画

は一層速められるからである。

第2に，各種電子部品，電気機器，その他機器の製造に関心を抱くグループ。があ

る仏ここに含まれるグループは， National Semiconductors Corporation, Texas 

Instruments, Continental Devicesの3社で，いずれもアメリカ企業である。各社

とも非常に多額の投資をし，多数の労働者を雇うであろう。

その他，国際的財団が次のような開発事業を計両している。一一一石油化学，鉄鋼，

紙・パルプ，肥料，時計，漁船・特別船隻・海上用品建造，プレハブ住宅，内燃機

関，農業用機械器具。これら事業の多くが2年内に実施されるであろう。

資金は工業投資計画遂行に十分なだけあり，今後2年間の経済は長足の進歩を遂

げるであろう。これこそ，失業者に新たな職を与える最善の方法である。

2. 新政府機関 私は4月の演説で，工業化計画促進のための三つの新機関につ

いて触れたが， 3機関一一2機関は経済開発庁 EDBからの分身 とも，既に設

立され活動している。

シンガポール開発銀行は経済開発凡：の金融機能を受け継いだもので，開行以来成
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功を収めている。同行は今年7月16日結成され9月 1日開業した。行員は当初経済

開発庁から徴用された。同行の資金援助は純然たる製造業の他，観光業，団地事業

estate projectにも拡大される。後者は主に都市再建計画事業に係わるものである。

開発銀行は経済開発庁の貸付業務を総て引き継いだ。これには船舶解体業特別貸付

の他，軽工業局 LightIndustries Services所管の小工業貸付も含まれている。開発

銀行に移管された貸付金総額は4890万ドノレにのぼっている。その他，経済開発庁に

関係のある 3千万ドノレ相当も同行に移管された。剰余財産のうち工業株の値ぶみは

なかなか難しかったため，結局， 2860万ドノレで政府が引き取った。同行には，また

工場施設への貸付担保（11月26日現在1410万わけも移管された。開発銀行の払込

資本金は 1億ドlレだ、が，既に引受け額はこれを超えた。民間での株式公募に際して

は小投資家に特別の考慮を払い， 2千ドノレ以下の申し込みは満額認めた。政府は年

利4%で当初3千万ドノレ，第 1次貸付完了後は 5千万ドルの信用貸付を提供するだ

ろう。同行の基金は年利7%以下で諸工業に貸付けられよう。同行はまた，国内・

国外・国際機構から追加基金をあおぐだろう。これら諸活動は純粋に商業的に行な

われる。また， ドイツ投資銀行KFWから専門家を顧問として招き，総裁には韓瑞

生（HonSui Sen）経済開発庁長官が就任した。

国際貿易公社 InternationalTrading Company略称INTRACOは11月5日に設

立された。授権資本金は5千万ドルで，既に 2千万ドル分の株式が発行された。政

府（600万ドル），開発銀行（380万ドノレ〉，民間（1020万ドノレ〉の共同出資となってい

る。民間部門の引受けは既に超過となった。同社はこれまで何の礎石もおかれてい

ない所に設立されて国際競争の波にもまれる， 3機関の中の最も難しい部門である。

ジュロン市管理局 JurongTown Corporationは，経済開発庁からジュロン工業

団地ほか6工業団地（Kallang, Tion Bahru, Kampong Ampat, Tanglin Halt, 

Kallang Pak, Tanjong Rhu）の所有・管理権を引き継いだ。同局所管工場等の規

模は10月末現在，次の通りである。

工 場 数 293 ジュロン団地の住宅 4,450戸

同従業員数 21,000人 （居住率） 99% 

同投資額 5億8800万ドル 同建築中の住宅 1,384戸

同商店 150戸

工業投資が予定を上回った結果，敷地の不足が生じた。そのため， 9区域100万

余平方フィートの敷地を造成中である。ジュロンの主要事業の一つは新港の建設で

あり， 3千フィートの埠頭（複数〉および諸港湾施設に2500万ドル余を投下した。
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埠頭完成以来，ジュロンの貨物処理能力は満足できるものとなった。つまり，昨年

の34万2千トンから，今年 1～11月で既に47万8千トンおよび家禽12万 1千羽に増

大した。後者はジュロン屠殺場完成の結果である。管理局は，住宅，会計制度改善

にも心掛けている。私にとって嬉しい誤算だったが，政府のジュロン工業基盤整備

投資は，適正な資産減価償却の後， 3%の利潤を生み出した。私は損失すら予期し

ていたのだが。これは経済開発庁の土地借用契約政策 landand lease policyに対

する信頼を示すものである。将来，工場数および借地料収入の増加によって管理局

収入は増大し， 7～8%の利潤をもたらすものと期待している。

町来年度予算

］． 予算今回最も大きく変る点は財政年度で，従来の暦年から 4月 1日～翌年

3月31日に改めることにした。この方が国際収支・国民所得など，暦年の経済活動

を正しく評定し得る。従って，来年度予算は15ヵ月分であり，私は演説中では， 68

年との比較のため予算上の数字を使わず， 12ヵ月相当額を採用している。

国防支出大幅増のため，政府は次のような政策をとった。

(a）装備供給者からの延払い借款の利用。

(b) 英国の 5千万ポンド（ 3億6750万ドノレ）のソフトローン・贈与を英国から

の財・サービス（軍需品・非軍需品双方の）購入にあてる。

(c) 防衛費以外は可能な限り現水準にとどめ，増加は賃金の通常増および特に

利益のある新提案のみに認める。

(d）経済引締め，延払い借款，英援助があってもなお，新税創設，課税率引上

げは不可避である。

(e) 電信・電話局，民航局などサービスを提供する部局は，通常業務拡大のた

め一定の支出増を認める。

(£) 同様に収入のある部局には職員増を認める。その他，当該省が支出を穴埋

めできるのであれば，どんな支出増も認めよう。

防衛予算を全額政府支払いにすれば，暦年で 3億3750万ドノレが必要となる。これ

は軍支出のみに照応するもので，警察その他の国防省支出は含んでいない。 1968年

度予算の軍支出4760万ドルと比べると著しい増加である。しかし， 1968年度軍支出

の実績は予定よりかなり多かったであろう。 3億3750万ドルのうち，一部（兵土給

与，手形支払いなど）は現金で支払わねばならない。その種の支払いは 1億1730万

ドル，延払いのきく武器・装備購入費などは 1億5630万ドルとなろう。残りの6390

万ドノレは英国国防援助基金から英国製装備の購入（これは大蔵省の項目に入れられ
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ている〉にあてられる。この種の支出のため暦年の1969年に必要な金額は 2億0510

万ドル（給与，手形支払い： 1億1730万ドル，延払い返済： 8780万ドル〉となる。

そのうち 1億5720万ドルは普通予算， 4790万ドルは開発予算に割り当てられる。

来年度国庫収入は，暦年じ換算すると 7億5920万戸ノレで， 1968年より 1億1250万

ドル増えている。これは経済成長と昨年度見積りの低さとによるものである。歳入

増と防衛費以外の抑制とによって，来年度の収支はほぼ均衡がとれる。 69年4月 1

日から70年3月31日までの予算では，赤字はわずか920万ドルに過ぎない。しかし

開発基金への繰入れ3750万ドノレを考慮すると， 4670万ドルの不足となる。これを新

税3500万ドル，準備金からの繰入れ1170万ドノレで埋めようと思う。

（単位 ドノレ）

歳 入

普通予算内，容（当初〉

1969年 1969 1月ペ970年 3月

ネ土 ムコミ 部 r可 281,250,630 364,261,380 

経 済 部 r可 82,257,720 108,444,720 

法 定 支 出 90,639,620 169,890,460 

治 安 国 防 100,819,730 313,796,060 

そ の 他 61,482,070 68,500,960 

直接税

関接税・支 出 税

物資販売・サービス

投資および財産収入

そ の他
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616,449,770 1,024,893,580 

327,330＊本

30,000,000 

30,327,330 

9,248,580 

37,500,000 

46,748,580 

（注〉 ＊赤字を意味する。 ＊＊余剰金。
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開発予算歳出内訳（当初〉 （単位 ドノレ〉

1968年 11969年 1月ペ9704:-3月

科 再＋ 技 術 省＊ 341,000 

大 蔵 省 122,200,600 133,321,330 

労 働 省 1,830,000 

教 τ円岳写 省 15,604,950 30,850,070 

通 省＊ 9,805,010 

内 務・国 防 省 16,235,010 48,241,220 

文 イじ 省 6,052,860 1,326,100 

社 4三』者 福 祉 省 一一＊＊ 5,136,460 

法 務・開 発 省 116,325,480 87,615,860 

保 健 省 3,342,860 3,203,380 

面lj 首 相 所 管 16,204,180 

計

英国援助計画支出

295,965,940 

806,222 

321,670,430 

328,980 

（注） ＊この 2省はこの 4月までなかった。

料この 4月まで文化相の所管であった。

開発予算主要項目別支出内訳 （単位万ドノレ）

住宅開発庁HD B補助 5,000 都市再開発計画 1,769 

軍 増 強 4,790 東海岸埋立計画 1,680 

開発銀行補助 3,000 下水道 事業 1,240 

ジュロン市管理局補助 3,000 排水溝事業 530 

技 制す 教 τ円士三 2,248 通 施 号H又ft. 490 

公益事業庁Pu B補助 2,000 

（補助金を除けば経済開発9,900，社会開発3,300，国防・行政5,900)

2. 新税新税は投資奨励，外資流入を損うものにはならない。新税は7項目に

わたっており，そのうち 3項目は税率改定， 4項目は新設である。特定項目に負担

がかかり過ぎないよう充分考慮した。また，水道・電気料金に見られるように，低

所得者への影響はない。

今後 3年間，衛生・教育費は据置き，自然増収分は総て防衛費に注ぎ込む予定で

ある。
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新 設 税 I句：，忍fl税率引上げ I今男腎ヂ
公益事業庁への支払い金 1,100 ｜自動車税（乗用車） c 3) I 160 額に最高 10% (1) 

石油・ガスに若干（2) 80 
紙 税（4) I 380 

電話料金に 15% 380 

衣服輸入税（皮製は除く） 1,200 ｜自動車譲渡税｜ 200 
10% 

（注〉 (1) 水道・電気料金課税率は次の通り。 （住宅開発庁などのアパート居

住者を対象，貧困者，電力大口需要企業を除く。）

水道・電気料
（月額）

～10ドル

10～20 

20～ 

課 税 率 対象となる戸数

。%
5 

10 

5.8万戸

7.3 

9.9 

(2) ポンド当り 3セント。

（同比率）

(25%) 

(32%) 

(43%) 

(3) 輸入乗用車の課税対象価格を CIF価格から市場価格に変更。

(4) 現行年間900万ドル。
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1 9 6 8年のマレーシア，シンガポール年表

政 z」‘
’ロ 関 係経 済 対 外

2. 8 s 国会解散， 51議席は無投票で PAPに

3. 14 IM 内閣一部改造
3. 17 IM 民主行動党 DAP第 1回全国大会
3. 24 IM 労働党分裂，民政運動党 GRMの結成

4. 13 I s 総選挙， PAP全議席を独占
4. 15 I s 内閣一部改造
4. 15 IM 人民党全国大会， Kassim新委員長を選出
4. 29 IM 労働・人民両党，共闘で合意

5. 21 M 許啓針 KohKay Cham労働党委員長逮捕さる
5. 25 IM サパで徴兵登録始る

6. 10 IM, S 5ヵ国防衛会議
6. 17 IM タイ国境ゲリラ，警備隊を奇襲， 16人を殺害

7. 20 I M Boestamam人民党前委員長脱党

8. 1 I B Hassanal新スルタンの戴冠式

9. 17 IM タイと国境ゲリラ掃討で討議

11. 9 I M 共産主義者の一斉検挙
11. 9 : M 許啓針労働党委員長転向声明

12. 3 IM 労働党，議員辞職・選挙ボイコットを発表
12. 4 IM 凶境ゲリラとの交戦頻り

～20 

国営外航海運社「太平洋国際海運」設立
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1. 9 IM マルコス比国大統領来マ
1. 13 I s リ一首相訪英
1. 16 I M, S 英極東駐留軍撤退繰上げ，発表さる
1. 30 I M 西独との技術援助協定成立

2. 11 ¥ M Ghafar Mara長官， ソ連北欧訪問
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4. 20 IM, s ネ・ウイン・ピルマ革命評議会議長来訪
4. 30 IM ラザク副首相， ソ連・西欧へ（5/26帰国）

5. 3 I s インドネシアとの通商条約成立
5. 19 IM, S ガンジー，インド首相来訪（M5/29)
5. 20 IM ブルガリアとの通商条約成立
5. 21 I s リ一首相訪英
5. so I s アラブ連合との通商条約成立
5. 31 I s 初代駐日大使に洪国平 AngKok Pen氏任命

6. s I s ソ連と国交樹立
6. 14 I s スペインと国交樹立
6. 17 / M ラーマン首相訪英（7/25帰国）
6. 18 IM サバ問題で比国とバンコク会談（7/16決裂）
6. 29 I s 康良煙北朝鮮最高人民会議副委員長来シ

8. 6 IM, s 東南ア諸国連合 ASEAN閣僚会議
8. 6 IM ラザク・ラモス会談，サノミ暫定凍結で合意

9. 18 IM マルコス比国大統領，サバ併合法に署名
9. 19 IM 比国との国交を停止

10. 13 I s リ一首相， 日本，アメリカ，カナダへ（12/15帰国）
10. 17 I s インドネシア海兵隊員 2名を処刑
10. 30 I M 初のマルク債発行（2500万マルク）

クバディンスキー・ブルガリア副首相来シ
台湾と通商代表部設置で合意

11. 14 I S 
11. 22 I S 

12. 10 I M, s タイで ECAFE閣僚会議。サノミ問題凍結で合
意

3. 1 IM 「投資奨励法」成立
3. 12 IM, s 両国労働者相互追放で緊張
～30 I 

3. 18 I M, s 両国通貨相互交換保障協定成立
3. 23 IM ゴム国労働者賃金引下げ
3. 28 IM, S ゴム業界，極東海運同盟にボイコットを通告

4. 27 I s 硬貨生産開始

5. IM ゴム園労働者の失業深刻化，各地でスト

7. 10 IM 公務員賃金引上げ決定（8/1実施）
7. 31 I s 「雇用法」成立

s. 1 I s 「労働関係（修正）法」成立
s. 3 I s 「中央準備基金法」成立
s. 13 IM 錫価格， 4年来の最低に

9. 1 I S Keppel造船所設立
9. 18 IM 国際錫理事会，輸出制限を決定

10. 1 I s 開発銀行設立

11. 4 IM IMF 8条国に移行
11. 9 I S IMF 8条国に移行

12. 7 IM 国常海運会社設立
12. 8 I S Sembawang造船所設立
12. 20 I M 国際錫理事会，輸出制限延長を決定

（注〕 Mはマレーシア， Sはシンガポール， Bはブルネイのこと。
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